
奈良市子ども未来部子ども政策課

平成29年2月13日

資料１

子ども条例部会の開催について

（第１6回奈良市子ども・子育て会議資料）



（１）　設置根拠

　「奈良市子ども・子育て会議子ども条例部会設置要領」

（２）　設置目的

　奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第１９条第３項の規定に基づき、奈良市子ども・子育て会議

においてこの条例の取組状況について検証を行う必要があり、この検証を集中的かつ効率的に行うため

に子ども条例部会を設置します。

【 部会の所掌事項 】（設置要領第２条）

（１） 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例（平成26年奈良市条例第51号。以下「子ども条例」という。）

　　 　 の規定に基づく事業等の実施状況の検証に関する事項

（２） 子ども条例第１２条に規定する子ども会議の運営に関する事項

（３） 前２号のほか、子ども条例に基づく施策の推進に関し必要な事項

（３）　子ども条例部会委員

　部会の委員は、奈良市子ども・子育て会議に属する委員、奈良市職員及び奈良市教育委員会事務局職

員のうちから会長が指名することとなっており、次のとおり合計１７名の委員から構成されています。

　なお、奈良市子ども・子育て会議の委員改選がありましたので、委員名簿は次のとおり変更となって

おります。（任期満了日：平成２８年５月２９日　※公募委員については平成２８年８月２９日）

［ 旧名簿 ］（平成２８年３月２４日開催　第４回子ども条例部会まで）

 奈良市子ども・子育て会議委員  奈良市職員  奈良市教育委員会事務局

 岡田委員  子ども政策課長  教育政策課長

 北岡委員  こども園推進課長  学校教育課長

 栗本委員  保育所・幼稚園課長  学校教育課　いじめ対策生徒指導室長

 竹村委員  子ども育成課長  地域教育課長

 浜田委員（部会長）  子育て相談課長

 横尾委員  健康増進課長

 和田委員（職務代理）

計　７名 計　６名 計　４名

［ 新名簿 ］（平成２８年１１月１６日開催　第５回子ども条例部会から）

 奈良市子ども・子育て会議委員  奈良市職員  奈良市教育委員会事務局

 岡田委員  子ども政策課長  教育政策課長

 金野委員  こども園推進課長  学校教育課長

 栗本委員  保育所・幼稚園課長  いじめ防止生徒指導課長

 浜田委員（部会長）  子ども育成課長  地域教育課長

 福原委員  子育て相談課長

 森委員  健康増進課長

 和田委員（職務代理）

計　７名 計　６名 計　４名

　１　奈良市子ども条例部会について
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（１）　開催状況

　開催日時　：　平成２８年１１月１６日（水）　午前１０時から正午まで

　開催場所　：　奈良市役所　北棟２階　第１６会議室

　出欠状況　：　委員１７名中１７名出席

（２）　議題又は案件

　委員紹介　　

　部会長及びその代理者の選出

［ 議題 ］

　① 部会の検討事項及び開催スケジュールについて

　② 平成２８年度奈良市子ども会議について

　③ 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例の検証について

（３）　決定又は取りまとめ事項

　◆ 部会長については浜田委員、その代理者については和田委員が選出された。

　◆ 子ども条例部会の今年度の検討事項及び開催スケジュールについて事務局案の内容で承認

　　 された。

　◆ 今年度の奈良市子どもにやさしいまちづくり条例の検証については、その議論の範囲を第

　　 １４条（困難を有する子どもとその家庭に対する支援）に絞ることとなった。 

（４）　議題又は案件に対する主なご意見等

 ［ 議題 ］

　① 部会の検討事項及び開催スケジュールについて

　→ 事務局案のとおりご承認いただく。

　② 平成２８年度奈良市子ども会議について

　・来年度以降の取組として、子ども参加者向けに奈良市子ども会議の事前学習会のよう

　　なものがあるといいと思います。

　・第３回目で市の担当者が参加し、子ども参加者と話し合った取組はよかったと思いま

　　す。子ども参加者にとって学習型の子ども会議にもなったのではないか。

　・参加した子どもたちだけではなく、他の子どもたちにもこの取組を広げるための仕組

　　みがあるといいのではないか。（会議参加前に学校や児童会等で多くの意見を聴いて

　　おいてから参加したり、会議参加後にその内容を学校や児童会等で報告する等）　　

　・奈良市子ども会議も回数を重ねるにつれて、リピーターが出てくると思うが、そのリ

　　ピーターを会議の補助や運営側に育てていくのはどうか。また、初参加の子どもたち

　　には優先的に発言できるよう配慮してあげるのはどうか。

　・学校の代表が参加するというようなことにするとそれぞれの地域からまんべんなく意

　　見が吸い上げることができると思います。

　・障がいをもった子どもや参加することのハードルが高い子ども等の意見も吸い上げら

　　れる会議になればいいと思います。

　・地域教育協議会との連携も検討してはどうか。

　２　第５回　子ども条例部会の開催について
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　③ 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例の検証について

　→ 今年度の奈良市子どもにやさしいまちづくり条例の検証については、その議論の範囲

　　 を第１４条（困難を有する子どもとその家庭に対する支援）に絞ることとなった。

　　 次回の子ども条例部会においてその議論を深め、年度中にはその議論の内容を意見書

     のかたちにまとめ、奈良市子ども・子育て会議に報告していくこととなった。

【 参考 】　（「奈良市子どもにやさしいまちづくり条例」第１４条）

（困難を有する子どもとその家庭に対する支援）

第１４条　市、地域住民、子どもが育ち・学ぶ施設の関係者及び事業者は、障害のある子

　ども、ひとり親家庭の子ども等、困難を有する子どもとその家庭に対し必要な支援を行

　うよう努めるものとする。
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（１）　開催状況

　開催日時　：　平成２９年１月２５日（水）　午後２時から午後４時まで

　開催場所　：　奈良市役所　北棟６階　第２２会議室

　出欠状況　：　委員１７名中１４名出席　さらに、議題の関係課として障がい福祉課も出席　

（２）　議題又は案件

［ 報告事項 ］

　① 「（仮称）奈良市子どもの貧困対策計画」策定に関する進捗状況について

［ 議題 ］

　① 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例の検証について

（３）　決定又は取りまとめ事項

　◆ 委員から出された意見をまとめ、事務局で２月中旬を目途に意見書案を作成し、メール等

 　  で修正の有無についてご確認いただきながら、３月２８日開催の奈良市子ども・子育て会

　 　議で意見書を報告できるよう進めていくこととなった。

（４）　議題又は案件に対する主なご意見等

［ 議題 ］

　① 奈良市子どもにやさしいまちづくり条例の検証について

　・親と接する時間が極端に少なかったり、十分なコミュニケーションがとれていないケ

　　ースがあり、心の問題での子どもたちへのサポートも必要。保護者同士、子ども同士

　　のつながりはあるが、「ナナメ」のつながりをつくるような仕組みがあれば保護者の

　　中で支援に関わる者も出てくるように思われる。

　・実際に支援が必要と思われる家庭の情報を個々の保護者も持っているが、学校やその

　　他関係団体との連携の場などがなく、効果的な支援ができていないのではないか。

　・奈良市が配布している「養育費と面会交流」のためのパンフレットの効果を検証し、

　　養育費支払いの問題にとって、より良い方法はないか考える。　

　・事業者としては、保護者の積極的な就労の支援を行うとともに、可能な限り各家庭で

　　の子どもと接する時間を確保することができる勤務形態を提案するなど、働きやすい

　　環境づくりを推進することであると考えます。

　・障がいをもつ子どもに対して、ITを利用した支援や、障がいに対する知識を先生が身

　　に付けるための研修を実施してはどうか。また、子どもがパソコン等のスキルを身に

　　付けるための支援をしてはどうか。

　・困難を有する家庭等であっても、スマートフォンを持っている方は多いので、スマー

　　トフォンをつかったアプローチを考えてはどうか。

　・小学校や中学校の学校図書館へ図書館司書を配置し、子どもの支援を行ったり、子ど

　　もの居場所として活用してはどうか。また、図書館司書による先生へのサポートもで

　　きるのではないか。

　・教育と福祉の連携を深めていくことが重要ではないか。

　・地域の子どもたちを支援する取組をしているが、支援を必要としている子にどうすれ

　　ば来てもらえるかが課題である。保護者のみなさんがもっている情報もあるので、支

　３　第６回　子ども条例部会の開催について
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　　援の「場所」をつくって保護者も巻き込んでいくようなことが必要ではないか。

　・ひとり親家庭等の保護者同士がつながれるような仕組みができればいいのではないか。

　・子どもの貧困の問題があるが、まだまだ認知度が低いように思う。貧困に対する認知

　　度をあげていく必要があるのではないか。

　・１５歳から２０歳までの支援の充実をしていく必要があるのではないか。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・ 積極的に意見交換する子
どもたちが目立ち、内容も工
夫されている。参加する子ど
もたちにとって意味のある取
り組みとなっているが、「奈
良市全体の子どもたちに向け
て」と考えると、もっと取り
組み方に広がりがあっても良
いのではないか。例えば、事
前に子どもたちの意見を集め
るような取り組みになってい
けば、子ども会議の意義も更
に深まるのではないかと思
う。
・ 学校を通して先生から学
年便りに記載してもらう等、
工夫すれば、より周知できる
のではないか。
・ 中学、高校生の市政を含
めた政治への興味、関心を意
識的に増加させなければなら
ない。そういう意味でも特に
10代の意見は将来の市政に
とって大変重要だと考えるの
で、積極的事業展開に期待し
たい。10代の就労者の意見を
取り入れても良いかと思う。
・ 全国レベルでも先進的な
取り組みを実践していると高
く評価する。今後は、困難を
有する子どもたちなど多様な
参加を促進すること、テーマ
をしぼった上でより具体的な
実施計画を実施することを求
める。
・ 今後、どのような手立て
が考えられるのか、子ども会
議参加者に議論してもらうの
もよいのではないか。

・ 子どもからの意見をいか
に市政に反映したか、反映で
きない場合はその理由を、子
どもや市民にフィードバック
していただきたい。
・ 来年度以降の子ども会議
の周知の際に、子ども会議に
おける具体的な子どもたちの
議論の流れ等を伝えることが
できればより興味を持っても
らえるのではないかと思う。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子どもにやさしいまちづくり
を推進するため、子どもが意
見表明をし、参加する場とし
て「奈良市子ども会議」を開
催する。この会議に自主的及
び自発的に参加し取り組んで
もらえるよう子どもたちの関
心を高めていく。
また、「奈良市子ども会議」
での提案を市政に反映できる
よう事業展開を行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

「奈良市子どもにやさしいま
ちづくり条例」が平成27年4
月1日から施行されたことか
ら、「奈良市子ども会議」を
開催し、会議に参加した子ど
もたちの意見をまとめ、市長
に提出した。

(目標) 90 (目標) 95

(実績) 77.5 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 75 (目標) 80 (目標) 85

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 756 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 1,191 千円 (予算) 917

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
子どもの意見表明や参加を支援するための取り組みとして、子どもの自
主的・自発的な運営による「子ども会議」を設置します。

指標
奈良市の子ども会議参加者の
意見表明に対する満足度
（％）

平成26年度
実績値

平成27年度より実施

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 1 事業名 奈良市子ども会議の設置 部名 子ども未来部 課名 子ども政策課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

奈良市子ども会議における参
加者募集やその取り組み方に
ついては、決まったやり方を
続けるのではなく、いただい
た多くのご意見を参考にしな
がら、子ども会議がよりよい
取り組みとなるよう常に改善
を図っていく。
特に参加者募集については、
より多様な意見が出されるよ
うに周知先を増やす等の工夫
をしていきたいと考えてい
る。
また、会議の取り組み方につ
いても、「テーマを絞るこ
と」や「奈良市子ども会議の
やり方について子ども会議参
加者に議論してもらう」等の
方法を取り入れていきたいと
考えている。

・ 積極的に意見交換する子
どもたちが目立ち、内容も工
夫されている。参加する子ど
もたちにとって意味のある取
り組みとなっているが、「奈
良市全体の子どもたちに向け
て」と考えると、もっと取り
組み方に広がりがあっても良
いのではないか。例えば、事
前に子どもたちの意見を集め
るような取り組みになってい
けば、子ども会議の意義も更
に深まるのではないかと思
う。
・ 学校を通して先生から学
年便りに記載してもらう等、
工夫すれば、より周知できる
のではないか。
・ 中学、高校生の市政を含
めた政治への興味、関心を意
識的に増加させなければなら
ない。そういう意味でも特に
10代の意見は将来の市政に
とって大変重要だと考えるの
で、積極的事業展開に期待し
たい。10代の就労者の意見を
取り入れても良いかと思う。
・ 全国レベルでも先進的な
取り組みを実践していると高
く評価する。今後は、困難を
有する子どもたちなど多様な
参加を促進すること、テーマ
をしぼった上でより具体的な
実施計画を実施することを求
める。
・ 今後、どのような手立て
が考えられるのか、子ども会
議参加者に議論してもらうの
もよいのではないか。

・ 子どもからの意見をいか
に市政に反映したか、反映で
きない場合はその理由を、子
どもや市民にフィードバック
していただきたい。
・ 来年度以降の子ども会議
の周知の際に、子ども会議に
おける具体的な子どもたちの
議論の流れ等を伝えることが
できればより興味を持っても
らえるのではないかと思う。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 2 事業名 教育・保育施設及び地域型保育事業の整備 部名 子ども未来部 課名
子ども政策課

保育所・幼稚園課

事業内容
待機児童解消や多様な教育・保育ニーズに対応するため、既存の教育・
保育資源を活用するとともに、民間活力による教育・保育施設及び地域
型保育事業等の整備を行います。

指標 3号認定の利用定員数(人）
平成26年度

実績値
平成27年度より実施

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 教育・保育

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 49,500 千円 (予算) 221,730 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 49,500 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 2,686 (目標) 2,686 (目標) 2,763 (目標) 2,928 (目標) 2,928

(実績) 2,681 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

保育所待機児童対策として、
平成27年8月、西部北区域に
ＹＭＣＡあきしの保育園を設
置するとともに、中央区域及
び西部南区域に小規模保育事
業(合計3か所)の設置運営事
業者の公募を実施し事業者を
選定した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「奈良市子どもにやさしいま
ちづくりプラン」に基づき、
重点的な取組が必要な中央区
域及び西部南区域の保育所待
機児童の解消を目指す。
特に0～2歳児は待機児童の
80％以上を占めており、今後
も民間活力による整備のほ
か、あらゆる手法を組み合わ
せることで、多様な選択肢の
中から保育施設を選択できる
環境を整えていく必要があ
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・待機児童の解消、量的達成
は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。
・幼稚園での延長保育の充実
も推進するべきである。
・地域型保育事業の増加等で
入所児童数は増加している
が、待機児童の解消という点
ではむしろ増加傾向にある。
いわゆる隠れ待機児も含め3
号認定対象者は今後も更に増
加が予測される。
・保育所待機児童の解消に向
けての環境整備は早急にとり
行わなければ全く意味がない
とは思われるが、財政状況や
様々な問題から考えると大変
難しい状況であることは否め
ない。但し、解消できると
「暮らしやすい自治体」とし
て認識され、住居を構える世
帯が増えるとも考えられるの
で、今後も出生数の減少は予
測されるが、就労家庭は増加
すると思うので、積極的な取
り組みに期待したい。

・自家用車を持たない世帯が
利用しやすいように、駅から
近い場所に整備を検討する事
も必要なのではないか。
・多様な選択肢の中から、ど
の保育施設を選べばよいの
か、保育施設を選択するため
の情報提供も求められるので
はないだろうか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

多様化する就学前の教育・保
育ニーズに対応するため、従
来の幼稚園と保育所といった
二者択一ではなく、認定こど
も園や地域型保育事業も含め
た多様な選択肢の中から教
育・保育施設を選択できる環
境を整えていく必要がある。
特に保育所待機児童の解消に
あたっては、地域ごとのニー
ズの変化や少子化を見据えて
取り組む必要があり、認可保
育所の新設のみに頼るのでは
なく、既存民間保育所や地域
型保育事業といった民間活力
を積極的に活用することによ
り、スピード感をもって対応
していきたいと考えている。

・待機児童の解消、量的達成
は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。
・幼稚園での延長保育の充実
も推進するべきである。
・地域型保育事業の増加等で
入所児童数は増加している
が、待機児童の解消という点
ではむしろ増加傾向にある。
いわゆる隠れ待機児も含め3
号認定対象者は今後も更に増
加が予測される。
・保育所待機児童の解消に向
けての環境整備は早急にとり
行わなければ全く意味がない
とは思われるが、財政状況や
様々な問題から考えると大変
難しい状況であることは否め
ない。但し、解消できると
「暮らしやすい自治体」とし
て認識され、住居を構える世
帯が増えるとも考えられるの
で、今後も出生数の減少は予
測されるが、就労家庭は増加
すると思うので、積極的な取
り組みに期待したい。

・自家用車を持たない世帯が
利用しやすいように、駅から
近い場所に整備を検討する事
も必要なのではないか。
・多様な選択肢の中から、ど
の保育施設を選べばよいの
か、保育施設を選択するため
の情報提供も求められるので
はないだろうか。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 3 事業名 市立こども園の設置 部名 子ども未来部 課名
子ども政策課

こども園推進課

事業内容
「奈良市幼保再編基本計画」「奈良市幼保再編実施計画」に基づき、市
立幼保施設の再編を進めながら、「市立こども園（幼保連携型認定こど
も園）」の設置を進めます。

指標
市立こども園の設置数
（各年度4月1日）(園）

平成26年度
実績値

平成27年度より実施

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 59,123 千円 (予算) 410,153 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 28,475 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 7 (目標) 9 (目標) 12 (目標) 25 (目標) 32

(実績) 7 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

市立幼保施設の再編に関する
計画及び方針に基づき取組を
進め、平成27年4月には合計7
園の市立こども園(幼保連携
型認定こども園)の設置が完
了するとともに、さらに市立
こども園2園の移行に向けた
準備行為を進めた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「奈良市幼保再編実施計画の
再編優先エリア実施方針」に
基づき、合計7園の市立こど
も園開園と、鶴舞幼稚園の私
立幼保連携型認定こども園へ
の移行に向けた取組を進め
る。今後も保護者や地域の理
解を得ながら、市立こども園
だけではなく私立幼保連携型
認定こども園にも順次移行さ
せることで、保護者の増加・
多様化する保育ニーズに迅速
に対応し、市全体の更なる教
育・保育の充実を目指す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

・待機児童の解消、量的達成
は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・幼保再編実施計画の具体的
な情報公開を、もっと早い段
階で行うべきではないかと思
う。たとえ変更になる予定で
あっても、奈良市全体の計画
を公開する方が理解を得られ
やすい。現状の順次公表で
は、特に子育てが始まったば
かりの若い保護者には、先が
見えない不安感ばかりが煽ら
れる状況も生まれているよう
に思う。
・予算的に余裕があるのであ
れば、計画を先行し、実施し
ていただきたい。
・市立こども園の再編につい
ては、保護者や地域住民より
不安の声があがっており、保
護者や地域住民の声に謙虚に
耳を傾け、柔軟に対応してい
ただきたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

市立こども園の設置について
は、現時点では過小規模と
なった市立幼稚園を含む校区
から優先して取り組みを進め
ているところであり、幼保再
編の全体像の公表には至って
いない。しかし「私の地域に
ある園が今後どうなるのか、
もっと早く教えてほしい」と
いう声を多くいただいている
のも事実である。
市立こども園の設置は、他園
の再編により生み出された人
材・財源を基礎としているこ
とから、計画の前倒しは困難
な状況にあるが、幼保再編の
実施にあたっては、可能な限
り早い段階で情報公開を行っ
たうえで、強引に進めること
なく、保護者や地域の理解を
得ながら進めていきたいと考
えている。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 4 事業名 幼稚園等の預かり保育 部名 子ども未来部 課名
こども園推進課
保育所・幼稚園課

事業内容

指標 年間延べ利用者数（人）
平成26年度

実績値
14,087

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (8)一時預かり事業

幼稚園や認定こども園の通常の教育時間外に、希望する園児を対象に預
かり保育を実施し、保護者の子育てを支援します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 75,673 千円 (予算) 74,308 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 67,761 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 60,311 (目標) 59,578 (目標) 58,616 (目標) 57,934 (目標) 56,907

(実績) 37,349 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

幼稚園と認定こども園におけ
る在園児を対象とした預かり
保育事業について、市立幼稚
園9園及び市立認定こども園7
園で実施し、保護者の子育て
を支援した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

保護者の子育てを支援するた
め預かり保育事業の利用につ
いて、さらなる利用者拡大を
目指す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・幼稚園の預かり保育の改善
点等の部分は、保護者の子育
てを支援するためだけではな
く、子どもの家庭以外の居場
所のため、子どもが集団経験
をするためなど子どもの育ち
の視点を追加したほうがよい
のではないか。
・預かり保育事業の利用希望
者は増加しており、事業実施
園数の増加が必要である。
・幼稚園の預かり保育事業の
利用者拡大は体制が十分でな
いところも多いため難しいと
思う。積極的な預かり保育事
業に取り組む幼稚園にはある
程度の補助が必要になるが、
現在それが十分でないと思わ
れる。
・１回あたりの料金設定では
なく、１時間ごとの料金にし
たらもっと利用しやすくなる
のではないか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

市立幼稚園等の一時預かり
は、待機児童を多く抱える地
域のニーズが高い園で、在園
児の希望者を対象に実施して
いる。今後は、幼保再編計画
の推進にあわせて、効果的な
拡大を図る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 5 事業名 保育所等の延長保育 部名 子ども未来部 課名
こども園推進課
保育所・幼稚園課

事業内容

指標 延長保育利用児童数(人）
平成26年度

実績値
2,081

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (2)時間外保育事業

保護者の就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、保
育所や認定こども園等において認定された利用時間を超えた保育を実施
し、就労世帯等の支援を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 158,064 千円 (予算) 104,816 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 72,299 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 2,102 (目標) 2,193 (目標) 2,284 (目標) 2,375 (目標) 2,467

(実績) 2,361 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

就労する保護者にとって保育
所が利用しやすい環境を整え
るため、利用時間を超えた延
長保育事業を実施する市内私
立保育所、認定こども園及び
小規模保育事業所28園に補助
を実施したほか、市立保育所
6園においても本事業を実施
した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

多様化する保育ニーズに対応
するため延長時間の拡大等、
事業の拡充を目指す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

地域に応じた効率的な実施に
ついて、子どもの最善の利益
を重視し、多様化する保育
ニーズや地域の実情を把握
し、事業拡大を図りたい。

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・利用希望者のニーズ把握が
必要である。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 6 事業名 休日保育事業 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

8,344

(決算)

事業内容
保育所において、日曜・祝日などに就労するため、保育を必要とする保
護者の子どもを預かり保育します。

指標 休日保育延べ利用者数（人）
平成26年度

実績値
740

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

(決算) 8,079 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 8,400 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

750 (目標) 750 750 (目標) 750

(実績) 695 (実績) (実績)

(目標) (目標) 750

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

日曜・祝日などに保育を必要
とする保護者に対して、休日
保育の情報を積極的に提供
し、休日保育利用人数を増や
していく。

取り組み内容・成果等

就労する保護者にとって保育
所が利用しやすい環境を整え
るため、休日保育事業を実施
する市内私立保育所2園に、
保育所運営委託費を支払っ
た。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・受け入れ保育園の体制支援
が必要である。
・休日保育については実施箇
所が少ない。各園でアンケー
ト調査を行うなどニーズの高
い園では優先的に実施できる
よう予算化の検討していただ
きたい。
・今後は情報拡大に努めてい
ただきたい。

意見等に対する対応状況

保育所の入所受付時等におい
て、休日保育に係る情報を積
極的に提供するとともに、保
護者の保育についてのニーズ
把握に努めていく。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 7 事業名 夜間保育事業 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

8,100

(決算)

事業内容
保育所において、夜間に就労するため、保育を必要とする保護者の子ど
もを預かり保育します。

指標 夜間保育所延べ入所者数（人）
平成26年度

実績値
489

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

(決算) 8,192 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 9,983 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

480 (目標) 480 480 (目標) 480

(実績) 473 (実績) (実績)

(目標) (目標) 480

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

夜間に就労するため保育を必
要とする保護者に対して、夜
間保育の情報を積極的に提供
していく。

取り組み内容・成果等

就労する保護者にとって保育
所が利用しやすい環境を整え
るため、夜間保育事業を実施
する市内私立保育所1園に、
保育所運営委託費を支払っ
た。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

意見等に対する対応状況

保育所の入所受付時等におい
て、夜間保育に係る情報を積
極的に提供するとともに、保
護者の保育についてのニーズ
把握に努めていく。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 8 事業名 保育所及び幼稚園等職員研修の推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもの人権を十分配慮し、多様な教育・保育ニーズ及び子育て支援等
のサービスに対応するため、保育所及び幼稚園、認定こども園に勤務す
る職員を対象に園内外の研修を実施し、資質向上を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 1,438 千円 (予算) 1,063 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 1,043 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

連携大学等の指導を受け、本
市の幼稚園教諭と保育士が参
加して、これからの教育・保
育の担い手として必要とされ
る資質向上に向け、公開保
育、実践事例研究会等の様々
な研修を実施してきた。熟練
した職員が不足している中、
文部科学省委託調査研究事業
では、人材育成を行う養成プ
ログラムの開発にも取り組ん
できた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

多様化する保護者の教育・保
育ニーズに応じるため市立の
保育所・幼稚園・こども園の
保育士等への研修により資質
の向上を図る。また、現在在
職の職員の退職、休職等を防
ぐための研修も実施する。職
員一人ひとりが自己研鑽を
し、日常の実践と結びついた
園内研修や幼保の枠を超えた
教育・保育の力量を高めるた
めの研修を充実させていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

以前より公私立保育所・幼稚
園・こども園の職員を対象と
した合同研修会を実施してい
る。今後も多様化するニーズ
に対応し、保育の資質向上を
図る研修を実施するととも
に、保育士確保に努め、研修
の推進を図っていく。

・公立だけでなく私立の職員
についても園の経営者任せに
せず、同様の研修が保障でき
るよう一定の予算措置が必要
である。
・保育者の資質向上は、公立
園だけではなく、私立園にお
いても重要である。公私合同
研修の開催が望まれる。
・資質向上のための教職員研
修は大事だが、実際はニーズ
が多様で、時間を確保するこ
とが困難になっていることも
事実で、良い研修の機会が
あってもそれに参加できない
物理的状況もあるという事実
も把握されたい。
・子どもにやさしいまちづく
り条例を研修の項目に入れて
いただきたい。
・保育士の研修を推進するた
めには、保育士の人数を増や
さなければ推進できないよう
に思う。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 9 事業名 保育所及び幼稚園等と小学校との連携の推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

中学校まで連携・接続した教育をめざし、保育所及び幼稚園、認定こど
も園から小学校への滑らかな接続を図るとともに、小学校との連携を推
進します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) ー 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

連携大学等の指導を受け、本
市の保育教育士が参加して、
これからの教育・保育の担い
手として必要とされる資質に
ついて、公開保育等を通して
指導案等を学んだ。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子どもの育ちは、幼稚園・保
育所等で完結するものではな
く、小学校等との連携が重要
となることから、本市におい
ては、幼稚園・保育所等から
小学校へのスムーズな接続を
図るため、カリキュラム、指
導の内容や方法に関わるも
の、幼稚園・保育所の職員と
小学校の教員間や、児童と生
徒間の交流という点について
さらに様々な取り組みを行
う。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

今年度国から学習指導要領・
幼稚園教育指導要領等の改訂
に向けた方向性の取りまとめ
が打ち出され、幼小接続（幼
児教育と小学校教育の接続）
の重要性がその背景に盛り込
まれている。奈良市では、そ
れに先がけ、奈良市立こども
園カリキュラムで掲げている
理念を「生きぬく子どもの育
成」とし、奈良市教育大綱の
「目標」と同じ方向性で子ど
もの育成に取り組んでいる。
市立こども園・保育園・幼稚
園の子どもたちに一貫した教
育・保育を提供し、就学につ
ながる「学びに向かう力」を
育むことで幼小接続の強化に
努めたい。また、連携を充実
させるために具体的手立てを
検討していきたい。

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・小中一貫教育の中での幼稚
園・保育園の位置付けの明確
化が必要である。
・実態を把握した上で「連
携」として具体的に何を実施
していくのか、検討していく
ことが必要である。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 10 事業名 特別支援教育支援員の配置（幼稚園） 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

事業内容

指標
特別支援教育知識保有者の

人数の割合（％）
平成26年度

実績値
平成27年度より実施

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

幼稚園に在園する特別な支援を要する幼児に対して、必要な支援を提供
することにより、他の幼児を含めて行き届いた教育を提供するととも
に、特別支援教育の充実を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 37,000 千円 (予算) 37,500 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 35,079 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 17 (目標) 32 (目標) 48 (目標) 63 (目標) 76

(実績) 10.3 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成23年度から26年度に引き
続き平成27年度においても発
達センターでの専門的な評価
を基に配置を行うとともに、
認定こども園等一部幼稚園に
複数配置を行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

過小規模化している幼稚園を
統廃合し、こども園に再編し
ても特別な支援を継続し、必
要とする幼児に対してさらに
きめ細やかな教育を保障す
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

本市で定めた配置基準により
特別支援教育支援員を配置し
ている。園児一人一人に必要
な支援の方法は異なるため、
増加する特別支援を要する幼
児に対して、よりきめ細かな
対応及び行き届いた教育の提
供ができるよう、人材確保に
努めたい。

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・特別支援を要する幼児は増
加傾向にあるが、十分な手立
てがとれていない。これにつ
いても正しい判断のもと加配
をつけることができるなど、
環境を整えられたい。また、
就園前後に実施されている乳
幼児健診での診断やその後の
きめ細かな指導、援助がある
と良いように思う。
・教育支援員の育成は急にで
きるものではないので、必要
人数の確保については着実に
取り進めていただきたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 11 事業名 公立保育所等の充実 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

事業内容

指標 保育所・こども園の
入所児童数（人）

平成26年度
実績値

3,006

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

公立保育所等においても、保育環境及び保育サービスの充実を図ること
により、子育てと仕事の両立支援をめざします。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 1,007,137 千円 (予算) 1,097,175 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 890,208 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 3,420 (目標) 3,420 (目標) 3,790 (目標) 4,615 (目標) 4,840

(実績) 3,032 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

多様化する保護者のニーズに
応え、保育環境及び保育サー
ビスの充実を図るため公立保
育所全園において完全給食の
実施を行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

保育所等の園児は１日のほと
んどを園内で過ごすことにな
るため安全で快適な保育環境
を保つことは重要なことであ
ることから老朽化した施設及
び設備の修繕、保守管理を随
時行うことにより安心して生
活が送れるよう保育環境を整
え、少しでも多くの子どもを
預かれるように努める。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

老朽化の進む施設及び設備の
計画的な修繕、保守管理を行
うとともに、保育士等の人材
確保に努め、保育環境及び保
育サービスの充実を図ってい
く。

・目標には届いていない。全
事業の中で最も予算が割り振
られている事業であり、求め
られることも多いと思うが、
目標に届くよう魅力ある保育
所にしていただきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 12 事業名 保育所等における食育の推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

乳幼児期からの適切な食事のとり方や望ましい食習慣の定着、食を通じ
た豊かな人間性の育成など、心身の健全育成を図るため、保育所等で
「食育カリキュラム」を作り、実施します。また、「奈良市立保育園・
こども園食物アレルギー対応マニュアル」に基づき、食物アレルギーの
ある園児に安全な給食を提供します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円

(決算) ー 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

食育計画の「クッキング保育」
は、衛生管理や食物アレルギー
への配慮等、安全確保が必要
で、徹底した安全管理のために
「クッキング保育」計画作成段
階における、各園への助言・指
導を強化する。また近年、重度
化や多様性化している食物アレ
ルギーへの対応は、マニュアル
の個々人に応じた弾力的な運用
と保護者・園の相互理解が課題
である。園の対応例を全園で共
有およびマニュアル化し、また
誤食事故の未然防止に向けて各
園のヒヤリハット例等を会議で
共有し、改善策の考案へ繋げて
いく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

食物アレルギーを含め、食育
に関する研修や給食会議を実
施している。また、食物アレ
ルギーをもつ子どもへの対応
として、調理員をはじめとし
た職員に対して、作成したマ
ニュアルの啓発等を行い、誤
食のない環境・体制整備を図
りたい。

意見等に対する対応状況

平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

取り組み内容・成果等

奈良市立園「食育カリキュラ
ム」を作成した。これにより
各園で各年齢に応じ食育目標
を設定し食育計画を作成でき
るようになった。また「食物
アレルギー対応マニュアル」
を幼稚園にも適用し行事等の
全ての食事提供に関する安全
管理体制を強化した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

子ども・子育て会議
における意見等

・食物アレルギーは命にも直
結する大事な課題。対策につ
いては保護者との連携強化は
必要だがマニュアル整備だけ
では十分に対応できない。調
理職員の加配などの一定の予
算措置が必要である。
・食物アレルギーをもつ子ど
もへの対応もマニュアル作成
だけでなく、幼稚園、保育所
等の教員の研修で積極的実施
されたい。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 13 事業名 民間保育所等運営費補助金 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

531,680

(決算)

事業内容
運営費補助金の交付により、保育サービスの内容の充実を図り、多様化
する保育ニーズに応えることで、子育てと仕事の両立支援をめざしま
す。

指標 入所児童数（人）
平成26年度

実績値
5,882

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

(決算) 404,487 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 510,736 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

6,364 (目標) 6,332 6,217 (目標) 6,112

(実績) 6,003 (実績) (実績)

(目標) (目標) 6,295

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子どもの最善の利益と保育士
等の処遇改善を目的として、
保育の質を高めることに資す
るよう、引き続き補助を行っ
ていく。

取り組み内容・成果等

保護者からの多様な保育ニー
ズに対応し、民間保育所等に
おける保育内容の充実を実現
した。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・国基準の改定が原則ではあ
るが奈良市においても引き上
げを行い保育士確保を優位に
行えるよう支援が必要と考え
る。
・保育士の確保が各計画の基
になるので、処遇の改善につ
いては早急に実施していただ
きたい。

意見等に対する対応状況

保育士の処遇改善について
は、職員給与改善に関する補
助単価の増額をし、引き続き
保育内容の充実を目的として
補助を行っていく。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 14 事業名 保育所等のサービス評価の実施 部名 子ども未来部 課名
こども園推進課
保育所・幼稚園課

事業内容

指標 第三者評価を受審する
施設数（園）

平成26年度
実績値

0

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

保育所等に第三者評価を導入し、保育サービスの質の向上を目的とし
て、これまでに提供してきた保育内容や保育の質を、保護者や子どもの
視点から見直し改善します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 5,250 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 0 (目標) 7 (目標) 7 (目標) 7 (目標) 7

(実績) 0 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

(公立)全園において自己評価
の推進が定着している。市立
こども園・幼稚園では学校関
係者評価の充実により、園運
営の充実・改善が図られてい
る。
(私立)平成27年度は私立保育
所等の第三者評価受審に対す
る予算はない。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

(公立)市立保育園において
は、幼保再編に伴いこども園
に移行後、随時学校評議員制
度を導入する予定であり、現
行においても、その方向性を
視野に入れ、園運営の充実・
改善に努めている。さらに、
今後の方針として、第三者評
価の導入についても具体的展
望を掲げ、推進していく。
(私立)平成28年度以降、私立
保育所等の第三者評価受審に
対する予算を計上し、5年に1
度程度受審するよう働きかけ
ていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・私立保育所等の第三者評価
受審については、民間保育所
等運営費補助を行うのであれ
ば、５年ではなく３年に一度
ぐらいが良いのではないか。
・第三者評価の結果について
は公表を通じて、レベルアッ
プを図っていただきたい。
・保育内容や保育の質の向上
を、保護者や子どもの視点か
ら見直す際に、長時間保育や
早期教育的な保育内容など、
保護者ニーズと子どものニー
ズが必ずしも合致しない場合
がある。子どもの最善の利益
の視点からの評価が求められ
る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

（公立）保育内容、保育サー
ビス等の向上につながるよう
こども園化にあわせて順次、
学校評議員制度の導入を図
り、より開かれた園づくりを
推進していく。
・ご指摘のように保護者と子
どものニーズが異なる場合も
ある。だからこそ園の役割と
して、保護者に子ども理解を
図り、親と子の関係を築くた
めの架け橋となることが必要
である。このことを十分に配
慮した園運営を啓発してい
く。
（私立）子ども・子育て支援
制度における公定価格の定め
において第三者評価の受審は
５年に１度程度の想定であ
り、その期間内で１回限りの
加算とされている。平成28年
度以降、全ての私立保育所等
について、第三者評価受審に
係る予算を確保していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 15 事業名 私立幼稚園運営費補助金 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

24,800

(決算)

事業内容
運営費補助金の交付により、私立幼稚園の教育条件の維持向上と園児に
かかる経済的負担の軽減を図り、幼稚園の経営の健全性を高めることで
私立幼稚園の健全な発展を図ります。

指標 在園児童数（人）
平成26年度

実績値
1,618

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

(決算) 24,441 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 24,800 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

1,630 (目標) 1,630 1,630 (目標) 1,630

(実績) 1,623 (実績) (実績)

(目標) (目標) 1,630

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

継続して実施することによ
り、保護者の就園上の経済的
負担の軽減や奈良市の幼稚園
教育の充実発展を図る。

取り組み内容・成果等

市内私立幼稚園15園全園に運
営費補助金を交付した。人件
費及び管理運営に関する費用
を補助することにより、私立
幼稚園の教育条件の維持及び
向上を図った。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・私立幼稚園が担う公的役割
も増していると思われるの
で、できる限りの保障が必要
だと思う。
・私立幼稚園は、保育園、こ
ども園が充実することで、存
在意義が問われている。長
年、地域の中で、子供達を見
守って地域を作ってきた役割
を考えると、補助金以外に情
報発信などで、支援していく
必要を感じる。

意見等に対する対応状況

幼児教育への需要に対応して
いくため、私立幼稚園の教育
条件の維持及び向上を支援し
ていく。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 16 事業名 人権教育推進のための副教材の配付 部名 学校教育部 課名 学校教育課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

学校における人権教育の推進を図るため、副教材として人権教育テキス
ト「なかまとともに」を小・中・高等学校に配付し、活用を図っていま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

副教材「なかまとともに」を
配付し、積極的な活用を呼び
かけた。平成２６年３月完成
した教材ではあるが、平成２
８年度の人権教育推進計画の
年間計画にすでに位置づけて
いる校もあり、活用が進んで
いる。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

配布初年度であったため、さ
らなる活用を目指す必要があ
る。効果的な活用時期や方法
を研修会等で呼びかけること
で、活用校をさらに増やし、
事業のさらなる推進を図る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況 ―

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 17 事業名 地域で決める学校予算事業 部名 学校教育部 課名 地域教育課

事業内容

指標 会計担当者設置校区数（校区）
平成26年度

実績値
12

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

中学校区を単位として、地域と学校が連携・協働し、地域全体で子ども
を育てる体制をつくります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 98,000 千円 (予算) 89,161 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 95,299 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 12 (目標) 13 (目標) 15 (目標) 17 (目標) 19

(実績) 11 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

教職員の負担を減らし持続発
展に向けた取組を行うため、
今後全地域教育協議会（21校
区）に会計処理を行う会計担
当者を置く。各年度の目標値
は単年度の数値とする。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

地域と学校が連携・協働して
事業を推進するため、地域の
人材を積極的に活用してい
き、教職員の負担を減らし、
地域と教職員の相互理解を図
る。コーディネーターの育成
を目的とした研修等の開催を
行い、小中一貫教育の観点か
ら中学校区でめざす子ども像
を共有し、その子ども像に向
けて学校支援活動の充実を図
ることや学校評価を行うこと
により、事業の持続的な発展
を目指す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

地域と学校を繋ぐ地域コー
ディネーターは本事業の要で
あり、引き続き、本事業に参
加する地域人材の発掘、育成
を進めたい。また、地域と学
校の情報共有、相互理解が進
む仕組み作りを推進したい。

・地域と学校の連携全般にい
えることだが、地域に開かれ
た学校として、地域と学校を
結ぶ連携コーディネーターに
期待したい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 18 事業名 世界遺産学習推進事業 部名 学校教育部 課名 学校教育課

事業内容

指標
地域や社会をよくするために
何をすべきかを考えたことが
ある児童の割合（％）

平成26年度
実績値

14.2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

世界遺産等の文化遺産や自然環境などを通じて、地域に対する誇りを育
て、奈良で学んだことを誇らしげに語れる子どもを育成します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 6,482 千円 (予算) 6,912 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 5,802 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 15 (目標) 16 (目標) 17 (目標) 18 (目標) 19

(実績) 15 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成27年度は2689人の小学5
年生が現地学習に取り組み、
世界遺産に触れ、理解や関心
を深めることができた。また
「第6回世界遺産学習全国サ
ミット」では、飛鳥小の代表
児童が学習の取組を発表する
機会を得た。連絡協議会に
は、30団体が加盟している。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

ＩＣＴや英語等を活用した現
地学習が行えるよう、指導資
料を提供する。また、世界遺
産学習の副読本をデジタル化
し、活用を図る。今後も、世
界遺産学習連絡協議会会員を
増やすとともに、情報交換を
図り、世界遺産学習のさらな
る充実を目指す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・総合「なら」においても世
界遺産学習を位置付け、各学
校で小１～中３の年間計画を
立て、学年に応じた取組を
行っている。
・こども園や幼稚園において
は、それぞれの園に合わせて
地域を知る活動を行ってい
る。菜の花を育て、油を奉納
するなど特色ある活動を行っ
ている。

・世界遺産学習について予算
まで組んでいるのなら、もっ
と子ども目線で楽しいお話と
学習方法をお願いしたい。学
年や歳に応じて目線も変えて
内容を変えてもらえるとよい
と思う。
・自分達の暮らす地域への愛
着やプライドを持つようにな
る取り組みへの工夫が必要に
なると思うが、幼稚園児や保
育園児に年齢を引き下げての
取り組みも合わせて検討する
ことも必要に思う。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 19 事業名 フューチャースクール構想実証事業 部名
教育総務部
学校教育部

課名
教育総務課
学校教育課

事業内容

指標 授業におけるＩＣＴ活用による
児童生徒の満足度の割合（％）

平成26年度
実績値

83

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

タブレット端末等のＩＣＴ機器を小学校・中学校に配備し、その活用を
通して基礎学力の定着や学習意欲、コミュニケーション能力や課題解決
力の向上を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 40,195 千円 (予算) 51,974 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 35,964 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 85 (目標) 87 (目標) 89 (目標) 91 (目標) 93

(実績) 89 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

一人1台のタブレット端末の
実証研究として中学1校、小
学3校のモデル校を設置。中
学4校、小学6校のパソコン教
室をタブレット型端末により
機器更新した。ICTの効果と
して、子どもたちの学習に対
する関心意欲が高まる傾向が
みられる。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

課題としては、学校における
ICTの積極的な活用推進と、
普通教室における効果的な授
業の推進を図る必要がある。
取り組みの方向性としては、
引き続き、ICTの効果検証の
ため、モデル校各校の協力の
もと調査指標を収集する。ま
た、小中学校において更に積
極的かつ効果的な活用が図ら
れるように、研究を進めてい
く。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

教員のスキルアップを目的に
マネジメントリーダー研修を
はじめICTに関する研修を実
施し、学校において中心的な
役割を担えうる教員の育成を
進めている。全校への展開に
ついては、計画的にICT環境
を整備推進できるよう準備を
進めている。

・ ICT推進については、教員
のスキルアップを図ることが
重要である。モデル校設置の
必要は理解するが、できるだ
け全校で取り組める体制づく
りが必要である。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 20 事業名 地域に開かれた魅力ある学校・教育の推進（学校の自己評価） 部名 学校教育部 課名 学校教育課

事業内容

指標
普段の教育活動や学校行事を参
観する機会を設けている学校・
園の割合（％）

平成26年度
実績値

83

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

各学校がその教育活動や学校運営の状況について自己評価を行い、成果
や課題を明らかにして改善を進めるとともに、それを保護者や地域社会
に公開することで、開かれた学校づくりを進めます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 85 (目標) 87 (目標) 90 (目標) 93 (目標) 95

(実績) 84 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

88％の学校が全教職員参加の
もとに学校評価を進め、課題
を明確にし、共有している。
また評価者に学校の自己評価
の結果と課題に対する改善策
を示している。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

アンケート形式の学校評価が
定着しているが、評価項目や
評価指数の設定が課題となっ
ている。また今後、評価の客
観性を高め、結果を学校、保
護者、地域と共有する中で、
一体となって開かれた学校づ
くりを進めていくことが課題
である。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

全ての市立学校において学校
の自己評価とともに学校関係
者評価を行い、HPや学校便り
を通じて結果を公表してい
る。市教委に提出された結果
をとりまとめた奈良市内の学
校評価の状況も公開してい
る。地域に開かれた魅力ある
学校づくりをさらに促進でき
るよう、PDCAサイクルを活用
していく。

・学校評価がアンケート形式
で行われているが、学校の情
報が保護者や地域に十分提供
されていないところがあるの
で、学校からの多様な情報の
提供方法の検討が必要であ
る。
・魅力ある学校・教育の推進
は今後も期待したい。校長は
じめ管理職のリーダーシップ
のもとチームとしての学校経
営と地域に根ざした学校にな
るべく事業が展開されること
を期待する。
・評価項目や評価指数の設定
を早急に行い、情報の公開を
積極的に行っていただきた
い。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 21 事業名 学校評議員制度の推進 部名 学校教育部 課名 学校教育課

事業内容

指標

学校評価において、学校評議員
からの意見を教職員全体で共有
する仕組がある学校・園の割合
（％）

平成26年度
実績値

52

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

学校運営を地域に開かれた特色あるものにするため、学校評議員を設置
します。校長は評議員に意見を求めながら、自主的・自立的な学校運営
を推進します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 153 千円 (予算) 111 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 92 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 60 (目標) 62 (目標) 64 (目標) 66 (目標) 68

(実績) 57 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

学校運営協議会が設置されて
いる学校を除くすべての市立
学校において、学校評議員制
度を導入した。地域住民の信
頼に応え、家庭や地域と連携
協力し、一体となって子ども
の成長を図っていく学校園づ
くりを推進できた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

学校評議員制度は定着し、一
定の機能を果たしているもの
の、評議員の任期が２年であ
るため、その人材選定と確保
が難しくなってきている。
また今後、評議員から出され
た意見の活用や、評議員を通
した地域との連携などを充実
させる必要がある。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

評議員が学校との関わりをも
つ機会を増やし、評議員の意
見を学校運営に活かす環境を
作っていく。

・評議員が日頃から学校運営
に関心を持ち、学校行事等に
関われる機会の増加が必要で
ある。評議員の負担が増加す
るが、適切な評価を得るため
には必要であり、評議員も評
価のためには学校との関わり
を持つことが必要だと思う。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 22 事業名 小学校での少人数学級の実施 部名 教育総務部 課名 教職員課

事業内容

指標 ―
平成26年度

実績値
－

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

少人数学級を実施し、よりきめ細かな指導を行うことにより、子どもの
教育の充実を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 350,805 千円 (予算) 259,200 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 348,839 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

奈良市立小学校において、国
の学級編制基準（１年生３５
人、２年生から６年生は４０
人）を上回る学級編制を市単
独事業で実施している。
　平成２７年度は小学校全学
年で継続実施し、１・２年生
は３０人、３・４・５・６年
生は３５人の２段階で少人数
学級編制を実施した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

市単独事業であるため、予算
の確保が課題である。また配
置する市費講師の教員として
の資質の向上も課題である。
今後は、経験豊富な講師の任
用等を行いながら、毎年、市
単独事業である少人数学級編
制基準の見直しも含め、他の
施策とあわせ、より教育的な
効果がえられるよう検討して
いく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

本市では、１学級あたりの上
限児童数を1･2年生30人、
3.4.5.6年生は、35人とする
少人数学級編制を実施して、
児童一人ひとりにきめ細かな
指導を行うとともに、若手教
員には、OJTはもとより、さ
らに校長OBを派遣し、授業観
察等を通して、教員としての
資質の向上のための指導体制
を構築している。

・1クラス40人の教室運営に
無理があるように思う。せめ
て、補助の先生を付けるなど
の対策が必要だと思う。
・ＯＪＴが重要であると考え
ているので、積極的に適切な
支援をしていただきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 23 事業名 教職員研修の推進 部名 学校教育部 課名 教育支援課

事業内容

指標 研修満足度（％）
平成26年度

実績値
91.2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市教育センターを拠点とした研修と教員一人一人の指導力に応じた
研修及び児童生徒の発達と学びの連続性をふまえた中学校区別の研修を
実施し、教員の意識改革と指導力向上を目指します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 16,904 千円 (予算) 24,205 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 14,750 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 91.4 (目標) 91.6 (目標) 91.8 (目標) 92.0 (目標) 92.2

(実績) 92.6 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

「集合型研修」は、講座内容
を精選して実施するととも
に、若手教員を対象にした
「教員個別訪問研修」や「中
学校区別訪問研修」を新たに
実施した。「授業づくりの改
善や意欲の向上につながっ
た。」等の意見を多数聞いて
いる。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「教員個別訪問研修」では、
年齢等に応じて、one-to-one
で実施したが、今後、経験年
数に応じて研修を実施すると
ともに、校内での人材育成
（OJT）の体制作りについて
の適切な支援を行う必要があ
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・ 教職員研修の推進は質的
保障の根幹である。幼児教育
センターの配置や新採用者に
対するアドバイザー配置など
は、幼稚園・保育所・こども
園・小学校、公立と民間が一
致して実施していくことが今
後の課題である。子どもにや
さしいまちづくり条例がある
ので、それを生かした研修な
どがあるとよいと思う。
・若手教員が増加したため、
経験豊富な講師の任用や校内
での人材育成（OJT）の体制
作りは急務である。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

学校園を取り巻く社会状況及
び本市の特性等を考慮し、関
係機関との連携・調整を図り
ながら研修を実施し、教職員
の資質能力の向上を図ってい
く。
また、若手教員の増加に伴
い、これまで学校を支えてき
た経験豊かな教員の実践的知
識や指導技術を次世代に引き
継ぐとともに、若手教員を育
てるための組織体制づくりの
支援も行っていく。

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・給食の内容については、栄
養のバランスを考えながら子
どもの嗜好を把握し、地産地
消に取り組んでいく。また、
給食費の回収率は９８％
（小・中）だが、学校の協力
を求め１００％を目指し取り
組む。
・未実施校の給食については
予定を前倒しにして、できる
だけ早く給食実施に向けて取
り組む。

・給食の内容、費用について
の問題が無いのか、（給食費
の回収率も含めて）明確にし
ていくことが必要である。
・保護者の現状を鑑みるにと
ても必要な事業である。粛々
と進めていただければ有り難
い。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

平成２８年度には、最終のⅣ
期の５校（若草・平城東・三
笠・登美ヶ丘・都南）の給食
室を建設し、竣工した順に給
食を随時提供していく予定で
す。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

学校給食未実施校の中学校に
ついて、平成２３年１０月の
「奈良市中学校給食導入検討
委員会」、平成２４年２月の
「奈良市立中学校給食実施計
画策定会議」の報告に基づ
き、平成２５年度にモデル校
２校、平成２６年度に第Ⅱ期
４校、平成２７年度にはⅢ期
の５校（平城・飛鳥・京西・
登美ヶ丘北・二名）の給食を
開始いたしました。

(目標) 21 (目標) 21

(実績) 16 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 16 (目標) 21 (目標) 21

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 164,949 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 148,378 千円 (予算) 266,377

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 中学校給食実施校数（校）
平成26年度

実績値
中学校１２校

（学校給食提供校）

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

健康で安心、安全な食を提供するため、小学校に加え、中学校でも給食
を実施します。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 24 事業名 中学校給食実施事業 部名 学校教育部 課名 保健給食課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 25 事業名 放課後児童健全育成事業 部名 学校教育部 課名 地域教育課

事業内容

指標 入所児童数（人）
平成26年度

実績値
2,859

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (3)放課後児童健全育成事業

保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小学生を預かり、放課後児
童健全育成事業施設内において、集団生活を体験させながら、健全育成
を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 608,400 千円 (予算) 629,320 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 581,265 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 2,939 (目標) 3,019 (目標) 3,100 (目標) 3,181 (目標) 3,259

(実績) 2,860 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

市内４６ホームにおいて、１
９時までの延長保育を完全実
施し、保護者のニーズを取り
入れながら児童の受け入れを
図った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

研修会のさらなる充実を図り
保育の質を向上させるととも
に、主任指導員制度や巡回指
導により、管理体制を強化し
ていく。また、放課後児童支
援員に係る都道府県認定資格
研修を計画的に受講させる。
さらに、学校・関係機関・放
課後子ども教室などとの連携
の強化や、特別な支援が必要
な児童に対する支援の推進を
図り、多様な保護者ニーズを
把握しながら事業内容を充実
していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

・ 放課後児童健全育成事
業、児童館の事業の更なる充
実を願う。子ども食堂など帰
宅後一人で過ごす子どもが多
い校区では、子ども食堂の実
施を助成するなどの対応があ
ればと思う。放課後の過ごし
方が子どもの人との関係性の
育ちにつながる。評価は単な
る事業実施だけではなく、子
どもの笑顔や人との関係性、
登校率などに相関していけた
らと思う。また、児童館と連
携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場の実施、地域における子育
て支援の充実につながる利活
用の促進が課題である。
・子どもにやさしいまちづく
り条例を研修の項目に入れて
いただきたい。貧困家庭に対
する学習支援、文化的豊かさ
を享受するための機会の保
障、遊びの権利の保障を考慮
したプログラムを検討してい
ただきたい。

・現状のバンビーホームで
は、何より「保育の質」が最
も大きな課題となっているよ
うに感じる。
・バンビーホームは、施設の
広さの課題があると思う。
ハード面に関してももっと目
を向けて検討する必要があ
る。

・支援を要する子どもに個別
に対応していく必要性も生ま
れてくるかと思うので、柔軟
な対応に期待したい。
・保護者が就労していなくて
も利用する事はできないもの
か。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・バンビーホームの施設に関
しては、狭隘度・老朽度を考
慮しながら年次的に整備を進
めていく。また、保育の質の
向上のため、支援を要する児
童に対する研修等を行ってい
るが、今後さらに研修内容の
充実を目指したい。
・バンビーホームの入所要件
については、保護者の就労の
他に、保護者の病気・通学・
介護等により放課後保育に欠
ける場合も含まれている。

・ 放課後児童健全育成事
業、児童館の事業の更なる充
実を願う。子ども食堂など帰
宅後一人で過ごす子どもが多
い校区では、子ども食堂の実
施を助成するなどの対応があ
ればと思う。放課後の過ごし
方が子どもの人との関係性の
育ちにつながる。評価は単な
る事業実施だけではなく、子
どもの笑顔や人との関係性、
登校率などに相関していけた
らと思う。また、児童館と連
携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場の実施、地域における子育
て支援の充実につながる利活
用の促進が課題である。
・子どもにやさしいまちづく
り条例を研修の項目に入れて
いただきたい。貧困家庭に対
する学習支援、文化的豊かさ
を享受するための機会の保
障、遊びの権利の保障を考慮
したプログラムを検討してい
ただきたい。

・現状のバンビーホームで
は、何より「保育の質」が最
も大きな課題となっているよ
うに感じる。
・バンビーホームは、施設の
広さの課題があると思う。
ハード面に関してももっと目
を向けて検討する必要があ
る。

・支援を要する子どもに個別
に対応していく必要性も生ま
れてくるかと思うので、柔軟
な対応に期待したい。
・保護者が就労していなくて
も利用する事はできないもの
か。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 26 事業名 放課後子ども教室推進事業 部名 学校教育課 課名 地域教育課

事業内容

指標
放課後子ども教室の
年間実施日数（日）

平成26年度
実績値

31

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

放課後等に小学校等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点
(居場所)を設け、地域の方々の参画を得てスポーツ等交流活動を実施す
ることにより、子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる
環境づくりを行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 24,773 千円 (予算) 21,057 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 24,134 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 32 (目標) 33 (目標) 34 (目標) 34 (目標) 35

(実績) 32 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

週1回程度事業を実施する仕
組みづくりを目指し、今後５
か年で１校あたり年間35日実
施できるよう目指す。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

放課後子ども教室の開催日数
の増加やプログラム内容の充
実、バンビーホームとの連携
強化に取り組んでいく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・委託先である各小学校運営
委員会に保険の加入状況を確
認した。その結果を受け、奈
良市PTA連合会安全会の保険
の利用はPTAとの共催事業の
みとするよう働きかけること
を検討しており、保険の加入
についてご留意いただくよう
周知していきたい。
・地域の全ての子どもたちを
対象とし自由に参加できる放
課後子ども教室と、児童福祉
法に基づき実施している放課
後児童健全育成事業は対象や
運営方法が大きく異なり、抱
え込む形は難しいと考える。
ただし、両事業について、国
が示す放課後子ども総合プラ
ンの一体型として運営をして
おり、今後、地域の方々と指
導員との更なる連携を目指し
たい。
・子どもたちの安心・安全な
居場所を設け、地域の中での
様々な学びや体験ができる環
境づくりを一層推進していく
ため、いただいたご意見を参
考に、取組内容について市民
への周知を図りたい。

・ 放課後子ども教室の保険
は、現状で奈良市PTA連合会
安全会の保険を適用すること
になっているが、本来PTA活
動中の事故等に使われる保険
を放課後子ども教室に使うこ
とは不適切であり、また各校
園のPTA会長が放課後子ども
教室の運営に責任を持つとい
う体制にもなっていない。不
測の事故は起こるものである
し、今後事業を大きくしてい
く上でもこの部分の改善は
図っていただきたい。
・No.25：放課後児童健全育
成事業の中に抱え込む形には
ならないかと思う。
・近年、子ども達が安全に遊
ぶ場所が少ないことから、放
課後の小学校の活用は保護者
としては安心できる。子ども
の関心をひけるプログラムの
充実を期待する。
・地域との連携を高めるため
に事業内容の明確な提示と、
協働事業を明確にして支援メ
ニューの提示をしていただき
たい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

・委託先である各小学校運営
委員会に保険の加入状況を確
認した。その結果を受け、奈
良市PTA連合会安全会の保険
の利用はPTAとの共催事業の
みとするよう働きかけること
を検討しており、保険の加入
についてご留意いただくよう
周知していきたい。
・地域の全ての子どもたちを
対象とし自由に参加できる放
課後子ども教室と、児童福祉
法に基づき実施している放課
後児童健全育成事業は対象や
運営方法が大きく異なり、抱
え込む形は難しいと考える。
ただし、両事業について、国
が示す放課後子ども総合プラ
ンの一体型として運営をして
おり、今後、地域の方々と指
導員との更なる連携を目指し
たい。
・子どもたちの安心・安全な
居場所を設け、地域の中での
様々な学びや体験ができる環
境づくりを一層推進していく
ため、いただいたご意見を参
考に、取組内容について市民
への周知を図りたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 27 事業名 教育センター学習事業 部名 学校教育部 課名 教育支援課

事業内容

指標 年間来館者数（人）
平成26年度

実績値
14,188

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

教育センターのキッズ学びのフロアの設備を活用した体験教室等を開催
することで、子どもたちの豊かな学びを保障し、創造性や探究心を育て
ます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 22,627 千円 (予算) 20,087 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 22,411 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 14,000 (目標) 14,310 (目標) 14,630 (目標) 14,960 (目標) 15,290

(実績) 16,070 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

「わくわくセンター学習」
は、平成27年度は、75校園か
ら3,985名の参加であった。
「キッズホリデークラブ」の
事業は、平成27年度には、
12,127名の参加があり、満足
度はほぼ100％であった。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「わくわくセンター学習」
は、学習指導要領に応じた発
展的なプログラムの教材開発
を進める必要がある。
「キッズホリデークラブ」
は、市民に向けて、様々なメ
ディアを通して広報活動を行
い、質の高いプログラムの提
供を図る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

「わくわくセンター学習」
「キッズホリデークラブ」と
も、小学校高学年や中高生用
のプログラムを用意してい
る。
また、全体の参加人数から比
較すれば少数ではあるが中高
生の参加も得ている。

・ 「わくわくセンター学
習」や「キッズホリデークラ
ブ」について、小学校高学年
や中高生用のプログラムも必
要ではないか。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

39 / 58 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 28 事業名 黒髪山キャンプフィールド管理運営
（新名称：青少年野外体験施設の運営管理）

部名 教育総務部 課名 生涯学習課

事業内容

指標 市営青少年野外体験施設の
利用者数（人）

平成26年度
実績値

11,998

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

自然環境の中での野外活動やレクリエーション活動を通じて、青少年の
心身の健全な育成を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 28,118 千円 (予算) 27,413 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 28,323 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 12,000 (目標) 12,040 (目標) 12,080 (目標) 12,120 (目標) 12,160

(実績) 12,577 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

青少年野外体験施設である黒
髪山キャンプフィールドと青
少年野外活動センターの平成
27年度の利用者数は12,577人
であった。また、継続的な施
設整備により、安全で快適な
施設提供に努めることで、野
外活動等を通じた青少年の健
全育成が図れた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

利用者数は横ばい状態にあ
り、利用者が固定化している
傾向にある。
今後は広報のあり方について
創意工夫し、青少年育成・環
境教育の場としての利用促進
を目指すとともに、安全で快
適に利用していただくための
施設整備を行っていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・利用申込の方法について
は、不便を感じている市民の
方もいることから、今後改善
策を検討していきたい。
・黒髪山キャンプフィールド
については、利用者が減少し
ていることから、今後利用者
の増加を目指して、魅力ある
体験プログラムの開発、広報
の拡充等利用促進を図る取組
を検討していきたい。
・平成27年度から、青少年野
外活動センターが当課の所管
となり、青少年育成・環境教
育の場として、黒髪山キャン
プフィールドとの一体的な利
用促進を目指していきたい。

・利用の申し込みが、利用日
１４日前までの月・火・木・
金・土曜日の午後１時～５時
で、電話等での受付をしてい
ないために、申し込みしにく
いとの声がある。名称が変
わって広報も必要であるが、
電話やFAX、ネットでの申し
込みも可能にするなど、受付
の形も工夫した方が良いので
はないかと思う。
・自然環境に触れる機会が少
ない中で、奈良市の貴重な施
設なので、多様な体験プログ
ラムの提供が必要である。
・施設整備を行い、より利用
しやすい施設に充実させてい
けるよう期待したい。小学
校、中学校等の学校単位の利
用ができ、環境教育の一端を
担えることに期待したい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・ 放課後児童健全育成事
業、児童館の事業の更なる充
実を願う。子ども食堂など帰
宅後一人で過ごす子どもが多
い校区では、子ども食堂の実
施を助成するなどの対応があ
ればと思う。放課後の過ごし
方が子どもの人との関係性の
育ちにつながる。評価は単な
る事業実施だけではなく、子
どもの笑顔や人との関係性、
登校率などに相関していけた
らと思う。また、児童館と連
携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場の実施、地域における子育
て支援の充実につながる利活
用の促進が課題である。

・利用を促進するため、誘客
が図れるイベント等を実施し
てはどうか。
・子育て支援、相談の場が広
がり、充実してきている。利
用者が、支援、相談の場の全
体像を把握し、ニーズに応じ
て選択できるような情報提示
が求められるのではないか。
・児童館一律ではなく、各々
の児童館の特色（職員や利用
者、立地条件）を生かした運
営が、魅力ある児童館につな
がっていくのではないかと思
う。

担当課評価 Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も引き続き、地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場を実施し、地域における子
育て支援の充実を目指す。さ
らに、児童館の事業等を広く
広報することにより、館の利
活用の促進を図る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

児童館(４館）において、午
前中の時間帯を活用して、就
学前の児童と保護者の交流、
子育てについての相談、情報
提供や講座等を行う地域子育
て支援拠点を開設している。

(目標) 38,500 (目標) 38,000

(実績) 36,425 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 39,700 (目標) 39,700 (目標) 39,100

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 52,650 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 55,663 千円 (予算) 50,738

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 児童館(4館)の利用者数（人）
平成26年度

実績値
37,628

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

児童の健全育成とともに市民との協働による子育て支援の拠点としての
事業を行い、より開かれた児童館をめざします。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 29 事業名 児童館事業の充実 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・地域の中での子どもの居場
所、遊びの拠点として、安定
した日常生活を支援するとと
もに、児童個々にきめ細やか
な相談・援助を行った。
・各々の児童館の近隣にある
地域子育て支援センター等と
連携・協働して、支援セン
ターのノウハウを活かした講
座や、地域交流会などを開催
した。
・各々の児童館では地域の実
情に応じた取組を行っている
が、今後、児童館の取組を市
ホームページ等で公開し、利
用促進につなげていきたい。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況 ―

―

担当課評価 Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

初めて見るスポーツ、初めて
触る道具、初めて知るルール
を「見て・触れて・体験し
て」スポーツに興味を持って
もらい、各競技のすそ野を広
げ、スポーツ人口の増進に寄
与する。また、鴻ノ池運動公
園が気軽に訪れられる市民の
憩いの場となるようフェス
ティバル開催時に賑わいの創
設を図る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

スタンプラリーによる、様々
な種目のスポーツ体験（２３
カ所）を設け、参加者にスタ
ンプを集めながら、各種目を
体験していただいた。前年、
鴻ノ池運動公園内の施設が工
事中により参加者が少なかっ
たが、全施設を使用し実施し
たところ多数の市民の方に参
加いただけた。

(目標) 2,600 (目標) 2,800

(実績) 3,300 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 2,000 (目標) 2,200 (目標) 2,400

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 1,500 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 1,500 千円 (予算) 1,700

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 参加人数（人）
平成26年度

実績値
1,800

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

「体育の日」にちなんで、スポーツの裾野を拡大し、「見て、触れて、
体験」することにより、子どもたちがスポーツに親しみ、取り組む足が
かりとなる場を提供します。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 30 事業名 スポーツ体験フェスティバルの開催 部名 市民活動部 課名 スポーツ振興課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 31 事業名 スポーツ少年団の育成 部名 市民活動部 課名 スポーツ振興課

事業内容

指標 スポーツ少年団加入率（％）
平成26年度

実績値
8.9

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

スポーツ少年団事業として魅力ある本部事業を展開し、団への加入を促
進することにより、子どもたちのスポーツの継続的な活動を促進しま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 1,150 千円 (予算) 1,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 1,150 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 9.１ (目標) 9,3 (目標) 9.5 (目標) 9.7 (目標) 9.9

(実績) 9.１ (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

スポーツやレクリエーション
活動を通し青少年の心身の健
全な発達と、子どもたちの体
力向上を図ることを目的に各
種スポーツ大会、体力つくり
大会、スキー教室の実施、近
畿・全国大会等への派遣を
行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

少子化等により、登録団数・
団員数が減少しているため、
子どもたちが積極的に参加で
きる魅力ある事業の展開を行
い登録数の増加に努め、青少
年の心身の健全な発達と体力
の向上を図る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況 ―

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 32 事業名 子どもを対象とした文化事業の実施 部名 市民活動部 課名 文化振興課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

13,165

(決算)

事業内容

指標 事業の実施件数（件）及び
参加人数（人）

平成26年度
実績値

33件
47,235人

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもたちが優れた芸術や伝統的な芸能等、文化に親しむ機会を設けま
す。

(決算) 16,402 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 15,502 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

55件
50,000人

(目標)
55件

50,000人
55件

50,000人
(目標)

55件
50,000人

(実績)
45件

48,805人
(実績) (実績)

(目標) (目標)
55件

50,000人

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

実施事業や実施団体の定例化
が進んでしまい、新しい観点
からの事業開催に取り組むべ
き段階と考える。地域団体や
他課との積極的な協働や、入
場料の低廉化などを図り、参
加者数の増加に努める。

取り組み内容・成果等

集計方法を変更したため、事
業数は減少しているが、前年
までと同様の取り組みを実施
しており、目標を超えた参加
者を確保できた。今後も引き
続き、より多くの子供たちが
参加できるよう事業展開に取
り組む。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・公立私立を問わず、地域の
園や学校に広報活動を行って
いる事業や施設もあるもの
の、まだまだ質、量ともに十
分とは言い難く、より積極的
な広報活動が必要かと思われ
る。
・子どものための料金設定や
観劇日について、今後もそう
いった事業の展開を検討して
いくことに加え、現在実施し
ている事業の広報活動にも力
を入れていきたい。

・芸術、文化に親しむ機会を
持つことが青少年にとってど
のような教育的価値があるの
かをアピールできるとよいの
ではないか。私立幼稚園や小
中高等学校にも広報的な活動
を行うこともできるかと思
う。
・バレエ、オペラ、クラッ
シックコンサートなど、子ど
もは観劇ができない規定に問
題を感じる。子どものための
格安の料金設定や、子どもの
ための観劇日を作らなければ
芸術を肌で感じる事はでき
ず、興味も湧かずに先には進
まないのではないか。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 33 事業名 アウトリーチ活動の実施 部名 市民活動部 課名 文化振興課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

4,270

(決算)

事業内容

指標 事業の実施件数（件）及び
参加人数（人）

平成26年度
実績値

12件
3,802人

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

学校教育との連携を図り、子どもたちが芸術文化に親しむ機会を充実さ
せます。

(決算) 8,054 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 9,167 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

20件
4,000人

(目標)
20件

4,800人
20件

4,800人
(目標)

20件
4,800人

(実績)
7件

4,040人
(実績) (実績)

(目標) (目標)
20件

4,800人

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

事業実施により、すぐに効果
が表れるものではなく、予算
の問題や指定管理者制度の期
間の問題等もある中で、来館
が難しい未就園児などに対し
て、地道な取り組みを行って
まいります。参加者を増やす
ため、広報活動を徹底しま
す。

取り組み内容・成果等

なら100年会館で子どもお能
の出張披露、万葉オペラ・ラ
ボアウトリーチ事業、奈良市
音声館で紙芝居公演、わらべ
うた遊びの指導派遣、市美術
館にて親と子のやさしいアー
ト体験を実施しました。
実施数は目標に届きませんで
したが、目標以上の方に参加
していただきました。今後
も、より幅広い方々に対し、
活動を展開していけるよう取
り組みます。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・公立私立を問わず、地域の
園や学校に広報活動を行って
いる事業や施設もあるもの
の、まだまだ質、量ともに十
分とは言い難く、より積極的
な広報活動が必要かと思われ
る。
・子どものための料金設定や
観劇日について、今後もそう
いった事業の展開を検討して
いくことに加え、現在実施し
ている事業の広報活動にも力
を入れていきたい。

・芸術、文化に親しむ機会を
持つことが青少年にとってど
のような教育的価値があるの
かをアピールできるとよいの
ではないか。私立幼稚園や小
中高等学校にも広報的な活動
を行うこともできるかと思
う。
・バレエ、オペラ、クラッ
シックコンサートなど、子ど
もは観劇ができない規定に問
題を感じる。子どものための
格安の料金設定や、子どもの
ための観劇日を作らなければ
芸術を肌で感じる事はでき
ず、興味も湧かずに先には進
まないのではないか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 34 事業名 教育相談業務の充実 部名 学校教育部 課名 教育相談課

事業内容
教育センターに教育相談総合窓口を設け、カウンセラーを配置するとと
もに不登校や特別支援教育の相談、スクールカウンセラーの配置等を行
い、教育に関する様々な相談の充実を図ります。

指標 教育センターにおける
来所教育相談延べ回数（回）

平成26年度
実績値

2,768

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 24,232 千円 (予算) 21,988

(決算)

千円千円 (予算)

(決算)(決算) 19,823 千円 (決算) 千円

2,937

(決算) 千円

千円 (予算)千円 (予算)

(目標) 3,056

(実績) 2,819 (実績) (実績)

(目標) 2,823

千円

予算・決算額

(目標) 2,996

目標値と実績値

(目標) 2,879 (目標)

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

不登校やいじめなど学校生活
にかかわる相談や、障害のあ
る幼児児童生徒の就学やこと
ばの問題など、特別支援教育
にかかわる対応について教育
相談を実施。今後もニーズは
増えると予想（年約２％）、
各校の相談体制の充実を目指
す。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

教育相談体制の充実を図るた
め関係課や子ども発達セン
ター等の専門機関と連携を深
めながら、不登校児童生徒や
特別な支援を必要とする幼児
児童生徒への適切な支援を行
う。スクールカウンセラーの
配置については、全市立学校
(中学校は県より）へ配置
し、スクールカウンセリング
を有効に活用するとともに、
不登校の予防・未然防止に努
める。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。

・相談業務の充実は必要であ
るが、予防・未然防止に向け
た取り組みも進めていただ
き、不登校の生徒の減少を
図っていただきたい。

意見等に対する対応状況

・校内においては、子どもの
身近にいるスクールカウンセ
ラーに気軽に相談できる教育
相談体制の整備に努めてい
る。また、教育センターにお
ける個別の心理相談では、言
語化しにくい子どもの発達や
心の状態に応じた適切な支援
につないでいる。
・平成27年度作成した「不登
校対策の手引き」を活用し教
員の研修を行うとともに、新
たな不登校をうまないための
不登校の予防・未然防止の取
組を推進している。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・特別支援教育推進事業は、
今後の課題としてインクルー
シブ教育システムの構築を目
指してほしい。教育センター
に教育相談総合窓口を設け、
カウンセラーを配置するとと
もに不登校や特別支援教育の
相談、スクールカウンセラー
の配置等を行い、教育に関す
る様々な相談の充実を目指し
てほしいが、評価基準は数と
はいえない。相談した後の状
況把握などが大切である。
・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。
・今後も未就学児からの継続
した支援教育を行うために
も、スムーズな連携がとれる
ような事業展開に期待した
い。
・特別支援教育の自己評価は
とても難しいが、その中での
Cという評価はとても勇気の
ある評価である。この評価を
もとにぜひ推進していただき
たい。

意見等に対する対応状況

・子どもの就学前から、学校
卒業後にわたる切れ目ない支
援体制の整備と、学校や関係
機関等と連携しながらインク
ルーシブ教育システムの構築
を目指していく。
・校内においては、子どもが
身近にいるスクールカウンセ
ラーに気軽に相談できる教育
相談体制の整備に努めるとと
もに、教育センターにおける
心理相談や、適応指導教室で
の不登校支援等子どもの心の
状態に応じた適切な支援につ
ないでいる。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

就学相談では、本人・保護者
と十分な相談を行い保護者の
意見を尊重して、学校と共に
合意形成を図るよう努めた。
就学前相談や園への訪問観察
等が年々増加傾向にあり、子
ども未来部と連携し就学前相
談の実施方法について改善を
図る。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

教育センターと通級指導教室
が定期的に情報交換を行い、
相談の情報を共有するなど連
携を密にし、本市の特別支援
教育の充実を図る。また、通
級指導教室担当者が学校を巡
回するなど、地域支援のネッ
トワーク化を推進するととも
に、国が推進するインクルー
シブ教育システムの構築を目
指す。

(実績) 876 (実績) (実績)

千円

予算・決算額

(目標) 1,149 (目標) 1,169

千円

目標値と実績値

(目標) 1,089 (目標) 1,109 (目標) 1,129

(決算)

(予算) 10,439 千円 (予算) 10,397

(決算)千円 (決算)

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 10,338 千円 (決算) 千円

事業内容
特別支援教育の推進のため、専門の相談員を配置し、特別な支援を必要
とする幼児児童生徒一人一人に応じた相談の充実を図ります。

指標 特別支援教育
来所相談件数（件）

平成26年度
実績値

1,069

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 35 事業名 特別支援教育推進事業 部名 学校教育部 課名 教育相談課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

保護者以外に青少年からの電
話相談も受けており、全体の
７割近くを占める。直接面会
して相談する場も必要である
が、本事業は電話でしか相談
できない子どもたちの受け皿
としての効果があると考えて
いる。

・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

青少年の問題が複雑化し、相
談内容も多種多様化してきて
いるにも関わらず、相談員の
高齢化及び減少が問題化しつ
つある。
広報の方法を工夫し、事業及
び相談員養成講座の一層の周
知に努め、今後も相談体制を
維持できるよう引き続き支援
していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

年中無休で相談業務にあた
り、平成27年度は549件の相
談があり、１件あたりの相談
時間は17分であった。相談に
あたっては必要に応じて他機
関への案内も行う等、多種多
様化する悩みの相談に対応す
ることにより、青少年の健全
育成に大きな成果が得られ
た。

(目標) 765 (目標) 765

(実績) 900 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 900 (目標) 765 (目標) 765

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 900 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 900 千円 (予算) 765

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 すこやかテレフォン
事業予算（千円）

平成26年度
実績値

900

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

青少年の健全育成を図るため、青少年の育成に関する相談業務を奈良
「いのちの電話」協会に委託し、すこやかテレフォン相談室を設置し、
専門の相談員が年中無休で電話による各種の相談業務を行います。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 36 事業名 すこやかテレフォン事業 部名 教育総務部 課名 生涯学習課

52 / 58 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・来所相談や電話相談の際に
は、プライバシーに配慮した
対応として来所では個室での
面接とし、来所又は電話のい
ずれの場合であっても相談者
の個人情報の取扱いには十分
に配慮し、匿名での相談にも
応じている。
　HIV抗体検査は匿名・無料
で実施しており、誰でも受け
ることができる。検査後のカ
ウンセリングでエイズに関す
る正しい知識の説明や相談に
も応じている。
・中学生においては学習指導
要領に基づき性教育を実施さ
れており、その土台をもとに
高校生に性教育を実施するこ
とで、一層知識が深まるもの
と考え、高校生を対象にエイ
ズに関する正しい知識の普及
の為の出前教育や文化祭での
エイズ教育を実施している。

・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。

・高校生では遅いのではない
か。中学生で正しい知識を持
つ事が大事である。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

エイズに関する健康教育・啓
発事業について、学校の関心
を高めるため、保健所から継
続した働きかけを行ってい
く。
保健所における抗体検査・相
談についても、引き続き啓発
を行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

市内の高校生に対し、健康教
育・啓発事業を実施し、エイ
ズや性感染症に対する正しい
知識の普及と予防方法につい
ての啓発ができた。また、保
健所においては感染不安のあ
る市民に対し抗体検査・相談
を実施するとともに、感染予
防の意識づけを行うことがで
きた。

(目標) 8 (目標) 8

(実績) 8 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 8 (目標) 8 (目標) 8

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 311 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 463 千円 (予算) 394

2 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
高校生に対する

教育・啓発実施校（校）
平成26年度

実績値
8

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

特に性行動が活発化する若年層を中心に、エイズや性感染症に関する正
しい知識を持ち予防行動がとれるよう、学校、NPO団体等関係機関と協
力しながら啓発事業を推進します。
また、感染不安のある方への相談や検査を行い、知識普及と感染予防へ
の意識づけを行います。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 37 事業名 エイズ・性感染症に関する正しい知識の普及啓発事業 部名 保健所 課名 保健予防課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 38 事業名 未成年の喫煙対策 部名 保健所 課名
医療政策課
健康増進課

事業内容

指標

（医療政策課）
未成年へ啓発物配布人数（人）
（健康増進課）
大学生等への健康教育の
うち未成年の受講者数（人）

平成26年度
実績値

（医療政策課）
　0人
（健康増進課）
　未成年353人

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

たばこから子どもたちの健康を守るため、関係機関と協力しながら子ど
もおよび保護者への啓発を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 187 千円 (予算) 187 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 34 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　500人

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　600人

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　600人

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　600人

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　600人

(実績)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　未成年571人

(実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

（医療政策課）
・未成年者禁煙相談窓口
継続して実施。校園長会等へ
事業の周知(2回)
・小学6年対象に喫煙防止チ
ラシ配布(46校4,000枚)。
(健康増進課)
・大学生等への健康教育を実
施。8回、受講者767人うち未
成年571人。実施回数はH26年
度の5機関から8機関に増え、
受講者数が1.6倍になった。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

(医療政策課）
　平成27年度は小学6年生を
対象に禁煙啓発物を年度末に
配布した。平成28年度は早い
段階で配布し、授業の中で活
用してもらえるようにする。
また、喫煙防止教育担当者向
けの研修会を行う。
(健康増進課）
　市内の大学生や専門学校生
を対象とした喫煙に関する健
康教育を実施し、喫煙防止の
ための啓発を継続していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・厚生労働省は、受動喫煙防
止対策強化の法整備のたたき
台を作成しており、その中で
未成年等が主に利用する施設
は、「敷地内禁煙」とするこ
とになっている。国の動向を
注視しながら市の施設につい
ては、施設所管課に協力を求
め、禁煙施設を増やして行く
活動をすすめていく。
・未成年の喫煙対策のために
は、市立各小・中・高等学校
における教職員の方々の協力
が不可欠と考える。

・市や県の施設を子どもが利
用している時は禁煙にすると
かはできないものか。
・未成年の喫煙対策は、どの
ように認知を広げていくかが
課題で難しいことだと思う。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 39 事業名 思春期保健対策（性） 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 16歳未満の妊娠届出数（件）
平成26年度

実績値
1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

１０代の望まない妊娠、性感染症の防止のために、思春期相談窓口を設
けています。関係機関と協力しながら啓発活動等を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 50 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 0 (目標) 0 (目標) 0 (目標) 0 (目標) 0

(実績) 1 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

･市立中学校全学年に思春期
相談カードを配布(約8400
人）。
･電話相談のための職員向け
事前研修実施。
･健康増進課での電話相談の
実施。
・大学生等への健康教育
実施回数８回、受講者767人
うち未成年571人
・妊娠届出数2607件(うち16
歳未満の届出１件）

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

・相談窓口の啓発や大学等へ
の健康教育などを継続して実
施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・思春期の相談カードは市立
中学に在籍している生徒全員
に配布し生徒や保護者から直
接相談の電話やメールを受け
ている(実績：電話3件メール
15件）。
・小中学校での性教育につい
ては、教育委員会で取り組ん
でいる。
・高校生に対しては、保健予
防課が実施している性感染症
の啓発とともに、当課の事業
の周知を行っている。

・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。
・啓発活動と同時に学校教育
での取り組みにも期待した
い。小学校での性教育と、小
学生を持つ家庭での性教育に
ついての対策も必要かと思
う。
・大学等への健康教育では遅
すぎると思う。知識が必要な
のは、興味本位で性行動をし
てしまう中学生や高校生では
ないか。正しい知識を持つ事
で、行動への責任を考える
きっかけができるのではない
か。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・不妊治療にかかる経済的負
担の軽減を図ることにより、
不妊治療を受けやすくし、妊
娠・出産の機会を増やしてい
く。所得制限については国の
基準に定められ、奈良市だけ
独自に設定することはできな
い。引続き助成事業を行うと
ともに、制度内容の周知を積
極的に行なっていく。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
・不妊となると医師に診断結
果をもらうまでに時間もお金
もかかる。迅速に子どもを授
かるように、晩婚化の時代に
あった不妊認定を望む。不妊
治療の助成金への所得制限も
理解が難しい。
・制度内容の周知を積極的に
行っていただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

不妊治療への助成拡大（初回
助成額の拡充、男性不妊治療
助成拡大）、また平成28年度
からの制度改正（妻の年齢制
限等）の周知をするととも
に、引続き助成事業を行う。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

1回の治療に対して、上限額
15万円（一部治療は、7.5万
円）を助成。平成28年1月20
日より初回治療に限り30万円
（15万円上乗せ。一部治療は
除く。）、男性不妊治療に15
万円助成し、不妊治療制度の
拡充を図った。

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　70,000千円

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　70,000千円

(実績)
助成件数　466件(延)
助成額　58,763千円

(実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　64,000千円

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　70,000千円

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　70,000千円

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 58,825 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 64,085 千円 (予算) 70,085

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 特定不妊治療費助成延べ件数（件）
及び助成額（千円）

平成26年度
実績値

助成件数  437件(延)
助成額　53,994千円

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

特定不妊治療費助成金を交付することにより、医療保険が適用されず高
額の医療費がかかる不妊治療費の一部を負担し、不妊に悩む夫婦の支援
を行います。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 40 事業名 特定不妊治療費助成事業 部名 保健所 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 41 事業名 母子健康手帳の交付 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 28週以降の妊娠届出数（件）
平成26年度

実績値
20

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 809 千円 (予算) 885 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 809 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 0 (目標) 0 (目標) 0 (目標) 0 (目標) 0

(実績) 7 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成25年度より奈良市オリジ
ナルの母子健康手帳を交付し
ている。手帳の中に妊娠、出
産、子育てに関する奈良市の
情報を掲載している。市内産
婦人科医療機関・ドラッグス
トア等協力店舗へポスター掲
示や市ホームページ等にて妊
娠届出の啓発を行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

産後届出が1件あり。
妊娠届出をしやすい環境づく
りとして、医療機関への届出
場所の啓発や市ホームページ
からの届出様式をダウンロー
ドできるようにした。引続き
奈良市オリジナルの母子健康
手帳により正しい知識の普及
に努め、継続実施する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
必要時には妊産婦支援計画書
を作成し、個人の状況に応じ
て支援を行っている。
・ママパパ教室や乳幼児教室
への夫婦での参加が増加して
おり、教室の中で夫の協力の
重要性についても伝えてい
る。
・市内産婦人科医療機関・ド
ラッグストア等協力店舗へポ
スター掲示や市ホームページ
等にて妊娠届出の啓発を継続
実施する。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。
・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。

医療機関で妊娠判定を受け、妊娠届けを出されたら母子健康手帳を交付
します。母子健康手帳は、妊娠出産の経過、お子さんの乳幼児健診、予
防接種の記録等大切な成長記録となります。また、妊娠期からの健康づ
くりに関する情報を提供します。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 42 事業名 妊婦健康診査事業 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 受診回数（回）
平成26年度

実績値
32,951

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (11)妊婦健康診査事業

妊婦健康診査にかかる費用の一部を助成することにより、妊婦の経済的
負担を軽減し、未受診妊婦の解消を図るとともに、母体及び胎児の健康
の保持・増進を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 222,361 千円 (予算) 222,663 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 215,243 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 30,648 (目標) 30,180 (目標) 29,712 (目標) 29,376 (目標) 28,764

(実績) 31,550 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

妊婦健診が妊娠期間中14回程
度行われることが望ましいと
されることから受診券14回分
の基本券と補助券24枚を交付
した。全14回分のうち11回受
診した妊婦の割合を目標値と
し、受診票交付件数2,606枚
に対し11回受診した妊婦の人
数は2,231人であった。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

妊婦健診の重要性と受診券の
利用方法の周知の徹底を図る
とともに、医療機関等と連携
し未受診妊婦の把握と支援に
努める。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・妊婦に対する保健指導及び
健康診査の重要性・必要性が
一層高まっているところであ
り、財源確保に努め引続き事
業を行っていく。また医療機
関と連携し、未受診妊婦の把
握と支援に努めていく。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
・未受診妊婦の把握と支援に
努めるための派遣指導員や予
算の確保が重要である。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 43 事業名 はじめてのママパパ教室／マタニティー歯っぴい
チェック 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 参加者数（人）
平成26年度

実績値
455人

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

妊婦とその家族に対して、妊娠・出産・育児、歯の健康・栄養について
の必要な知識や技術を提供します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 503 千円 (予算) 550 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 499 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(実績)
ママパパ教室：434人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：158人

(実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

「はじめてのママパパ教室」
・年間12回開催（平成27年度か
ら2日コース）。保健師・助産
師が講義を行い、妊娠・出産・
育児についての知識・技術の提
供。グループワークでは妊婦同
士の仲間づくりや先輩ママとの
交流を行う。
「マタニティー歯っぴいチェッ
ク」
・年間12回開催。歯科衛生士が
講義を行い、歯の健康について
知識・技術の提供。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「はじめてのママパパ教室」対
象者の妊娠週数の幅が広く、参
加者の状態が異なるため、悩み
の共有等が充分に行えない。ま
た妊娠後期の妊婦が教室参加中
に体調不良に至っている。申込
数が多く希望月に参加できない
こともあり、平成28年度からは
対象妊娠週数を22週以降32週未
満に変更する。
「マタニティー歯っぴいチェッ
ク」新規事業であり周知度が低
く参加者の増加が必要である。
自身の歯周病予防と生まれてく
る児のむし歯予防に向けて継続
実施。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
②妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

③それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
④「はじめてのママパパ教
室」とともに 「はじめての
パパ教室」のように育児に父
親の関わりが増えるようなプ
ログラムを開発してはどう
か。
⑤ママパパ教室と同時に企業
内でのマタニティ教室を実施
する必要がある。男性の育休
取得や女性のステップ的な仕
事復帰プログラムなども組織
の枠を超えて連携して行って
いただきたい。

⑥申込み数が多いことは喜ば
しいことである。教室数を増
やすなどにより申し込みの多
い月に対応できないか。
⑦「マタニティー歯っぴい
チェック」に関しても、妊娠
中、出産後を通して、医療機
関等と連携して周知いただき
たい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

①妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
必要時には妊産婦支援計画書
を作成し、個人の状況に応じ
て支援を行っている。また、
妊娠届出時に妊娠期に参加可
能な教室をピックアップし
て、全ての妊婦に周知してい
る。市内産婦人科医療機関・
ドラッグストア等協力店舗へ
ポスター掲示や市ホームペー
ジ等にて妊娠届出の啓発を継
続実施する。
②③④ママパパ教室や乳幼児
教室への夫婦での参加が増加
しており、ママパパ教室の2
回目は父親参加のプログラム
になっている。教室の中で夫
の協力の重要性についても伝
えている。
⑤当課だけでは民間企業との
連携や男性の育児休暇等につ
いては実施困難なため他課と
検討していく必要がある。
⑥対象者の妊娠週数を変更し
てからは、申込者が多くて断
ることはなくなっている。
⑦「マタニティー歯っぴい
チェック」は今後も継続して
関係機関と連携して周知する
他、妊娠届時に事業勧奨やチ
ラシ等で申し込み者を増やし
ていきたい。

①乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
②妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

③それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
④「はじめてのママパパ教
室」とともに 「はじめての
パパ教室」のように育児に父
親の関わりが増えるようなプ
ログラムを開発してはどう
か。
⑤ママパパ教室と同時に企業
内でのマタニティ教室を実施
する必要がある。男性の育休
取得や女性のステップ的な仕
事復帰プログラムなども組織
の枠を超えて連携して行って
いただきたい。

⑥申込み数が多いことは喜ば
しいことである。教室数を増
やすなどにより申し込みの多
い月に対応できないか。
⑦「マタニティー歯っぴい
チェック」に関しても、妊娠
中、出産後を通して、医療機
関等と連携して周知いただき
たい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。
・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
・支援・訪問拒否の家庭こそ
支援が必要であるように思
う。妊娠中、出産後など、医
療機関等との連携を強め、支
援を強化していただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

妊娠届出時に訪問や相談窓口
の周知を行っているが、支
援・訪問拒否の家庭があり、
養育面のハイリスク事例で
あっても介入できないことが
ある。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

妊娠届出時のアンケートや産
科医療機関との連携により妊
娠期及び産後の育児のハイリ
スク者を把握し、必要に応じ
妊産婦や新生児の訪問を実施
している。こんにちは赤ちゃ
ん訪問（子育て相談課）と新
生児訪問（健康増進課）で全
乳児の訪問を実施している
が、全体の3～4割は新生児訪
問で対応している。
養育医療助成申請のために、
保健予防課に保護者が来所さ
れた際は、必ず当課の保健師
が初回面接を行い、退院後に
は家庭訪問を行っている。ま
た、随時医療機関との連絡を
密に行い支援を行っている。
妊婦訪問数   31人(延べ  42人)
産婦訪問数  900人(延べ1072人)
新生児訪問数 96人(延べ 112人)
未熟児訪問数168人(延べ 197人)

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(実績)

支援必要者への訪問実施率
100%

新生児訪問実施率97.7%(見込
み)

(実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 2,817 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額
(予算) 3,891 千円 (予算) 3,885

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

妊産婦・新生児の家庭を訪問し、妊娠・出産・育児などの相談を行うと
ともに、適切な指導を行います。
また未熟児については、保護者の育児不安が強く、早期に援助を必要と
する対象者を医療機関等と連携しながら把握し支援します。

指標
支援必要者への訪問実施率
100%
新生児訪問実施率98.0%

平成26年度
実績値

支援必要者への訪問実施率100%
新生児訪問実施率97.9%

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 44 事業名
妊産婦、新生児、未熟児訪問

（保健指導事業）
部名 保健所 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・妊娠届出時のスクリーニン
グや医療機関等からの連絡に
より妊産婦・新生児・未熟児
の要支援者を把握し、支援を
行っている。また、医療機関
等関係機関と定期的に連携会
議を開催し、支援の強化を目
指している。
・妊娠届出や各事業への参
加、訪問時等機会がある度に
家族の協力について状況確認
し助言を行っている。
・要支援者で支援拒否などの
場合は必要に応じ特定妊婦・
要支援児童の通告を上げて関
係機関と連携を図り見守り体
制を取っている。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

引き続き、事業の啓発を行
い、乳児家庭へ全戸訪問でき
るように努める。また、継続
支援が必要な家庭には関係機
関と連携しながら支援を行
う。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。
・虐待の予防や子どもの健全
育成を考えていくうえで非常
に重要なことである。訪問・
来所ができない家庭の方がよ
りリスクが高いと感じるの
で、是非とも全戸訪問を達成
していただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

全戸訪問の実現に向け事業周
知を継続し、訪問できない家
庭については、来所等による
面接を積極的に勧奨し、全て
の乳児と保護者に会うことを
目指す。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成26年度は対象者2570件に
対し、2542件（面接率は
98.9％）訪問（来所による面
接も含む。）を行った。平成
27年4月～平成28年1月生まれ
の対象者1,486人に対し、
1,483件（面接率は99.8％）
訪問を行った。

(目標) 2,448 (目標) 2,397

(実績) 2,534 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 2,554 (目標) 2,515 (目標) 2,476

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 5,275 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 5,302 千円 (予算) 5,320

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 面接件数（件）
平成26年度

実績値
2,542

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (5)乳児家庭全戸訪問事業

生後４か月未満の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する必要
な情報提供等を行います。また、支援が必要な家庭に対しては助言を行
い、乳児家庭の孤立化を防ぎ、保護者の育児不安等を軽減し、虐待の予
防や子どもの健全育成を図ります。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 45 事業名
乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん訪問）
部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の把握・支援は妊
娠届出時、医療機関等との連
携、保護者からの相談などか
ら随時行っている。
・また、当課事業への参加や
訪問時等機会がある度に家族
の協力について状況確認し助
言を行っている。
・要支援者については、必要
に応じ就学時まで各関係機関
と連携して対応している。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

担当課評価 Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

失念や児・保護者の体調不良
により受診できていない場合
があるため、訪問時の健診案
内や健診勧奨ポスターの掲示
を関係機関の協力を得て、今
後も実施していく。
未熟児や疾病等により入院中
であったり、海外在住などの
理由で受診できない児が例年
2%いるため、98%の受診率を
目指す。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。また、
産婦・新生児・未熟児訪問や
こんにちは赤ちゃん訪問時に
も健診の案内を行っている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

(目標) 97.8 (目標) 97.9

(実績) 97.6 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 96.5 (目標) 97.7 (目標) 97.7

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 12,969 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 13,169 千円 (予算) 13,207

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

生後4か月の時点で医療機関において、子どもの身体発達・運動発達・
栄養状態を診査し、疾病の早期発見・早期治療・早期療養および育児指
導を行い、乳児の健康の保持・増進を図るとともに育児不安の軽減を図
ります。また、4 か月健康診査を登録医療機関で受診することで、小児
科医にかかる機会を提供し、かかりつけ小児科医を持つ保護者の割合を
増やします。

指標 健診受診率（％）
平成26年度

実績値
96.3

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 46 事業名
４か月児健康診査

（乳児一般健康診査）
部名 保健所 課名 健康増進課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の把握・支援は妊
娠届出時、医療機関等との連
携、保護者からの相談などか
ら随時行っている。
・また、当課事業参加や訪問
時等機会がある度に家族の協
力について状況確認し助言を
行っている。
・要支援者については、必要
に応じ就学時まで各関係機関
と連携して対応している。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

担当課評価 Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

失念や児・保護者の体調不良
により受診できていない場合
があるため、訪問時の健診案
内や健診勧奨ポスターの掲示
を関係機関の協力を得て、今
後も実施していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

(目標) 95.8 (目標) 95.9

(実績) 95.5 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 95.0 (目標) 95.6 (目標) 95.7

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 12,786 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 12,944 千円 (予算) 12,953

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

生後１０か月の時点で医療機関において、子どもの身体発達・運動発
達・栄養状態を診査し、疾病の早期発見・早期治療・早期療養および育
児指導を行い、乳児の健康の保持・増進を図るとともに育児不安の軽減
を図ります。

指標 健診受診率（％）
平成26年度

実績値
94.7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 47 事業名
１０か月児健康診査

（乳児一般健康診査）
部名 保健所 課名 健康増進課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の把握・支援は妊
娠届出時、医療機関等との連
携、保護者からの相談などか
ら随時行っている。
・また、当課事業参加や訪問
時等機会がある度に家族の協
力について状況確認し助言を
行っている。
・要支援者については、必要
に応じ就学時まで各関係機関
と連携して対応している。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

担当課評価 Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

保護者の育児休業終了後の職
場復帰により保育園入所児童
が増え、内科健診や歯科健診
が保育園でもあることから乳
児期より受診率が減少する。
例年90%前半の受診率である
ため95%の受診率をめざし、
今後も関係機関の協力を得
て、受診勧奨を行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

(目標)
健診受診率94.6%

歯科健診受診率94.6%
(目標)

健診受診率94.8%
歯科健診受診率94.8%

(実績)
健診受診率94.0%

歯科健診受診率93.9%
(実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標)
健診受診率93.0%

歯科健診受診率93.0%
(目標)

健診受診率94.2%
歯科健診受診率94.2%

(目標)
健診受診率94.4%

歯科健診受診率94.4%

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 5,751 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 5,846 千円 (予算) 5,902

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

１歳７か月児に対して健康診査を行い、疾病・障がい・発達の遅れ等を
早期に発見し、適切な指導を行うとともに、むし歯の予防・発育・栄
養・生活習慣、その他育児に関する指導を行い、子どもの心身の安らか
な成長の促進と育児不安の軽減を図ります。

指標
健診受診率（％）

歯科健診受診率（％）
平成26年度

実績値
健診受診率93.6%

歯科健診受診率93.4%

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 48 事業名 １歳７か月児健診、１歳７か月児歯科健診 部名 保健所 課名 健康増進課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・各乳幼児健診の中で受診率
が低いのが課題である。多く
の子どもが集団生活に入って
いく年齢であることから、受
診率を上げること、また受診
内容、結果について幼稚園、
保育園である程度共有できる
ことが理想。小学校への連携
も含めて大事ではないかと思
う。また、他自治体では３歳
児検診としているところもあ
るが、３歳６ヶ月ということ
で就園後になってしまう子ど
もが多いので、受診率を上げ
るためにこのあたりの検討も
お願いしたい。

担当課評価 Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

年齢的に３年制の幼稚園・認
定こども園に入園したり就労
する養育者が増加し、内科健
診や歯科健診が保育園・幼稚
園等でもあることからこれま
での健診よりも受診率が減少
する。今後も関係機関の協力
を得て、受診勧奨を行ってい
く。
例年80%後半の受診率である
ため90%の受診率をめざし、
今後も関係機関の協力を得
て、受診勧奨を行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

(目標)
健診受診率89.6%

歯科健診受診率89.6%
(目標)

健診受診率89.8%
歯科健診受診率89.8%

(実績)
健診受診率89.0%

歯科健診受診率88.7%
(実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標)
健診受診率87.0%

歯科健診受診率87.0%
(目標)

健診受診率89.2%
歯科健診受診率89.2%

(目標)
健診受診率89.4%

歯科健診受診率89.4%

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 6,458 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 6,496 千円 (予算) 6,642

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

身体の発育および精神発達の面から最も重要な時期である３歳児に対し
て健康診査を行い、運動機能・視聴覚発達などの障がいや疾病等を早期
に発見し、適切な指導を行うことにより、障がい等の進行を未然に防止
するとともに、むし歯の予防・発育・栄養・生活習慣、その他育児に関
する指導を行い、子どもの心身の安らかな成長の促進と育児不安の軽減
を図ります。

指標
健診受診率（％）

歯科健診受診率（％）
平成26年度

実績値
健診受診率88.1%

歯科健診受診率87.9%

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 49 事業名 ３歳６か月児健診、３歳６か月児歯科健診 部名 保健所 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・要支援者の把握・支援は妊娠
届出時、医療機関等との連携、
保護者からの相談などから随時
行っている。また、当課事業参
加や訪問時等機会がある度に家
族の協力について状況確認し助
言を行っている。要支援者につ
いては、必要に応じ就学時まで
各関係機関と連携して対応して
いる。
・対象年齢については、３歳０
か月から３歳１１か月の範囲で
自治体が健診時期を設定できる
ことになっており、本市におい
ては、健診項目を通過しやすい
時期を考慮した上で、３歳６か
月児に設定している。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・フッ化物塗布については、
賛否両論あることに対して、
そのまま続けていくほうがい
いのか、一度、検討する必要
がある。
・2歳児に、静かに座って口
を開けフッ化物塗布させるの
は難しいのではないか。医療
行為としての適切な時期があ
るのかもしれないが、幼児が
フッ化物塗布をきちんと受け
られる時期に変更できない
か。
・予防接種の受け方や日程の
組み方がわからない時ははぐ
くみセンターで接種計画を立
ててもらえる等、もう少し出
産前に時間を作って説明して
はどうかと思う。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

う歯罹患率が1歳7か月児歯科
健診では1%台であるが、3歳6
か月児歯科健診時には20%前
後になっている。1歳7か月児
歯科健診後、継続的な歯科健
診・指導、フッ化物塗布を行
うことにより、乳歯の虫歯予
防、かかりつけ歯科医を持つ
きっかけづくりを図る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成17年度から2歳8か月児～
3歳0か月児を対象に実施して
きたが、う歯罹患率の減少に
向け、平成27年度より対象年
齢を2歳0か月～2歳4か月児と
し実施している。対象移行年
度の対応として、2歳8か月～
3歳0か月児も受け入れていた
ため、平成27年度塗布者数が
例年より多くなった。
2歳0か月～2歳4か月児　　630人
2歳8か月児～3歳0か月児　556人

(目標) 710 (目標) 720

(実績) 1,186 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 690 (目標) 690 (目標) 700

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 820 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 838 千円 (予算) 832

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
幼児のむし歯予防とかかりつけ歯科医をもつきっかけづくりのために、
２歳０か月児の希望者に実施します。歯科健診と歯みがき指導も併せて
実施します。

指標 塗布者数（人）
平成26年度

実績値
682

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 50 事業名 フッ化物塗布事業 部名 保健所 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・フッ化物塗布の安全性につ
いては厚生労働省・日本歯科
医師会等が保障しており、虫
歯予防にフッ素を用いること
は他の予防法に比べ最も有効
かつ確実な方法であるといわ
れている。また、2歳児でも
塗布できる簡便な方法で実施
している。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・妊娠のスタート時点若しく
は妊娠初期の方からの予防接
種に関する問い合わせは、件
数的には少ないものの、電話
での問い合わせ等があれば、
出産後、生後２か月目から受
けることができる予防接種に
ついて、それらの内容及びス
ケジュールの立て方について
詳しく案内している。
・予防接種啓発にも積極的に
取り組みを行っており、今後
も引き続き普及・啓発に努め
ていく。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

各予防接種対象者への個別通
知等の積極的な勧奨及び関係
機関との連携による啓発を行
い、予防接種の知識と接種率
の向上を図る。また、国で検
討中のB型肝炎、ロタ、おた
ふくかぜの予防接種の定期化
の動向を注視していく。ただ
し、子宮頸がん予防ワクチン
は、平成２５年６月１４日以
降、国によりワクチン接種と
副反応の因果関係が明らかに
されるまで積極的な接種勧奨
の差し控えを継続しており、
再開時期等、国の動向を注視
していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成２５年１月１日生まれ以
降の対象者には予診票綴りを
発送し、７歳６ヶ月までの定
期予防接種の啓発を行った。
特に、二種混合、日本脳炎及
びMR２期等は対象者に個別に
勧奨ハガキを送付し、接種率
の向上に努めた。また、平成
２６年１０月１日から水痘・
成人用肺炎球菌が定期予防接
種として追加された。平成２
７年度の予防接種者数は、A
類が56,139人、B類が52,100
人であった。

(目標) 91.0 (目標) 93.0

(実績) 85.0 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 85.0 (目標) 87.0 (目標) 89.0

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 726,842 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 695,037 千円 (予算) 697,096

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 予防接種率（％）
平成26年度

実績値
84.7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもを感染症から守るため、予防接種を実施します。
<個別接種>

・ヒブ感染症(生後2か月～5歳未満)

・小児肺炎球菌感染症(生後2か月～5歳未満)

・ＢＣＧ（生後3～12か月未満）
・４種混合（生後3か月～７歳６か月未満）

・三種混合（生後3か月～７歳６か月未満）

・二種混合（小学校6年生）

・不活化ポリオ（生後3か月～７歳６か月未満）

・ＭＲ（麻しん・風しん）

　　第１期（１歳～2歳未満）
　　第２期（年長児）

・水痘（１歳～３歳未満）

・日本脳炎

　　第１期（生後６か月～7歳6か月未満）

　　第２期（９歳～１３歳未満）
・ヒトパピローマウイルス感染症(小学６年生～高校1年生

相当の女子)

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 51 事業名 乳幼児予防接種事業 部名 保健所 課名 保健予防課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 52 事業名 妊産婦・乳幼児健康相談事業 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 相談件数（件）
平成26年度

実績値
4,573

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

安心して妊娠・出産・育児が行えるよう公民館等の地域の身近な場所に
出向き、保健師、助産師等が健康相談を実施します。また、親子の健康
づくりに関する情報提供の場として、おやこプチ講座を実施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 9,184 千円 (予算) 9,201 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 8,581 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 4,600 (目標) 4,600 (目標) 4,600 (目標) 4,600 (目標) 4,600

(実績) 5,030 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

身近な場所で相談できるよ
う、健康増進課、西部会館、
公民館等巡回で助産師・保健
師が相談対応している。ま
た、参加しやすい公民館、子
育てスポット等で未就園児・
保護者を対象に子どもの発
達、育児についての講話を
行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

公民館等巡回については、利
用人数が少ないことに加え、
公民館だけでなく西部会館・
健康増進課と重複して相談利
用している事例の有無を検討
し、実施場所・回数の見直し
を実施。H28年度より、22か
所から19か所へ実施場所を変
更する。また、地域における
おやこプチ講座については、
各公民館等の講座の申し込み
数や参加人数が少ないことか
ら実施回数を見直し、H28年
度以降からの実施状況に応じ
講座方法がよいか、関係機関
との連携方法について検討し
ていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

④実施場所の減少や実施回数
の見直しについては、より身
近な場所での開催により利便
性が高く利用している方もお
られるので、慎重に取り進め
ていただきたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②公民館巡回相談の相談件数
は前年度と比較し減少してい
るが、常設で実施している西
部相談室・当課での相談件数
は増加しており対応できてい
る。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④子育て支援拠点等の増加に
より、保護者が育児相談をす
る機会が増えており、そこで
離乳食等の講座も実施されて
いるため、今後は子育て支援
実施機関と連携を図っていき
たい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 53 事業名 地域における幼児期からの歯の健康教育 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 参加者数（保護者と子ども数）（人）
平成26年度

実績値
982

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

保育所・幼稚園や地域の子育てサークルなどで、幼児と保護者を対象に
幼児期に必要な歯の知識と正しい歯磨きの方法等について健康教育を実
施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 1,000 (目標) 1,600 (目標) 1,600 (目標) 1,600 (目標) 1,600

(実績) 1,532 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

幼稚園・保育園　23園
園児533人/保護者370人
施設等　21箇所
乳幼児327人/保護者302人
幼稚園、保育園、地域のサー
クル等で正しい歯の知識と手
入れの方法を知り、児・保護
者ともにむし歯・歯周病予防
を図る。また、かかりつけ歯
科医をもつきっかけとする。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

2歳児とその保護者を対象に
実施していたが、2歳児での
歯磨きを園では実施してない
（事故防止のため）ことか
ら、次年度以降は園が希望す
る年齢で実施とする。1歳7か
月児歯科健診むし歯罹患率は
平成25年度1.5%、平成26年度
1.2%、平成27年度1.1%と減
少、3歳児では平成25年度
19.9%、平成26年度20％、平
成27年度19.9%と横ばい経過
している。引き続きむし歯予
防の行動変容を行う情報提供
の場としてむし歯の罹患率減
少を目指します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

23 / 100 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②現在依頼があった園やサー
クルには全て対応している。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。今
後は父親が参加しやすい曜日
や時間の設定を行い、父親と
子どもの歯磨き教室を検討す
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 54 事業名 ５か月児ぱくぱく教室（離乳食教室） 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 参加者数（組）
平成26年度

実績値
874

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

生後５か月児を持つ保護者に離乳食の進め方、子どもの発達・子育てに
ついての知識提供を行うとともに、集まる場の設定をすることにより乳
児期前期の養育者の孤立感に伴う育児不安の軽減を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 900 (目標) 900 (目標) 900 (目標) 900 (目標) 900

(実績) 861 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

管理栄養士・保健師より講義
を行い、グループワークにて
保護者同士の交流を図る。

参加者数(年間)
母　860人、乳児　861人、幼
児18人、その他(家族)50人、
合計1,789人

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

申込み数が多く、希望月に参
加できない人には個別対応し
ていた。また、初産婦と経産
婦が子育てしていく中で、双
方の悩みが共有しにくいこと
から、Ｈ28年度より初めての
子育てに不安や悩みが多い初
産婦（第1子）を対象として
実施する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。
④乳幼児を持つ保護者の不安
や悩みに対して、それぞれの
事業間である程度枠組みを越
えて応えていく体制ができれ
ばと思う。窓口が分かれてし
まわないように支援していた
だければと思う。
⑤初産婦の離乳食開始は本当
に不安なものなので、開催し
てくれている事は大変有り難
いです。
⑥離乳食開始から普通食移行
期間のメニューアレンジ講座
などがあると、食の偏りの心
配や、食べムラで悩む母親の
不安軽減に繋がるのではない
か。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②子どもの相談にきめ細かく
対応するため、第2子以降は
人数を制限することなく個別
対応を行っている。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④子育て支援拠点等の増加に
より、保護者が育児相談をす
る機会が増えており、そこで
離乳食等の講座も実施されて
いるため、今後は子育て支援
実施機関と連携を図っていき
たい。
⑤アレンジメニューは教室内
で資料配布し工夫できるよう
働きかけている。離乳食開始
後の心配については個別性が
高いため個別相談で対応して
いる。
⑥ホームページ上で離乳食に
関する進め方等の動画配信を
準備中。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 55 事業名 1歳０か月児歯ぴか教室（むし歯予防教室） 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標
1歳7か月児健診
う歯罹患率（％）

平成26年度
実績値

1.2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

１歳０か月児～１歳２か月児の保護者に、乳歯のむし歯予防の知識と歯
の手入れの実習についての知識提供を行います。また、保護者自身にも
歯の健康に関心を持ってもらい、成人期の歯周病予防を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 68 千円 (予算) 50 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 56 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) う歯罹患率1％以下 (目標) う歯罹患率1％以下 (目標) う歯罹患率1％以下 (目標) う歯罹患率1％以下 (目標) う歯罹患率1％以下

(実績) 1.1 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

前年度までは10か月児を対象
にしていたが、27年度から歯
の生え揃った1歳0～2か月児
を対象に変更した。
20回、401組参加。
歯科衛生士による正しい歯の
講話や手入れの方法を知り、
児・保護者ともにむし歯・歯
周病予防を図る。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

対象を変更したため、年度当
初は周知度が低く参加人数が
少なかった。今後も周知を図
るため、啓発活動を継続す
る。また、初産婦と経産婦が
子育てしていく中で、双方の
悩みが共有しにくいことか
ら、Ｈ28年度より始めての子
育てに不安や悩みが多い初産
婦（第1子）を対象として実
施する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

④乳幼児を持つ保護者の不安
や悩みに対して、それぞれの
事業間である程度枠組みを越
えて応えていく体制ができれ
ばと思う。窓口が分かれてし
まわないように支援していた
だければと思う。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②子どもの相談にきめ細かく
対応するため、第2子以降は
人数を制限することなく個別
対応を行っている。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④市民が身近にある子育て支
援拠点で、歯の健康について
も相談できるよう、支援者の
養成を行っている。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 56 事業名 きしゃぽっぽ教室（発達支援教室） 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標
きしゃっぽっぽ教室
参加延べ組数（組）

平成26年度
実績値

260

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

１歳７か月児及び３歳６か月児健康診査後の事後指導の場として、遊び
やグループワークを通して、子どもの発達や適切な関わり方を学び、親
同士が悩みを共有することで育児不安の軽減及び子どもの発達の理解・
受容につなげるために実施します。また、保護者の育児不安が軽減し、
安心して育児できるように心理相談員に個別相談や発達検査を実施しま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 448 千円 (予算) 447 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 421 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 420 (目標) 420 (目標) 420 (目標) 420 (目標) 420

(実績) 310 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

「きしゃっぽっぽ教室」発達
に遅れがみられる児とその保
護者が親子遊びやグループ
ワークを通して関わり方を考
えるきっかけを作る。同じ悩
みを持つ保護者同士の交流で
育児の不安が軽減したり、専
門職に発達についての相談が
できるようになっている。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子どもの発達の遅れだけでは
なく、養育面の困難さを持つ
保護者の参加が多くなってい
るため、教室の内容や取り組
みについての検討は必要。登
録した親子が、途中中断しな
いよう適切な時期に声かけを
行なったり、保護者への意識
づけを十分に行う。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

④乳幼児を持つ保護者の不安
や悩みに対して、それぞれの
事業間である程度枠組みを越
えて応えていく体制ができれ
ばと思う。窓口が分かれてし
まわないように支援していた
だければと思う。
⑤養育面に特化した教室の設
置または、誘導を行ってはど
うか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②現状では、教室に参加でき
ない人はいない。待機者が多
い場合は回数等の見直しをす
る。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④子育て支援拠点等の増加に
より、保護者が育児相談をす
る機会が増えており、今後は
子育て支援実施機関と連携を
図っていきたい。
⑤養育困難家庭については、
集団での指導が難しいため、
家庭訪問などで個別に支援を
行う。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 57 事業名 すくすく相談 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 ―
平成26年度

実績値
―

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

育児や発達に関する相談に応じ育児不安を軽減します。また、適切な子
育て情報を発信します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

・１回３０分、心理相談員が
発達に関する個別相談を実
施。２か月に１回、６人定
員。電話による申込制。
年間利用数26件。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

・相談先の増加により気軽な
相談窓口としての利用は減少
傾向にある。
・発達面に関して不安を抱え
ている親子の相談窓口として
継続して実施する。今後のあ
り方について検討する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

④乳幼児を持つ保護者の不安
や悩みに対して、それぞれの
事業間である程度枠組みを越
えて応えていく体制ができれ
ばと思う。窓口が分かれてし
まわないように支援していた
だければと思う。
⑤２か月に１回の開催では、
タイムリーな相談窓口として
の機能がないのではないか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②現状では、随時相談に応じ
ているため、待機者はいな
い。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④子育て支援拠点等の増加に
より、保護者が育児相談をす
る機会が増えており、今後は
子育て支援実施機関と連携を
図っていきたい。
⑤これまでも電話相談や来所
相談は随時行なっていたの
で、今後も同様に随時相談に
対応していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 58 事業名 発達相談 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

幼児健康診査後の精神発達面の状態を個別の検査を用いて確認します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

・発達検査を用いた個別の発
達相談。年間利用数225件。
・子どもの発達の状態を保護
者と確認し、関わり方などを
共に考える事ができた。
・毎日相談の枠を設け、多く
の相談に応じている。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

実績が前年度より減少してい
るのは、発達センターができ
子どもの状態に応じた役割分
担が進んできたことが影響し
ている。今後は1歳7か月児健
診後の早期の支援に重点を置
く。
また、関係機関との情報共有
や調整などを継続する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

④乳幼児を持つ保護者の不安
や悩みに対して、それぞれの
事業間である程度枠組みを越
えて応えていく体制ができれ
ばと思う。窓口が分かれてし
まわないように支援していた
だければと思う。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②現状では、随時相談に応じ
ているため、待機者はいな
い。待機者が多い場合は回数
等の見直しをする。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④乳幼児を持つ保護者の特に
発達に関する不安や悩みにつ
いて個別の相談の時間を確保
し安心して子育てできるよう
にアドバイスしている。支援
機関が代わっても継続して支
援できるように関係機関と連
携していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 59 事業名 妊産婦の喫煙・飲酒対策事業 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標
妊婦喫煙率（％）
妊婦飲酒率（％）

平成26年度
実績値

妊婦喫煙率3.3%
妊婦飲酒率1.9％

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

妊産婦・胎児・乳児へのタバコ・アルコールによる健康被害を防ぐため
の啓発、相談を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標)
妊婦喫煙率3％以下

妊婦飲酒率0.5％以下
(目標)

妊婦喫煙率3％以下
妊婦飲酒率0.5％以下

(目標)
妊婦喫煙率3％以下

妊婦飲酒率0.5％以下
(目標)

妊婦喫煙率3％以下
妊婦飲酒率0.5％以下

(目標)
妊婦喫煙率3％以下

妊婦飲酒率0.5％以下

(実績)
妊婦喫煙率3.6%
妊婦飲酒率0.9%

(実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

妊娠届出時の啓発数2,607人
保健指導95件（妊婦喫煙者71
人、妊婦飲酒者24人）
リーフレットを用いて保健指
導を実施。
母親教室：スモーカライザー
実施者10件

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

妊娠届出時から早期の保健指
導ができるように今後も継続
実施する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
・妊娠届出の際、必要時には
妊産婦支援計画書を作成し、
個人の状況に応じて支援を
行っている。

・妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。

・目標値をクリアしていくの
を前提に０％を目指し取り組
んでいただきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 60 事業名 休日・夜間応急診療所、休日歯科応急診療所の充実 部名 市民生活部 課名 病院管理課

事業内容

指標
全診療時間に対する

小児科医配置時間（％）
平成26年度

実績値
48

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもの急病に対応するため、休日・夜間における救急医療体制の充実
を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 325,474 千円 (予算) 311,224 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 315,590 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 50 (目標) 50 (目標) 55 (目標) 55 (目標) 60

(実績) 51 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

休日夜間応急診療所の機能充
実を図るため、小児科医の配
置を行い平成25年4月からは
水曜日に配置、平成27年4月
からは金曜日の22：00～24：
00に配置、平成27年10月から
は月曜日の22：00～24：00に
配置している。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

休日夜間応急診療所のソフト
面での充実を図るため、医師
会等関係機関とも協議を行
い、小児科医の配置を進める
ことや診療の空白時間帯の解
消を図るための診療時間の見
直し等を行っていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

 医師会や奈良県等と連携
し、休日夜間応急診療所の充
実を図るとともに適正利用の
周知に努めていきたい。

・日常から就学前の子どもが
カルテを作成しておけるよう
な体制が大切である。子ども
の急病に対応するためには、
日常かかりつけ医などカルテ
があることが重要。保健所や
健診との連携が課題である。

・必要なことだと思うので、
継続していただきたい。
・小児の夜間の病気発症に対
応する医療機関の拡充は必須
であり、是非とも本件につい
ては、更なる予算配分の充実
をお願いしたい。
・子どもの急病は夜間等に発
生することが多いと感じるの
で、目標値を更に高く設定
し、充実を図っていただきた
い。
・保護者への適正利用の案内
をお願いしたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

×

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 61 事業名 地域子育て支援拠点事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標
子育て中の親子の集える場の
利用者数（年度末時点）
（人）

平成26年度
実績値

139,552

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

乳幼児と保護者が気軽に集い、交流できる場を地域に提供し、育児相談
や子育て関連情報の提供、講習会などを行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 104,361 千円 (予算) 102,896 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 101,168 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 138,255 (目標) 150,910 (目標) 163,715 (目標) 176,422 (目標) 189,171

(実績) 148,337 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

既存事業の充実を図るため評
価を行い、課題及び問題点を
洗い出し、指導･改善を行っ
ている。また、事業実施後５
年を経過する団体の評価を行
う評価委員会を開催し、再募
集分の審査を公募型プロポー
ザル方式で行い実施団体を決
定している。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後、子育て親子が教育・保
育施設や地域の子育て支援事
業等を円滑に利用することが
できるように、子育て親子に
とって身近な場所である地域
子育て支援拠点で的確な情報
提供及び助言を行い、各拠
点、地域住民及び行政等関係
機関が一体となって子どもの
健やかな育ちを支援してい
く。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・保護者にとって親子の集え
る場は、本当に有り難い場所
である。
・利用者の声を聞き入れられ
た上で、更に利用しやすい場
が作られる事をお願いした
い。
・平成26年度の実績値が平成
27年度の目標値を上回ってい
るため、目標値を更に高いレ
ベルへ設定し、取り組んでも
らいたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

・地域子育て支援拠点の委託
事業者に対して、利用者や時
代のニーズに合った事業展開
を行うよう指導している。ま
た、利用者へのアンケート調
査や、利用者に直接聞きと
り、子育ての課題やニーズを
把握するよう指導している。
・父親を対象とした講座を土
曜日等参加しやすい日程で実
施している拠点もあるが、頻
度を増やすとともに、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識して取り組んでいきた
い。
・幼稚園や小学校等の公共施
設を有効活用して地域支援活
動を行い、地域の活性化につ
なげていきたい。
・目標値は上回っているが、
利用者数のみならず、利用者
の満足度も調査していきた
い。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 62 事業名 子育てスポット事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標
子育て中の親子の集える場の
利用者数（年度末時点）
（人）

平成26年度
実績値

139,552

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

公共施設の空きスペースで、月1～2回、乳幼児と保護者が気軽に集っ
て、交流できる場を地域に提供し、育児相談や子育て関連情報の提供、
講習会などを行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 5,425 千円 (予算) 5,250 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 5,042 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 138,255 (目標) 150,910 (目標) 163,715 (目標) 176,422 (目標) 189,171

(実績) 148,337 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

地域の団体に委託して、市内
の30ヵ所で「子育てスポッ
ト」を開催するとともに、実
施団体の連携や情報交換等を
密にするために「子育てス
ポット交流会」を実施し、事
業の充実を図った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後は、子育てスポット等の
地域の子育て支援団体や地域
子育て支援拠点を対象とした
「子育て支援交流会」を実施
し、関係機関及び子育て支援
者等の交流・連携の強化を図
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・子育てスポット事業、子育
てスポットすくすく広場事業
は、ニーズがあるのか、均等
にエリアにあるのか、見直し
が必要である。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

・こども園の子育て支援事業
とうまく連携している子育て
スポットがあるように、時代
や地域のニーズに沿った運営
をしていきたい。
・土曜日に開催している子育
てスポットはあるものの、父
親の参加は課題であるため、
開催日時の工夫をしていきた
い。
・子育てスポットは、主に地
域の公民館、幼稚園及び小学
校等の公共施設を有効活用し
て実施している。また、民生
児童委員等地域の子育て支援
者がスポット事業を運営して
いるため地域活性化に繋がっ
ている。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 63 事業名 子育てスポットすくすく広場事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標
子育て中の親子の集える場の
利用者数（年度末時点）
（人）

平成26年度
実績値

139,552

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

福祉センターで、主として乳幼児（0～3歳）と保護者が気軽に集える場
を提供し、高齢者から昔ながらの遊びや昔話を教えてもらうなど、異世
代間における交流を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 40,056 千円 (予算) 40,764 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 40,056 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 138,255 (目標) 150,910 (目標) 163,715 (目標) 176,422 (目標) 189,171

(実績) 148,337 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

子育て親子が気軽に集える場の
提供、情報交換・相談等や親子
交流を行うとともに、高齢者と
の異世代間交流を図ることがで
きた。また、地域の子育て支援
のネットワークを強化するた
め、地域子育て支援拠点や地域
の子育て支援団体等との交流会
を実施した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

地域子育て支援拠点、地域の子
育て支援団体及び子育て親子等
の交流会を実施する。また、高
齢者との異世代間交流の充実を
図っていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・子育てスポット事業、子育
てスポットすくすく広場事業
は、ニーズがあるのか、均等
にエリアにあるのか、見直し
が必要である。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

・委託事業者に対して、利用
者や時代のニーズに合った事
業展開を行うよう指導してい
る。また、利用者へのアン
ケート調査や、利用者に直接
聞きとり、子育ての課題や
ニーズを把握するよう指導し
ている。
・子育てスポットすくすく広
場は土曜日にも開催している
が、父親の参加は課題である
ため、講座内容の工夫をして
いきたい。
・当該事業のニーズ及び必要
性を精査するとともに、類似
施設とのエリアバランスにつ
いて検討していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 64 事業名 市立こども園の地域活動の推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

事業内容

指標

市立こども園全園に評議員４
名を配置する割合（配置した
評議員数÷施設数×4名）
（％）

平成26年度
実績値

20

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

地域に開かれたこども園として、地域の様々な人との交流を推進すると
ともに、未就園児の親子登園や子育て相談を実施する等、地域の子育て
支援の拠点として子育て支援の充実を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円

(決算) ー 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 28 (目標) 36 (目標) 52 (目標) 88 (目標) 100

(実績) 24 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

市立こども園全てにおいて地
域の様々な人との交流を推進
するとともに、未就園児の親
子登園や子育て相談を実施
し、地域に根ざした子育て支
援の充実に努めてきた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

全ての市立こども園におい
て、学校評議員制度を導入
し、地域の様々な人が園の教
育・保育内容の理解し、共に
子育て支援のと充実を図って
いけるよう、地域・保護者・
園が連携し、未就園児の親子
登園や子育て相談を実施して
います。これらの情報を積極
的にインターネットを活用し
てさらに地域の子育て支援の
拠点となるよう努める。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・学校評議員の導入を目標に
向け取り進めていただき、支
援の拠点にしていただきた
い。また目標値もさらに高い
レベルでの設定をお願いした
い。

43 / 100 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

・「子育て支援事業」の実施
は、認定こども園になる認定
要件であるため地域の活動拠
点として、未就園児保育の充
実を図っていけるように啓発
する。
・特に母親と特定した案内は
していないが、参加者のほと
んどが母親であることは確か
であることから、どの保護者
も参加しやすいような啓発方
法を工夫していきたい。な
お、各園では、子どもたちの
家庭の諸事情に配慮し、「保
護者」と称して対応している
ため、父親母親と特定した案
内はできかねる。また、職員
においても、女性職員に限ら
ず、男性職員も募集してい
る。地域や園あるいは保護者
の皆様がこれまでの概念にと
らわれず、祖父母も含めた保
護者や地域の関係者の皆様と
ともに手と手を携えて子育て
を行っていくという考えが定
着するよう、啓発していきた
い。
・小学校の空き教室利用につ
いては、学校と園の所管が別
であることから、可能である
限り前向きに検討をおこなっ
ていきたい。
・学校評議員の導入は幼保再
編が進むにつれ、対象園の増
加が見込まれるが、今年度の
課題から、評議員数が３名程
度の園もあるので、4から５
名の推薦が定着するよう更に
推進を図っていきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 65 事業名 地域に開かれた幼稚園・保育所づくりの推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

地域の仲間とふれあう機会が少なくなっている幼児や、子育てに孤立
感・不安感を抱えている保護者のために、園庭・園舎を開放し、在園児
との交流や未就園児の親子登園を実施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円

(決算) ー 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

市立幼稚園・保育所全てにお
いて、園庭開放、未就園児の
親子登園等を実施し、在園児
との交流を図るとともに保護
者に対する子育て相談を実施
し、地域の子育て支援の拠点
となるように努めた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

地域の公園等、子どもが安心
して遊べる環境が近所にない
等、各園のニーズに応じて親
子登園や園庭開放を実施する
ことにより、保護者同士の情
報共有の場にもなり、子育て
支援の拠点として、子育て相
談事業の課題改善に努めてい
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・園庭開放を充実し、さらに
地域に開かれた施設となるよ
うに努める。

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・その地域その地域で現況を
見極めて、事業所に負担のな
い程度の開放をすすめていた
だきたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 66 事業名 公民館での各種教室・講座 部名 教育総務部 課名 生涯学習課（奈良市生涯学習財団）

事業内容

公民館の特性を生かし、各年度において、各種子育て支援事業を実施します。
①親子が集える「場」の提供・情報提供事業
②子育て支援教室・講座（保護者対象）
③体験教室・講座（親子対象）
④体験教室・講座（児童対象）
⑤地域の子育て力向上をめざした教室・講座（市民対象）

指標
子育て支援に関する事業数

（事業）
平成26年度

実績値
162

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 1,668 千円 (予算) 1,644 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 1,700 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 165 (目標) 165 (目標) 165 (目標) 165 (目標) 165

(実績) 160 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

時代や市民のニーズに即した
①～⑤の事業を、継続して実
施した。
①53事業
②8事業
③43事業
④51事業
⑤5事業

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子育て中の親の課題やニーズ
に応えられるよう、多彩な事
業を継続して実施してきたこ
とにより、公民館が子育て支
援の拠点として定着し、「子
どもを安心して楽しく育てら
れるまち」に向けて効果を上
げている。
予算削減等により連続講座の
開催などが困難になりつつあ
るが、地域や各種団体の協力
を得ながら、今後も継続して
取り組んでいく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・ふれあい会館での実施も検
討してはどうか。
・予算削減など厳しい状況が
あるようだが、利用者のニー
ズに応えられる施策を講じて
いただきたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

・時代の変容に対応するよ
う、講座の中身や子育ての何
が課題であるのかなどについ
ては、館内及びブロック別研
修等のなかで随時検討を重ね
ている。
・父親や父子を対象とした講
座を開催しているが、まずは
家族揃って季節のイベント等
に参加することで父親の公民
館講座に対する敷居を低くす
るようにも努めている。
＜ふれあい会館での実施につ
いて＞
・地域住民が主体となり、乳
幼児・児童育成支援のための
子育てサロンや書道教室、お
話し教室、ダンス教室、空手
教室、映画会等を開催してお
り地域特性を生かして子育て
支援に努めているふれあい会
館もある。
・公民館の主催事業の中に
は、高齢者を対象とした出前
講座をふれあい会館等で実施
しており、今後子育て支援に
関する講座もニーズに応じて
検討していく。
・今後も、創意工夫をもって
施策を講じていきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 67 事業名 保育所等における一時預かり事業 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

51,240

(決算)

事業内容

保護者のパート就労や病気等により、家庭において保育を受けることが
一時的に困難となる場合や、保護者の育児の負担軽減やリフレッシュの
ため、乳幼児を保育所等において一時的に保育し、子育て世帯の支援を
図ります。

指標 一時預かり利用者数（人）
平成26年度

実績値
9,665

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (8)一時預かり事業

(決算) 41,670 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 48,660 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

11,430 (目標) 13,032 16,236 (目標) 17,836

(実績) 11,062 (実績) (実績)

(目標) (目標) 14,634

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

多様化する保護者のニーズに
対応するため、一時預かり事
業を実施する市内私立保育所
等の拡充を目指す。

取り組み内容・成果等

子育て世帯の支援のため、乳
幼児を一時的に保育する一時
預かり事業を実施している市
内私立保育所等12園に補助を
実施した。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・事業概要はよく理解できる
が、各事業所での様々な保障
や補助がなければ継続的実施
が難しいので、予算の確保が
実施に向けた一番の課題かと
思われる。
・きめ細かなニーズへの対応
ができている。利用者に向け
て各事業の意味と内容を現場
でしっかりとお伝えいただけ
ればと思う。

・保育所（園）等の受け入れ
態勢支援の充実が必要であ
る。
・子育て支援、児童虐待防止
の観点からもニーズの高い事
業である。利便性も含め実施
箇所数の拡大が求められる。
・保護者に充分認知されてい
るか。専業主婦でも保育所の
一時預かりを利用できる事を
知っている人達は少ないので
はないか。

意見等に対する対応状況

国の補助基準に1,000,000円
を上乗せして補助することで
事業拡大を促進している。さ
らに、新設園開所の際に事業
実施を促す等、一時預かり事
業を実施する市内私立保育所
等の拡充を目指す。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・予算の確保に向け、一時預
かりの必要性及びニーズを訴
え、継続的に事業を実施して
いきたい。
・スタッフが常駐して急な依
頼にも対応するなど、安全性
に配慮しながら臨機応変に対
応している。
・利用者のニーズと安全性を
考慮し、時間・料金を設定し
ていくよう、指導していきた
い。
・スタッフの資質向上のた
め、スタッフへの指導や研修
を実施している。

・事業概要はよく理解できる
が、各事業所での様々な保障
や補助がなければ継続的実施
が難しいので、予算の確保が
実施に向けた一番の課題かと
思われる。
・きめ細かなニーズへの対応
ができている。利用者に向け
て各事業の意味と内容を現場
でしっかりとお伝えいただけ
ればと思う。

・一時預かりの最長利用時間
が短いように思う。もっと保
護者が利用しやすい設定にす
る事が望ましいと思う。
・一時預かりを目的に地域子
育て支援拠点の平時の利用者
数の増加も見込めるため、ス
タッフの充足や資質向上に努
めてもらいたい。

担当課評価 Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

引き続き、6か所の地域子育
て支援拠点において一時預か
りを実施していく。また、実
施拠点においては、一時預か
り従事スタッフのより一層の
資質の向上を図るとともに、
安全確保に十分配慮し、保護
者が気軽に安心して一時預か
りを利用できるよう努める。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成24年度から実施し、平成
27年度には新たに1か所を追
加したことにより、合わせて
6か所の地域子育て支援拠点
において一時預かりを実施し
ている。子育て親子にとって
身近な場所である拠点の一時
預かりを利用することによ
り、親の心理的・身体的負担
が軽減されたと考える。

(目標) 6 (目標) 6

(実績) 6 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 6 (目標) 6 (目標) 6

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 16,170 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 19,110 千円 (予算) 17,640

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
地域子育て支援拠点の利用経験のある乳幼児を対象に、一時預かりを行
い、地域の子育て家庭に対してよりきめ細やかな支援をします。

指標
一時預かりを実施する地域子
育て支援拠点数（拠点）

平成26年度
実績値

6

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (8)一時預かり事業

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 68 事業名 地域子育て支援拠点における一時預かり事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 69 事業名 病児・病後児保育事業 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

30,257

(決算)

事業内容
児童が病気や病気の回復期で、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が
困難な場合に、児童を一時的に専用施設で預かります。

指標 病児・病後児保育利用児童数
平成26年度

実績値
1,184

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (9)病児・病後児保育事業

(決算) 32,211 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 31,693 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

896 (目標) 1,038 1,322 (目標) 1,463

(実績) 1,373 (実績) (実績)

(目標) (目標) 1,180

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

事前に予約がない当日申込み
での利用に対応するため、定
員一杯まで預かることができ
る適切な数の看護師・保育士
を配置し、保護者が利用しや
すい運営になるよう、実施施
設に対し働きかけを行ってい
く。

取り組み内容・成果等

開設当初は、施設利用は事前
予約を原則としていたが、利
用者の声を受け、施設に働き
かけを行った結果、施設に空
きがあれば、当日申込みでの
利用が可能となった。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・事業概要はよく理解できる
が、各事業所での様々な保障
や補助がなければ継続的実施
が難しいので、予算の確保が
実施に向けた一番の課題かと
思われる。
・きめ細かなニーズへの対応
ができている。利用者に向け
て各事業の意味と内容を現場
でしっかりとお伝えいただけ
ればと思う。

・目標を大きく上回る需要が
あるので、病児・病後児保育
利用施設の増加を図る必要が
あるのではないか。
・子育て中に起きる突発的な
ケースによく対応できてい
る。スタッフの充実により、
更なる利用促進を図られた
い。
・病後児保育のような社会的
必要性がある事業でも、運営
が難しい場合がある。このよ
うな事業こそ、公費で対応す
る必要があるのではないか。

意見等に対する対応状況

目標を上回る実績があるが、
利用定員には余裕があるため
市民への啓発に努める。ま
た、利用しやすい運営になる
よう引き続き実施施設に働き
かけを行っていく事で、稼働
率を向上させ、利用者数の増
加に対応していく。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 70 事業名 子育て短期支援事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標 年間延べ利用者数（人日）
平成26年度

実績値
323

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (4)子育て短期支援事業

緊急一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童を７日間を限度に
預かり、養育・保護を行います。（ショートステイ事業）
仕事等の理由で帰宅が遅くなり、長期に児童の養育が困難な場合に、午
後2時から10時までの時間帯のうち、１日４時間、6か月の範囲で児童を
預かり、養育・保護を行います。（トワイライト事業）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 2,002 千円 (予算) 1,900 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 2,002 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 300 (目標) 300 (目標) 300 (目標) 300 (目標) 300

(実績) 342 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成25年度から利用可能な施設
（児童養護施設）を１か所追加
することで、利用の選択肢を広
げた。また、子育て相談課、健
康増進課及びこども家庭相談セ
ンター等の関係機関と連携し、
情報共有化を図った結果、利用
者数は増加した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

市内において利用可能な預かり
施設が存在しないため、遠方へ
の児童の送迎が必要となる。よ
り利便性の高い制度設計を今後
検討する必要がある。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・予算の確保に向け、子育て
短期支援事業の必要性及び
ニーズを訴え、継続的に事業
を実施していく。
・奈良市内に児童の受け入れ
施設を作ることは、財政的に
困難であると考える。今後、
里親制度等の活用を検討し、
利便性の向上を図りたい。

・事業概要はよく理解できる
が、各事業所での様々な保障
や補助がなければ継続的実施
が難しいので、予算の確保が
実施に向けた一番の課題かと
思われる。
・きめ細かなニーズへの対応
ができている。利用者に向け
て各事業の意味と内容を現場
でしっかりとお伝えいただけ
ればと思う。

・核家族化、ひとり親家庭が
増加するなか一定のニーズは
あると考えるのが妥当であ
る。現状では他市町村まで連
れていかなければならず利便
性が低い。中核市でもある奈
良市の人口規模を考えれば民
間活用も含め最低1箇所は自
前で設置する必要があると考
える。
・利用者は目標を達成してい
るものの、遠方への送迎を改
善してもらいたい。他の一時
預かり施設を活用できない
か。
・奈良市内にそのような受け
入れ事業を作るか、どこかの
施設に併設するか検討できな
いか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・子育て親子が必要な時に適
切な支援や相談窓口にたどり
つけるよう、子育て支援の総
合的な情報提供並びに利用の
調整、関係機関の連携等の役
割を担うワンストップ型総合
窓口の設置（基本型）を目指
す。
・利用者支援事業基本型の設
置目標は１箇所のみだが、市
内の地域子育て支援拠点と連
携を密にして相談支援体制を
構築するとともに、各拠点の
スタッフに対して専門研修を
実施し、資質向上を図ること
で、全拠点でのワンストップ
サービス化等を目指し、利用
者に最適な支援を行うことを
目指す。

・「子育て相談」ができる場
が広がっているが、利用者の
立場からみると、相談として
どのような種類があり、どう
いった内容の相談が可能なの
か、その全体像と、ニーズに
合わせて選択していける情報
が欲しいように思う。

・他機関と連携し、コーディ
ネート機能を発揮する利用者
支援事業基本型の実施をイ
メージして改善点に盛り込ん
ではどうか。
・利用者支援事業の実施個所
数が１つだけなのに身近な場
所といえるのか。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後「利用者支援事業の相談支
援体制検討グループ会議」にお
いて関係各課の情報共有、既存
施策の現状把握と課題整理をお
こない、連携のあり方について
協議を重ね、事業形態の具体化
を目指す。
配置したコンシェルジュの能力
向上及び窓口資料の内容を精査
して、分かりやすい内容へ更新
が必要である。

(実績)

取り組み内容・成果等

どのような形態で事業を実施し
ていくかについて検討するため
に、奈良市子ども・子育て支援
推進本部幹事会において、関係
各課による「検討グループ会
議」を立ち上げた。また、地域
子育て支援拠点の職員を対象に
専門研修を実施し、子育て支援
員の認定を行った。
併せて、コンシェルジュを保育
所・幼稚園課に継続配置して、
就学前の子どもを持つ保護者及
び妊娠している方の子育て支援
のサポートを行い、子育て中の
不安等を取り除くように相談・
助言を行った。

千円

予算・決算額

(目標) 2

目標値と実績値

(目標) 1 (目標)

(実績)

(目標) 2

(実績) 1 (実績) (実績)

(目標) 1 2

(決算) 千円

千円 (予算)千円 (予算)

(決算) 0 千円 (決算) 0 千円

千円 (予算) 0

(決算)

千円千円 (予算)

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 0

事業内容
就学前の子どもとその保護者や妊娠している方が、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所で情報収集
や提供のほか、必要に応じて相談・助言等を行います。

指標 利用者支援事業の実施箇所数
平成26年度

実績値
1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (1)利用者支援事業

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 71 事業名 利用者支援事業 部名 子ども未来部 課名
保育所・幼稚園課

子ども育成課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 72 事業名 子育て世代支援ＰＲ事業 部名 子ども未来部 課名 子ども政策課

事業内容
本市の子育て情報をわかりやすく掲載した子育ておうえんサイト「子育
て＠なら」を運営するとともに、本市の子育て情報を一冊にまとめた
「なら子育て情報ブック」を作成・配布します。

指標
奈良市の子育ておうえんサイト
「子育て＠なら」 のページ
ビュー数

平成26年度
実績値

113,500

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 2,550 千円 (予算) 2,390 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 2,545 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 120,000 (目標) 126,000 (目標) 132,000 (目標) 138,000 (目標) 144,000

(実績) 125,494 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

奈良市の子育て情報をわかり
やすく掲載した子育ておうえ
んサイト「子育て＠なら」を
運営するとともに、奈良市の
子育て情報を一冊にまとめた
子育て情報ブックを作成し
た。また、子育て支援ＰＲ活
動として市立保育所等へ奈良
市の子育て応援キャラクター
の着ぐるみ訪問やＰＲ用品を
作成し周知を行うことで、保
護者である子育て世代等に向
け、奈良市が子育て支援に積
極的に取り組んでいることを
ＰＲした。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

ホームページをより多くの人
に利用してもらえるよう、ア
ンケート調査とアクセス解析
を行い、より魅力あるコンテ
ンツへの更新を定期的に行う
とともに、いろいろな情報を
収集できるようFacebook、
LINEの情報も充実していく。
また、奈良市の子育て応援
キャラクターの着ぐるみを
様々なイベント等に派遣する
など、奈良市が子育て支援事
業に積極的に取り組んでいる
ことを全国に向かってＰＲし
ていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・子育て情報をわかりやすく
掲載した子育ておうえんサイ
ト「子育て＠なら」の運営、
市の子育て情報を一冊にまと
めた「なら子育て情報ブッ
ク」の作成・配布など一定の
評価はできる。配布してから
の活用状況や、中学生・高校
生などの授業での活用など新
しい視点も必要かと考える。

・なら子育て情報ブックは非
常に見やすくできているが、
冊子には情報量等に限界があ
るため、ホームページなどの
活用を積極的に行っていただ
きたい。

意見等に対する対応状況

子育て情報の発信について
は、サイトや冊子だけでな
く、SNSによる情報発信など
も積極的に行っていく。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・広報活動の中で、子育ての
ニーズに合わせた情報提供を
検討したい。
・子育て支援センターや民生
児童委員等に研修を行い、相
談体制の充実を検討したい。

・「子育て相談」ができる場
が広がっているが、利用者の
立場からみると、相談として
どのような種類があり、どう
いった内容の相談が可能なの
か、その全体像と、ニーズに
合わせて選択していける情報
が欲しいように思う。

・庁外へ出かけて相談業務を
行う体制を充実させてはどう
か。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

市民の身近な相談室として活
用されるよう広報活動を積極
的に行うとともに、県中央こ
ども家庭相談センター、保健
所、学校、民生児童委員等と
の連絡協調を緊密に図り、家
庭の福祉の向上に努める。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成26年度は3,757件、平成
27年度は2,077件の相談を受
けた。児童虐待、離婚、DV、
子育て等の様々な相談に応
じ、個々の子どもや家庭に適
切な指導助言を行った。

(目標) 2 (目標) 2

(実績) 2 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 2 (目標) 2 (目標) 2

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 4,432 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 4,493 千円 (予算) 4,472

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 家庭児童相談員数（人）
平成26年度

実績値
2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもの生活習慣、学校生活、家庭環境等、児童と家庭の福祉の向上を
図るため、家庭児童相談室を設置しています。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 73 事業名 家庭児童相談室運営事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 74 事業名 幼稚園や保育所の子育て相談 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

幼稚園や保育所への電話や来園により、子育ての悩みや育児相談を行い
ます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) ー 千円

(決算) ー 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

全ての市立幼稚園・保育所に
おいて、園長をはじめとし、
全職員が対応し、ニーズが多
様化する中、悩みを抱える保
護者の相談に、きめ細やかな
対応を行ってきた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

全ての市立幼稚園・保育所に
おいて、相談事業の実施して
いる。自園の取組や子どもの
成長をホームページに掲載す
るなど、情報発信に努め、保
護者の理解を得ながら安心し
て子育てができるよう相談対
応の充実を図っているが、さ
らに情報発信の工夫に努めて
いく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・施設で実施している「子育
て相談」の情報発信を充実
し、さらに利用してもらえる
ように努める。
・子育てや育児相談は、日々
共に生活をし、子どもの成長
に直接携わっている園職員の
役割が大事であり大きいと考
えている。目の前の子どもの
成長を保護者と共に喜び、相
談し、共に歩んでいくことが
求められる。そのためには保
護者との信頼関係を深め、保
護者にも子どもにも寄り添っ
て支援していく必要がある。
この関係性が十分に成される
ように、各専門機関や関係所
管も共に支援をおこなってい
る。それぞれの役割を生かし
た組織体制で子育て支援を充
実させていけるようにしてい
く。

・「子育て相談」ができる場
が広がっているが、利用者の
立場からみると、相談として
どのような種類があり、どう
いった内容の相談が可能なの
か、その全体像と、ニーズに
合わせて選択していける情報
が欲しいように思う。

・情報発信をしていくことは
大切なので、今後も個人情報
の問題に留意しながら引き続
きお願いしたい。子育てや育
児相談は園の教員が当たるこ
とは難しいので、助言者を配
置する必要があるのではと思
う。または、そこから別事業
所へ繋いでいくことが必要か
と思われる。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 75 事業名 家庭教育推進事業 部名 教育総務部 課名 生涯学習課

事業内容
子どもや家庭教育を取り巻く諸問題の解決と家庭の教育力の向上を図る
ため、公民館を拠点に地域で取り組む家庭教育支援の仕組みを構築しま
す。

指標
「家庭教育支援事業」を実施
している公民館数（館）

平成26年度
実績値

1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 800 千円 (予算) 234 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 798 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 5 (目標) 6 (目標) 7 (目標) 8 (目標) 9

(実績) 5 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成25、26年度に文部科学省
委託事業として、公民館を軸
に、地域住民で家庭教育の課
題を抽出し、解決していくモ
デル事業を実施し、新たな家
庭教育支援の仕組みを構築し
た。この取組をもとに、平成
27年度から「家庭教育支援事
業」として、公民館５館にお
いて取組を実施した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「家庭教育支援事業」の仕組
みを定着させ、市域全体に広
がるよう、この取組を実施す
る公民館数を増やしていく。
また、この取組の成果を公開
し、情報共有することによ
り、同じ課題に直面している
地域の課題解決につなげるな
ど地域間の交流・連携も図っ
ていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況 ―

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 76 事業名 子ども医療費助成 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
―

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

健康保険に加入している中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日
まで）の子どもを対象に、保険診療の自己負担額（入院時の食事療養費
は除く）から一部負担金を除いた額を助成します。ただし、中学生は入
院のみの助成です。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 648,316 千円 (予算) 685,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 637,175 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ― (目標) ― (目標) ― (目標) ― (目標) ―

(実績) ― (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成23年８月から、助成対象
を「就学前の子ども」から
「中学校修了前までの子ど
も」に拡大し、平成26年４月
からは、小中学生の入院の一
部負担金を減額した。子ども
の健やかな成長の一助になっ
たと考える。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

平成28年８月からは助成対象
を更に拡大し、中学生の通院
も助成対象とする。これによ
り中学校修了までの子どもの
すべての保険診療が助成対象
となり、子どもの健やかな成
長により一層寄与するものと
考える。
また、国による子ども医療費
助成の早期創設の要望も、国
に対して、引き続き行ってい
く。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

現在、国において現物給付に
対する国庫負担金の減額調整
措置の廃止（ペナルティ廃
止）について検討されている
ことから、国が廃止の具体的
な方向性を示してから、助成
方法の見直し（現物給付方
式）を検討していく。

・中学生の通院まで助成対象
を拡大するなど評価が高いの
はわかるが、今なお償還払い
（一旦立替が必要）制度であ
り、利便性としては保護者サ
イドからの評価は低い。国の
制度上の問題（現物給付では
ペナルティ発生）が大きいの
は分かるが、子どもの貧困が
社会問題化するなか県に倣え
ではなく、本計画、本条例の
理念からも先行実施すべき課
題であると考える。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 77 事業名 就園奨励費補助 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

107,000

(決算)

事業内容 私立幼稚園に通う保護者の経済的負担の軽減を図ります。

指標
補助限度額について、本市の
基準額が国の基準を下回って
いる階層の数

平成26年度
実績値

11

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

(決算) 107,254 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

千円

予算・決算額

(予算) 107,000 千円 (予算)

(目標)

目標値と実績値

11 (目標) 11 0 (目標) 0

(実績) 11 (実績) (実績)

(目標) (目標) 0

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子ども・子育て支援新制度に
移行していない私立幼稚園に
通う園児の保護者に対して
は、幼稚園就園支援事業を継
続して実施するとともに、補
助限度額と補助対象者の拡充
について検討を行う。

取り組み内容・成果等

幼児教育の普及および充実の
ため、保護者の所得状況に応
じて経済的負担を軽減すると
ともに、公私立幼稚園間にお
ける保護者負担の格差の是正
を図ることを目的に、私立幼
稚園設置者を通して幼稚園就
園奨励費を保護者に交付し
た。

(実績) (実績)

担当課評価 Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・財政的にも厳しい状況であ
ることも理解できるが、私立
幼稚園にも子育て支援の一端
を担う社会的役割があること
を、また私立の特色ある教育
を是非受けさせたいと願う保
護者への援助が少しでも大き
くなることに期待したい。

意見等に対する対応状況

幼児期の教育は、生涯にわた
り人格形成の基礎を培うもの
であり、すべての子どもに質
の高い幼児教育を保障するた
め、引き続き、事業継続及び
拡充を検討していく。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

周知について、奈良市立小中
学校全児童生徒に対して、４
月当初・申請時期直前にお知
らせを配布しているほか、認
定の目安の収入も示してい
る。申請方法は、今年度より
ホームページからのダウン
ロード可能とするなど改善を
進めている。今後も周知を含
め、制度改善に努めたい。

・子どもの貧困が社会問題化
するなか、担当課評価にもあ
るよう周知が不十分であり対
象に該当するかどうか分かり
にくいのではないか。保育料
のように市民税額など所得階
層から対象者を選定し市から
の個別通知方式の採用を検討
してはどうか。
・就学援助などの申請方法の
改善に期待する。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

対象世帯に対する周知を推進
するため、学校担当者への周
知、関連事業担当課との連携
を進め、より広く事業の実
施・内容・申請方法を広報す
る。
また、より簡単に申請するこ
とができるよう、申請方法の
改善を行っていく。

(実績)

取り組み内容・成果等

事業の対象である、経済的な
理由により就学が困難な世帯
に対し周知できるよう、年度
当初及び申請期間前にお知ら
せ文書を配布している。ま
た、しみんだより・ホーム
ページによる広報を行ってい
る。

千円

予算・決算額

(目標) ―

目標値と実績値

(目標) ― (目標)

(実績)

(目標) ―

(実績) ― (実績) (実績)

(目標) ― ―

(決算) 千円

千円 (予算)千円 (予算)

(決算) 188,548 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 211,616

(決算)

千円千円 (予算)

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 200,394

事業内容
小・中学校の就学が経済的に困難な世帯に必要な援助を行い、安心して
義務教育を受けられる環境を整えます。

指標 ー
平成26年度

実績値
―

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 78 事業名 就学援助 部名 教育総務部 課名 教育総務課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

現在、新入学児童生徒に対し
ては入学前の学校説明会時
に、在学児童生徒に対しても
新学期開始前に、学校を通じ
て案内文を保護者に配布して
いる。さらに、奨励費申請時
にも学校を通じて案内文を保
護者に配布している。今後も
保護者への早期時期からの周
知に努めたい。

・早期告知に努めていただき
たい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

国の補助事業であり、今後も
特別支援学級に在籍する小中
学生が、安心して義務教育を
受けることができるよう、国
の基準に沿って継続実施をし
ていく。また、学校を通じた
保護者へのお知らせ文書の配
布を継続し、制度内容や申請
手続きについて、早期に告知
するよう努めていく。

(実績)

取り組み内容・成果等

奈良市立小中学校の特別支援
学級に在籍する児童生徒の保
護者の経済的負担を軽減する
ため、学校より全ての対象者
に対し周知し、申請または辞
退の確認を行っている。

千円

予算・決算額

(目標) ―

目標値と実績値

(目標) ― (目標)

(実績)

(目標) ―

(実績) ― (実績) (実績)

(目標) ― ―

(決算) 千円

千円 (予算)千円 (予算)

(決算) 12,121 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 18,770

(決算)

千円千円 (予算)

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 16,526

事業内容
特別支援学級への就学のために必要な援助を行い、特別支援学級に在籍
する児童・生徒が安心して義務教育を受けられる環境を整えます。

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 79 事業名 特別支援教育就学奨励事業 部名 教育総務部 課名 教育総務課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 80 事業名 ひとり親家庭等医療費助成 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
―

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

健康保険に加入しているひとり親家庭の父または母と１８歳未満（１８
歳到達後最初の３月３１日まで）の子や父母のいない１８歳未満の子を
対象に、保険診療の自己負担額（入院時の食事療養費・生活療養費は除
く）から一部負担金を除いた額を助成します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 188,075 千円 (予算) 180,220 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 187,256 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ― (目標) ― (目標) ― (目標) ― (目標) ―

(実績) ― (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成23年８月から助成対象を
父子家庭にも拡大し、健康保
険に加入しているひとり親家
庭の父又は母と18歳未満の児
童を対象に医療費の一部を助
成した。ひとり親家庭等の経
済的な負担の軽減の一助に
なったと考える。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も引き続き、制度の周
知・啓発に努める。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

ひとり親家庭への経済的支援
を行うとともに、支援が必要
な家庭においては、子育て相
談課等の関係課との連携を図
る。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

引き続き、相談者の話を傾聴
し、ひとりひとりの状況に応
じたきめ細やかな相談体制に
より、必要な制度がスムーズ
に利用できるよう母子家庭等
就業自立センターや庁内関連
部署、関係機関との連携を図
る。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。
・目標を大きく上回ってお
り、引き続き支援登録者の増
加を図っていただきたい。関
係機関との連携より、ワンス
トップの相談窓口を目指して
いただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

様々な社会的要因などによ
り、ひとり親家庭が増加傾向
にあり、今後の相談も多岐に
わたると考えられる。より多
くのひとり親家庭等に、支援
制度の情報などを提供すると
ともに、自立支援プログラム
策定など、関係機関との連携
を行い、自立への支援を行っ
ていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成26年度延べ1,787件、平
成27年度延べ1,858件の相談
があった。また、相談も多岐
にわたり、各種制度の利用の
促しや、関係機関につなぐこ
とで自立に向けての相談に応
じることができた。

(目標) 1,600 (目標) 1,600

(実績) 1,858 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 1,600 (目標) 1,600 (目標) 1,600

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 4,356 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 4,413 千円 (予算) 4,413

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 相談件数（件）
平成26年度

実績値
1,787

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

母子家庭、父子家庭、寡婦または離婚前の方に対し、生活や家庭、子ど
もの養育、就職や自立の支援、母子及び父子並びに寡婦福祉資金の利用
等の相談に応じます。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 81 事業名 ひとり親家庭等相談 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

引き続き、ホームページや市
民だよりにより広報を行い情
報の周知を行うとともに、登
録者の話を傾聴し、母子家庭
等就業自立センターや庁内関
連部署、関係機関との連携を
図る。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。
・目標を大きく上回ってお
り、引き続き支援登録者の増
加を図っていただきたい。関
係機関との連携より、ワンス
トップの相談窓口を目指して
いただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

ひとり親家庭の子育てと仕事
等の社会両立のために必要な
制度であり、関係機関と協力
し今後もより効果的に周知を
行うことで、登録者の増加と
利用促進を図る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成26年度は7件、平成27年
度は28件の利用があった。ひ
とり親家庭等が子育てと就業
等を両立するため必要な、緊
急時の生活援助や子どもの保
育サービスを行った。

(目標) 20 (目標) 25

(実績) 28 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 10 (目標) 10 (目標) 15

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 233 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 450 千円 (予算) 450

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 ひとり親家庭等日常生活支援
事業の延べ利用回数（回）

平成26年度
実績値

7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

修学や求職等の自立に必要な理由や疾病等の社会的理由で一時的に生活
援助や保育サービスが必要な母子家庭、父子家庭、寡婦の世帯に、家庭
生活支援員を派遣します。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 82 事業名 ひとり親家庭等日常生活支援事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

引き続き、相談者ひとりひと
りの状況に応じたきめ細やか
な相談体制により、就労に結
び付け自立を支援するととも
に、必要な制度が利用できる
よう母子・父子自立支援員や
関係機関との連携を図る。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。
・目標を大きく上回ってお
り、引き続き支援登録者の増
加を図っていただきたい。関
係機関との連携より、ワンス
トップの相談窓口を目指して
いただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

平成28年度から養育費等相談
事業をセンター事業として実
施することにより、支援の充
実を目指す。
今後も関連機関との連携強化
や広報の徹底により新規利用
者の拡大を図る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成26年度は3843人、平成27
年度は4285人の利用があっ
た。母子家庭の母や父子家庭
の父などの就業自立支援は、
生活の基盤を作る重要な支援
であり、求人情報の提供や就
業に関する相談を受ける。

(目標) 4,000 (目標) 4,000

(実績) 4,285 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 3,800 (目標) 4,000 (目標) 4,000

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 4,501 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 5,262 千円 (予算) 5,452

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 利用人数（人）
平成26年度

実績値
3,843

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦の自立を支援するため、就業相談、
就業支援講習会、就業情報提供等の施策を総合的・計画的に実施しま
す。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 83 事業名 母子家庭等就業・自立支援センター事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

ホームページやひとり親家庭
等支援情報冊子で制度の周知
を行うとともに、修了者の就
労を支援するため、母子家庭
等就業・自立支援センターの
支援員と連携を図る。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。

・制度の周知を積極的に行っ
ていただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

主体的な能力開発の取組を支
援し、修了者の就労を支援す
ることで、自立を促進してい
く。
また、あらゆる機会を通じ、
制度の周知を行い利用の促進
を図っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成26年度講座受講者５人か
ら申請、年度中の修了者３人
に支給、平成27年度講座受講
者６人から申請、年度中の修
了者７人に支給した。

(目標) 20 (目標) 25

(実績) 7 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 7 (目標) 10 (目標) 15

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 104 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 420 千円 (予算) 261

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 母子家庭等自立支援教育訓練給
付金事業利用者数（人）

平成26年度
実績値

3

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

母子家庭の母、または父子家庭の父の主体的な能力開発の取り組みを支
援するもので、母子家庭、父子家庭の自立促進を図るため、教育訓練を
受講することが適職につくため必要と認められる場合に、教育訓練給付
金を交付します。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 84 事業名 母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

ホームページやひとり親家庭
等支援情報冊子での広報のほ
か、養成機関への制度の周知
を行うとともに、修了者の就
労を支援するため、母子家庭
等就業・自立支援センターの
支援員と連携を図る。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。

・制度の周知を積極的に行っ
ていただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

就業に有利な資格取得を支援
することで、正規の就労に結
び付け自立を促進していく。
また、養成機関と連携を図る
他、あらゆる機会を通じ周知
を行い、利用の促進を図って
いく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成26年度35人に支給し修了
者は13人、平成27年度22人に
支給し修了者は13人であっ
た。修了者は、取得した資格
を生かした正規の就労に結び
ついており、就労支援として
必要な事業となっている。

(目標) 44 (目標) 47

(実績) 22 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 35 (目標) 38 (目標) 41

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 20,524 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 21,169 千円 (予算) 34,289

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 母子家庭等高等職業訓練促進給
付金等事業の利用人数（人）

平成26年度
実績値

35

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

母子家庭の母、または父子家庭の父が就業に結びつきやすい資格を取得
するために養成機関で受講するに際して、高等職業訓練促進給付金を交
付することで、受講期間中における生活の不安の解消および生活の負担
の軽減を図り、安定した修業環境を提供し、資格取得を容易にします。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 85 事業名 母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 86 事業名 公共賃貸住宅における母子・父子世帯向けの優先入居制度の活用 部名 市民生活部 課名 住宅課

事業内容

指標 母子父子世帯向け住宅の
新規募集件数（件）

平成26年度
実績値

2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

市営住宅の空家募集において、母子世帯または父子世帯で２０歳未満の
子がいる世帯に対する優先入居制度を実施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) ー 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) 2 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

母子父子世帯向けとして2件
空家募集し、2件入居した。
予算・決算額については、一
般向け住宅及び特定目的住宅
の空家修繕費に含まれるた
め、母子父子世帯向住宅とし
て個別で計上していない。
空家募集については、過去の
応募状況等を参考に、母子父
子世帯向けを含めた特定目的
住宅の募集戸数をその都度検
討するため、目標値は定めて
いない。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も現行の取り組み方針を
継続する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

今後も現行の取り組みを継続
し、更なる利用促進の為に、
告知方法等の検討を行いた
い。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。

・更なる利用促進に努めてい
ただきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

しみんだよりやホームページ
等を利用し、入所の案内を含
めた更なる情報発信ができる
よう努めていきたい。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。

・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業の
発展に期待する。

担当課評価 Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

静養室が未設置のホームもあ
るため、施設の改善も進めな
がら、今後も障がい児の受入
れを行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

障がいの程度・内容に応じて
指導員の加配も考慮しなが
ら、障がい児の受け入れを
行った。

(目標) 46 (目標) 46

(実績) 39 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 46 (目標) 46 (目標) 46

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算)
581,265

（放課後児童健全育成
事業に含む）

千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算)
608,000

（放課後児童健全育成
事業に含む）

千円 (予算)
629,320

（放課後児童健全育成
事業に含む）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 障がい児受け入れ施設数
（箇所）

平成26年度
実績値

38

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

放課後に就労等で保育のできない世帯の小学生を対象に、バンビーホー
ムを開設しており、障がいの程度・内容に応じて指導員の加配をしなが
ら、障がい児の受入れを推進します。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 87 事業名 放課後児童健全育成事業施設における障がい児の受け入れ推進 部名 学校教育部 課名 地域教育課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 88 事業名 短期入所 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

指標 実利用者数（人）
平成26年度

実績値
178

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

居宅においてその介護を行う方の疾病その他の理由により、障害者支援
施設、障害福祉施設等への短期間の入所を必要とする障がい児につき、
当該施設に短期間の入所をさせて、入浴、排泄及び食事の介護その他の
必要な支援を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 145,000 千円 (予算) 161,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 149,007 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 200 (目標) 210 (目標) 220 (目標) 230 (目標) 240

(実績) 174 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

障がい児が望む生活が地域で
送れるよう、相談支援専門員
等との相談により子どもの状
況に応じた障害福祉サービス
が利用できるよう支給決定を
行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も継続して子どもの状況
に応じたサービス決定を行っ
ていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

障がい児が望む生活が地域で
送れるよう、子どもに応じた
サービスの提供を相談支援事
業所等と検討し提供している
が、今後も子どもや保護者の
意向を把握しながらサービス
の提供を行いたい。また、情
報についても支援者等を通じ
て啓発にも努めていきたい。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業の
発展に期待する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 89 事業名 障害児通所支援 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

指標
障害児相談支援事業所による

利用計画作成割合（%）
平成26年度

実績値
39.7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

障がい児を児童発達支援センター等の施設に通わせ、年齢に応じて日常
生活における基本的な動作の指導、知識技能の伝達及び集団生活への適
応訓練を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 752,000 千円 (予算) 810,071 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 758,529 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 80 (目標) 82 (目標) 84 (目標) 86 (目標) 88

(実績) 90 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

適正な通所支援の利用となる
よう障害児相談支援事業所に
よる相談や利用計画作成を勧
奨し目標に達した。セルフプ
ランも可能だが利用者親子に
対する客観的な助言や親子に
寄り添った支援ができるよう
事業所による相談支援の普及
を図る。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

障がい児相談支援事業所の親
への支援方法や子どもに必要
な支援内容について、どの事
業所も共通の視点をもちサー
ビスの調整や相談に応じるこ
とができるよう、質の向上を
さらに図っていく事が必要で
ある。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

障害児親子が目指す目標が達
成できるよう相談支援事業所
等とともに事業の充実を図り
たい。また、該当する親へも
支援者等を通じて啓発にも努
めていく。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業の
発展に期待する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 90 事業名 居宅介護 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

指標 実利用者数（人）
平成26年度

実績値
757

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

居宅において、入浴、排泄及び食事等の介護ならびに生活等に関する相
談及び助言その他生活全般にわたる支援を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 921,000 千円 (予算) 916,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 900,364 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 800 (目標) 830 (目標) 865 (目標) 900 (目標) 930

(実績) 792 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

障がい児が望む生活が地域で
送れるよう、相談支援専門員
等との相談により子どもの状
況に応じた障害福祉サービス
が利用できるよう支給決定を
行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も継続して子どもの状況
に応じたサービス決定を行っ
ていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

障害児が望む生活が地域で送
れるよう、子どもに応じた
サービスの提供を相談支援事
業所等と検討し提供している
が、今後も子どもや保護者の
意向を把握しながらサービス
の提供を行いたい。また、情
報についても支援者等を通じ
て啓発にも努めていきたい。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業の
発展に期待する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 91 事業名 行動援護 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

指標 利用者数（人）
平成26年度

実績値
194

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

知的や精神に重い障がいがあり、一人で行動することが難しい障がい者
児が対象です。
対象児のことをよくわかっているヘルパーが、そばにいて、安心して外
出し、活動できるよう支援を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 228,000 千円 (予算) 253,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 232,136 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 200 (目標) 210 (目標) 220 (目標) 230 (目標) 240

(実績) 191 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

障がい児が望む生活が地域で
送れるよう、相談支援専門員
等との相談により子どもの状
況に応じた障害福祉サービス
が利用できるよう支給決定を
行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も継続して子どもの状況
に応じたサービス決定を行っ
ていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

障害児が望む生活が地域で送
れるよう、子どもに応じた
サービスの提供を相談支援事
業所等と検討し提供している
が、今後も子どもや保護者の
意向を把握しながらサービス
の提供を行いたい。また、情
報についても支援者等を通じ
て啓発にも努めていきたい。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業の
発展に期待する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 92 事業名 奈良市歯科診療 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容
みどりの家歯科診療所（総合福祉センター内）において、障がい児の歯
科検診及び治療を行います。

指標 延べ治療人数（人）
平成26年度

実績値
160

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 10,281 千円 (予算) 9,032 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 9,993 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 162 (目標) 164 (目標) 166 (目標) 168 (目標) 170

(実績) 157 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

一般の歯科医院での治療が困
難な障がい児・者の口腔内諸
疾患を予防するため、奈良市
歯科医師会に業務委託し、み
どりの家歯科診療所で歯科検
診および歯科治療を実施して
いる。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

年2回の歯科検診とともに、
治療が必要な障がい児を順に
治療している。また、必要に
応じて定期的に診察を行うな
どして重症化を未然に防ぎ、
軽症のうちに治療する方針で
取り組んでいる。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・虫歯罹患率の減少にも取り
組んでもらいたい。

意見等に対する対応状況

・健康増進課や奈良市歯科医
師会を通じて奈良市内の歯科
に案内チラシを配布して必要
な親子への周知を図ってい
る。
・歯科検診および診察時に指
導を行い予防に取り組んでい
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 93 事業名 日中一時支援 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

指標 延べ利用回数（回）
平成26年度

実績値
6,670

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

家族の就労支援や一時的な休息を目的に、障がい児の一時的な介助や見
守りが必要な場合に、日帰りで施設を利用することができます。
※施設入所者及び病院に入院されている方は、利用できません。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 18,200 千円 (予算) 13,040 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 13,720 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 8,000 (目標) 8,400 (目標) 8,900 (目標) 8,900 (目標) 8,900

(実績) 5,729 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

利用者に寄り添い、個々の状
況に応じてサービスの提供を
行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

ニーズが多様化している中
で、対象者が家庭での時間も
大切にできるよう利用方法の
見直しをしており、適時説明
を行い事業を推進していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

限られた財源の中で実施して
おり、より多くの方に利用し
ていただけるようするために
は、事業内容の周知と適正な
使い方の周知が必要と考える
ため、丁寧に事業を進めた
い。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・利用方法の見直しを行うこ
とによって利用回数の増加に
繋げていただきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 94 事業名 移動支援 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

指標 実利用者数（人）
平成26年度

実績値
1,007

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

障がい児の外出及び余暇活動等の移動を支援します。ただし、通学及び
社会通念上適当でない外出を除き、原則として１日の範囲内で終わるも
のに限ります。
※病院に入院されている方は、利用できません。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 243,000 千円 (予算) 237,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 229,195 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 1,100 (目標) 1,100 (目標) 1,200 (目標) 1,200 (目標) 1,200

(実績) 1,079 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

利用者に寄り添い、個々の状
況に応じてサービスの提供を
行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

対象者が増加していく中で、
より多くの方にサービスを利
用できるように時間数の上限
を対象者別に設けており、適
時説明を行い事業を推進して
いく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

限られた財源の中で実施して
おり、より多くの方に利用し
ていただけるようするために
は、事業内容の周知と適正な
使い方の周知が必要と考える
ため、丁寧に事業を進めた
い。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。
・時間数の上限を守りなが
ら、スタッフの充実を図られ
たい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。

意見等に対する対応状況

・市内4箇所の福祉センター
での育児相談で、保護者の気
持ちに寄り添った支援を行っ
ており、みどり園などを紹介
している。
・現在、大学の実習を受け入
れ、実習終了後の当園でのボ
ランティアも案内している。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

随時入園可能で、その利点は
重要だが、通園児数増加とと
もに各々への支援が薄くなる
ことが懸念される。また、家
族支援を十分に行うためには
職員の資質向上が必要であ
る。
親子通園が重要視されている
今、周囲との関わり方に不安
がある親子の受け皿となるに
は、発達や特性に応じ継続的
な支援ができるよう関係機関
との連携など内容を充実させ
ていかなければならない。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

障がい児が親子で集団活動を
経験し、児の持つ力を発揮す
るための自信を得る機会に
なった。保護者勉強会を頻繁
に行い、家族が児の特性を理
解することで親子の関係がよ
りよいものとなり、親子とも
ども成長、向上することがで
きた。

(目標) 132 (目標) 135

(実績) 123 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 123 (目標) 126 (目標) 129

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 29,426 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 29,595 千円 (予算) 27,929

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

総合福祉センター内の障がい児親子通園室「みどり園」において、就学
前の障がい児を対象に、保護者とともに通園し日常生活において必要な
指導を行い、集団生活への適応を促すよう療育を実施しています。ま
た、家族支援も行っています。

指標 在籍者数（人）
平成26年度

実績値
120

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 95 事業名 みどり園 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 96 事業名 相談支援事業 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

指標
障害児相談支援事業所による

利用計画作成割合(%)
平成26年度

実績値
39.7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

障がい児が、地域で安心して自立した生活を送るために、本人や関係者
からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言などを総合的に行いま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 46,000 千円 (予算) 46,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 28,798 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 80 (目標) 82 (目標) 84 (目標) 86 (目標) 88

(実績) 90 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

個別事例の検討を障害児相談
支援事業所と行うとともに会
議等で事業の方向性を説明
し、サービスを利用する親子
への相談の必要性や相談支援
が充実するよう努めた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

相談支援事業所の質の向上や
サービスを提供する事業所と
の連携を図り適正なサービス
を提供していく事が必要。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

障害児親子が目指す目標が達
成できるよう相談支援事業所
等の相談体制の充実や他機関
との連携も推進したい。ま
た、該当する親へも支援者等
を通じて啓発にも努めてい
く。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。
・利用計画作成が前年に比べ
大きく増加しており、非常に
良い。トータルプランとなる
よう利用計画書の有効活用を
お願いしたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 97 事業名 親子体操教室 部名 保健福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

指標 延べ利用者数（人）
平成26年度

実績値
1,931

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

総合福祉センター体育館において障がい児と保護者が、一緒にスポー
ツ・レクレーションを楽しみながら、健康の維持・増進を図ることを目
的に実施しています。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 175 千円 (予算) 175 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 161 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 1,930 (目標) 1,930 (目標) 1,930 (目標) 1,930 (目標) 1,930

(実績) 1,914 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

保護者だけではなく兄弟姉妹
等の家族を含め多くの参加が
あり、日々のスポーツ活動・
レクレーションを楽しく継続
して行うことで、健康の維
持・増進を図ることが出来
た。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

継続した参加者が多くみられ
るため、新規参加者の拡大を
図りたい。
また、参加者数が増えること
により、職員だけで目の届か
ないところが多くなるおそれ
があり、参加者の増加数に
よっては、ボランティアを確
保するなどの方策を検討して
いかなければならない。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

他事業等に参加のボランティ
アへの声掛け等を主に行って
おり、継続した取り込みが
中々できていないため、常に
目に付くように掲示する等、
アプローチの方法を検討す
る。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。
・継続した参加者が多くみら
れることは、市民の方々によ
く理解していただいていると
考えられるので、積極的に参
加人数の増加を図る一方、安
全面にも十分配慮していただ
きたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。
・保護者が支援事業につい
て、より良く理解できるよう
広報活動を精力的に行ってい
ただきたい。

意見等に対する対応状況

・子育て情報との関連性を高
めるべくホームページの充実
を図り、幼児や保護者が集う
身近な場で子ども発達セン
ターの周知を図る。
・地域や関係機関との連携と
協働に努める。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

６歳未満の子どもの数は年々
減少しているが、発達に支援
が必要な子どもは年々増加傾
向にある。保護者や支援者が
発達障がいについての正しい
知識の習得と子どもへの理
解、子どもの発達段階に応じ
た発達支援ができるよう、相
談の充実を図る。また、療育
の場としては関係部署と連携
しながら、支援の充実を図
る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

各種相談事業を行いました。
　電話相談    281件
  来所相談    278件
  出張相談     18件
  園巡回相談  198件
  園巡回指導    1回
  専門相談    250件

(目標) 377 (目標) 377

(実績) 356 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 407 (目標) 377 (目標) 377

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 19,815 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 23,485 千円 (予算) 28,212

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

心理的な発達の障がい並びに行動及び情緒の障がいのある就学前の幼児
又は発達支援の必要があると認められる就学前の幼児とその保護者に対
して、相談・療育の場を設け、心理的な発達を関係機関と協働しながら
一貫して支援します。

指標
子ども発達センターが療育相
談を行った実人数（人）

平成26年度
実績値

319

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 98 事業名 子ども発達支援事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 99 事業名 長期療養児支援 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 家庭訪問、関係機関等へ訪問
等、延べ支援回数（回）

平成26年度
実績値

231

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

障がい児が適切な医療ケアや医療・福祉制度を利用しながら在宅で生活
が送れることや、保護者は地域の人や専門職の支えを受けながら安心し
て子育てができるように、訪問や相談等を実施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 49 千円 (予算) 38 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 19 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 250 (目標) 250 (目標) 250 (目標) 250 (目標) 250

(実績) 215 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

家庭訪問や医療・教育・障害
福祉関係機関との連絡調整を
行い、成長に合わせ支援す
る。対象者数44名、家庭訪
問、関係機関等への訪問等、
延べ支援回数は215回。長期
療養児交流会、支援者研修会
を年1回、支援者会議を年3回
実施した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

支援対象者の医療ケア、支援
内容が多種多様になってきて
おり、今後も関係機関と連携
し継続支援を実施。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・対象者へは家庭訪問や長期
療養児交流会などで個人の
ニーズに合わせて情報提供を
行っている。
・今後も他課や医療機関と連
携し支援をしていきたい。ま
た学生との連携については双
方のニーズの把握に努めてい
く。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。

・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

親支援プログラムや子どもの
心理検査等も取り入れ、保護
者・子どもの支援の充実に努
めている。警察だけでなく、
地域を見守る民生児童委員や
学校等、関係機関と更なる連
携を深めながら、よりていね
いな対応に努めていきたい。

・虐待をなくすことは子ども
の生命であり、保護者にとっ
ても地域にとっても大切であ
る。保護者の養育を支援する
ことが特に必要と認められる
家庭等に対し、何が大切かを
再検討する時期である。
・自治体組織における対応の
限界もあるとは思うが、警察
組織との連携と共に地域コ
ミュニティーの意識の醸成を
働きかける啓蒙活動的な広告
宣伝も有効な活動になると考
える。
・問題内容が多岐にわたって
いて、大変困難な事業ではあ
るが、更なる成果に期待した
い。
・早期発見、再発防止はもち
ろんであるが、特に未然防止
に対して力を入れていただき
たい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

児童虐待の予防・早期発見・
再発防止のため、啓発活動や
家庭児童相談の充実を図る。
関係機関と連携を図り、子ど
もに接する機会の多い教諭な
どへの研修を引き続き行って
いく。児童虐待防止施策検討
会議を継続し行動計画を見直
し、ケースの進行管理方法の
改善や関係機関のスキルアッ
プを図っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

虐待通告件数が平成26年度
549件、平成27年度627件で
あった。平成27年度は児童虐
待防止施策検討会議を立ち上
げ、マニュアルと行動計画を
策定し、協議会の支援者等へ
の研修も充実させた。街頭
キャンペーンを実施する等、
積極的に啓発活動にも取り組
んでいる。

(目標) 255 (目標) 260

(実績) 251 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 240 (目標) 245 (目標) 250

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 6,410 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 8,579 千円 (予算) 12,260

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 個別ケース検討会議
開催回数（回）

平成26年度
実績値

208

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

児童虐待の未然防止・早期発見・再発防止のため、児童相談所、医療機
関、民生児童委員協議会連合会、弁護士、警察などの関係機関が連携し
て、虐待から子どもを守るために「奈良市被虐待児童対策地域協議会」
を設置しています。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 100 事業名 被虐待児童対策地域協議会の活用 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

継続支援が必要な家庭への支
援は児童虐待の発生予防のた
め、支援者のため研修等を実
施しスキルアップを目指す。
また支援が必要な家庭には関
係機関との連携を行い情報の
共有を行う。

・虐待をなくすことは子ども
の生命であり、保護者にとっ
ても地域にとっても大切であ
る。保護者の養育を支援する
ことが特に必要と認められる
家庭等に対し、何が大切かを
再検討する時期である。
・自治体組織における対応の
限界もあるとは思うが、警察
組織との連携と共に地域コ
ミュニティーの意識の醸成を
働きかける啓蒙活動的な広告
宣伝も有効な活動になると考
える。
・要支援者の基準をどのよう
に定めるかがなかなか明確に
しづらいが、できるだけ広範
囲での支援が必要かと思われ
る。但し、支援者の教育プロ
グラムや管理も要するので、
大変困難であると推測する。
比較的軽い要支援者に対して
はボランティア等の支援を行
うなど、ボランティア要員の
確保も考えられるかと思う。
・核家族化やパート就労が進
行していて問題が見えにくく
なっているので、相談員の増
加や業務を行う体制の充実を
図る必要があるのではない
か。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

乳児家庭全戸訪問事業（こん
にちは赤ちゃん訪問）の後
に、養育に関する相談・助言
が必要な家庭に対して、家庭
訪問を継続して実施する。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

保護者の養育を支援すること
が特に必要と認められる家庭
等に対し、訪問などにより、
養育に関する相談、助言など
の支援を行う。

(目標) 40 (目標) 40

(実績) 30 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 40 (目標) 40 (目標) 40

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 363 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 385 千円 (予算) 600

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 支援家庭数
平成26年度

実績値
35

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (6)養育支援訪問事業

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭等に対し、訪
問などにより、養育に関する相談、助言などの支援を行います。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 101 事業名 養育支援訪問事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 102 事業名 家庭訪問 部名 保健所 課名 健康増進課

事業内容

指標 訪問人数
平成26年度

実績値

乳児(新生児・未熟児除
く)859人（延べ1033人）
幼児603人（延べ817人）

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

育児が困難で支援が必要と思われる家庭を訪問し、生活環境と養育状
況・家庭環境・子の成長発達などを総合的に把握し、必要な支援を行う
ことにより、保護者の育児不安や育児ストレスの軽減を図り虐待予防に
努めます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 必要な家庭への訪問を実施する (目標) 必要な家庭への訪問を実施する (目標) 必要な家庭への訪問を実施する (目標) 必要な家庭への訪問を実施する (目標) 必要な家庭への訪問を実施する

(実績)
乳児(新生児・未熟児除く)682

人（延べ791人）
幼児383人（延べ562人）

(実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

育児や児の発育・発達に関す
る保護者の不安等に対し、必
要に応じ地域担当の保健師や
助産師等が、家庭訪問を行っ
ている。適切な時期に関われ
るように支援が必要な家庭を
データ管理している。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

職員数の減少や業務量の増加
により、適切な時期に支援が
できていない場合がある。
要支援者の進行管理と共に、
要支援者の基準などについて
再検討し、業務整理をしてい
くことで、適切な時期に関わ
れるようにしていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の状況に応じ当課
だけで対応せず、他課と連携
して支援を行うようにしてい
る。連携は庁内だけでなく、
地域の子育て支援機関等とも
行っている。
・要支援者に対しては、専門
的な保健指導が必要であるた
め、保健師の人材確保に努め
ている。

・虐待をなくすことは子ども
の生命であり、保護者にとっ
ても地域にとっても大切であ
る。保護者の養育を支援する
ことが特に必要と認められる
家庭等に対し、何が大切かを
再検討する時期である。
・自治体組織における対応の
限界もあるとは思うが、警察
組織との連携と共に地域コ
ミュニティーの意識の醸成を
働きかける啓蒙活動的な広告
宣伝も有効な活動になると考
える。

・要支援者の基準をどのよう
に定めるかがなかなか明確に
しづらいが、できるだけ広範
囲での支援が必要かと思われ
る。但し、支援者の教育プロ
グラムや管理も要するので、
大変困難であると推測する。
比較的軽い要支援者に対して
はボランティア等の支援を行
うなど、ボランティア要員の
確保も考えられるかと思う。
・訪問指導員の確保が必要で
ある。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 103 事業名 ファミリー・サポート・センター事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標 ファミリー・サポート・セン
ターの相互援助活動件数（件）

平成26年度
実績値

5,707

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (10)子育て援助活動支援事業

「育児の援助を受けたい人」と「育児の援助を行いたい人」が依頼・援
助・両方のいずれかの会員として登録し、児童の放課後の預かりや保育
所等の送迎等で育児の援助が必要となったときに、会員相互の援助活動
を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 7,434 千円 (予算) 7,434 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 7,429 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 7,050 (目標) 6,988 (目標) 6,902 (目標) 6,842 (目標) 6,762

(実績) 6,183 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

援助会員を増やすための広報
を行うとともに、登録希望者
への説明会・講習会及び登録
会員のスキルアップ講座・交
流会等を開催し、会員の情報
交換と資質の向上を図ること
により、相互援助活動がス
ムーズかつ活発に行われるよ
うサポートした。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

積極的な広報活動の結果、会
員数は年々増加しているが、
依然として依頼会員に比べ
て、援助会員が少ない状況に
ある。このため、積極的な広
報活動や援助を行いやすい環
境づくりに引き続き取り組
み、援助会員の増加を図る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・公民館や地域子育て支援拠
点等との連携・協働を図るこ
とで、地域における子育て支
援を更に充実させていきた
い。
・援助会員を増やすため、
ホームページや奈良しみんだ
よりへの掲載、保育所・幼稚
園や福祉センター等へのリー
フレット配布などを行った
が、今後、具体的な事例を
使った広報など、効果的な広
報活動を検討する。
・援助会員のみならず、両方
会員の増加を図る取組も検討
していきたい。

・No.66：公民館での各種教
室・講座の開催などとリンク
しながら事業を展開できる可
能性はないかと思われる。
・ファミリー・サポート・セ
ンター事業の援助会員不足は
全国的な課題です。依頼会員
は切実なニーズがあるので増
えますが、援助会員はなかな
か難しい。ファミサポの具体
的な活動をより広報し、依頼
者が助けられたことはもちろ
ん、援助者のやりがい・笑顔
なども広めることで援助者が
増えるかもしれない。

・子育て中の親を含めた援助
会員、もしくは利用会員と援
助会員の両方に登録する相互
会員を増加させる等の改善に
取り組んでいかれてはどう
か。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 104 事業名 子育て支援アドバイザー事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標
子育て支援アドバイザーの

派遣回数（回）
平成26年度

実績値
533

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 1,224 千円 (予算) 1,224 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 1,224 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 500 (目標) 500 (目標) 500 (目標) 500 (目標) 500

(実績) 630 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

活動内容を３区分に分類し、
依頼元のニーズに沿った派遣
を行うことにより、派遣回数
が増加している。また、事務
の効率化及び事業内容の充実
を図るため、子育て支援の経
験豊富なスタッフが在籍する
地域子育て支援拠点事業の実
施団体に事業を委託してい
る。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も引き続き、事業を地域
子育て支援拠点事業の実施団
体に委託し、事務の効率化及
び事業内容の充実を図る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

既に、公民館から依頼を受け
て、講座にアドバイザーが派
遣され、活動を行っている
ケースが多数あるが、公民館
のみならず、各地域子育て支
援拠点等との連携・協働を図
ることで、地域における子育
て支援を更に充実させていき
たい。

・No.66：公民館での各種教
室・講座の開催などとリンク
しながら事業を展開できる可
能性はないかと思われる。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子育て支援アドバイザーとして登録した地域の子育て経験豊かな市民
を、乳幼児と保護者が集まる場所に派遣し、保護者の子育てに関する疑
問や悩みに対する相談等を行います。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 105 事業名 子育てサークルの支援 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

事業内容

指標 子育て支援交流会の
開催回数（回）

平成26年度
実績値

7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 1,000 千円 (予算) 1,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 812 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 7 (目標) 7 (目標) 7 (目標) 7 (目標) 7

(実績) 7 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

子育てサークルを含めた地域
の子育て支援団体を対象に交
流会を年間７回開催し、地域
に根ざしたサークル支援を行
うとともに、地域の子育て支
援団体との交流を図った。併
せて、活動の継続性を担保す
るため、子育てサークルに補
助金を交付している。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

サークル運営補助金の交付に
よる経済的な支援と併せ、地
域子育て支援拠点や地域の子
育て支援者を対象とした「子
育て支援交流会」等の各種交
流会を実施し、関係機関及び
子育て支援者等の交流・連携
の強化を図ることにより、地
域で自主的に活動する「子育
てサークル」を支援してい
く。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・公民館で開催しているサー
クルは多数あり、公民館祭り
などの公民館主催の行事を合
同で行っているサークルもあ
る。
・今後、公民館のみならず、
地域子育て支援拠点を中心と
して、地域の子育て支援の
ネットワーク化を図り、子育
てサークルを支援していく。

・No.66：公民館での各種教
室・講座の開催などとリンク
しながら事業を展開できる可
能性はないかと思われる。

・子育てサークルは、親子で
参加しやすいため、予算が増
え開催回数が増える事は子育
て中の世帯にとって望ましい
と考える。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

地域で活動する子育てサークルに補助金を交付することにより、経済的
に支援するとともに、サークルを含めた地域の子育て支援団体を対象に
した交流会を行うことにより、情報交換等のネットワーク化を図り、子
育て中の保護者が自主的に運営する子育てサークルを支援します。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

学校園に出向き、警察と協力して横断歩道の渡り方、正しい自転車の乗
り方などの交通ルールをビデオ・人形劇等でわかりやすく説明するとと
もに、信号機を使った実技指導なども併せて行い、子どもたちに交通事
故から身を守るすべを身につけてもらうために開催します。

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・各種行事やしみんだより、
ホームページ等を活用し、広
報活動を展開する。
・子どもが自ら安全を確保す
る力を育んでもらうため、
年々変動する交通状況に即し
た交通安全教室を実施してい
く。実施校を増やすべく、開
催案内の内容等を検討した
い。

・事件があった時には関心が
高くなるが、しばらくすると
忘れられる。定期的な広報活
動が必要である。
・何が安心・安全かという議
論において、子どもの気持ち
や意見を聴く（子ども参
加）、子どもの居場所を奪わ
ない、自分で防ぐ力を育む、
そのための適切な情報提供を
するという視点も大切にして
いただきたい。

・自転車の事故が増加し、ま
すます自転車のルールやマ
ナーなどが求められているの
で、子どもたちに知識を身に
付けさせる機会は重要で、積
極的な実施をお願いしたい。
・法改正に対応するきめ細や
かな安全教室の引き続きの実
施（内容）とともに、未実施
の学校園への実施についても
検討いただきたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も引き続き、決め細やか
な交通安全教室の実施に向け
取り組んで行く。
・平成２７年６月の法改正に
より、一層正しい運転が定め
られた自転車の乗り方やルー
ル指導
・横断歩道や交差点での歩行
指導
・教員や保護者に対する立哨
指導

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

当該年度実施分について前年
度末以降に各学校園からの要
望をいただき、日程調整の上
で、所轄警察署と連携し、交
通安全教室を実施している。
２７年度については要望の
あった学校園全てで実施する
ことができた。

(目標) 63 (目標) 63

(実績) 62.1 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 63 (目標) 63 (目標) 63

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 4,189 千円

(決算) 5,112 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 4,189 千円 (予算) 4,189

予算・決算額

(予算) 5,174 千円 (予算) 4,189

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 交通安全教室実施率（％）
平成26年度

実績値
53.2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 106 事業名 交通安全教室の開催 部名 市民生活部 課名 交通政策課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

「子ども安全の日の集い」を開催する等、子どもの安全に取り組む大人
の防犯意識を高めます。

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

学校、保護者、地域、行政が
一体となり、子どもの安全を
守る意識を高めると同時に、
子ども自身が自らの安全を守
る力を高めるための取組を一
層充実させる。

・事件があった時には関心が
高くなるが、しばらくすると
忘れられる。定期的な広報活
動が必要である。
・何が安心・安全かという議
論において、子どもの気持ち
や意見を聴く（子ども参
加）、子どもの居場所を奪わ
ない、自分で防ぐ力を育む、
そのための適切な情報提供を
するという視点も大切にして
いただきたい。

・大会参加人数も重要である
が、子どもの安全と確保する
には地域の方々の協力は不可
欠であり、次世代の担い手の
確保に努めてもらいたい。ま
た、子どもたちを地域で見守
るという体勢は重要であり、
広く周知してもらうための計
画が必要である。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

奈良市で発生した小１女児殺
害事件の風化させないよう、
子どもを守る大人の意識を高
め、維持するために、時宜に
あった「子ども安全の日の集
い」を開催する必要がある。
また、「なら子ども安全宣
言」の発表を受け、実効性の
ある取組を進めていく。
見守り活動の継続について
は、次世代の担い手確保とい
う課題があり、より多くの大
人の協力が得られるよう取組
を進めていく必要がある。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成27年度は、「子ども安全
の日の集い」に子どもの安全
に関わる大人と、市内の小中
高校生の代表ら、併せて320
名が参加した。「私達の安全
の取組」というテーマでパネ
ルディスカションを実施し、
実効性のある取組を提案し
た。
また、職員による青色防犯パ
トロールを、毎月17日、始業
式及び終業式に実施した。
（延べ88回、176人）

(目標) 300 (目標) 300

(実績) 320 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 300 (目標) 300 (目標) 300

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 43 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 122 千円 (予算) 122

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 「子ども安全の日の集い」
参加人数（人）

平成26年度
実績値

291

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 107 事業名 学校・家庭・地域が連携した防犯力の充実 部名 学校教育部 課名 いじめ防止生徒指導課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子どもたちの登下校時の安全確保のために、警察と連携して、学校園や
地域から入ってくる不審者の情報を「なら子どもサポートネット」登録
者に配信します。

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

サポートネットの登録につい
ては、各学校から保護者、地
域へ周知し、奈良市ＨＰへの
掲載、その他様々な場面で呼
びかけを行っている。今後も
継続して周知していきたい。

・事件があった時には関心が
高くなるが、しばらくすると
忘れられる。定期的な広報活
動が必要である。
・何が安心・安全かという議
論において、子どもの気持ち
や意見を聴く（子ども参
加）、子どもの居場所を奪わ
ない、自分で防ぐ力を育む、
そのための適切な情報提供を
するという視点も大切にして
いただきたい。

・広報活動を通じて登録者数
の増加を引き続き図っていた
だきたい。また、「ナポくん
メール」との情報共有はもち
ろんであるが、統合について
も検討いただきたい。
・子どもたちを地域で見守る
という体勢は重要であり、広
く周知してもらうための計画
が必要である。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

不審者情報や子どもの安全安
心情報については、保護者や
市民のニーズが高く、「なら
子どもサポートネット」の今
後の安定した運営と、登録者
を増やすために、「ならしみ
んだより」への掲載や登録案
内配布等の啓発活動が必要で
ある。また、「ナポくんメー
ル」等の安全情報を発信して
いる他の関係機関(奈良県
警）と情報共有を図ることも
重要である。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成27年度の登録者数（保護
者、地域、関係機関等）は
25,150人であり、正確な情報
確認と配信に努め、市内にお
ける子どもの安全安心情報の
提供ができた。
不審者情報の配信は、平成23
年度24件、平成24年度17件、
平成25年度10件、平成26年度
８件、平成27年度9件であっ
た。また、学校ごとの安全安
心情報配信は、平成23年度
1,313件、平成24年度1,028
件、平成25年度1,309件、平
成26年度976件平成27年度
1,059件であった。

(目標) 25,000 (目標) 25,000

(実績) 25,150 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 25,000 (目標) 25,000 (目標) 25,000

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 98 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 260 千円 (予算) 368

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 「なら子どもサポートネット」
登録者数（人）

平成26年度
実績値

25,635

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 108 事業名 不審者情報の配信 部名 学校教育部 課名 いじめ防止生徒指導課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子どもを犯罪や事故から守るため、地域の家庭などに「子ども安全の
家」になってもらい、家の入口などに「安全の家」標旗を掲げ、子ども
が危険を感じた時に、助けを求めて駆け込める場所を提供してもらい、
地域で子どもを守る機運を広めます。

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

全小学校において、子ども達
が「子ども安全の家」の設置
場所を把握できる取組の推進
を図る。

・事件があった時には関心が
高くなるが、しばらくすると
忘れられる。定期的な広報活
動が必要である。
・何が安心・安全かという議
論において、子どもの気持ち
や意見を聴く（子ども参
加）、子どもの居場所を奪わ
ない、自分で防ぐ力を育む、
そのための適切な情報提供を
するという視点も大切にして
いただきたい。

・子どもたちが瞬時に気付け
る標旗を検討してはどうか。
・全小学校において、「子ど
も安全の家」の設置場所を把
握するための取り組みを推進
されたい。

担当課評価 Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「子ども安全の家」標旗は、
家の入口など目立つ場所に設
置していただいているが、子
どもたちが、校区の中のどこ
に設置されているのかを把握
できていないこともあり、標
旗設置場所を把握できるよう
な取組を実施している小学校
もある。今後、そのような取
組を奈良市の各学校へ広めて
いきたい。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

子どもを犯罪や事故から守る
ため、地域の家庭などに「子
ども安全の家」になってもら
い、家の入口などに「安全の
家」標旗を掲げ、子どもが危
険を感じた時に、助けを求め
て駆け込める場所を提供して
もらい、地域で子どもを守る
機運を広めている。
平成27年度、4,812件の家庭
に標旗を設置していただいて
いる。

(目標) 5,000 (目標) 5,000

(実績) 4,812 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 5,000 (目標) 5,000 (目標) 5,000

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 184 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 184 千円 (予算) 206

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
「安全の家」標旗
延設置件数（件）

平成26年度
実績値

4,866

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 109 事業名 「子ども安全の家」標旗配布 部名 学校教育部 課名 いじめ防止生徒指導課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市オリジナルのイクメン手帳「ＩＫＵＭＥＮ　ＨＡＮＤＢＯＯＫ
for　nara　papa」を母子健康手帳交付者及び子育て中の希望者に配布
します。

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

イクメン手帳は母子手帳発行
時に配布しているため、奈良
市在住の子育て世代には行き
渡っている。しかし、新しい
情報の掲載を含め、また子育
てに関わりを持つ中でイクメ
ン手帳の必要性を感じる多く
の方に知ってもらえるよう配
布場所を検討する。父親の視
点から働き方改革を支援する
ことも大切なことから企業へ
の啓発を行い仕事と育児の両
立がやりやすいイクボスをは
じめとした職場環境整備の提
案を検討していく。

・イクメン手帳も必要だが、
イクボスの育成がないとイク
メンの道は難しい。まずは、
年配者の意識改革が必要であ
る。
・イクメン手帳は毎年見直し
ながら病院など各機関に置い
て配布してもらえればと思
う。今後の事業展開に期待す
る。
・もっと父親に直接手に渡る
ように配布できると良いので
はないか。
・意識の高い人だけではな
く、子育てへの参加意識の薄
い人、本当に届けたい人へ配
布するため、保育所等を通し
た全戸配布等も検討されては
どうか。

担当課評価 Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子育て支援に関わる研修会に
おいて、各窓口及び相談者に
手に取ってもらえるよう、新
たに配布を行った。今後も必
要としている方に情報を届け
ることができるようイベント
等での配布を行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

出産や育児に関し、父親とし
て知っておきたい情報をまと
めた「パパのための育児ハン
ドブック」として母子手帳と
共に配布している。また、希
望者にも配布できるよう各出
張所や行政センターへの配置
も行っている。

(目標) 3,050 (目標) 3,100

(実績) 2,782 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 2,900 (目標) 2,950 (目標) 3,000

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 394 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 408 千円 (予算) 340

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 イクメン手帳配布部数（部）
平成26年度

実績値
3,111

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 110 事業名 イクメン手帳の配付 部名 市民活動部 課名 男女共同参画課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 111 事業名 仕事と生活の調和推進事業 部名 観光経済部 課名 商工労政課

事業内容

指標
HPでの「労政の手引」
の更新回数（回）

平成26年度
実績値

1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 1 (目標) 1 (目標) 1 (目標) 1 (目標) 1

(実績) 1 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

事業主や企業を対象に、育児
休業の取得促進や労働時間等
の改善など、仕事と生活の調
和のとれた働き方に向けた意
識啓発を行うため、「労政の
手引」等を通じて、情報提供
を行う。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

仕事と生活の調和を推進する
ため、様々な施策が存在して
いるが、一般に広く知られて
いるとはいえない状態にあ
る。また、国等の機構改革や
制度改正が行われるため、継
続して、WEBでの発信が望ま
れる。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況 ―

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

×

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー

事業主や企業を対象に、育児休業の取得促進や労働時間等の改善など、
仕事と生活の調和のとれた働き方に向けた意識啓発に努めます。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｃ

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・通学路や公園については、
子ども会議でも多くのニーズ
があった。子ども会議からの
提案も活かしながら、進めて
いただきたい。

・早急の整備実施が必要なの
で、今後も継続してお願いし
たい。

意見等に対する対応状況

・子ども達の意見が反映でき
るよう通学路交通安全プログ
ラムに基づき、学校長・自治
会長・PTA代表及び教育総務
課と合同点検し現場を確認し
ている。
・来年度も事業を継続し、安
全確保のために引き続き通学
路の整備を推進する。

担当課評価 Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

通学路の緊急合同点検に基づ
き、要対策箇所の残り13か所
について早期に対策を実施す
る。
また、平成27年度策定予定の
通学路交通安全プログラムに
基づく要対策箇所についても
対策を実施する。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

通学路の緊急合同点検に基づ
き、要対策箇所73か所の内、
60か所の対策を実施した。
平成28～31年度までの目標値
については現在、教育総務課
において通学路交通安全プロ
グラムに基づく要対策箇所の
現場確認をおこなっており、
その取りまとめが完了後、箇
所数を目標として設定するこ
とができるため、今は記入で
きない。

　

(目標) ー (目標) ー

(実績) 60 (実績) (実績)

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 73 (目標) ー (目標) ー

(決算) 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 69,115 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 37,700 千円 (予算) 87,900

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
　児童・生徒が安全で安心して通園・通学できるよう歩道の整備及び防
護柵、路面標示等の安全施設を整備します。

指標 対策箇所数
平成26年度

実績値
53

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 112 事業名 通学路整備事業 部名 建設部 課名 道路建設課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 113 事業名 公園管理運営 部名 都市整備部 課名 公園緑地課

事業内容

指標 管理する公園数
平成26年度

実績値
688

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 193,995 千円 (予算) 180,710 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 192,118 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 688 (目標) 688 (目標) 688 (目標) 688 (目標) 688

(実績) 688 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

公園の安全･安心の確保を図
るため、除草･剪定による都
市公園や緑地の維持管理及び
遊具の改修や安全点検に努め
る。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

公園施設の状況を的確に把握
し、安全性の向上に努める。
日ごろからの安全点検で遊具
の事故が発生しない安全な公
園施設を目指す。また、更な
る公園の遊具の安全確保を強
化するためにも、地域住民と
ともに安全意識の向上に努め
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

共用後、相当の年数を経過し
た公園も多くあり、特に遊具
における安全面の低下を招く
ことがないように財政的な対
応も含めて安全の確保に努め
る。

・通学路や公園については、
子ども会議でも多くのニーズ
があった。子ども会議からの
提案も活かしながら、進めて
いただきたい。

・老朽化した遊具での事故
は、信頼を失い、利用者を減
らす原因となるので、安全の
確保に努めてほしい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

身近な自然とのふれあいの場所、防災空間、良好な風致・景観を備えた
地域の形成等、多くの機能を有している公園・緑地の維持管理を行いま
す。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 114 事業名 公園整備事業 部名 都市整備部 課名 公園緑地課

事業内容

指標
公園施設長寿命化計画に基づ
き危険度判定Dの施設につい
て更新した遊具数

平成26年度
実績値

40

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 35,052 千円 (予算) 80,000 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 35,052 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 3 (目標) 8 (目標) 20 (目標) 20 (目標) 20

(実績) 3 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

公園長寿命化計画策定業務を
完了した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

長寿命化計画に基づき危険度
判定Dの公園施設について順
次改修を行っていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

子どもの保護者や自治会から
の情報提供と長寿命化計画に
基づき調査した結果を照らし
合わせ危険度判定Dの公園施
設について順次改修を行って
いく。

・通学路や公園については、
子ども会議でも多くのニーズ
があった。子ども会議からの
提案も活かしながら、進めて
いただきたい。

・安全点検は、実際に使用し
ている子どもの保護者にも協
力を要請し、どの公園でどん
な改修が必要かを早期に把握
できるような取り組みが大切
かと思われる。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

都市公園の経年劣化による遊具等の公園施設の施設の改修を行います。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 115 事業名 公共賃貸住宅における多子世帯向けの優先入居制度の活用 部名 市民生活部 課名 住宅課

事業内容

指標
多子世帯向け住宅の
新規募集件数（件）

平成26年度
実績値

1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) ー 千円 (予算) ー 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) ー 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) 1件 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

多子世帯向けとして1件空家
募集し、1件入居した。予
算・決算額については、一般
向け住宅及び特定目的住宅の
空家修繕費に含まれるため、
多子世帯向住宅として個別で
計上していない。空家募集に
ついては、過去の応募状況等
を参考に、多子世帯向けを含
めた特定目的住宅の募集戸数
をその都度検討するため、目
標値は定めていない。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も現行の取り組み方針を
継続する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・既存のしみんだよりやホー
ムページ・子育て世帯向け冊
子等による広報に加えて、さ
らなる広報活動を検討し、今
後も現行の取り組みを継続す
る。

・空家募集の広報活動を強化
し、より多くの方々に知って
もらえるよう、引き続き取り
進めてほしい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

市営住宅の3ＤＫ若しくは3ＬＤＫの空家募集において、18歳未満の児童
が3人以上いる世帯（多子世帯）に対する優先入居制度を実施します。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 116 事業名 公共賃貸住宅における子育て世帯向けの優先入居制度の活用 部名 市民生活部 課名 住宅課

事業内容

指標
子育て世帯向け住宅の
新規募集件数（件）

平成26年度
実績値

20

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 26,000 千円 (予算) 15,600 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 25,429 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 20 (目標) 12 (目標) 10 (目標) 10 (目標) 10

(実績) 22 (実績) (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

子育て世帯向けとして22件空
家募集し、20件入居した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

22件中2件については、募集
したにも関わらず応募がな
かった。今後は、子育て世帯
の需要をより見極め、募集住
宅を選定する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・既存のしみんだよりやホー
ムページ・子育て世帯向け冊
子等による広報に加えて、さ
らなる広報活動を検討し、今
後も現行の取り組みを継続す
る。
・民間賃貸住宅の活用による
家賃補助制度への転換を検討
する。

・空家募集の広報活動を強化
し、より多くの方々に知って
もらえるよう、引き続き取り
進めてほしい。
・民間賃貸住宅の活用による
家賃補助制度への転換を検討
すべきではないか。住居費の
負担は大きいため市の財政負
担も大きいが、出生率のアッ
プや人口増にもつながるので
はないか。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもに直接的・間接的に
関連する施策ですか

○

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

市営住宅の空家募集において、同居親族に小学校就学前の児童がいる世
帯（子育て世帯）に対する優先入居制度を実施します。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ
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平成29年度保育料改正検討資料（内閣府提供平成29年予算案資料より抜粋）

平成29年度における幼児教育の段階的無償化の推進について（嘉）

1．市町村民税非課税世帯の来2子無償化

「T毒盲諸式芯詣‾嵩諒定言戎芯蒜‾詣証言琵丁；蒜HU
l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■　L

＜所要額（公費ベース）＞
1号：約31億円　※眈囲奨励費含む

2・3号：約37億円

1別添資料可

2．年収約360万円未満相当世帯の保護者負担軽減

◆ひとり親世帯等の保護者負担の軽減措置を更に拡充する。　※ひとり親世帯等l±っいて、第3階層は第2子以降、第2階層は

01号認定子どもについて
第1子以降は、既に無償。

上　階配分　　保護芸望慧浩範）保諾慧月槌）萱l

l

l．‾▲▲‾▲　‾

：軍至鱒犀

間諜慧雫認諾雲。未満相当，針子15・100円　　7・550円（負担軽減後の梢）：
一・・．．－＿＿＿＿＿＿●●●＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿●＿＿＿●●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l

02i3号認定子どもについて

宣芸詭謂艶。未別当）銅15・500円　7・750円（負担軽減後の半額）童

平成29年度（負担軽減の拡充）

保護者負担額（月額）

※下記の保護者負担転は全て3歳以上児の保育標準時間認定の場合
l l

璽還器慧荒帯まで）銅27・000円
■■■■■●■－－＿■＿－■＿－－－－＿＿－＿－一＿－－＿■■＿■＿－■＿■■－＿■■＿■－－－＿■＿●－－＿－－＿■－＿－

13．幻0円（基準級表の半紙）；
l

l

．＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l

◆その他の世帯の保護者負担を以下のとおり軽減する。

01号認定子どもについて

＿華三三竺＝I　≡二：…二……≡
（同左）　　　　　　　　l

L空盤抱盟友已表売超剋…＿…日日二∴……＿＿…＿＿日日＿＿●‥…＿＿…＿…＿＿…＿＿…王

○　平成軍9年度予算案に基づき国が定める利用者負担の上限額基準（国庫（都道府県）負担金の精算基準）は、以下のとおり。

注：音字、緑字、赤字は平成29年度における「幼児教育の無償化に向けた取組の段階的推進」によるもの。

教育標準時間認定の子とも　　　　　　　　　　　　　　　　　保育認定の子とも

（1号認定）　　　　　　　　　　　（2号認定：満3歳以上）　　（3号認定：満3歳未満）

．■引卜年髭膿なし　サ・郡・ペ叫弊引裂射掬

■■階層．区分 ��� 

－ 

申年活卑鱒鱒華‡二 ����0円 

■．②市町ね民痩■－ ：．非挽税世帯＿ ・鱒博削亦課税鱒帯 ＿■ト約270万円）■ �含む】 ���　3．000円 　【0円〕 ※第2子以降は0円 

：金市町村民税二二＝ 所得割譲税額・ �� � �16．100円う14．100円 

－77．100円以下－ ＝（～約36b万円〉・■・： ����【7．550円う3，000ぎ・丁・り 

20．500円 

④市町村民税‾ニー‾ ・・所得割課税額■1・∴ 

巨麿680万印 �� 

‾⑤市町村民税■：・ ‾所得劉課税額二■＿；■．≡ ・・・・211．201円以上‾－．■■ ；（約6約万由一）・■ �� ��25，700円 

多 �∴階層区分：二二… ��．‘：≡一利用者負担‾一一 ��∴二・・；利用者負担二三二． 

；三・保育顔準時間・・ �■・．療育短時間‥て �．保育標準時間・こ≡≡≡ �・■∴壌育桓由由∴ 

①生活．鱒護鱒帯・ニー ��0円 �0円 �0円 �0円 

子 力 �，②市町村民税　■＿ ��6．000円 �6．000円 �9．000円 �9．000円 

ウ �非跨覗世帯・・．・ ��〔0円〕 �〔0円〕 �〔0円〕 �〔0円】 
ン ト 年 齢 制 限 な し ／／： 有至 り； 小； 学： 校； 就： 学； 聖 �‥（－■約268万円）．：： � �※第2子以降は0円 �※第2子以降は0円 �※第2子以降は0円 �※第2子以降は0円 

＿③所鱒割抹税額． 二■48．6鱒円未満・1 ‾（⊥約330万円）■ ��16．500円 �16．300円 �19．500円 �19．300円 

〔7．750円・う6，000円〕 �〔7．650円・…浦．000円〕 �〔9，250円r…〉9．000円〕 �〔9，150円う9，000円〕 

⑥所得割課税額； 57．700円未満・■■■■ ��27，000円 �26．600円 �30，000円 �29．600円 

・〔77JlO1円未満〕■ （－約360万円）＿ � �〔13．5∞円や6，000円〕 �【13．3∞円う6′000円〕 �〔裏りX旧円や9．000円〕 �【14．8∞円ヰ9．000㌢・T量〕 

二97．000円未満 （γ約470万円）■ � �27．000円 �26，600円 �30．000円 �29．600円 

：＠節婦鱒鱒税額 169▲000円未満 （＿一約朗0万円）＝ � �41，500円 �40，900円 �44．500円 �43．900円 

■＝⑥所得由課痘痕 ‾301．m円未満 （一約930万円） � �58．000円 �57．100円 �61，000円 �60．100円 

＿⑦所縁割課税領 一＿甲7J000円未満 ・＿（～1，130万円） � �77，000円 �75．800円 �80．000円 �78．800円 

‾・⑧印褐削課税額 397，000円以上・ （1」130万円γ） ��101，000円 �99．400円 �104．000円 �102．400円 

※1〔〕書きは、ひとり観世軋在宅障害児（者）のいる世取その他の世帯（生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると市町村の長が認めた世帯）の乳
※2　鴻3歳に到達した日の属する年度中の2号認定の利用者負担額は、3号認定の額を適用する。
※31号認定は小学3年以下の範臥2・3号認定は小学校就学朝の範囲において、特定教育・保育施設等を同時に利用する最年長の子どもから順に2人目は上記の半額、3人日以降については0円とする〉
ただし．年収約360万円未満相当の世帯においては多子のカウ／トにおける年齢制限を撤廃し、年収約360万円未満相当のひとり親世帯等については2人目以降については0円とする。
※4　給付削頭を限度とする。
※51号隠定においては、平成26年度の保育料等の額が市町村が定める利用者負担額よりも低い私立幼稚園・認定こども閲については、現在の水準を基に各施設で定める顎とすることも認める（経過措置）。



子どもの貧困対策 



子どもの貧困対策 

子どもの貧困とは 

等価可処分所得の中央値の５０％以下の所得、つまり一般的
な水準の半分にも満たない水準で暮らしている１７歳以下の子
どもの存在及び生活状況。 
 

 

子どもの貧困指標である子どもの貧困率が、 
H25年度厚生労働省調査で過去最悪の値を記録。 



子どもの貧困対策 

子どもの貧困 

子どもの貧困率 
           １６．３％ 
（６人に一人が貧困状態） 
 
  

子どものいる現役世帯の 
うち大人が１人の貧困率 
           ５４．６％ 
（２人に一人が貧困状態） 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

子どもの貧困対策の推進に関する法律    
（公布 平成25年6月26日  施行 平成26年1月17日） 

 

国 地方公共団体 

勘案 

子どもの貧困対策会議 
［会長：内閣総理大臣］ 

子どもの貧困対策に関する大綱 
【閣議決定】 

都道府県子どもの貧困対策計画
【策定努力義務】 

子どもの貧困対策を総合的に推進するための枠組みづくり 

密接な連携 
大綱案 
の作成 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

•子供の将来がその生まれ育った環境に
よって左右されることのないよう、また、貧
困が世代を超えて連鎖することのないよう、
必要な環境整備と教育の機会均等を図る。 

•全ての子供たちが夢と希望を持って成長
していける社会の実現を目指し、子供の
貧困対策を総合的に推進する。 

目的・理念 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

1. 貧困の世代間連鎖の解消と積極的な人材育成を
目指す 

2. 第一に子供に視点を置いて、切れ目のない施策の
実施等に配慮する。 

3. 子供の貧困の実態を踏まえて対策を推進する。 

4. 子供の貧困に関する指標を設定し、その改善に向
けて取り組む。 

5. 教育の支援では、「学校」を子供の貧困対策のプ
ラットフォームと位置付けて総合的に対策を推進す
るとともに、教育費負担の軽減を図る。 

基本的な方針 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

6. 生活の支援では、貧困の状況が社会的孤立を深刻
化させることのないよう配慮して対策を推進する。 

7. 保護者の就労支援では、家庭で家族が接する時間を
確保することや、保護者が働く姿を子供に示すことな
どの教育的な意義にも配慮する。 

8. 経済的支援に関する施策は、世帯の生活を下支えす
るものとして位置付けて確保する。 

9. 官公民の連携等によって子供の貧困対策を国民運
動として展開する。 

10. 当面今後5年間の重点施策を掲げ、中長期的な課題
も視野に入れて継続的に取り組む。 

基本的な方針 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

•生活保護世帯に属する子供の 

高等学校等進学率・高等学校等中退率・ 

大学等進学率・就職率 

•児童養護施設の子供の進学率及び就職率 

•ひとり親家庭の子供の 

 就園率（保育所・幼稚園）・ 

進学率及び就職率 

子どもの貧困に関する指標 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

•スクールソーシャルワーカーの配置人数、   
スクールカウンセラーの配置率 

•就学援助制度に関する周知状況 

•日本学生支援機構の奨学金の貸与基準を満た
す希望者のうち、奨学金の貸与を認められた者
の割合 

•ひとり親家庭の親就業率 

•子供の貧困率 

•子供がいる現役世帯のうち大人が1人の貧困率 

子どもの貧困に関する指標 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

•教育の支援 

•生活の支援 

•保護者に対する就労の支援 

•経済的支援 

•子供の貧困に関する調査研究等 

•施策の推進体制等 

指標の改善に向けた重点施策 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

すべての子どもの安心と希望の実現プロジェ
クト     （平成26年8月29日閣議決定） 

Ⅰ ひとり親家庭・
多市世帯等自立
応援プロジェクト 

Ⅱ 児童虐待防止
対策強化      
プロジェクト 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

Ⅰ ひとり親家庭・他市世帯等自立応援プロジェクト 

•就業による自立に向けた支援を基本にしつつ、子育
て・生活支援、学習支援などの総合的な取組を充実 

•具体的には、ひとり親家庭が孤立せず支援につながる
仕組みを整えつつ、生活、学び、仕事、住まいを支援
するとともに、ひとり親家庭を社会全体で応援する仕
組みを構築 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

Ⅰ ひとり親家庭・他市世帯等自立応援プロジェクト 

【主な内容】 

 自治体の窓口ワンストップ化の推進 

 子どもの居場所づくりや学習支援の充実 

 親の資格取得の支援の充実 

 児童扶養手当の機能の充実  など 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

• 児童虐待について、発生予防から発生時の迅速・
的確な対応、自立支援まで、一連の対策を更に強
化。 

Ⅱ 児童虐待防止対策強化プロジェクト 



子どもの貧困対策 ①国の状況 

【主な内容】 

 子育て世代包括支援センターの全国展開 

 児童相談所体制強化プラン（仮称）の策定 

 里親委託等の家庭的養護の推進 

 退所児童等のアフターケア  など 

Ⅱ 児童虐待防止対策強化プロジェクト 



子どもの貧困対策 ②県の状況 

社会生活上の困難を抱える子どもを支援
する奈良県計画 （平成28年3月策定） 

 

基本目標 

 すべての子どもがその将来に夢や希望を持って        

              成長していける 奈良県の実現 

1. 経済的困難等にかかわらず、才能や希望を実現できるよう子どもへ
の支援を行います。 

2. 子どもと家庭に寄り添い、より実効性のある支援となるよう行政と地
域が連携して施策を推進します。 



子どもの貧困対策 ②県の状況 

支援の対象となる子ども 

•生活保護、就学援助等生活困窮世帯の   
子ども                            
生活保護 約3,000人 就学援助 約12,600人 

•ひとり親世帯で経済的困難等を抱える子ども   
約8,000人 

•社会的養護の子ども 約450人 



子どもの貧困対策 ②県の状況 

社会的養護の
子ども           
約450人 

生活保護世帯の  
子ども                   

約3,000人  

ひとり親世帯で経済的困難等       
を抱える子ども                        
約8,000人 

就学援助世帯の子ども                    
約12,600人 



子どもの貧困対策 ②県の状況 

施策の骨子 

•学力の向上、困難を「生きる力」の育成 

•安心、安全な居場所づくり 

•家庭の生活を下支えする 

•福祉、教育等行政と地域が連携した支
援の推進 



子どもの貧困対策 ③市の状況 

子どもの貧困率をあてはめると 

約
53,000
名 

16.3% 
約

8,700
名 

奈良市     
１８歳未満人口  

子どもの 
貧困率  

奈良市の 
支援対象数  



子どもの貧困対策 ③市の状況 

子どもの貧困率をあてはめると 

約8,700名 

小学校 
2,800名程度            
中学校 

1,500名程度 



子どもの貧困対策 ③市の状況 

子どもの貧困率をあてはめると 

就学前 
2,800名
程度  

小学校 
2,800名
程度 

中学校 
1,500名
程度 

高校等 
1,500名
程度 



子どもの貧困対策 ③市の状況 

実態調査 

• アンケート
調査 

• ヒアリング
調査 

計画骨子
の作成 

パブリック
コメントの
実施 

計画及び
概要版の
作成 
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子どもの豊かな未来応援プラン 
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１－１ 策定の趣旨 

  

平成 25 年の国民生活基礎調査（厚生労働省）によると、平成 24年時点の「子どもの貧

困率」1は 16.3％、6人に 1人が相対的貧困の状態であり過去最高となるとともに、特に、

子どもがいる現役世帯（世帯主が 18 歳以上 65 歳未満）のうち大人が一人である世帯の貧

困率は 54.6％と大人が二人以上いる世帯に比べ高くなっています。 

そこで、子どもたちの将来とわが国の未来をより一層輝かしいものとするために、国で

は、平成 25 年 6 月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が成立し、平成 26 年１月

に施行されました。 

 

その後「子どもの貧困対策に関する検討会」での検討・調整を経て、国は平成 26年 8月、

すべての子どもたちが夢と希望を持って成長していける社会の実現を目指し、子どもの貧

困対策を総合的に推進するため「子供の貧困対策に関する大綱」を策定しました。 

 このような国の動きを踏まえて奈良県は、経済的困難及び社会生活上の困難を抱える子

どもと家庭の「生きづらさ」に寄り添い、子どもの健やかな育ちを支援する総合的な施策

を推進するため、子どもの貧困対策の推進に関する法律第 9条に基づき「経済的困難及び

社会生活上の困難を抱える子どもを支援する奈良県計画」を平成 28年 3月に策定しました。 

 

本市においては、平成 27年 3 月に、子ども・子育て支援に関する施策を幅広く網羅した

「奈良市子ども・子育て支援事業計画～奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン～」を

策定するとともに、子どもへの支援及び子育て支援を社会全体で取り組み、子ども参加に

よって大人とともにまちづくりを進めることを目的とした「奈良市子どもにやさしいまち

づくり条例」を平成 27年 4 月に施行するなどしてきました。  

 

こうした状況の中、平成 28 年 11 月に「子どもの生活に関するアンケート」を実施し、

子どもの生活実態や状況等の把握をおこないました。その上で、奈良市の未来を創る子ど

もたちの健やかな成長を支え、将来の可能性をより高めるために、「奈良市子どもの豊かな

未来応援プラン（奈良市子どもの貧困対策計画）」を策定することとします。 

                                                   
1 子どもの貧困率とは、17 歳以下の子ども全体に占める、貧困線に満たない 17 歳以下の子どもの割合をいいます。貧困線とは、等価可

処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の中央値の半分をいいます。 

 子どもの貧困率を諸外国と比較すると、平成 22 年ではＯＥＣＤ加盟 34 か国中 25 位と先進国の中でも厳しい状況にあることが指摘さ

れています。 

第１章 計画の策定にあたって 
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１－２ 計画の位置付け 

 

本計画は、子どもの貧困対策の推進に関する法律第 4条に基づくものであるとともに、「奈

良市第 4次総合計画」及び「奈良市子ども・子育て支援事業計画」を上位計画とします。 

計画の推進にあたっては、関連する本市の各分野の計画との連携・整合性を十分に考慮

しつつ、柔軟に施策を展開していくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良市第 4 次総合計画 ＜基本構想・基本計画（前期・後期）＞ 

 

 
 

奈良市子ども・子育て 

支援事業計画 
 

 
 

奈良市母子家庭・父子家庭等
自立促進計画 

奈良市地域福祉計画 

奈良市障害者福祉基本計画 
奈良市障害福祉計画 

奈良市 21健康づくり計画 

奈良市教育振興基本計画 

奈良市男女共同参画計画 

奈良市市民参画及び協働による
まちづくり推進計画 

奈良市住生活基本計画 

奈良市子どもの豊かな未来応援プラン 

奈良市子どもにやさしいまちづくり条例 

参考：本計画の位置付け 

 
奈良市子ども・子育て支援事業計画 
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１－３ 計画のめざす姿 

 

 本計画では、「奈良市子ども・子育て支援事業計画」の基本理念「すべての子どもが今を

幸せに生き、夢と希望を持って成長できるまち なら」を受け、子どもの将来がその生ま

れ育った環境によって左右され、経済的困難な状況が世代を超えて連鎖することがないよ

う、教育の機会均等や必要な環境整備等を図り、すべての子どもがその将来に夢や希望を

持って成長していける社会を実現していきます。 

また、「子どもの貧困」については、経済的貧困のみではなく、社会的・文化的な環境が

十分ではない状況におかれていることが多く、複雑な課題を子どもも保護者も抱えていま

す。 

そのため子どもの貧困対策推進施策として「教育支援の充実」「生活支援の充実」「経

済的支援の充実」「関係機関と連携した支援の整備」の 4つを施策の柱に位置づけ、施策

の充実を図ります。 

 

 

１－４ 計画期間 

  

「奈良市子ども・子育て支援事業計画」の計画期間が平成 27 年度から平成 31年度まで

であることから、本計画の計画期間は平成 29 年度から平成 31 年度の 3か年とします。 

 ただし、制度改正などにより本計画の見直しが必要となった場合は、必要に応じて、見

直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 

      

参考：計画期間 

奈良市子ども・子育て支援事業計画 

奈良市子どもの豊かな未来応援プラン 
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5,223 5,344 5,401 5,442 5,492 

8,002 8,018 7,979 7,908 7,877 

1,591 1,500 1,401 1,368 1,272 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

被保護世帯数 被保護世帯人員 生活保護世帯における子どもの数

 

 

 

２－１ 統計データからの現状 

 

①０～18歳人口と割合の推移 

 本市の０～18 歳人口は、平成 24 年の 60,116 人から平成 28 年の 57,208 人へと減少傾向

にあります。 

 また、全人口に占める０～18 歳人口の割合も減少しています。 

 

 

 

 

 
 

       

        
        
        
        
        
        
        
        
 

       
        
 

 

②被保護世帯数等の推移 

 被保護世帯数は、平成 24 年度の 5,223 世帯から平成 28 年度の 5,492 世帯へと増加傾向

にあります。また、生活保護世帯における子どもの数は、平成 24 年度の 1,591 人をピーク

に減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 市の子どもを取り巻く現状と課題 

（世帯・人） 

図：被保護世帯数等の推移 

※資料：奈良市調べ（各年度 4月 1日現在） 

 

 

（人） 

図：０～18 歳人口と割合の推移 

※資料：統計なら（各年 4月 1日現在） 

（％） 
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0

100

200

300
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500
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700

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

身体的虐待 ネグレクト 心理的虐待 性的虐待

2,858 
2,764 2,748 2,750 

2,829 

10.9 10.7 10.9 11.1 11.6 

0.0

5.0

10.0

15.0

2,000

2,500

3,000

3,500

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

就学援助 小学校児童・中学校生徒に対する割合

③児童扶養手当受給者数の推移 

 児童扶養手当受給者数は、平成 24 年の 3,140 人をピークに減少傾向にあります。 

 

  

 

 

④就学援助認定者数の推移 

 就学援助認定者数は、平成23年度の2,858人から減少傾向にあり、平成25年度では2,748

人となっています。平成 26 年度・平成 27 年度はそれぞれ 2,750 人、2,829 人と増加してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤児童虐待種別相談件数の推移 

 児童虐待種別相談件数は、平成 23 年度の 338 件から平成 27 年度の 627 件へと増加傾向

です。 

また、児童虐待種別相談件数の構成割合は、年度により異なりますが、平成 27年度では

身体的虐待 27.6％、ネグレクト 28.5％、心理的虐待 43.5％、性的虐待 0.3％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

（人） 

（人） 

※資料：奈良市調べ（各年 4月 1日現在） 

 

図：児童扶養手当受給者数の推移 

※資料：奈良市調べ（児童生徒数：各年度 5月 1日現在） 

 

 

図：就学援助認定者数の推移 

（件） 

図：児童虐待種別相談件数の推移 

※資料：奈良市調べ 

 

 

（％） 

性的 
虐待 
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2,667 2,736 
2,859 2,860 

3,058 

15.6 
16.4 

17.4 17.8 
19.2 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

登録人数 小学校児童数に対する割合

 

⑥バンビーホーム（放課後児童クラブ）登録児童数の推移 

 バンビーホームの登録人数は、平成 24 年度の 2,667 人から増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦特別支援学級児童生徒数の推移 

 児童生徒数は、平成 24年度の 490 人から平成 28年度の 683 人へと増加傾向にあります。 

 

       

 

（人） （％） 

図：バンビーホーム（放課後児童クラブ）登録児童数の推移 

※資料：奈良市調べ（各年度 5月 1日現在） 

 

（人） 

※資料：奈良市調べ（各年度 5月１日現在） 

 

 

図：特別支援学級児童生徒数の推移 
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⑧中学校卒業者の卒業後の状況 

 高等学校等進学者が 98％程度で推移しています。 

 

 

区分 
平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 

卒業者 3,835 - 3,866 - 3,945 - 3,894 - 3,764 - 

総進学者（A)＋（B） 3,810 99.3 3,825 98.9 3,906 99.0 3,865 99.3 3,752 99.7 

高等学校等進学者(A) 3,777 98.5 3,796 98.2 3,861 97.9 3,832 98.4 3,719 98.8 

（B） 

専修学校（高等課

程）進学者 
28 0.7 23 0.6 41 1.0 30 0.8 22 0.6 

専修学校（一般課

程）等入学者 
5 0.1 6 0.2 3 0.1 3 0.1 8 0.2 

公共職業能力開

発施設等入学者 
- - - - 1 0.0 - - 3 0.1 

就職者（C） 6 0.2 6 0.2 2 0.1 4 0.1 1 0.0 

上記以外のもの 18 0.5 35 0.9 27 0.7 24 0.6 11 0.3 

死亡・不詳 1 0.0 - - 10 0.3 1 0.0 - - 

(A),(B)のうち就職してい

る者(D) 
- - - - - - - - 1 0.0 

総就職者（C）＋（D） 6 0.2 6 0.2 2 0.1 4 0.1 2 0.1 

 

 

⑨高等学校卒業者の卒業後の状況 

 平成 23年以降、大学等進学者が増加傾向であり、専修学校（専門課程）進学者が減少傾

向となっています。 

 

区分 
平成 23 年 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合 

卒業者 3,880 - 3,689 - 3,908 - 3,693 - 3,775 - 

総進学者（A)＋（B） 3,291 84.8 3,254 88.2 3,419 87.5 3,282 88.9 3,324 88.1 

大学等進学者(A) 2,477 63.8 2,473 67.0 2,566 65.7 2,453 66.4 2,623 69.5 

(B) 

専修学校（専門課

程）進学者 
403 10.4 370 10.0 373 9.5 316 8.6 214 5.7 

専修学校（一般課

程）等入学者 
408 10.5 406 11.0 478 12.2 510 13.8 486 12.9 

公共職業能力開

発施設等入学者 
3 0.1 5 0.1 2 0.1 3 0.1 1 0.0 

就職者（C） 234 6.0 177 4.8 230 5.9 227 6.1 217 5.7 

上記以外のもの 355 9.1 258 7.0 259 6.6 184 5.0 222 5.9 

死亡・不詳 - - - - - - - - - - 

(A),(B)のうち就職してい

る者(D) 
- - - - - - - - 1 0.0 

総就職者（C）＋（D） 234 6.0 177 4.8 230 5.9 227 6.1 218 5.8 

 

表：中学校卒業者の卒業後の状況 

※資料：統計なら（各年５月１日現在） 

 

 

表：高等学校卒業者の卒業後の状況 

※資料：統計なら（各年５月１日現在） 
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⑩平成 27年度全国学力・学習状況調査 調査結果（小学校 6年生） 

 国語Ａ、国語Ｂ、算数Ａ、算数Ｂで全国・奈良県より高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 27 年度全国学力・学習状況調査 調査結果（中学校 3年生） 

国語Ａ、国語Ｂ、数学Ａ、数学Ｂ、理科のすべてで全国・奈良県より高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70.0 
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75.2 
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図：平成 27 年度全国学力・学習状況調査 調査結果（小学校 6年生） 

図：平成 27 年度全国学力・学習状況調査 調査結果（中学校 3年生） 

※資料：平成 27 年度全国学力・学習状況調査 

 

 

※国語Ａ，算数・数学Ａ：主として「知識」に関する問題を中心とした出題   

国語Ｂ，算数・数学Ｂ：主として「活用」に関する問題を中心とした出題   

理科：主として「知識」に関する問題と「活用」に関する問題を一体的に出題 
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２－２ アンケート調査結果 

 

２－２－１ 調査概要 

 

【子ども・保護者アンケート】 

・調査概要 

調査対象 
市内公立小学 5年生の児童とその保護者 

市内公立中学 2年生の生徒とその保護者 

抽出方法 
市内公立小学 5年及び市内公立中学 2年の学年をそれぞれ学級単

位で無作為抽出 

調査方法 学校配布郵送回収 

調査期間 平成 28 年 11 月 25 日（金）～12 月 6 日（火） 

 

・調査結果 

 調査対象数 回答数 回収率 

保護者 

小学５年生 1,028 567 55.2% 

中学２年生 976 404 41.4% 

不明 － 54 － 

計 2,004 1,025 51.1% 

子ども 

小学５年生 1,028 567 55.2% 

中学２年生 976 405 41.5% 

不明 － 31 － 

計 2,004 1003 50.0% 

 

【支援者調査・事例収集調査】 

・調査概要 

調査対象 

市内関係機関等（庁内関係部署、保育園、小学校、中学校、NPO 法

人、公民館、社会福祉協議会、民生児童委員、地区社会福祉協議

会、地域子育て拠点センター） 

調査方法 郵送配布郵送回収 

調査期間 平成 28 年 11 月 25 日（金）～12 月 6 日（火） 

 

・調査結果  

 調査対象数 回答数 回収率 

支援者 58 51 87.9% 

事例収集 474 215 45.4% 

 

【ヒアリング調査】 

・調査概要 

調査対象 
市内関係機関（庁内関係部署、保育園、小学校、中学校、ＮＰＯ法

人、公民館、社会福祉協議会等） 

調査対象数 24 団体 

調査方法 支援者調査・事例収集調査等についての聞き取り 

調査期間 平成28年 12月 6日（火）、7日（水）、8日（木）、9日（金）、14日（水） 
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１００万円
未満

１００万円
以上２００
万円未満

２００万円
以上３００
万円未満

３００万円
以上４００
万円未満

４００万円
以上５００
万円未満

５００万円
以上６００
万円未満

６００万円
以上７００
万円未満

７００万円
以上８００
万円未満

８００万円
以上９００
万円未満

９００万円
以上１０００
万円未満

１０００万円
以上

わからない 無回答

２人

３人

４人

５人

６人

７人

８人以上

無回答

可処分所得

世
帯
人
数

相対的

貧困層

非相対的貧困層

２－２－２ 本調査における各分析指標の定義 

 

生活に困難を抱える子どもが増加することは、次世代の健全な育成、機会の均等という

観点から懸念される問題です。 

また、「中央教育審議会 次代を担う自立した青少年の育成に向けて（答申） 平成 19

年」では、「自己肯定感が高い子どもとは、「自分が価値のある存在である」と感じていた

り、自分に自信がある子どもだといえます。その特徴としては、様々な物事に取り組む意

欲が高いことがあげられます。学習や労働への意欲の減退だけでなく、成長の糧となる様々

な試行錯誤に取り組もうとする意欲そのものが減退している背景には、青少年の自己肯定

感の低さなどがみられる」ことが指摘されています。 

これらは、本市の子どもの貧困対策についても重要な考え方であるため、本調査では「相

対的貧困層」「自己肯定感」を次のように定義し、分析を行いました。 

 

①相対的貧困層分析概要 

本調査では、「親と子の生活意識に関する調査（内閣府 平成23年度）」における分析方

法を参考に、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所

得）の中央値の半分（貧困線）に満たない世帯を、相対的貧困層と想定しました。 

しかし、本調査では世帯人数と可処分所得の回答のみで相対的貧困層と非相対的貧困層

を区分しており、相対的貧困層に該当した世帯すべてが実際の生活に困難を抱えているも

のではありません。 

（内閣府調査では、世帯人数と世帯収入（税込）との関係で分類しており、本調査とは

世帯収入の選択肢区分が異なる） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②自己肯定感（※）分析概要 

自己肯定感を高めるには、乳幼児期に保護者をはじめとする特定の保育者がしっかりと

子どもに関わり、愛着形成や情緒の安定と基本的な生活習慣の定着をはかることが大切で

す。 

さらに学齢期以降の学習習慣の基盤をつくるとともに学習意欲や課題や困難に立ち向か

表：本調査における相対的貧困層の考え方 
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13.4 69.9 16.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（n=1025）

相対的貧困層 非相対的貧困層 不明

9.6 

42.3 

3.8 

0.8 

0.7 

0.8 

0.1

0.7

89.6

56.2

95.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（n=1,025）

相対的貧困層（n=137）

非相対的貧困層（n=716）

母子世帯 父子世帯 養育者世帯 それ以外の世帯

う精神力の基盤をつくることが非常に重要です。 

本調査では、子どもの自己肯定感に関する項目を設け（「頑張れば、成果が出せる」「自分は

価値のある人間だと思う」「自分には良いところがある」「不安に感じるところはない」「孤独を

感じることはない」「自分の将来が楽しみだ」）、それぞれの選択肢にポイントをつけ、自己肯定

感を「高」「中」「低」に分類しどのような傾向があるかその実態の把握に努めました。 

 

選択肢 ﾎﾟｲﾝﾄ  ﾎﾟｲﾝﾄ 自己肯定感 

あてはまる ４  ６－11 低 

どちらかといえば、あてはまる ３  12－18 中 

どちらかといえば、あてはまらない ２  19－24 高 

あてはまらない １ ※６つの全ての項目に回答し 

た子ども（小学生・中学生） 

が分類の対象 
  

 

２－２－３ 基本状況 

 

【保護者アンケート調査より】 

①相対的貧困層の割合 

相対的貧困層の割合は 13.4％となっています（無回答を集計に含めない場合 16.1％）。 

 

 

 

 

 

②世帯状況 

 「母子世帯」が 9.6％、「父子世帯」が 0.8％、「養育者世帯」が 0.1％、「それ以外の世帯」

が 89.6％です。 

また相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「母子世帯」の割合が高く、「それ以外

の世帯」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表：本調査における自己肯定感分類の考え方 

（％） 

（％） 
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94.1 

95.9 

79.3 

2.1 

1.7 

6.5 

1.0 

0.6 

5.4 

1.2 

0.8 

5.4 

1.6 

1.1 

3.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（n=1,003）

授業がわかる層（n=905）

授業がわからない層（n=92）

遅刻はしない 週に１回程度 週に２～３回 毎日・ほぼ毎日 無回答

38.2 

48.0 

24.7 

52.0 

45.9 

60.5 

6.2 

4.2 

8.6 

1.7 

0.9 

3.0 

1.3 

0.5 

2.5 

0.6 

0.5 

0.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（n=1,003）

小学生（n=567）

中学生（n=405）

よくわかる だいたいわかる あまりわからない

ほとんどわからない わからない 無回答

２－２－４ 学習・学力について 

 

【子どもアンケート調査より】 

③学校の授業の理解度 

「だいたいわかる」と回答した割合が 52.0％と最も高く、次いで「よくわかる」が 38.2％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学校の授業の理解度と遅刻との関係） 

学校の授業の理解度について、「よくわかる」「だいたいわかる」を【授業がわかる層】、

「あまりわからない」「ほとんどわからない」「わからない」を【授業がわからない層】と

分類しました。 

学校の授業がわからない層では学校の授業がわかる層と比べて、「遅刻はしない」と回答

した割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 
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7.5 

6.4 

18.5 

15.1 

13.6 

29.3 

27.6 

28.6 

18.5 

26.5 

27.5 

18.5 

14.4 

14.5 

13.0 

7.9 

8.5 

2.2 

1.1

0.9

0 20 40 60 80 100

全体（n=1,003）

授業がわかる層（n=905）

授業がわからない層（n=92）

まったくしない ３０分より少ない

３０分以上、１時間より少ない １時間以上、２時間より少ない

２時間以上、３時間より少ない ３時間以上

無回答

33.0 

30.6 

57.6 

34.1 

35.5 

22.8 

19.4 

20.1 

13.0 

8.7 

9.3 

3.3 

2.2 

2.3 

1.1 

1.6 

1.7 

1.1 

1.0 

0.6 

1.1 

0 20 40 60 80 100

全体（n=1,003）

授業がわかる層（n=905）

授業がわからない層（n=92）

まったくしない ３０分より少ない

３０分以上、１時間より少ない １時間以上、２時間より少ない

２時間以上、３時間より少ない ３時間以上

無回答

（学校の授業の理解度と授業以外の勉強時間との関係） 

学校の授業がわからない層では学校の授業がわかる層と比べて、「まったくしない」と回

答した割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（学校の授業の理解度と読書時間との関係） 

学校の授業がわからない層では学校の授業がわかる層と比べて、「まったくしない」と回

答した割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 
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0.1 

10.1 

3.0 

72.0 

2.5 

5.4 

0.6 

3.2 

1.7 

1.4 

0.7 

22.6 

3.6 

53.3 

0.7 

10.2 

0.0 

4.4 

2.2 

2.2 

0.0 

6.1 

3.2 

77.5 

3.2 

4.3 

0.7 

2.5 

1.3 

1.1 

0 20 40 60 80 100

中学校

高等学校

短大

大学

大学院

専修学校・各種学校

その他

わからない

特にない

無回答

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

【保護者アンケート調査より】 

④希望とするお子さんの進学 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「高等学校」の割合が高く、「大学」の割合

が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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6.8 

22.1 

9.0 

15.7 

15.5 

8.7 

19.3 

3.0 

48.7 

2.1 

6.0 

15.3 

1.1 

13.9 

15.7 

9.7 

9.2 

3.4 

56.1 

2.3 

7.7 

31.9 

20.2 

17.8 

15.6 

7.2 

34.1 

2.0 

37.3 

2.0 

0 10 20 30 40 50 60 70

おうちのこと・家族のこと

学校や勉強のこと

クラブ活動のこと

自分のこと

ともだちのこと

好きな人のこと

進学・進路のこと

その他のこと

いやなやことや悩んでいることはない

無回答

全体（n=1,003） 小学生（n=567） 中学生（n=405）

２－２－５ 生活状況について 

 

【子どもアンケート調査より】 

⑤いやなことや悩んでいること 

いやなことや悩んでいることで一番回答が多いのは「学校や勉強のこと」が 22.1％とな

っています。「いやなことや悩んでいることがない」を選択している子どもには自己肯定感

が高い傾向がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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60.6 

11.8 

6.8 

49.2 

5.4 

19.1 

0.6 

3.8 

0.5 

0.3 

0.8 

0.6 

16.2 

1.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

お母さん・お父さん

きょうだい

おばあさん・おじいさん・親せき

学校のともだち

学校以外のともだち

学校の先生

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー

学校以外の先生

近所の人・地域の人

子ども専用の電話相談

インターネットなどで知りあった直接会ったことのない人

その他の人

だれにも相談しない

無回答

全体（n=1,003）

60.6 

11.8 

6.8 

49.2 

5.4 

19.1 

0.6 

3.8 

0.5 

0.3 

0.8 

0.6 

16.2 

1.7 

65.6 

13.2 

9.5 

41.3 

3.4 

18.3 

0.7 

2.3 

0.9 

0.5 

0.0 

0.5 

16.4 

1.8 

54.3 

10.4 

3.5 

60.7 

7.9 

20.2 

0.5 

5.4 

0.0 

0.0 

2.0 

0.5 

15.3 

1.2 

0 10 20 30 40 50 60 70

お母さん・お父さん

きょうだい

おばあさん・おじいさん・親せき

学校のともだち

学校以外のともだち

学校の先生

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー

学校以外の先生

近所の人・地域の人

子ども専用の電話相談

インターネットなどで知りあった直接会ったことのない人

その他の人

だれにも相談しない

無回答

全体（n=1,003） 小学生（n=567） 中学生（n=405）

55.4 

62.6 

45.9 

36.9 

30.2 

45.7 

4.0 

3.4 

4.9 

3.7 

3.9 

3.5 

0 20 40 60 80 100

全体（n=1,003）

小学生（n=567）

中学生（n=405）

高 中 低 無回答

⑥相談相手 

「お母さん・お父さん」と回答した割合が 60.6％と最も高く、次いで「学校のともだち」

が 49.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦子どもの自己肯定感（Ｐ10 参照） 

また小学生では中学生と比べて、自己肯定感が「高」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 
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19.0 

4.4 

5.1 

66.4 

16.8 

41.6 

5.1 

5.8 

8.0 

3.6 

8.0 

18.2 

15.3 

27.7 

6.6 

14.6 

19.7 

21.9 

20.4 

9.5 

30.7 

21.2 

21.9 

48.2 

21.9 

23.4 

32.1 

2.2 

16.8 

2.9 

34.3 

27.0 

29.2 

43.8 

30.7 

1.5 

17.5 

2.9 

29.9 

2.2 

2.2 

2.9 

3.6 

2.2 

2.9 

3.6 

2.2 

2.2 

0 20 40 60 80 100

勉強をみる

体を動かす

遊ぶ（テレビゲーム・トランプ・オセロ

など）

学校生活の話をする

政治経済・社会問題などのニュース

の話をする

テレビ番組（ニュースをのぞく）の話

をする

いっしょに料理をする

いっしょに外出をする

ほぼ毎日 週に３～４回 週に１～２回

月に１～２回 めったにない 無回答

20.3 

1.8 

4.2 

73.5 

20.9 

47.2 

1.8 

5.3 

14.9 

4.1 

6.7 

14.0 

25.1 

26.8 

6.1 

13.4 

22.8 

20.5 

21.2 

9.2 

27.0 

17.2 

16.2 

47.9 

16.6 

28.5 

31.7 

1.8 

15.4 

4.5 

35.1 

28.6 

24.7 

44.0 

35.2 

0.8 

10.8 

3.6 

39.9 

3.8 

0.7 

1.1 

1.0 

0.7 

0.8 

0.7 

0.8 

1.0 

0 20 40 60 80 100

勉強をみる

体を動かす

遊ぶ（テレビゲーム・トランプ・オセロ

など）

学校生活の話をする

政治経済・社会問題などのニュース

の話をする

テレビ番組（ニュースをのぞく）の話

をする

いっしょに料理をする

いっしょに外出をする

ほぼ毎日 週に３～４回 週に１～２回

月に１～２回 めったにない 無回答

【保護者アンケート調査より】 

⑧子どもとの関わり 

 相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、『学校生活の話をする』・『テレビ番組（ニュ

ースをのぞく）の話をする』で「ほぼ毎日する」の割合が低くなっています。 

 

（相対的貧困層）               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（非相対的貧困層） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 

勉強をみる 

体を動かす 

遊ぶ（テレビゲーム・トラン
プ・オセロなど）） 

学校生活の話をする 

政治経済・社会問題などのニュ
ースの話をする 

テレビ番組（ニュースをのぞ
く）の話をする 

いっしょに料理をする 

いっしょに外出をする 

いっしょに外出をする 

いっしょに料理をする 

テレビ番組（ニュースをのぞ
く）の話をする 

政治経済・社会問題などのニュ
ースの話をする 

学校生活の話をする 

遊ぶ（テレビゲーム・トラン
プ・オセロなど）） 

体を動かす 

勉強をみる 
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22.3 

36.8 

37.9 

28.5 

6.5 

24.4 

34.3 

9.5 

10.0 

16.8 

5.4 

1.3 

6.8 

16.8 

27.7 

28.5 

24.8 

10.9 

23.4 

39.4 

27.7 

11.7 

16.1 

2.9 

2.2 

13.9 

22.9 

38.4 

39.1 

29.1 

5.4 

26.0 

34.9 

6.3 

10.9 

17.7 

5.6 

1.1 

5.0 

0 10 20 30 40 50

子どもの健康管理・食生活の管理

子どもの生活態度・生活習慣のしつけ

子どもの学力・学習習慣

反抗期や思春期の子どもへの接し方

保育料、学費など学校等にかかる費用

学習塾や習い事の費用

将来の進学に向けた学資の準備

生活費全般の確保

子どもと一緒に過ごす時間の確保

仕事と子育ての両立

特にない

その他

無回答

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

⑨子育てをしていて特に大変だと感じること 

「子どもの学力・学習習慣」と回答した割合が 37.9％と最も高く、次いで「子どもの生

活態度・生活習慣のしつけ」が 36.8％となっています。 

相対的貧困層では、「将来の進学に向けた学資の準備」と回答した割合が 39.4%と最も高

くなっています。また、非相対的貧困層と比べると「生活費全般の確保」の割合が高く、「子

どもの生活態度・生活習慣のしつけ」「子どもの学力・学習習慣」の割合が低くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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57.2 

28.9 

24.0 

1.7 

12.6 

6.0 

2.9 

0.8 

0.3 

5.2 

1.4 

2.7 

25.0 

1.8 

58.4 

30.7 

29.9 

2.9 

21.9 

8.8 

9.5 

2.9 

0.0 

7.3 

1.5 

3.6 

20.4 

0.7 

58.0 

27.2 

24.3 

1.3 

11.3 

5.3 

2.0 

0.6 

0.4 

4.5 

1.3 

2.9 

25.7 

1.1 

0 10 20 30 40 50 60 70

学力・進学

しつけ

友人関係

異性関係

病気・健康問題

いじめ

不登校

非行

家庭内暴力

就職

結婚

その他

特にない

無回答

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

 

⑩子どもに対する悩み 

全体では、「学力・進学」と回答した割合が 57.2％と最も高く、次いで「しつけ」が 28.9％

となっています。 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「病気・健康問題」「不登校」の割合が高く

なっており、「特にない」が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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31.6 

41.7 

23.7 

13.1 

22.0 

8.3 

23.0 

17.2 

30.9 

2.3 

21.3 

1.2 

60.6 

65.0 

29.9 

17.5 

32.8 

13.9 

35.0 

21.9 

36.5 

3.6 

9.5 

0.7 

27.8 

40.1 

23.2 

12.7 

20.3 

7.1 

21.8 

16.9 

30.7 

2.2 

22.8 

0.6 

0 20 40 60 80

生活費に関すること

子どもの養育にかかる費用に関すること

仕事に関すること

住宅に関すること

健康に関すること

対人関係に関すること

老後に関すること

家族に関すること

子どもに関すること

その他

特に悩んでいることはない

無回答

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

⑪ご自身の生活に関する悩み 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「生活費に関すること」「健康に関すること」

「子どもの養育に関する費用のこと」「老後に関すること」の割合が高く、「特に悩んでい

ることはない」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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68.1 

46.3 

19.2 

7.0 

16.5 

0.6 

0.3 

0.3 

0.0 

2.1 

2.2 

4.4 

8.2 

3.4 

62.0 

45.0 

19.4 

7.0 

14.0 

0.8 

1.6 

0.0 

0.0 

3.1 

4.7 

7.8 

8.5 

1.6 

69.9 

47.4 

20.9 

7.7 

17.9 

0.5 

0.2 

0.5 

0.0 

1.9 

2.1 

4.0 

8.0 

2.7 

0 20 40 60 80 100

家族・親族

友人・知人

職場の人

子どもの通う学校等

子どもの友達の親

子育てサークル・団体

ＮＰＯなどの民間の団体

インターネットの児童サイトやＳＮＳ

民生委員・児童委員

公的な相談窓口（市役所・こども家庭相談センター等）

その他

適当な相談相手がいない、適当な相談相手がいなかった

相談しない、相談しなかった

無回答

全体（n=903） 相対的貧困層（n=129） 非相対的貧困層（n=627）

⑫悩みの相談相手 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「適当な相談相手がいない、いかった」の割

合が高く、「家族・親族」の割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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15.3 

12.4 

37.2 

17.5 

34.3 

21.2 

21.9 

11.7 

21.9 

38.0 

35.8 

32.8 

24.8 

29.9 

30.7 

24.8 

22.6 

23.4 

27.7 

24.1 

13.9 

35.8 

19.7 

31.4 

29.9 

32.8 

25.5 

17.5 

19.7 

9.5 

19.7 

10.9 

15.3 

20.4 

29.2 

25.5 

1.5 

7.3 

6.6 

1.5 

2.9 

1.5 

2.9 

3.6 

2.9 

0.7 

0.7 

2.2 

0.7 

0 20 40 60 80 100

現在、自分の生活は充実している

将来に希望をもっている

ありのままの自分を認めてくれる人

がいる

今の生活はつらいことの方が多い

働いても働いても生活が楽にならな

い

仕事と子育てで、心身ともに余裕が

ない

いろんなプレッシャーに、押しつぶさ

れそうな気持になる

いつもまわりの人の目が気になる

どこまでがんばればよいのかわから

ない

あてはまる ややあてはまる あまりあてはまらない

あてはまらない わからない 無回答

29.7 

22.9 

46.4 

3.9 

11.7 

7.8 

6.1 

4.9 

9.2 

50.7 

45.0 

37.4 

14.7 

19.8 

22.9 

20.7 

18.0 

17.9 

13.0 

20.5 

9.6 

35.1 

26.7 

31.8 

30.0 

36.0 

30.9 

4.1 

6.0 

2.7 

43.2 

36.9 

34.6 

40.6 

39.1 

38.5 

1.7 

4.7 

2.8 

2.1 

3.6 

1.5 

1.5 

1.1 

2.4 

0.8 

0.8 

1.1 

1.1 

1.3 

1.3 

1.0 

0.8 

1.1 

0 20 40 60 80 100

現在、自分の生活は充実している

将来に希望をもっている

ありのままの自分を認めてくれる人

がいる

今の生活はつらいことの方が多い

働いても働いても生活が楽にならな

い

仕事と子育てで、心身ともに余裕が

ない

いろんなプレッシャーに、押しつぶさ

れそうな気持になる

いつもまわりの人の目が気になる

どこまでがんばればよいのかわか

らない

あてはまる ややあてはまる あまりあてはまらない

あてはまらない わからない 無回答

⑬保護者の現在の生活意識 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、保護者の生活意識について消極的な回答を

した割合が高くなっています。 

 

（相対的貧困層）               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（非相対的貧困層） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 

現在、自分の生活は充実している 

将来に希望をもっている 

ありのままの自分を認めてくれる
人がいる 

今の生活はつらいことの方が多い 

働いても働いても生活が楽になら
ない 

仕事と子育てで、心身ともに余裕が
ない 

いろんなプレッシャーに、押しつぶ
されそうな気持になる 

いつもまわりの人の目が気になる 

どこまでがんばればよいのかわか
らない 

現在、自分の生活は充実している 

将来に希望をもっている 

ありのままの自分を認めてくれる
人がいる 

今の生活はつらいことの方が多い 

働いても働いても生活が楽になら
ない 

仕事と子育てで、心身ともに余裕が
ない 

いろんなプレッシャーに、押しつぶ
されそうな気持になる 

いつもまわりの人の目が気になる 

どこまでがんばればよいのかわか
らない 
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88.9 

20.0 

33.3 

26.7 

20.0 

26.7 

60.0 

80.0 

44.4 

26.7 

20.0 

24.4 

80.0 

51.1 

13.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

不安定な就労状態にある

多重債務状態である

アルコールに依存している

ギャンブルに依存している

仕事中心で家庭を顧みない

何らかの事情により住居を転々としている

子どもの保護者である父と母が不仲である

子どもの保護者である父と母が離婚（再婚）している

保護者自身が被虐待経験を有している

子どもへのしつけが必要以上に厳しい

子どもを必要以上に甘やかしている

子どもに依存している

養育能力が乏しい

家族全体が社会的に孤立している

その他

支援者（n=45）

7.1 

10.3 

16.9 

62.2 

24.8 

33.6 

37.2 

34.3 

4.1

6.8

14.8

66.5

0 20 40 60 80

子どもにこづかいを渡すことができなかった

子どもを学習塾や習い事に通わせることができな

かった

家族旅行（日帰りを含む）ができなかった

経験したことがない

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

 

【支援者調査より】 

⑭支援している子どもの保護者が経験していること 

「不安定な就労状態にある」と回答した割合が 88.9％と最も高く、次いで「子どもの保

護者である父と母が離婚（再婚）している」「養育能力が乏しい」がともに 80.0％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－２－６ 経済状況について 

 

【保護者アンケート調査より】 

⑮経済的な理由で経験したこと（上位 4項目） 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「子どもにこづかいを渡すことができなかっ

た」「子どもに学習塾や習い事に通わせることができなかった」「家族旅行（日帰りを含む）

ができなかった」の割合が高く、「経験したことがない」の割合が低くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 

子どもにこづかいを渡すことができなかった 

経験したことがない 

家族旅行（日帰りを含む）ができなかった 

子どもを学習塾や習い事に通わせることがで

きなかった 
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32.9 

37.0 

39.8 

23.1 

47.4 

32.8 

29.9 

13.9 

30.6

40.4

42.7

25.4

0 10 20 30 40 50 60

食費

住居費（家賃、住宅ローン等）

学校以外に関する教育費（塾代等含む）

税金

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

26.1 

35.3 

34.8 

42.1 

48.2 

59.1 

49.6 

20.4 

24.0 

33.8 

34.4 

45.3 

0 10 20 30 40 50 60

食費を切りつめた

新しい衣服や靴を買うのを減らした

趣味やレジャーの出費を減らした

特になし

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

 

⑯家計において負担を感じる経費（上位 4項目） 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「食費」の割合が高く、「学校以外に関する

教育費（塾代等含む）」「税金」の割合が低くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑰おおよそ半年の間に経済的理由で経験されたこと（上位 4項目） 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「食費を切りつめた」「新しい衣服や靴を買

うのを減らした」「趣味やレジャーの出費を減らした」の割合が高く、「特になし」の割合

が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 
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49.2 

19.7 

13.1 

60.7 

86.3 

2.1 

2.0 

2.1 

49.0 

25.2 

13.6 

62.3 

84.3 

1.9 

2.8 

1.9 

49.0 

13.1 

12.4 

58.4 

89.4 

2.0 

1.0 

1.7 

0 20 40 60 80 100

子どもの学力保障、学習支援

子どもの放課後の居場所づくり

子ども自身が生活のことなどの悩みを相談できること

子どもの医療にかかる費用が無料化されること

子どもの進学・就学にかかる費用が軽減されること

その他

わからない

無回答

全体（n=1,025） 小学生（n=567） 中学生（n=404）

28.5 

6.2 

11.4 

5.4 

3.9 

51.8 

8.9 

25.5 

13.9 

12.4 

16.1 

10.9 

40.1 

6.6 

30.2

5.2

11.5

3.5

2.8

54.5

7.4

0 10 20 30 40 50 60

制度についてよく知らない

制度を申請する時間がない

制度の申請先がわかりにくい

プライベートな話をすることが負担

その他

特にない

無回答

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

２－２－７ 支援制度について 

 

【保護者アンケート調査より】 

⑱奈良市の支援制度を受ける上で困ったこと 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「プライベートな話をすることが負担」の割

合が高く、「特にない」の割合が低くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑲お子さんに対して必要（重要）と思われる支援 

 「子どもの進学・就学にかかる費用が軽減されること」と回答した割合が 86.3％と最も

高く、次いで「子どもの医療にかかる費用が無料化されること」が 60.7％となっています。 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「子どもの進学・就学にかかる費用が軽減さ

れること」の割合が高くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 
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64.7 

45.1 

31.4 

45.1 

37.3 

45.1 

41.2 

47.1 

39.2 

60.8 

80.4 

39.2 

52.9 

64.7 

39.2 

39.2 

33.3 

35.3 

62.7 

5.9 

5.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

学校教育による学力保障

学校外の地域等における学習支援

高等学校等における就学継続のための支援

特別支援教育に関する支援の充実

多様な体験活動の機会の提供

保育・バンビ―ホーム（放課後児童クラブ）等の確保

児童養護施設等の退所児童等の支援

子どもの居場所づくりに関する支援

高校中退者等に対する就労支援

健全な食習慣や生活習慣の形成に関する支援

保護者の自立に向けた生活全般に関する相談支援

保護者の健康管理に関する相談支援

妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援

保護者の就労機会の確保等、就労に関する支援

保護者の学び直しの支援（経済的支援）

幼児期から大学までの各教育課程における経済的支援

安心して暮らせる住まいの確保に関する住宅支援

子どものための養育費や面会交流に関する支援

関係機関が連携した支援体制

その他

無回答

支援者（n=51）

13.6 

22.6 

13.5 

13.2 

10.8 

25.0 

19.7 

27.7 

31.4 

12.4 

21.2 

18.2 

13.3

22.5

11.2

13.3

9.4

26.5

0 10 20 30 40

病気や障がいのことなどについて専門的な支援が受けられること

資格取得のための支援が受けられること

住宅を探したり、住宅費を軽減したりするための支援が受けられること

病気や出産、事故などがあったときに一時的に子どもを預かってもらえること

一時的に必要となる資金を貸してもらえること

わからない

全体（n=1,025） 相対的貧困層（n=137） 非相対的貧困層（n=716）

⑳あなたが現在必要としている支援、重要だと思う支援（上位 6項目） 

相対的貧困層では非相対的貧困層と比べて、「住宅を探したり、住宅費を軽減したりする

ための支援が受けられること」「一時的に必要となる資金を貸してもらえること」の割合が

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【支援者調査より】 

㉑必要と考えられる支援 

「保護者の自立に向けた生活全般に関する相談支援」と回答した割合が 80.4％と最も高

く、次いで「学校教育による学力保障」「保護者の就労機会の確保等、就労に関する支援」

の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 

（％） 
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35.3 47.1 9.8 

2.0 

5.9 

0 20 40 60 80 100

支援者（n=51）

連携があり、現在の範囲で十分である

連携があるが、範囲を広げる必要がある

現在は連携はないが、今後は連携をとる必要がある

現在も連携はなく、今後も連携をとる必要はない

無回答

㉒その他機関との連携 

「連携があるが、範囲を広げる必要がある」と回答した割合が 47.1％と最も高く、次い

で「連携があり、現在の範囲で十分である」が 35.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％） 
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２－３ 本市の子どもを取り巻く課題 

 

 統計資料分析、アンケート・ヒアリング調査結果から、本市の子どもを取り巻く課題を

子どもの貧困対策の推進に関する法律や子供の貧困対策に関する大綱の施策を基に、「教育

の支援」「生活の支援」「経済的支援」「関係機関と連携した支援」の 4つの視点で整理

するものとします。 

 

２－３－１ 教育の支援 

 

①子どもの学力・学習習慣 

本市においては、高等学校卒業者の約 7割が大学等に進学しています。また、全国学力・

学習状況調査結果をみると、本市の正答率は、小学校・中学校ともに国・県と比べて高く

なっています。しかしその一方で、保護者へのアンケート調査では、子育てをしていて特

に大変だと感じていることは「子どもの学力・学習習慣」が約 4 割、子どもに関する悩み

は「学力・進学」が約 6 割とそれぞれ割合が高く、学力の向上や学習習慣の定着、進学等

が悩みとして多くあげられています。 

子育てをしていて特に大変だと感じていることでは、相対的貧困層においては非相対的

貧困層と比べて、「生活費全般の確保」の割合が高く、「子どもの生活態度・生活習慣のし

つけ」「子どもの学力・学習習慣」の割合は低くなっています。 

 子どもへのアンケート調査において『学校の授業がわからない』と回答した子どもでは、

授業時間以外にまったく勉強しない、読書をまったくしない割合が、『学校の授業がわかる』

と回答した子どもと比較し高くなっています。『学校の授業がわかる』と回答した子どもた

ちの方が、授業時間以外の勉強や読書に費やす時間が多いことがうかがえます。 

また、今回の調査結果をみると、学校の授業がよくわかる子どもほど自己肯定感が高い

傾向が見られます。 

 

すべての子どもたちが、自分に自信を持ち、何事にも前向きにチャレンジし、困難に直

面してもくじけず立ち向かっていく力を持つことが必要です。さらに、子どもたちが学校

の授業理解につながる学習習慣や読書習慣といった日常生活の望ましい過ごし方を身に付

けるための支援が求められます。 

 

②学習環境の整備  

相対的貧困層では 3割の方が「子どもを学習塾や習い事に通わせることができなかった」

経験をしており、6割弱の方が必要な支援として「子どもの学力保障、学習支援」をあげて

います。 
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また、相対的貧困層かどうかに関わらず 8 割以上の方が必要な支援として「子どもの進

学・就学にかかる費用が軽減されること」をあげています。 

所得格差や家庭環境が保護者の学習に対する認識に影響し、さらには子どもの学習習慣

や学習の機会に影響することが考えられます。 

 

学校教育や地域等における学習支援は、それぞれの地域によってニーズが異なることか

ら、各地域の状況に応じた学習環境の整備や学習の機会を提供する支援が求められます。

さらに、様々な機会を通じて子どもがあこがれる大人との出会いも必要となります。 

また、特別支援学級の児童生徒数も増加傾向にあり、ひとりひとりにあわせたきめ細や

かな支援が求められています。 

 

２－３－２ 生活の支援 

 

①子どもに対する生活支援 

子どもへのアンケート調査では、授業時間以外にまったく勉強しない子どもが朝ごはん

を「毎日・ほぼ毎日食べる」と回答した割合は 8 割ですが、授業時間以外に勉強をする子

どもでは 9割台であることと比較すると低い結果となっています。また、『学校の授業が分

からない』と回答した子どもでは「遅刻をすることがある」の割合が 3割弱と、『学校の授

業が分かる』と回答した子どもより高い割合になっています。授業時間以外に勉強をする

子どもや『学校の授業が分かる』と回答した子どもの方が、しっかりと朝食を食べ、遅刻

をすることなく登校ができている傾向にあることがうかがえます。 

相対的貧困層では、お子さんと学校生活の話を「ほぼ毎日」する割合が 6 割強であり、

非相対的貧困層の 7割強に比べ低く、親と過ごす時間が少ないことがうかがえます。 

また、今回の調査結果をみると、起床時間が早い、家でひとりでごはんを食べることが

ない、放課後は誰かと過ごしている（ひとりではない）、いやなことや悩んでいることがな

い、家族のことで困っていることが特にない等を選択している子どもには自己肯定感が高

い傾向がうかがえます。 

 

子どもの生活リズムを改善することや、子どもが家族を含め多様な人と関わりをもち

様々な経験をすること、また子どもが悩みを乗り越える体験をすることが、子どもの自己

肯定感を高め、子どもが生まれながらにして持つ自ら成長していく力を高めることにつな

がると考えられます。そのためにも、子どもがひとりで悩むことがないよう気軽に相談で

きる支援・体制づくりや、人との関わりのなかで、褒められる、認められる等の経験が得

られる場としての居場所をつくるなどの支援が求められます。 
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②保護者に対する生活支援 

保護者へのアンケート調査において、お子さんに対して必要（重要）と思う支援のうち、

小学生の保護者では「子どもの放課後の居場所づくり」が中学生の保護者と比較すると割

合が特に高くなっています。 

相対的貧困層では、お子さんに関する悩みでは「病気・健康問題」の割合が非相対的貧

困層と比較すると特に高くなっています。ご自身の生活に関する悩みでは「子どもの養育

にかかる費用」「生活費に関すること」「子どもに関すること」「老後に関すること」「健康

に関すること」の順で割合が高く、非相対的貧困層と比較すると、いずれも相対的貧困層

の割合の方が高くなっています。また、お子さんに対して必要（重要）と思われる支援に

おいては、「医療にかかる費用の無料化」や「進学・就学にかかる費用の軽減」などが、非

相対的貧困層と比較すると高い傾向にあるほか、「子どもの学力保障、学習支援」において

も非相対的貧困層と比較すると高くなっています。 

市の支援制度を受ける上で困ったことをみてみると、相対的貧困層では「制度を申請す

る時間がない」「プライベートな話をすることが負担」の割合が比較的高く、非相対的貧困

層と比較しても高くなっています。「制度についてよく知らない」と回答した割合も相対的

貧困層で 25.5%と 4人に 1人はよく知らないと回答している結果となっています。母子・父

子・養育者世帯では、悩みの相談相手において「適当な相談相手がいない（いなかった）」

や「相談しない（しなかった）」の割合がその他の世帯と比較して高くなっています。 

支援者調査では保護者への支援にあたって必要なこととして「保護者の自立に向けた生

活全般に関する相談支援」の割合が 8割で最も高くなっています。 

 

保護者自身が心身ともに健康でゆとりのある生活が送れることは、子育てをしていくう

えで大切です。小学生や中学生の保護者、ひとり親世帯、相対的貧困層のそれぞれで求め

られているニーズは多岐にわたることから、子どもの居場所づくり、学習支援、気軽に相

談のできる関係の構築・窓口設置等、保護者の生活環境やライフステージに応じた適切な

支援を提供していくことが求められます。また、これらの支援は経済的支援等と組みあわ

せながら行われることが有効であると考えます。 

 

２－３－３ 経済的支援 

 

①子どもの養育や住まいへの支援 

保護者へのアンケート調査では、お子さんに対して必要（重要）と思われる支援として、

「子どもの進学・就学にかかる費用が軽減されること」が 8 割を超えもっとも高く、次い

で「子どもの医療にかかる費用が無料化されること」が約 6 割となっており、子どもにか

かる教育費や医療費を負担に感じており、費用の軽減が求められていることがうかがえま

す。 
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特に相対的貧困層では、およそ半年の間に経済的な理由で「子どものための本、服や靴

を買えなかった」「子どもにこづかいを渡すことができなかった」「子どもを学習塾や習い

事に通わせることができなかった」「子どもに誕生日プレゼントやお年玉をあげることがで

きなかった」「家族旅行（日帰りを含む）ができなかった」などの何らかの経験を 5割以上

の方がされています。  

相対的貧困層では、子育てをしていて特に大変だと感じることでは「将来の進学に向け

た学資の準備」「子どもの学力・学習習慣」に次いで「生活費全般の確保」（「子どもの生活

態度・生活習慣のしつけ」と同率）の割合が高くなっています。また、お子さんに対して

必要（重要）と思われる支援では「子どもの進学・就学にかかる費用が軽減されること」

の割合が 9割以上と高くなっており、「子どもの医療にかかる費用が無料化されること」の

割合が 6割強と次いで高くなっています。 

相対的貧困層では、希望するお子さんの進学先として「大学」と回答した保護者の割合

が、非相対的貧困層と比べ低く、「高等学校」と回答した割合では、非相対的貧困層では１

割も満たない割合であるのに対し、相対的貧困層では約 2 割と高くなっています。相対的

貧困層において、希望通りの進学ができない理由は「経済的な余裕がないから」が 8 割以

上と高く、「お子さんの学力から考えて」は 3割にとどまっており、経済力により進学をあ

きらめている傾向が見られます。 

相対的貧困層において、保護者自身が現在必要（重要）と思う支援では「住宅を探した

り、住宅費を軽減したりするための支援が受けられる」の割合が 3割を超え最も高く、「資

格取得のための支援が受けられること」「一時的に必要となる資金を貸してもらえること」

の順で続いています。 

生活費のなかで住宅に関する費用の占める割合が高く、費用負担の軽減が求められてい

ることがうかがえます。 

 

②就労支援 

保護者へのアンケート調査から、相対的貧困層では非正規雇用の割合が高くなっており、

現在の生活意識について、「働いても働いても生活が楽にならない」に「あてはまる」と回

答した割合が 3割強、「仕事と子育てで、心身ともに余裕がない」に「あてはまる」と回答

した割合が 2割強と精神的に苦しい状態にあることがうかがえます。 

ひとり親家庭では、現在必要（重要）と思う支援について「資格取得のための支援が受

けられること」と回答した割合がその他の世帯と比べて高くなっています。子育てと生計

の担い手をひとりの親が担っており、働き手が一人しかいないことから、非正規雇用の不

安定な収入や失業等による収入減少が生活困窮に直結するリスクが高くなることから、よ

り雇用条件の良い職への就業のためにも資格取得が必要と考えていることがうかがえます。 

支援者調査では、支援をしている子どもの保護者が経験していることとして「不安定な

就労状態」の割合が 9 割弱と最も高く、必要と考えられる支援では「保護者の就労機会の
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確保等、就労に関する支援」の割合が 6割強となっています。 

 

保護者の就労状況が、子どもの教育や将来の就労に影響を与えると考えられるため、保

護者への就労支援は必要です。また、生活（子育て等）とのバランスがとれるよう、保護

者自身に寄り添った就労支援が求められています。 

 

２－３－４ 関係機関と連携した支援 

 

①支援ネットワーク、コーディネーターによる「つなぎ」体制の構築 

 保護者へのアンケート調査では、保護者のお子さんに関する悩みで約 4人に 3人が何ら

かの悩みを抱えており、「子どもの学力・学習習慣」「子どもの生活態度・生活習慣しつけ」

「将来の進学に向けた学費の準備」などで割合が高くなっています。また、保護者自身の

生活に関する悩みでは約 5人に 4人が何らかの悩みを抱えており、「子どもの養育にかかる

費用に関すること」「生活費に関すること」「子どもに関すること」などの割合が高くなっ

ています。 

これらのことから保護者は特に、子どもの学力や学習習慣、進学に関する費用を中心に、

生活をしていく上で必要な費用に関する悩みを抱いていることがうかがえます。 

悩んでいることがあっても相談しなかった理由としては「相談しても事態は変わらない

から」の割合が約 6割、次いで「プライベートな話をすることが負担だから」の割合が約 2

割となっています。 

「相談しても事態は変わらないから」と回答している人は、複合的な要因で困難な事態

に陥り、過去に相談しても事態がかわらなかった経験があることも考えられます。それぞ

れの事情に対応するために必要な支援へつなぐことができる相談窓口や支援者のネットワ

ークの構築が必要です。また、困難を抱える子どもや保護者がどのような背景を抱えてい

るかを十分に理解し、できるだけ早期に寄り添って支援できるよう支援者への啓発や研修

の充実等も検討していくことが求められます。 

子どもへのアンケート調査では「いやなことや悩んでいることはない」の小学生の割合

が半数を超えている一方で、中学生では 4割弱にとどまっています。中学生では特に「進

学・進路のこと」「学校や勉強のこと」で悩んでいる割合が 3割を超え高くなっています。

また、悩んでいることがあるときに誰に相談するかでは「誰にも相談しない」の割合は小

学生、中学生ともに 2割弱となっており、相談する相手では小学生では「お母さん・お父

さん」、中学生では「学校のともだち」の割合がそれぞれ最も高くなっています。 

 

 いやなことや悩んでいることがない子どもは自己肯定感が高い傾向がみられることから、

一人で悩みを抱えることなく、悩みを相談できる人や相談しやすい窓口の整備が求められ

ます。 



33 

 

 単独の機関で解決できない複合的な困難をかかえている子どもや家庭への支援には、複

数の機関が相互に連携して対応するネットワークやコーディネーターによる支援体制が必

要です。 

 

②困難を抱える家庭へ必要な支援が届く体制 

保護者へのアンケート調査では、奈良市の支援制度を受ける上で困ったことについての

設問で「制度についてよく知らない」割合が相対的貧困層で 25.5%と 4 人に 1人はよく知ら

ないと回答し、また母子・父子・養育者世帯でも 22.4%と約 5人に 1人はよく知らないとい

う回答したことから、必要な方に必要な支援が確実に届くよう広報・周知の徹底が求めら

れます。 

 

困難を抱える子どもや保護者と関わる人や機関を増やし、切れ目のない支援を行うこと

が必要です。 
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３－１ 施策の柱 

本市では、子どもを取り巻く課題に対応するため、4つの視点「教育の支援」「生活の支

援」「経済的支援」「関係機関と連携した支援」を施策の柱に位置づけ、個別施策の充実を

図ります。 

 

施策の柱１ 教育支援の充実 

・子どもたちが家庭環境や世帯の所得に左右されることなく、自分の能力・可能性を伸ばし

夢に挑戦できるよう学力の向上に向けた取組を進めます。 

・多様な状況にある子どもたちへそれぞれの状況に応じた教育の充実、生きる力をはぐく

むための機会の提供を学校と地域と連携して進めていきます。 

 

施策の柱２ 生活支援の充実 

・子育て世帯のくらしに必要な子育て、保育の環境を整備します。 

・子どもの健やかな成長のために子どもの居場所の確保を図ります。 

・子どもと保護者の心身の健康増進に努めるとともに、子育て世帯の様々な悩みに寄り添

った相談支援体制の充実を図ります。 

 

施策の柱３ 経済的支援の充実 

・各種手当や医療費助成や就学援助など各種支援を活用し、子育てに係る経済的負担の軽

減を図ります。 

・就労収入により生活の安定を図るため、就労相談や資格取得等就労支援の充実を図り、

就労機会確保のための支援を行います。 

 

施策の柱４ 関係機関と連携した支援の整備 

・教育、福祉、地域の連携を図り、困難を抱える子育て家庭を早期の段階で支援につなぎ、

家庭に寄り添った切れ目のない支援を行います。 

・教育、福祉、地域の支援やネットワークを活用し、包括的な支援体制の整備を図ります。 

 

 

 

 

 

第３章 施策の展開 
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３－２ 個別施策一覧 

ここに掲げている事業については、継続している主な事業を施策の柱ごとに整理したも

のです。本計画を基に、これらの事業を整備・充実するとともに、必要な事業を検討して

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な施策 

 

 

 

 

事業名 事業内容 担当課 

小学校での少人数 

学級の実施 

少人数学級を実施し、よりきめ細かな指導を行うことにより、子

どもの教育の充実を図ります。 
学校教育課 

中学校給食事業 
健康で安心、安全な食を提供するため、小学校に加え、中学校

でも給食を実施します。 
保健給食課 

スクールサポート 

事業 

教員志望の大学生が学校教育へのサポートにあたります。 
学校教育課 

教育相談 

スクールカウンセラーを配置し、スクールカウンセリングを有効

に活用するとともに、教育センターに不登校対応カウンセラーを配

置し不登校の予防・未然防止に努めます。 

教育相談課 

個別カウンセリング 

教育センターにて個別カウンセリングを実施し、教育にかかわ

る様々な悩みに対応します。貧困のケースについては関係課と連

携を取りながら実施します。 

教育相談課 

いじめに関する相談 

「いじめ」の問題で悩むことなく、安心して学校生活を送ることが

できるよう、電話、メール及び来所による相談窓口を設置していま

す。 

いじめ防止 

生徒指導課 

特別支援教育に 

かかわる教育相談 

特別な支援を必要とする児童生徒が、円滑に学校生活を送れ

るよう、障がいの状況を把握し、指導助言を行います。貧困のケ

ースについては関係課と連携を取りながら実施します。 

教育相談課 

施策の柱１ 教育支援の充実 

・子どもたちが家庭環境や世帯の所得に左右されることなく、自分の能力・可能性を伸ばし夢

に挑戦できるよう学力の向上に向けた取組を進めます。 

・多様な状況にある子どもたちへそれぞれの状況に応じた教育の充実、生きる力をはぐくむた

めの機会の提供を学校と地域と連携して進めていきます。 

 

 



36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．子どもの生活支援 

 

主な施策 

 

２．保護者の生活支援 

 

主な施策 

事業名 事業内容 担当課 

放課後児童健全 

育成事業 

保護者等が昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後や

長期休業中に適切な遊びや生活の場を与え、児童の健全な育成

を図ります。 

地域教育課 

地域で決める学校 

予算事業 

各中学校区地域教育協議会が学校園と連携協働しながら子ど

もを育てる体制をつくり、子どもたちの教育活動の充実と地域教

育力の再生、地域コミュニティーの活性化を図ります。 

地域教育課 

放課後子ども教室 

推進事業 

放課後等に小学校の余裕教室等を活用し、各小学校運営委員

会が中心となって、子どもたちと共に勉強やスポーツ・文化活動、

地域住民との交流活動等の取組を実施します。 

地域教育課 

児童館 

児童館では、地域の子育て支援拠点として、子育て親子を対

象とした交流・相談・情報提供、その他の援助を行う子育て広場

を実施し、地域における子育て支援の充実を目指します。 

子ども育成課 

保育所等における 

食育の推進 

乳幼児期からの適切な食事のとり方や望ましい食習慣の定

着、食を通じた豊かな人間性の育成など、心身の健全育成を図る

ため、保育所等で「食育カリキュラム」を作り、実施します。また、

「奈良市立保育園・こども園食物アレルギー対応マニュアル」に基

づき、食物アレルギーのある園児に安全な給食を提供します。 

こども園推進課 

事業名 事業内容 担当課 

保育事業 

保護者の労働又は疾病などにより、保育に欠ける乳児または

幼児を預かり、保育します。また、認定こども園では、就学前の

子どもに対して、保育と教育、保護者に対する子育て支援などを

総合的に提供します。 

こども園推進課 

保育所・幼稚園課 

保育コンシェルジュ 
幼稚園・保育園などの施設から必要な支援を選択して利用で

きるように情報の提供や相談、援助などを行います。 
保育所・幼稚園課 

施策の柱 2 生活支援の充実 

・子育て世帯のくらしに必要な子育て、保育の環境を整備します。 

・子どもの健やかな成長のために子どもの居場所の確保を図ります。 

・子どもと保護者の心身の健康増進に努めるとともに、子育て世帯の様々な悩みに寄り添っ

た相談支援体制の充実を図ります。 
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３．住宅支援 

 

主な施策 

 

 

 

 

 

 

一時預かり 
家庭等での保育が一時的に困難となる場合や、育児に伴う心

理的負担の軽減のため、児童を施設で預かります。  
保育所・幼稚園課 

子育て短期支援事業 
児童の養育が一時的に困難になった場合に、児童福祉施設

などで児童を預かります。 
子ども育成課 

ファミリーサポートセ

ンター事業 

育児の「援助を受けたい人」と「援助を行いたい人」が、依頼・

援助・両方のいずれかの会員として登録し、地域の中で子育て

の相互援助活動を行います。 

子ども育成課 

養育支援訪問事業 

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭等

に対し、訪問などにより、養育に関する相談、助言などの支援を

行います。 

子育て相談課 

ひとり親家庭等日常

生活支援事業 

ひとり親家庭等が技能修得のための通学や修得活動等自立

促進に必要な事由または疾病などの理由により、一時的な生活

援助、保育サービスを必要とする場合に、家庭生活支援員が食

事や身の回りの世話を行います。 

子育て相談課 

ひとり親家庭等生活

支援事業 

ひとり親家庭等を対象に、生活に役立つ支援策や情報を提供

する講習会や、お互いの悩みを打ち明けたり相談し合う情報交

換の場を設けます。 

子育て相談課 

面会交流支援 

母子家庭や父子家庭の子どもの健やかな成長を促すため

に、離婚後あるいは別居中に離れて暮らす親子の面会交流に

係る相談に応じるほか、必要に応じて関係機関に支援をつなぎ

ます。 

子育て相談課 

母子生活支援施設 

母子家庭及びこれに準ずる事情にある女性のうち、経済的・

精神的に不安定な状態で、監護されている児童の福祉に欠ける

ところがあると認められる世帯に母子生活支援施設への入所措

置を行います。 

子育て相談課 

事業名 事業内容 担当課 

市営住宅の定期空家

募集 

（子育て世帯向け） 

小学校就学前の児童がいる世帯を対象とし、年 4回の定期空

家募集において、随時、子育て世帯向けの市営住宅等を募集し

ます。 

住宅課 

市営住宅の定期空家

募集（多子世帯向け） 

18歳未満の児童が3人以上いる世帯を対象とし、年4回の定

期空家募集において、随時、多子世帯向けの市営住宅等を募

集します。 

住宅課 

市営住宅の定期空家

募集（母子・父子世帯

向け） 

20 歳未満の子がいる、配偶者（事実婚を含む）のない（ひとり

親）世帯を対象とし、年 4 回の定期空家募集において、随時、母

子・父子世帯向けの市営住宅等を募集します。 

住宅課 
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４．情報提供・相談体制の充実 

 

主な施策 

事業名 事業内容 担当課 

利用者支援事業 

就学前の子どもとその保護者や妊娠している方が、教育・保

育施設や地域の子育て支援等を円滑に利用出来るよう、身近な

場所で情報収集や提供のほか、必要に応じて相談・助言を行い

ます。 

子ども育成課 

地域子育て支援拠点

事業 

子育て親子が気軽に、かつ自由に交流できる場の提供、育児

相談等を実施し、全ての子育て家庭を地域で支える取組を行い

ます。 

子ども育成課 

子育て支援アドバイ

ザー事業 

子育て支援アドバイザーとして登録した地域の子育て経験豊

かな市民を、乳幼児と保護者が集まる場所に派遣し、保護者の

子育てに関する疑問や悩みに対する相談等を行います。 

子ども育成課 

家庭児童相談 
家庭児童相談室では、育児・養育に関する相談、家族関係に

関する相談など、家庭の様々な問題に関する相談に応じます。 
子育て相談課 

妊産婦・乳幼児健康

相談 

妊娠・出産・育児を切れ目なくサポートする相談窓口として、

保健師・助産師・栄養士・心理相談員・歯科衛生士による電話・

来所相談を行います。また、保護者の健康づくりに関する情報

提供を行い、安心して子育てができるようサポートします。 

健康増進課 

思春期相談 

思春期のこころやからだについての困りごとに、電話やメール

（匿名）で保健師・助産師が相談に応じます。市内公立中学校全

学年にカードを配布し、周知しています。 

健康増進課 

母子・父子自立支援

員による相談 

ひとり親家庭等又は離婚前の人を対象に、生活全般や子ども

のこと、就職や自立の支援、資金の貸付など、あらゆる相談に

応じます。 

子育て相談課 

すこやかテレフォン 

事業 

いじめ問題や青少年が自ら抱える誰にも相談できない悩み、

保護者からの健全育成に関する相談に応えるため、年中無休で

専門の相談員が電話による相談に応じます。 

生涯学習課 

公民館 

公民館では、子育て支援関連の主催事業を実施し、育児・子

育て中の親子の交流の場や保護者同士の交流・情報交換の場

を提供します。また、冊子やチラシなどを設置し、子育て支援の

情報を広く発信します。 

生涯学習課 

女性問題相談 

女性問題相談室では、家族・ＤＶ・結婚・子育て・性に関するこ

とや家庭の問題、そして自分の生き方などの悩みについて、女

性問題相談員が相談に応じます。 

男女共同参画課 

消費生活相談 
消費生活全般のトラブル解決のため、相談及び事業者に対し

て斡旋を行います（例：多重債務等）。 
商工労政課 

子育て世代支援ＰＲ

事業 

本市の子育て情報をわかりやすく掲載した子育ておうえんサ

イト「子育て＠なら」を運営するとともに、本市の子育て情報を一

冊にまとめた「なら子育て情報ブック」を作成・配布します。 

子ども政策課 

いじめに関する相談 

（再掲） 

「いじめ」の問題で悩むことなく、安心して学校生活を送ること

ができるよう、電話、メール及び来所による相談窓口を設置して

います。 

いじめ防止 

生徒指導課 

特別支援教育に 

かかわる教育相談 

（再掲） 

特別な支援を必要とする児童生徒が、学校生活を送れるよ

う、障がいの状況を把握し、指導助言を行います。貧困のケース

については関係課と連携を取りながら実施します。 

教育相談課 
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１．経済的支援 

 

主な施策 

事業名 事業内容 担当課 

児童手当 
0 歳から中学校修了（15 歳になった後の最初の 3 月 31 日）前

の子どもを養育している方に手当を支給します。 
子ども育成課 

児童扶養手当 

児童の健全育成を目的とし、父または母と生計を同じくしてい

ない児童や父または母が重度の障がいの状態にある児童を養

育している母または父（または、母または父にかわってその児童

を養育している者）に手当を支給します。 

子ども育成課 

子ども医療費助成 
健康保険に加入している0歳児から15歳（中学校修了前）まで

を対象に医療費の一部を助成します。 
子ども育成課 

ひとり親家庭等医療

費助成 

ひとり親家庭の疾病の早期発見と治療を促進し、経済的な負

担を支援することを目的として、健康保険に加入しているひとり

親家庭などの 18 歳未満の児童とその父又は母などを対象に医

療費の一部を助成します。 

子ども育成課 

幼稚園就園奨励費

補助 

幼児教育の普及及び充実のため、保護者の所得状況に応じ

て経済負担を軽減するとともに、公・私立幼稚園間における保護

者負担の格差の是正を図ります。 

公立幼稚園に通う園児の保護者に対しては、直接保育料の減

免を行い、私立幼稚園に通う園児の保護者に対しては、入園料

及び保育料を軽減するための幼稚園就園奨励費を私立幼稚園

設置者を通して保護者に交付します。 

保育所・幼稚園課 

就学援助 

経済的理由によって就学困難とみとめられる小・中学生の保

護者に対し、学校教育法第 19条に基づき学用品費・給食費等必

要な援助を行い、全ての学齢児童生徒が安心して義務教育を受

けられる環境を整えます。 

教育総務課 

母子・父子・寡婦福

祉資金貸付 

事業開始資金、事業継続資金、修学資金、技能習得資金、修

業資金、就職支度資金、医療介護資金、生活資金、転宅資金、

住宅資金、就学支度資金、結婚資金の12種の貸付を行います。 

子育て相談課 

養育費等支援事業 

養育費等相談を実施し、離婚や別居に伴う子どものための養

育費等について専門相談員が相談に応じます。また、弁護士に

よる法律相談を実施し、養育費等相談と併せてひとり親家庭等

の養育費確保を支援します。 

子育て相談課 

施策の柱３ 経済的支援の充実 

・各種手当や医療費助成や就学援助など各種支援を活用し、子育てに係る経済的負担の軽減

を図ります。 

・就労収入により生活の安定を図るため、就労相談や資格取得等就労支援の充実を図り、就

労機会確保のための支援策を実施します。 
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２．就業施策 

 

主な施策 

 

寡婦（夫）控除のみ

なし適用 

婚姻歴のないひとり親家庭には税法上の寡婦（夫）控除が適

用されないため、寡婦（夫）控除をみなし適用して、サービス等の

利用料等の算出を行い、サービス利用に係る負担を軽減しま

す。 

子育て相談課他 

事業名 事業内容 担当課 

若者就労マッチング

事業 

関連機関との連携による若年者就労マッチングや、就業相談

を開催します。 
商工労政課 

生活困窮者支援 

生活困窮者等自立支援事業、生活保護受給者等就労自立促

進事業の推進を図ります。 

また、自立相談支援事業の周知を図り、関係各所との連携を

密にして、支援対象者の状況に応じた就労支援を実施すること

により、生活困窮者及び生活保護受給者の生活の安定、就労に

よる自立を促進します。 

保護第一課 

保護第二課 

母子家庭等就業・自

立支援センター事業 

奈良県と共同で母子家庭等就業・自立支援センターを運営

し、母子家庭の母等の就業による自立を支援します。 
子育て相談課 

母子・父子自立支援

プログラム策定事業 

母子家庭等・自立支援センター事業をとおして、個々の状況

や希望に応じて就職までのプログラムを策定し、就職まで継続

的な支援を行います。 

子育て相談課 

母子家庭等高等職業 

訓練促進給付金等事

業 

母子家庭の母又は父子家庭の父が対象資格の取得を目指し

て養成機関で修業する場合に、受講期間の一定期間について

訓練促進給付金等を給付します。 

子育て相談課 

母子家庭等自立支援

教育訓練給付金事業 

母子家庭の母及び父子家庭の父が、就職するために有利な

教育訓練講座を受講する場合、受講料の一部を給付します。 
子育て相談課 
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主な施策 

 

 

 

事業名 事業内容 担当課 

民生児童委員活動 

民生児童委員は、問題を抱える母子家庭・父子家庭の身近な

相談者として、あるいは手を差し伸べる者とされており、引き続

き、相談支援機能の強化を図るため、過去の相談内容の分析を

行い、民生児童委員へ汎用性のあるフィードバックを検討しま

す。 

地域福祉課 

安心生活創造推進事

業 

生活困窮者支援のための「共助の基盤」を各地域に構築する

ことを目的とし、奈良市社会福祉協議会へ事業委託しています。 

社会的な孤立等の問題を一個人の問題とせず、地域の課題とし

て住民と共に支援の仕組みを作ろうとするものです。 現在は、

西部圏域でのみ実施中です。 

地域福祉課 

家庭教育支援事業 
公民館を拠点として、地域住民が地域の家庭教育に関する課

題について話し合い、学び合うことにより、課題解決を図ります。 
生涯学習課 

保育所及び幼稚園等

と小学校との連携の

推進 

中学校まで連携・接続した教育をめざし、保育所及び幼稚園、

認定こども園から小学校への滑らかな接続を図るとともに、小学

校との連携を推進します。 

こども園推進課 

被虐待児童対策地域

協議会 

児童虐待の未然防止・早期発見・再発防止のため、児童相談

所、医療機関、民生児童委員協議会連合会、弁護士、警察など

の関係機関が連携して、虐待から子どもを守るために「奈良市

被虐待児童対策地域協議会」を設置しています。 

子育て相談課 

施策の柱４ 関係機関と連携した支援の整備 

・教育、福祉、地域の連携を図り、困難を抱える子育て家庭を早期の段階で支援につなぎ、

家庭に寄り添った切れ目のない支援を行います。 

・教育、福祉、地域の支援やネットワークを活用し、包括的な支援体制の整備を図ります。 
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３－３ ライフステージからみた取り組み 

 

 妊娠期 幼児期 小学校 中学校 高校 大学生等 

教育支援の

充実 

 

      

生活支援の

充実 

 

 

      

小学校での少人数学級の実施 中学校給食事業 

スクールサポート事業 

 

教育相談 

個別カウンセリング 

いじめ相談 

特別支援教育にかかわる教育相談 

放課後児童健全育成事業 

地域で決める学校支援事業 

放課後子ども教室推進事業 

児童館 

保育所等に

おける保育の

推進 

待機児対策 

保育所 

電話相談 

一時預かり 

子育て短期支援事業 

ファミリーサポートセンター事業 

養育支援訪問事業 

ひとり親家庭等日常生活支援事業 

ひとり親家庭等生活支援事業 

面会交流支援 

母子生活支援施設 

 

市営住宅の

定期空家募

集（子育て

世帯向け） 

市営住宅の定期募集（多子世帯向け） 

市営住宅の定期住宅（母子・父子世帯向け） 
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 妊娠期 幼児期 小学校 中学校 高校 大学生等 

生活支援の

充実 

      

経済的支援

の充実 

      

関係機関と

連携した支

援の整備 

     

 

 

 

 

 

家庭教育支援事業 

公民館 

子育て支援アド

バイザー事業 

利用者支援事業 

家庭児童相談 

すこやかテレフォン事業 

 

妊産婦・乳幼児健康相談 

女性問題相談 

子育て世代支援ＰＲ事業 

地域子育て支

援拠点事業 

思春期相談 

 

消費生活相談 

母子・父子自立支援員による相談 

児童手当 

児童扶養手当 

幼稚園就園

奨励費補助 就学援助 

養育費等支援事業 

若者就労 

マッチング事業 

生活困窮者支援 

母子家庭等就業・自立支援センター事業 

母子家庭等プログラム策定事業 

母子家庭等高等職業訓練促進給付金事業 

子ども医療費助成 

ひとり親家庭等医療費助成 

寡婦（夫）控除のみなし適用 

母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業 

民生児童委員活動 

安心生活創造推進事業 

保育所及び幼稚園

等と小学校との連携 

被虐待児対策地域協議会 

母子・父子・寡婦福祉資金貸付 
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４－１ 計画の推進体制 

 

本計画は、教育、子ども、福祉等の幅広い分野にわたり総合的、効果的に推進する必要

があります。庁内関係部署をはじめ子育てに関係する支援団体や地域住民等の協力が不可

欠です。 

そのため、市民等に対して積極的に情報を提供していくとともに、行政・各種団体、地

域の支援者との連携を強化・充実していきます。 

ただし、さまざまな取組において生活が困難な家庭への偏見の助長や差別を生むことの

ないよう、十分な配慮が必要です。 

 

４－２ 計画の進捗管理 

 

計画を適切かつ効果的に推進していくためには、計画全体の成果を検証することが必要

となるため、毎年度「ＰＤＣＡサイクル」による継続的改善の考え方に基づき、計画の進

捗状況の点検・評価や新たに生じた課題についての検討・検証を行い、必要な措置を講じ

ていくこととします。 

 

 

第４章 計画の推進 
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４－３ 経済的困難等を抱える子どもに関する指標 

 

国の「子供の貧困対策に関する大綱」、奈良県の「経済的困難及び社会生活上の困難を抱

える子どもを支援する奈良県計画」に掲げる指標からみた、本市の状況は次の通りです。 

 

指標 奈良市 奈良県 全国 備考 

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率 93.4％ 89.3％ 91.1％ 
●平成26年4月
1日現在 

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中退率 6.7％ 5.5％ 4.9％ 

生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率 50.7％ 38.1％ 31.7％ 

生活保護世帯に属する子どもの就職率（中学校卒業
後） 

1.0％ 2.0％ 2.0％ 

生活保護世帯に属する子どもの就職率（高等学校卒

業後） 
31.0％ 44.2％ 43.6％ 

児童養護施設の子どもの高校等進学率 － 100.0％ 97.2％ 
●平成26年5月

1日現在 

児童養護施設の子どもの就職率（中学校卒業後） － 0.0％ 1.3％ 

児童養護施設の子どもの大学等進学率（専修学校等
を含む） 

－ 19.2％ 22.6％ 

児童養護施設の子どもの就職率（高等学校卒業後） － 73.1％ 70.9％ 

ひとり親世帯の子どもの就園率（保育所・幼稚園） 78.0％ 91.2％ 72.3％ 

●奈良市：ひとり
親家庭等実態調
査（平成 24年 3

月） 
●奈良県：平成
26年度ひとり親家

庭等実態調査 
●全国：平成 23
年度全国母子世

帯等調査（特別
集計） 

ひとり親世帯の子どもの高校等進学率 － 96.7％ 93.9％ 
●奈良県：平成

26年度ひとり親家
庭等実態調査 
●全国：平成 23

年度全国母子世
帯等調査（特別
集計） 

ひとり親世帯の子どもの就職率（中学校卒業後） － 1.3％ 0.8％ 

ひとり親世帯の子どもの大学等進学率（専修学校等を
含む） 

－ 58.2％ 41.6％ 

ひとり親世帯の子どもの就職率（高等学校卒業後） － 17.9％ 33.0％ 

スクールソーシャルワーカーの配置人数 １人 3人 1,008人 

●奈良県：平成
26年度現在 
●全国：平成 25

年度 

スクールカウンセラーの配置率（小学校） 100.0% 12.0％ 49.2％ 
●奈良市：平成

28年度 
●奈良県：平成
26年度現在 

●全国：平成 25
年度 

スクールカウンセラーの配置率（中学校） 100.0% 56.6％ 85.9％ 

就学援助制度に関する周知状況 

・毎年度の進級時に学校で就学援助制度の書類を配付
している市町村の割合 

実施 
60.0％ 
（※） 

67.5％ 

●平成 26年度 

就学援助制度に関する周知状況 
・入学時に学校で就学援助制度の書類を配付している
市町村の割合 

 
実施 

 

65.0％ 

（※） 
66.6％ 



46 

 

 

指標 奈良市 奈良県 全国 備考 

日本学生支援機構の奨学金の貸与基準を満たす希望

者のうち、奨学金の貸与を認められた者の割合（無利
子） 

- 
100.0％ 

59.6％ 
100.0％ 

61.6％ 
100.0％ 

●平成26年度実

績 
・上段：予約採用
段階 

・下段在宅採用段
階 

日本学生支援機構の奨学金の貸与基準を満たす希望
者のうち、奨学金の貸与を認められた者の割合（有利
子） 

100.0％ 

100.0％ 

100.0％ 

100.0％ 

100.0％ 

100.0％ 

ひとり親家庭の親の就業率（母子世帯） 88.8％ 90.6％ 80.6％ 

●奈良市：（仮
称）奈良市子ども
の豊かな未来応援

プランに関するアン
ケート調査 
●奈良県：平成

26年度ひとり親家
庭等実態調査 
●全国：平成 23

年度全国母子世
帯等調査（特別
集計） 

ひとり親家庭の親の就業率（父子世帯） 75.0％ 91.8％ 91.3％ 

子どもの貧困率 － － 16.3％ ●平成25年国民
生活基礎調査 子どもがいる現役世帯のうち大人が一人の貧困率 － － 54.6％ 

就学援助の受給率（小・中学校） 11.6％ 11.8％ 15.4％ 

●奈良市：平成
27年度 

●奈良県・全国： 
平成 25年度 

スマイルセンター就業相談件数 － 2,270件 88,422件 ●平成 26年度 

 



 

 

 

 

 

 

 

奈良市子どもの生活に関するアンケート 

 

回答結果集計（単純集計） 

 

 

 

 

 

平成２９年 1 月 

奈良市 
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１ 調査概要 

 

１．調査の目的 

 

 奈良市の子どもが今を幸せに生きることができ、将来に夢と希望をもって成長して

いけるよう、学校や家での生活の様子、将来についての考えや希望、子育て世帯の生

活環境・経済状況を把握し、今後の本市の貧困対策の基礎資料とすることを目的とす

る。 

 

２．調査方法 

 

（１） 調査対象者 市内小学５年生の児童とその保護者 

（２） 調査対象者 市内中学２年生の生徒とその保護者 

（２） 抽出方法   奈良市内小学 5年生・中学 2年生それぞれ学級単位の 

（３） 抽出方法   無作為抽出 

（３） 調査方法   学校配布郵送回収 

（４） 調査期間 平成 28年 11月 25日～12月 6日 

（５） 回収結果  
 調査対象数 回答数 回収率 

保護者 

小学５年生 1,028 567 55.2% 

中学２年生 976 404 41.4% 

不明  54 － 

計 2,004 1,025 51.1% 

子ども 

小学５年生 1,028 567 55.2% 

中学２年生 976 405 41.5% 

不明  31 － 

計 2,004 1003 50.0% 

 

３．報告書の見方 

 

（１） 回答の比率（％）は、その設問の回答者数を基数（n）として算出した。こ

れらの数値は小数点以下第２位を四捨五入しているため、全項目の回答比率の

合計が 100.0％とならない場合がある。 

（２） 複数の回答を求めた質問では、回答比率の合計が 100.0％を超えることがあ

る。 

（３） 報告書中の図表では、コンピューター入力の都合上、回答選択肢の表現を短

縮している場合がある。 
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２ 保護者編 

 

問１ お子さんからみたあなたの関係について教えてください。（１つだけに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 世帯の人数を教えてください。また、同居している家族をお答えください。 

 

【世帯人数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【同居家族】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

お
母

さ

ん

お
父

さ

ん

お
ば

あ

さ

ん
・

お

じ

い

さ

ん お
ば

、
お

じ
な

ど

の

親

戚

そ
の

他

の

人

無
回

答

全体 1025 951 54 6      -      - 14

100 92.8 5.3 0.6      -      - 1.4
小学生 567 530 28 3 - - 6

100 93.5 4.9 0.5 - - 1.1
中学生 404 370 25 2 - - 7

100 91.6 6.2 0.5 - - 1.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

２
人

３
人

４
人

５
人

６
人

以

上

無
回

答

全体 1025 18 136 486 250 119 16

100 1.8 13.3 47.4 24.4 11.6 1.6
小学生 567 10 79 265 151 55 7

100 1.8 13.9 46.7 26.6 9.7 1.2
中学生 404 8 51 202 81 54 8

100 2 12.6 50 20 13.4 2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

配
偶

者

（
事
実

婚

を

含

む

）

子
ど

も

自
分

の

父

自
分

の

母

配
偶

者

の

父

配
偶

者

の

母

そ
の

他

無
回

答

全体 1025 895 993 52 67 47 68 26 14

100 87.3 96.9 5.1 6.5 4.6 6.6 2.5 1.4
小学生 567 498 552 27 33 23 33 16 4

100 87.8 97.4 4.8 5.8 4.1 5.8 2.8 0.7
中学生 404 351 389 25 32 22 32 9 9

100 86.9 96.3 6.2 7.9 5.4 7.9 2.2 2.2
※上段：実数、下段：割合（％）
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問３ すべての子どもさんの「年齢」と「性別」「同居・別居別」「就学状況」を教

えてください。（〇または◎をそれぞれ１つ）。 

   ※結婚や就職などで独立されている子どもは除きます。 

※回答があった子どもを積み上げて集計 

※○は在学中、◎は卒業を意味する。 

 

【年齢】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別】 

 

 

 

 

 

全
体

0
歳

1
歳

2
歳

3
歳

4
歳

5
歳

6
歳

7
歳

8
歳

9
歳

1
0

歳

1
1

歳

1
2

歳

1
3

歳

全体 2255 4 9 13 12 23 37 36 58 94 89 189 387 61 169

100 0.2 0.4 0.6 0.5 1 1.6 1.6 2.6 4.2 3.9 8.4 17.2 2.7 7.5
小学生 1249 4 7 9 8 16 28 25 40 73 58 146 316 31 59

100 0.3 0.6 0.7 0.6 1.3 2.2 2 3.2 5.8 4.6 11.7 25.3 2.5 4.7
中学生 874 - - 4 3 4 8 10 14 19 29 38 46 29 98

100 - - 0.5 0.3 0.5 0.9 1.1 1.6 2.2 3.3 4.3 5.3 3.3 11.2
※上段：実数、下段：割合（％）

1
4

歳

1
5

歳

1
6

歳

1
7

歳

1
8

歳

1
9

歳

2
0

歳

以

上

無
回

答

全体 308 61 80 64 45 20 62 434

13.7 2.7 3.5 2.8 2 0.9 2.7 19.2
小学生 63 33 26 22 13 6 28 238

5 2.6 2.1 1.8 1 0.5 2.2 19.1
中学生 227 26 50 41 31 14 34 149

26 3 5.7 4.7 3.5 1.6 3.9 17

全
体

男
性

女
性

無
回

答

全体 2255 1107 1124 24

100 49.1 49.8 1.1
小学生 1249 588 650 11

100 47.1 52 0.9
中学生 874 450 413 11

100 51.5 47.3 1.3
※上段：実数、下段：割合（％）
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全
体

春
日

中

学

校
区

（
済

美

小

学
校

、
大

安

寺

小
学

校

、
済
美

南

小

学

校

）

三
笠

中

学

校
区

（
椿

井

小

学
校

、
大

宮

小

学
校

、
大

安
寺

西

小

学

校

、
佐

保

川
小

学

校

）

若
草

中

学

校
区

（
鼓

阪

小

学
校

、
佐

保

小

学
校

、
鼓

阪
北

小

学

校

）

伏
見

中

学

校
区

（
伏

見

小

学
校

、
あ

や

め

池
小

学

校

、
西

大

寺

北

小

学
校

）

富
雄

中

学

校
区

（
富

雄

北

小
学

校

、
鳥

見

小
学

校

）

都
南

中

学

校
区

（
東

市

小

学
校

、
辰

市

小

学
校

、
明

治
小

学

校

、
帯

解
小

学

校

）

田
原

中

学

校
区

（
田

原

小

学
校

）

興
東

館

柳

生
中

学

校

区

（
柳

生

小

学
校

、
興

東

小

学
校

）

登
美

ヶ
丘

中
学

校

区

（
鶴

舞

小

学
校

、
平

城

西

小
学

校

）

平
城

西

中

学
校

区

（
右

京

小

学
校

、
神

功

小

学
校

）

二
名

中

学

校
区

（
青

和

小

学
校

、
二

名

小

学
校

）

京
西

中

学

校
区

（
六

条

小

学
校

、
伏

見

南

小
学

校

）

富
雄

南

中

学
校

区

（
富

雄

南

小
学

校

、
三

唯

小
学

校

）

全体 1025 91 106 27 107 52 52 3 7 41 32 82 86 78

100 8.9 10.3 2.6 10.4 5.1 5.1 0.3 0.7 4 3.1 8 8.4 7.6
小学生 567 50 62 16 59 45 32 2      - 29 19 38 47 45

100 8.8 10.9 2.8 10.4 7.9 5.6 0.4      - 5.1 3.4 6.7 8.3 7.9
中学生 404 36 39 11 45 5 18 1 7 11 11 42 34 29

100 8.9 9.7 2.7 11.1 1.2 4.5 0.2 1.7 2.7 2.7 10.4 8.4 7.2
※上段：実数、下段：割合（％）

平
城

中

学

校
区

（
平

城

小

学
校

）

飛
鳥

中

学

校
区

（
飛

鳥

小

学
校

）

登
美

ヶ
丘

北
中

学

校

区

（
登

美

ヶ
丘
小

学

校

、
東

登
美

ヶ
丘

小
学

校

）

都
跡

中

学

校
区

（
都

跡

小

学
校

）

平
城

東

中

学
校

区

（
朱

雀

小

学
校

、
佐

保

台

小
学

校

、
左
京

小

学

校

）

月

ヶ
瀬

中

学
校

区

（
月

ヶ
瀬

小
学

校

）

都
祁

中

学

校
区

（
並

松

小

学
校

、
都

祁

小

学
校

、
吐

山
小

学

校

、
六

郷
小

学

校

）

富
雄

第

三

中
学

校

区

（
富

雄

第

三
小

学

校

）

　
無

回

答

全体 32 34 58 21 54 16 28 17 1

3.1 3.3 5.7 2 5.3 1.6 2.7 1.7 0.1
小学生 17 16 31 8 30 7 13      - 1

3 2.8 5.5 1.4 5.3 1.2 2.3      - 0.2
中学生 13 13 17 11 23 9 13 16      -

3.2 3.2 4.2 2.7 5.7 2.2 3.2 4      -
※上段：実数、下段：割合（％）

 

【同居・別居】 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４ あなたのご家庭の世帯状況は、次のどれにあてはまりますか。 

（１つだけに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ あなたのお住まいの小学校区についてお答えください。（１つだけに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

母
子

世

帯

父
子

世

帯

養
育

者

世

帯

そ
れ

以

外

の
世

帯

無
回

答

全体 1025 98 8 1 918      -

100 9.6 0.8 0.1 89.6      -
小学生 567 55 3 - 509 -

100 9.7 0.5 - 89.8 -
中学生 404 38 4 1 361 -

100 9.4 1 0.2 89.4 -
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

同
居

別
居

無
回

答

全体 2255 2118 30 107

100 93.9 1.3 4.7
小学生 1249 1177 17 55

100 94.2 1.4 4.4
中学生 874 819 13 42

100 93.7 1.5 4.8
※上段：実数、下段：割合（％）
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問６ あなたのお住まいについてお答えください。（１つだけに○） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問７ 住まいの近く（おおむね 30 分以内で行き来できる範囲）に、子どもを預かっ 

問３ てもらえる親族や友人・知人などがいますか。（１つだけに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

«問７で「１（＝はい）」と答えた方のみ≫ 

問 7-１ -子どもを預かってもらえる親族や友人・知人はどなたですか。 

問 7-１ （あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

持
家

借
家

（
民

間
の

賃

貸

団

地

）

市
営

・

県

営
住

宅

公
社

・

公

団

（
Ｕ

Ｒ

賃

貸

）

社
宅

間
借

そ
の

他

無
回

答

全体 1025 792 151 14 35 14 2 11 6

100 77.3 14.7 1.4 3.4 1.4 0.2 1.1 0.6
小学生 567 444 76 8 19 8 2 9 1

100 78.3 13.4 1.4 3.4 1.4 0.4 1.6 0.2
中学生 404 310 67 4 12 6 - 1 4

100 76.7 16.6 1 3 1.5 - 0.2 1
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

は
い

い
い

え

無
回

答

全体 1025 749 270 6

100 73.1 26.3 0.6
小学生 567 418 147 2

100 73.7 25.9 0.4
中学生 404 294 107 3

100 72.8 26.5 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

自
分

の

父

自
分

の

母

配
偶

者

の

父

配
偶

者

の

母

友
人

・

知

人

そ
の

他

無
回

答

全体 749 247 350 166 235 317 99 2

100 33 46.7 22.2 31.4 42.3 13.2 0.3
小学生 418 132 190 103 139 174 53 1

100 31.6 45.5 24.6 33.3 41.6 12.7 0.2
中学生 294 106 143 57 88 121 43 1

100 36.1 48.6 19.4 29.9 41.2 14.6 0.3
※上段：実数、下段：割合（％）



6 

 

 

問８ 現在の就業状況についておたずねします。（それぞれ１つに○） 

問10 ※現在、育児休業などで休業中の方は、復職するときの仕事の番号を選んでください。 

問 10 ※ひとり親の方はあなたの状況を教えてください。 

 

【あなたの就業状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【配偶者の就業状況】 

 

  

 

 

 

 

 

 

«問８で「６（＝仕事をしていない）」と答えた方のみ≫ 

問８-1 「仕事をしていない」理由をお聞かせください。（それぞれ 1 つに○） 

 

【あなた】 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

勤
め

（
常

勤
・

正

規

職

員

）

勤
め

（
パ
ー

ト

ま

た

は

ア

ル
バ

イ

ト

、
非

正

規

職

員

で
１

か

所

に
勤

務

）

勤
め

（
パ
ー

ト

ま

た

は

ア

ル
バ

イ

ト

、
非

正

規

職

員

で
２

か

所

以
上

に

勤

務

）

自
営

業

・

家
族

従

業

者

そ
の

他

の

就
業

形

態

仕
事

を

し

て
い

な

い

無
回

答

全体 1025 202 464 35 58 14 238 14

100 19.7 45.3 3.4 5.7 1.4 23.2 1.4
小学生 567 100 251 22 33 8 147 6

100 17.6 44.3 3.9 5.8 1.4 25.9 1.1
中学生 404 94 181 13 22 6 82 6

100 23.3 44.8 3.2 5.4 1.5 20.3 1.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

勤
め

（
常

勤
・

正

規

職

員

）

勤
め

（
パ
ー

ト

ま

た

は

ア

ル
バ

イ

ト

、
非

正

規

職

員

で
１

か

所

に
勤

務

）

勤
め

（
パ
ー

ト

ま

た

は

ア

ル
バ

イ

ト

、
非

正

規

職

員

で
２

か

所

以
上

に

勤

務

）

自
営

業

・

家
族

従

業

者

そ
の

他

の

就
業

形

態

仕
事

を

し

て
い

な

い

無
回

答

全体 1025 713 34 2 103      - 25 148

100 69.6 3.3 0.2 10      - 2.4 14.4
小学生 567 400 19 - 52 - 11 85

100 70.5 3.4 - 9.2 - 1.9 15
中学生 404 275 13 2 46 - 13 55

100 68.1 3.2 0.5 11.4 - 3.2 13.6
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

仕
事

を

探

し
て

い

る

仕
事

を

探

し
て

い

る

が

み

つ
か

ら

な

い

仕
事

を

探

し
て

い

な

い

そ
の

他

無
回

答

全体 238 33 14 133 48 10

100 13.9 5.9 55.9 20.2 4.2
小学生 147 22 8 84 29 4

100 15 5.4 57.1 19.7 2.7
中学生 82 10 6 43 17 6

100 12.2 7.3 52.4 20.7 7.3
※上段：実数、下段：割合（％）



7 

 

 

【配偶者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９ お子さんが家にいるとき、主にお子さんと過ごす時間が長いのはどなたですか。

（あてはまるものすべてに○） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 10 あなたのご家庭では、お子さんと次のようなことをすることがありますか。 

問 10 （それぞれ１つに○） 

 

【お子さんの勉強をみる】 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

仕
事

を

探

し
て

い

る

仕
事

を

探

し
て

い

る

が

み

つ
か

ら

な

い

仕
事

を

探

し
て

い

な

い

そ
の

他

無
回

答

全体 25 2 1 11 8 3

100 8 4 44 32 12
小学生 11 1 - 4 4 2

100 9.1 - 36.4 36.4 18.2
中学生 13 1 1 6 4 1

100 7.7 7.7 46.2 30.8 7.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

お
母

さ

ん

お
父

さ

ん

お
ば

あ

さ

ん
・

お

じ

い

さ

ん き

ょ
う

だ

い

お
ば

、
お

じ
な

ど

の

親

戚

近
所

の

人

・
地

域

の

人

お
子

さ

ん

が
ひ

と

り

で

い

る そ
の

他

の

人

無
回

答

全体 1025 918 159 135 435 5 4 8 6 3

100 89.6 15.5 13.2 42.4 0.5 0.4 0.8 0.6 0.3
小学生 567 510 76 73 251 4 4 5 2 -

100 89.9 13.4 12.9 44.3 0.7 0.7 0.9 0.4 -
中学生 404 360 73 56 157 1 - 3 4 2

100 89.1 18.1 13.9 38.9 0.2 - 0.7 1 0.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

ほ
ぼ

毎

日

週
に

３
～

４
回

週
に

１
～

２
回

月
に

１
～

２
回

め

っ
た

に

な
い

無
回

答

全体 1025 198 141 228 173 272 13

100 19.3 13.8 22.2 16.9 26.5 1.3
小学生 567 156 98 145 84 79 5

100 27.5 17.3 25.6 14.8 13.9 0.9
中学生 404 33 39 71 82 172 7

100 8.2 9.7 17.6 20.3 42.6 1.7
※上段：実数、下段：割合（％）



8 

 

 

【お子さんとからだを動かす】 

 

  

 

 

 

 

 

 

【お子さんと遊ぶ（テレビゲーム・トランプ・オセロなど）】 

 

  

 

 

 

 

 

 

【お子さんと学校生活の話をする】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お子さんと政治経済・社会問題などのニュースの話をする】 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

ほ
ぼ

毎

日

週
に

３
～

４
回

週
に

１
～

２
回

月
に

１
～

２
回

め

っ
た

に

な
い

無
回

答

全体 1025 24 41 200 278 465 17

100 2.3 4 19.5 27.1 45.4 1.7
小学生 567 17 33 144 178 188 7

100 3 5.8 25.4 31.4 33.2 1.2
中学生 404 5 7 46 87 250 9

100 1.2 1.7 11.4 21.5 61.9 2.2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

ほ
ぼ

毎

日

週
に

３
～

４
回

週
に

１
～

２
回

月
に

１
～

２
回

め

っ
た

に

な
い

無
回

答

全体 1025 43 71 214 328 349 20

100 4.2 6.9 20.9 32 34 2
小学生 567 30 48 160 199 123 7

100 5.3 8.5 28.2 35.1 21.7 1.2
中学生 404 9 19 43 118 203 12

100 2.2 4.7 10.6 29.2 50.2 3
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

ほ
ぼ

毎

日

週
に

３
～

４
回

週
に

１
～

２
回

月
に

１
～

２
回

め

っ
た

に

な
い

無
回

答

全体 1025 741 154 90 19 10 11

100 72.3 15 8.8 1.9 1 1.1
小学生 567 428 83 39 10 3 4

100 75.5 14.6 6.9 1.8 0.5 0.7
中学生 404 275 64 44 7 7 7

100 68.1 15.8 10.9 1.7 1.7 1.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

ほ
ぼ

毎

日

週
に

３
～

４
回

週
に

１
～

２
回

月
に

１
～

２
回

め

っ
た

に

な
い

無
回

答

全体 1025 213 245 271 151 130 15

100 20.8 23.9 26.4 14.7 12.7 1.5
小学生 567 113 133 151 83 80 7

100 19.9 23.5 26.6 14.6 14.1 1.2
中学生 404 89 98 110 60 40 7

100 22 24.3 27.2 14.9 9.9 1.7
※上段：実数、下段：割合（％）



9 

 

 

【お子さんとテレビ番組（ニュースをのぞく）の話をする】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お子さんといっしょに料理をする】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【お子さんといっしょに外出をする】 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 お子さんに、むし歯はありますか。（１つだけに○） 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

ほ
ぼ

毎

日

週
に

３
～

４
回

週
に

１
～

２
回

月
に

１
～

２
回

め

っ
た

に

な
い

無
回

答

全体 1025 471 281 180 43 36 14

100 46 27.4 17.6 4.2 3.5 1.4
小学生 567 264 167 90 21 22 3

100 46.6 29.5 15.9 3.7 3.9 0.5
中学生 404 180 106 80 15 12 11

100 44.6 26.2 19.8 3.7 3 2.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

ほ
ぼ

毎

日

週
に

３
～

４
回

週
に

１
～

２
回

月
に

１
～

２
回

め

っ
た

に

な
い

無
回

答

全体 1025 20 60 172 363 396 14

100 2 5.9 16.8 35.4 38.6 1.4
小学生 567 15 41 113 220 173 5

100 2.6 7.2 19.9 38.8 30.5 0.9
中学生 404 4 16 46 125 205 8

100 1 4 11.4 30.9 50.7 2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

ほ
ぼ

毎

日

週
に

３
～

４
回

週
に

１
～

２
回

月
に

１
～

２
回

め

っ
た

に

な
い

無
回

答

全体 1025 53 129 500 293 36 14

100 5.2 12.6 48.8 28.6 3.5 1.4
小学生 567 37 92 322 104 5 7

100 6.5 16.2 56.8 18.3 0.9 1.2
中学生 404 12 32 153 171 30 6

100 3 7.9 37.9 42.3 7.4 1.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
る

（
未

治
療

）

あ
る

（
治

療
中

）

あ

っ
た

（
治
療

済

）

な
い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 51 51 448 440 24 11

100 5 5 43.7 42.9 2.3 1.1
小学生 567 23 31 245 251 12 5

100 4.1 5.5 43.2 44.3 2.1 0.9
中学生 404 26 18 178 164 12 6

100 6.4 4.5 44.1 40.6 3 1.5
※上段：実数、下段：割合（％）



10 

 

 

«問 11 で「１（＝ある（未治療））」と答えた方のみ≫ 

問 11-1 治療していない理由は何ですか。（１つだけに○） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 12 あなたの世帯では、おおむね１年の間に、経済的な理由で、次のような経験 

問
とい

12 をされたことがありますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 あなたから見て、お子さんが頼りにしていると思われる大人がいますか。  

問 10 （あてはまるものすべてに○） 

 

  

 

 

 

 

 

全
体

治
療

予

定

治
療

に

行

く
時

間

が

な

い

治
療

を

受

け
る

費

用

が

な

い 治
療

す

る

必
要

が

な

い

特
に

理

由

は
な

い

そ
の

他

無
回

答

全体 51 27 14 1      - 2 3 4

100 52.9 27.5 2      - 3.9 5.9 7.8
小学生 23 13 5 1 - 1 2 1

100 56.5 21.7 4.3 - 4.3 8.7 4.3
中学生 26 13 8 - - 1 1 3

100 50 30.8 - - 3.8 3.8 11.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

子
ど

も

を

医
療

機

関

に

受

診
さ

せ

る

こ
と

が

で

き

な

か

っ
た

子
ど

も

の

進
路

を

変

更

し

た 子
ど

も

の

た
め

の

本

、
服

や
靴

を

買

え
な

か

っ
た

子
ど

も

に

こ
づ

か

い

を

渡

す
こ

と

が

で
き

な

か

っ
た

子
ど

も

を

学
校

の

遠

足

や

修
学

旅

行

に
参

加

さ

せ

る

こ
と

が

で

き
な

か

っ
た

子
ど

も

を

学
校

の

ク

ラ

ブ

活
動

に

参

加
さ

せ

る

こ

と

が
で

き

な

か

っ
た

子
ど

も

を

学
習

塾

や

習

い

事
に

通

わ

せ
る

こ

と

が

で

き
な

か

っ
た

子
ど

も

が

必
要

と

す

る

文

具
や

教

材

を
買

え

な

か

っ

た 子
ど

も

に

誕
生

日

プ

レ

ゼ

ン
ト

や

お

年
玉

を

あ

げ

る

こ
と

が

で

き
な

か

っ
た

家
族

旅

行

（
日

帰

り

を

含

む

）
が

で

き
な

か

っ
た

そ
の

他

経
験

し

た

こ
と

が

な

い

無
回

答

全体 1025 26 22 63 73      - 2 106 9 40 173 21 638 130

100 2.5 2.1 6.1 7.1      - 0.2 10.3 0.9 3.9 16.9 2 62.2 12.7
小学生 567 12 11 32 30 - 1 60 6 17 84 12 366 72

100 2.1 1.9 5.6 5.3 - 0.2 10.6 1.1 3 14.8 2.1 64.6 12.7
中学生 404 13 8 24 32 - 1 36 2 20 72 8 244 51

100 3.2 2 5.9 7.9 - 0.2 8.9 0.5 5 17.8 2 60.4 12.6
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

お
母

さ

ん

お
父

さ

ん

お
ば

あ

さ

ん
・

お

じ

い

さ

ん お
じ

、
お

ば

、
い

と

こ

な

ど
の

親

族

学
校

の

先

生

バ
ン

ビ
―

ホ
ー

ム

（
放

課

後
児

童

ク

ラ
ブ

）
等

の

ス

タ

ッ
フ

塾
や

習

い

事
の

先

生

子
育

て

支

援
団

体

や

子

育

て
サ
ー

ク

ル
の

ス

タ

ッ
フ

あ
な

た

の

友
人

、
知

人

近
所

の

人

・
地

域

の

人

そ
の

他

特
に

い

な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 896 783 638 215 379 21 259 2 113 91 45 7 10 9

100 87.4 76.4 62.2 21 37 2 25.3 0.2 11 8.9 4.4 0.7 1 0.9
小学生 567 509 444 381 130 227 17 140 2 70 65 25 2 3 4

100 89.8 78.3 67.2 22.9 40 3 24.7 0.4 12.3 11.5 4.4 0.4 0.5 0.7
中学生 404 341 298 222 75 134 3 107 - 32 18 18 5 7 5

100 84.4 73.8 55 18.6 33.2 0.7 26.5 - 7.9 4.5 4.5 1.2 1.7 1.2
※上段：実数、下段：割合（％）
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問 14 お子さんの進学は、希望としては、どこまでを考えていますか。 

問 16 （１つだけに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

«問 14で「１～７（＝進学先の希望がある）」と答えた方のみ≫ 

問 14-1 あなたは、お子さんが問 14 の希望どおりの学校まで進むことになると思 

問 16-1 いますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

«問 14-1 で「２（＝思わない）」と答えた方のみ≫ 

問 14-2 その理由について教えてください（あてはまるものすべてに○） 

 

  

 

 

 

 

 

全
体

中
学

校

高
等

学

校

短
大

大
学

大
学

院

専
修

学

校

・
各

種

学

校

そ
の

他

わ
か

ら

な

い

特
に

な

い

無
回

答

全体 1025 1 104 31 738 26 55 6 33 17 14

100 0.1 10.1 3 72 2.5 5.4 0.6 3.2 1.7 1.4
小学生 567 1 57 13 409 21 31 1 19 10 5

100 0.2 10.1 2.3 72.1 3.7 5.5 0.2 3.4 1.8 0.9
中学生 404 - 37 18 292 4 23 5 13 6 6

100 - 9.2 4.5 72.3 1 5.7 1.2 3.2 1.5 1.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

思
う

思
わ

な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 961 536 62 338 25

100 55.8 6.5 35.2 2.6
小学生 533 296 34 189 14

100 55.5 6.4 35.5 2.6
中学生 379 215 24 129 11

100 56.7 6.3 34 2.9
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

お
子

さ

ん

の
希

望

と

異

な

る
か

ら

お
子

さ

ん

の
学

力

か

ら

考

え
て

経
済

的

な

余
裕

が

な

い

か

ら 勉
強

の

サ

ポ
ー

ト

が

で

き

な
い

か

ら

そ
の

他

無
回

答

全体 62 7 36 33 15 4      -

100 11.3 58.1 53.2 24.2 6.5      -
小学生 34 4 16 21 11 3 -

100 11.8 47.1 61.8 32.4 8.8 -
中学生 24 3 17 9 3 1 -

100 12.5 70.8 37.5 12.5 4.2 -
※上段：実数、下段：割合（％）
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問 15 あなたの年齢は現在おいくつですか。（１つだけに○） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 16 子育てをしていて特に大変だと感じることは何ですか。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 お子さんに関する次のような悩みはありますか。 

問 19 （あてはまるものすべてに○） 

 

  

 

 

 

 

 

全
体

2
0

歳

未

満

2
0
～

2

4
歳

2
5
～

2

9
歳

3
0
～

3

4
歳

3
5
～

3

9
歳

4
0
～

4

4
歳

4
5
～

4

9
歳

5
0
～

5

4
歳

5
5
～

5

9
歳

6
0
～

6

4
歳

6
5
～

6

9
歳

7
0

歳

以

上

無
回

答

全体 1025 3      - 1 34 149 430 312 72 7 1 2 3 11

100 0.3      - 0.1 3.3 14.5 42 30.4 7 0.7 0.1 0.2 0.3 1.1
小学生 567 1 - 1 27 110 262 135 23 2 - 2 1 3

100 0.2 - 0.2 4.8 19.4 46.2 23.8 4.1 0.4 - 0.4 0.2 0.5
中学生 404 2 - - 6 31 145 162 47 4 1 - 2 4

100 0.5 - - 1.5 7.7 35.9 40.1 11.6 1 0.2 - 0.5 1
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

学
力

・

進

学

し
つ

け

友
人

関

係

異
性

関

係

病
気

・

健

康
問

題

い
じ

め

不
登

校

非
行

家
庭

内

暴

力

就
職

結
婚

そ
の

他

特
に

な

い

無
回

答

全体 1025 586 296 246 17 129 62 30 8 3 53 14 28 256 18

100 57.2 28.9 24 1.7 12.6 6 2.9 0.8 0.3 5.2 1.4 2.7 25 1.8
小学生 567 284 178 150 9 70 40 15 3 2 21 5 19 158 7

100 50.1 31.4 26.5 1.6 12.3 7.1 2.6 0.5 0.4 3.7 0.9 3.4 27.9 1.2
中学生 404 263 101 88 7 47 19 14 4 1 29 7 6 91 8

100 65.1 25 21.8 1.7 11.6 4.7 3.5 1 0.2 7.2 1.7 1.5 22.5 2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

子
ど

も

の

健
康

管

理

・

食

生
活

の

管

理

子
ど

も

の

生
活

態

度

・

生

活
習

慣

の

し
つ

け

子
ど

も

の

学
力

・

学

習

習

慣 反
抗

期

や

思
春

期

の

子

ど

も
へ

の

接

し
方

保
育

料

、
学
費

な

ど

学

校

等
に

か

か

る
費

用

学
習

塾

や

習
い

事

の

費

用

将
来

の

進

学
に

向

け

た

学

資
の

準

備

生
活

費

全

般
の

確

保

子
ど

も

と

一
緒

に

過

ご

す

時
間

の

確

保

仕
事

と

子

育
て

の

両

立

特
に

な

い

そ
の

他

無
回

答

全体 1025 229 377 388 292 67 250 352 97 103 172 55 13 70

100 22.3 36.8 37.9 28.5 6.5 24.4 34.3 9.5 10 16.8 5.4 1.3 6.8
小学生 567 126 238 193 162 38 136 187 51 58 91 30 8 35

100 22.2 42 34 28.6 6.7 24 33 9 10.2 16 5.3 1.4 6.2
中学生 404 91 121 172 114 27 104 147 43 34 68 24 4 28

100 22.5 30 42.6 28.2 6.7 25.7 36.4 10.6 8.4 16.8 5.9 1 6.9
※上段：実数、下段：割合（％）



13 

 

 

問 18 あなたは、現在、ご自身の生活に関して、どのようなことについて悩んでい 

問 19 ますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 19 あなたは、問 17・18 の悩みをどなた（どこ）に相談されていますか。（さ

れましたか。）（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

«問 19 で「12～13（＝相談相手がいない、相談しない）」と答えた方のみ≫ 

問 19-1 その理由を教えてください（あてはまるものすべてに○） 

 

 

  

 

 

 

 

全
体

生
活

費

に

関
す

る

こ

と

子
ど

も

の

養
育

に

か

か

る

費
用

に

関

す
る

こ

と

仕
事

に

関

す
る

こ

と

住
宅

に

関

す
る

こ

と

健
康

に

関

す
る

こ

と

対
人

関

係

に
関

す

る

こ

と

老
後

に

関

す
る

こ

と

家
族

に

関

す
る

こ

と

子
ど

も

に

関
す

る

こ

と

そ
の

他

特
に

悩

ん

で
い

る

こ

と

は

な
い

無
回

答

全体 1025 324 427 243 134 226 85 236 176 317 24 218 12

100 31.6 41.7 23.7 13.1 22 8.3 23 17.2 30.9 2.3 21.3 1.2
小学生 567 176 233 149 76 118 59 125 91 180 15 125 5

100 31 41.1 26.3 13.4 20.8 10.4 22 16 31.7 2.6 22 0.9
中学生 404 128 170 86 53 101 22 98 74 116 8 88 4

100 31.7 42.1 21.3 13.1 25 5.4 24.3 18.3 28.7 2 21.8 1
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

家
族

・

親

族

友
人

・

知

人

職
場

の

人

子
ど

も

の

通
う

学

校

等

子
ど

も

の

友
達

の

親

子
育

て

サ
ー

ク

ル

・

団

体

Ｎ
Ｐ

Ｏ

な

ど
の

民

間

の

団

体 イ
ン

タ
ー

ネ

ッ
ト

の

児

童

サ
イ

ト

や

Ｓ
Ｎ

Ｓ

民
生

委

員

・
児

童

委

員

公
的

な

相

談
窓

口

（
市

役

所
・

こ

ど

も
家

庭

相

談

セ

ン
タ
ー

等

）

そ
の

他

適
当

な

相

談
相

手

が

い

な

い

、
適

当

な
相

談

相

手

が

い
な

か

っ
た

相
談

し

な

い

、
相

談

し

な

か

っ
た

無
回

答

全体 903 615 418 173 63 149 5 3 3      - 19 20 40 74 31

100 68.1 46.3 19.2 7 16.5 0.6 0.3 0.3      - 2.1 2.2 4.4 8.2 3.4
小学生 491 333 217 87 33 85 3 1 1 - 6 12 22 42 17

100 67.8 44.2 17.7 6.7 17.3 0.6 0.2 0.2 - 1.2 2.4 4.5 8.6 3.5
中学生 360 245 180 76 28 55 2 2 1 - 10 7 17 28 12

100 68.1 50 21.1 7.8 15.3 0.6 0.6 0.3 - 2.8 1.9 4.7 7.8 3.3
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

信
頼

で

き

る
人

が

い

な

い

か
ら

理
解

し

て

も
ら

え

な

い

か

ら 最
初

か

ら

す
べ

て

の

こ

と

を
話

す

こ

と
が

負

担

だ

か

ら プ
ラ

イ

ベ
ー

ト

な

話

を

す

る
こ

と

が

負
担

だ

か

ら

悩
ん

で

い

る
こ

と

自

体

知

ら
れ

た

く

な
い

か

ら

相
談

し

て

も
事

態

は

変

わ

ら
な

い

か

ら

時
間

が

な

い
か

ら

相
談

で

き

る
場

所

を

知

ら

な
い

か

ら

そ
の

他

無
回

答

全体 114 8 17 16 24 13 65 12 17 15 4

100 7 14.9 14 21.1 11.4 57 10.5 14.9 13.2 3.5
小学生 64 5 10 10 13 6 35 7 10 12 -

100 7.8 15.6 15.6 20.3 9.4 54.7 10.9 15.6 18.8 -
中学生 45 3 6 4 11 7 25 5 7 3 4

100 6.7 13.3 8.9 24.4 15.6 55.6 11.1 15.6 6.7 8.9
※上段：実数、下段：割合（％）



14 

 

 

問 20 あなたの現在の生活意識について教えてください。（それぞれ１つに○） 

 

【現在、自分の生活は充実している】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将来に希望をもっている】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ありのままの自分を認めてくれる人がいる】 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 275 495 159 60 21 15

100 26.8 48.3 15.5 5.9 2 1.5
小学生 567 160 264 90 30 11 12

100 28.2 46.6 15.9 5.3 1.9 2.1
中学生 404 102 206 62 24 9 1

100 25.2 51 15.3 5.9 2.2 0.2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 215 436 213 85 59 17

100 21 42.5 20.8 8.3 5.8 1.7
小学生 567 123 241 112 45 35 11

100 21.7 42.5 19.8 7.9 6.2 1.9
中学生 404 82 175 88 36 20 3

100 20.3 43.3 21.8 8.9 5 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 453 374 102 37 42 17

100 44.2 36.5 10 3.6 4.1 1.7
小学生 567 255 204 60 17 19 12

100 45 36 10.6 3 3.4 2.1
中学生 404 177 149 38 18 19 3

100 43.8 36.9 9.4 4.5 4.7 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）



15 

 

 

【今の生活はつらいことの方が多い】 

 

  

 

 

 

 

 

 

【働いても働いても生活が楽にならない】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【仕事と子育てで、心身ともに余裕がない】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【いろんなプレッシャーに、押しつぶされそうな気持になる】 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 58 167 354 405 21 20

100 5.7 16.3 34.5 39.5 2 2
小学生 567 25 95 193 230 10 14

100 4.4 16.8 34 40.6 1.8 2.5
中学生 404 31 62 144 153 11 3

100 7.7 15.3 35.6 37.9 2.7 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 149 209 262 333 46 26

100 14.5 20.4 25.6 32.5 4.5 2.5
小学生 567 81 115 140 191 24 16

100 14.3 20.3 24.7 33.7 4.2 2.8
中学生 404 58 87 105 124 22 8

100 14.4 21.5 26 30.7 5.4 2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 97 240 316 330 19 23

100 9.5 23.4 30.8 32.2 1.9 2.2
小学生 567 56 127 171 184 13 16

100 9.9 22.4 30.2 32.5 2.3 2.8
中学生 404 39 95 127 132 6 5

100 9.7 23.5 31.4 32.7 1.5 1.2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 86 223 291 390 18 17

100 8.4 21.8 28.4 38 1.8 1.7
小学生 567 51 111 170 215 9 11

100 9 19.6 30 37.9 1.6 1.9
中学生 404 32 100 106 154 8 4

100 7.9 24.8 26.2 38.1 2 1
※上段：実数、下段：割合（％）



16 

 

 

【いつもまわりの人の目が気になる】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【どこまでがんばればよいのかわからない】 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 21 あなた自身の、家族との関わりについてお答えください。（それぞれ１つに○） 

 

【あなたの両親が離婚した】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【あなたが成人する前に父または母が亡くなった】 

 

 

 

 

 

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 62 186 360 383 19 15

100 6 18.1 35.1 37.4 1.9 1.5
小学生 567 42 99 197 211 7 11

100 7.4 17.5 34.7 37.2 1.2 1.9
中学生 404 17 82 140 152 11 2

100 4.2 20.3 34.7 37.6 2.7 0.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

や
や

あ

て

は
ま

る

あ
ま

り

あ

て
は

ま

ら

な

い

あ
て

は

ま

ら
な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 109 189 299 371 37 20

100 10.6 18.4 29.2 36.2 3.6 2
小学生 567 68 100 163 203 19 14

100 12 17.6 28.7 35.8 3.4 2.5
中学生 404 36 79 120 150 15 4

100 8.9 19.6 29.7 37.1 3.7 1
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

経
験

し

た

こ
と

が

あ

る

経
験

し

た

こ
と

は

な

い

無
回

答

全体 1025 109 896 20

100 10.6 87.4 2
小学生 567 64 490 13

100 11.3 86.4 2.3
中学生 404 35 364 5

100 8.7 90.1 1.2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

経
験

し

た

こ
と

が

あ

る

経
験

し

た

こ
と

は

な

い

無
回

答

全体 1025 56 951 18

100 5.5 92.8 1.8
小学生 567 33 521 13

100 5.8 91.9 2.3
中学生 404 21 380 3

100 5.2 94.1 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）



17 

 

 

【家庭内の事情により、親と離れて暮らしたことがある】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【親から暴力をふるわれたことがある】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【親に暴力をふるったことがある】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【親と疎遠になっている（なっていた）】 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

経
験

し

た

こ
と

が

あ

る

経
験

し

た

こ
と

は

な

い

無
回

答

全体 1025 91 913 21

100 8.9 89.1 2
小学生 567 48 505 14

100 8.5 89.1 2.5
中学生 404 37 362 5

100 9.2 89.6 1.2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

経
験

し

た

こ
と

が

あ

る

経
験

し

た

こ
と

は

な

い

無
回

答

全体 1025 113 889 23

100 11 86.7 2.2
小学生 567 60 493 14

100 10.6 86.9 2.5
中学生 404 44 353 7

100 10.9 87.4 1.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

経
験

し

た

こ
と

が

あ

る

経
験

し

た

こ
と

は

な

い

無
回

答

全体 1025 34 969 22

100 3.3 94.5 2.1
小学生 567 17 535 15

100 3 94.4 2.6
中学生 404 14 385 5

100 3.5 95.3 1.2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

経
験

し

た

こ
と

が

あ

る

経
験

し

た

こ
と

は

な

い

無
回

答

全体 1025 107 899 19

100 10.4 87.7 1.9
小学生 567 57 497 13

100 10.1 87.7 2.3
中学生 404 42 358 4

100 10.4 88.6 1
※上段：実数、下段：割合（％）
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問 22 前年（平成 27 年）のあなたの世帯の手取り収入（いわゆる可処分所得）の

合計額は、およそいくらでしたか。世帯の収入から、税金や社会保険料の額を

差し引いた後の額で答えてください。（１つだけに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 23 現在、どのような収入がありますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

問 24 家計において負担を感じる経費は何ですか。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

問 25 あなたの世帯では、おおむね半年の間に、経済的な理由で、次のような経験 

問 25 をされたことがありますか。（あてはまるものすべてに○） 

 

  

 

 

 

 

全
体

１
０

０

万

円
未

満

１
０

０

万

円
以

上
～

２

０

０
万

円

未

満

２
０

０

万

円
以

上
～

３

０

０
万

円

未

満

３
０

０

万

円
以

上
～

４

０

０
万

円

未

満

４
０

０

万

円
以

上
～

５

０

０
万

円

未

満

５
０

０

万

円
以

上
～

６

０

０
万

円

未

満

６
０

０

万

円
以

上
～

７

０

０
万

円

未

満

７
０

０

万

円
以

上
～

８

０

０
万

円

未

満

８
０

０

万

円
以

上
～

９

０

０
万

円

未

満

９
０

０

万

円
以

上
～

１

０

０
０

万

円

未
満

１
０

０

０

万
円

以

上

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 41 62 78 122 157 142 82 66 46 25 44 81 79

100 4 6 7.6 11.9 15.3 13.9 8 6.4 4.5 2.4 4.3 7.9 7.7
小学生 567 22 36 48 66 84 82 40 41 27 14 26 48 33

100 3.9 6.3 8.5 11.6 14.8 14.5 7.1 7.2 4.8 2.5 4.6 8.5 5.8
中学生 404 17 23 26 47 67 54 41 23 14 11 15 29 37

100 4.2 5.7 6.4 11.6 16.6 13.4 10.1 5.7 3.5 2.7 3.7 7.2 9.2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
な

た

の

就
労

収

入

配
偶

者

の

就
業

状

況

就

労

収
入

あ
な

た

や

配
偶

者

以

外

の

世
帯

員

の

就
労

収

入

元
夫

・

元

妻
か

ら

の

養

育

費 児
童

手

当

児
童

扶

養

手
当

・

就

学

援

助
費

生
活

保

護

費

公
的

な

福

祉
資

金

の

貸

付

金 遺
族

年

金

、
保

険

金

な

ど

財
産

収

入

（
家

賃

等

）

金
融

機

関

か
ら

の

借

り

入

れ 実
家

や

親

族
か

ら

の

仕

送

り 友
人

・

知

人
空

の

支

援

貯
蓄

の

取

り
崩

し

失
業

保

険

そ
の

他

無
回

答

全体 1025 740 867 24 24 700 110 8 1 9 10 22 22 4 69 1 13 19

100 72.2 84.6 2.3 2.3 68.3 10.7 0.8 0.1 0.9 1 2.1 2.1 0.4 6.7 0.1 1.3 1.9
小学生 567 394 485 10 15 396 61 5 1 7 6 9 9 2 37 1 9 7

100 69.5 85.5 1.8 2.6 69.8 10.8 0.9 0.2 1.2 1.1 1.6 1.6 0.4 6.5 0.2 1.6 1.2
中学生 404 305 337 10 9 266 44 3 - 2 3 11 13 2 28 - 4 9

100 75.5 83.4 2.5 2.2 65.8 10.9 0.7 - 0.5 0.7 2.7 3.2 0.5 6.9 - 1 2.2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

食
費

住
居

費

（
家
賃

、
住

宅

ロ
ー

ン

等

）

光
熱

水

費

通
信

費

（
携
帯

電

話

、
イ

ン
タ
ー

ネ

ッ
ト

料

金

含

む

）

交
際

費

教
養

娯

楽

費

（
レ

ジ

ャ
ー

、
旅
行

代

等

含

む

）

被
服

費

・

生
活

用

品

費

学
校

に

関

す
る

教

育

費

（
保

育

料

、
学

校

給

食

費

等
含

む

）

学
校

以

外

に
関

す

る

教

育

費

（
塾

代

等
含

む

）

医
療

費

交
通

費

（
自
家

用

車

等

の

維
持

費

含

む

）

保
険

料

（
生
命

保

険

等

）

税
金

社
会

保

険

料

返
済

金

（
キ

ャ

ッ
シ

ン

グ
・

カ
ー

ド
ロ
ー

ン

等

）

そ
の

他

無
回

答

全体 1025 337 379 108 143 21 37 52 97 408 90 85 161 237 128 40 15 112

100 32.9 37 10.5 14 2 3.6 5.1 9.5 39.8 8.8 8.3 15.7 23.1 12.5 3.9 1.5 10.9
小学生 567 190 199 61 84 13 28 33 42 224 55 51 94 138 78 22 11 46

100 33.5 35.1 10.8 14.8 2.3 4.9 5.8 7.4 39.5 9.7 9 16.6 24.3 13.8 3.9 1.9 8.1
中学生 404 123 155 39 51 6 4 15 49 165 32 29 62 89 47 15 4 59

100 30.4 38.4 9.7 12.6 1.5 1 3.7 12.1 40.8 7.9 7.2 15.3 22 11.6 3.7 1 14.6
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

電
気

・

ガ

ス
な

ど

が

止

め

ら
れ

た

ク
レ

ジ

ッ
ト
カ
ー

ド

が

使

え
な

く

な

っ
た

国
民

健

康

保
険

料

や

国

民

年
金

の

支

払
い

が

で

き

な

く
な

っ
た

電
話

（
固

定
・

携

帯

）
な

ど
の

通

信

料
の

支

払

い

が

で
き

な

く

な

っ
た

家
賃

や

住

宅
ロ
ー

ン

の

支

払
い

が

で

き
な

く

な

っ
た

食
費

を

切

り
つ

め

た

新
し

い

衣

服
や

靴

を

買

う

の
を

減

ら

し
た

新
聞

や

雑

誌
が

買

え

な

く

な

っ
た

冠
婚

葬

祭

の
つ

き

あ

い

を

減
ら

し

た

医
療

機

関

の
受

診

が

で

き

な
く

な

っ
た

理
髪

店

や

美
容

院

に

行

け

な
く

な

っ
た

ス
マ
ー

ト

フ

ォ
ン

へ

の

切

替
・

利

用

を
断

念

し

た

敷
金

・

保

証
金

等

を

用

意

で
き

な

い

の
で

、
住

み

替

え
・

転

居

を
断

念

し

た

趣
味

や

レ

ジ

ャ
ー

の

出

費

を
減

ら

し

た

キ

ャ

ッ
シ

ン
グ

・

カ
ー

ド

ロ
ー

ン

な

ど
を

利

用

し

た

そ
の

他

特
に

な

し

無
回

答

全体 1025 12 23 44 16 19 268 362 77 35 32 123 55 25 357 66 6 432 68

100 1.2 2.2 4.3 1.6 1.9 26.1 35.3 7.5 3.4 3.1 12 5.4 2.4 34.8 6.4 0.6 42.1 6.6
小学生 567 4 12 20 9 11 153 193 45 17 17 72 25 13 198 35 3 237 34

100 0.7 2.1 3.5 1.6 1.9 27 34 7.9 3 3 12.7 4.4 2.3 34.9 6.2 0.5 41.8 6
中学生 404 6 8 19 5 4 99 149 25 14 13 42 27 10 137 23 3 177 27

100 1.5 2 4.7 1.2 1 24.5 36.9 6.2 3.5 3.2 10.4 6.7 2.5 33.9 5.7 0.7 43.8 6.7
※上段：実数、下段：割合（％）



19 

 

 

問 26 あなたは次の公的制度を利用したことがありますか。また、利用したことが 

問 27 ない場合は、その理由を教えてください。（それぞれ１つに○） 

 

【児童手当】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就学援助制度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【児童扶養手当】 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

利
用

し

た

こ
と

が

あ

る

制
度

を

知

ら
な

い

利
用

資

格

が
な

い

必
要

が

な

い

無
回

答

全体 1025 911 6 19 53 36

100 88.9 0.6 1.9 5.2 3.5
小学生 567 503 3 14 27 20

100 88.7 0.5 2.5 4.8 3.5
中学生 404 360 3 5 22 14

100 89.1 0.7 1.2 5.4 3.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

利
用

し

た

こ
と

が

あ

る

制
度

を

知

ら
な

い

利
用

資

格

が
な

い

必
要

が

な

い

無
回

答

全体 1025 151 63 273 391 147

100 14.7 6.1 26.6 38.1 14.3
小学生 567 80 41 157 221 68

100 14.1 7.2 27.7 39 12
中学生 404 63 19 105 145 72

100 15.6 4.7 26 35.9 17.8
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

利
用

し

た

こ
と

が

あ

る

制
度

を

知

ら
な

い

利
用

資

格

が
な

い

必
要

が

な

い

無
回

答

全体 1025 98 49 291 428 159

100 9.6 4.8 28.4 41.8 15.5
小学生 567 57 36 165 235 74

100 10.1 6.3 29.1 41.4 13.1
中学生 404 38 11 113 168 74

100 9.4 2.7 28 41.6 18.3
※上段：実数、下段：割合（％）



20 

 

 

【疾病や難病の手当】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【生活保護】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【公的年金（遺族年金、障害年金）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【雇用保険（失業保険）】 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

利
用

し

た

こ
と

が

あ

る

制
度

を

知

ら
な

い

利
用

資

格

が
な

い

必
要

が

な

い

無
回

答

全体 1025 38 56 256 502 173

100 3.7 5.5 25 49 16.9
小学生 567 17 40 151 277 82

100 3 7.1 26.6 48.9 14.5
中学生 404 20 15 98 191 80

100 5 3.7 24.3 47.3 19.8
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

利
用

し

た

こ
と

が

あ

る

制
度

を

知

ら
な

い

利
用

資

格

が
な

い

必
要

が

な

い

無
回

答

全体 1025 16 15 267 549 178

100 1.6 1.5 26 53.6 17.4
小学生 567 11 6 155 312 83

100 1.9 1.1 27.3 55 14.6
中学生 404 5 9 103 203 84

100 1.2 2.2 25.5 50.2 20.8
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

利
用

し

た

こ
と

が

あ

る

制
度

を

知

ら
な

い

利
用

資

格

が
な

い

必
要

が

な

い

無
回

答

全体 1025 17 27 310 491 180

100 1.7 2.6 30.2 47.9 17.6
小学生 567 9 17 183 276 82

100 1.6 3 32.3 48.7 14.5
中学生 404 8 10 116 183 87

100 2 2.5 28.7 45.3 21.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

利
用

し

た

こ
と

が

あ

る

制
度

を

知

ら
な

い

利
用

資

格

が
な

い

必
要

が

な

い

無
回

答

全体 1025 257 12 223 380 153

100 25.1 1.2 21.8 37.1 14.9
小学生 567 138 7 134 219 69

100 24.3 1.2 23.6 38.6 12.2
中学生 404 106 5 84 134 75

100 26.2 1.2 20.8 33.2 18.6
※上段：実数、下段：割合（％）



21 

 

 

問 27 あなたが奈良市の支援制度（手当や就学援助など）を受けるうえで、困った 

問 28 ことはどのようなものですか。（あてはまるものすべてに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 28 お子さんに対して必要と思われる支援、または、重要だと思う支援等はど 

問 28 のようなものですか。（あてはまるものすべてに○） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 29 あなたが現在必要としている支援、または、重要だと思う支援等はどのよう 

問 28 なものですか。（あてはまるものすべてに○） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

制
度

に

つ

い
て

よ

く

知

ら

な
い

制
度

を

申

請
す

る

時

間

が

な
い

制
度

の

申

請
先

が

わ

か

り

に
く

い

プ
ラ

イ

ベ
ー

ト

な

話

を

す

る
こ

と

が

負
担

そ
の

他

特
に

な

い

無
回

答

全体 1025 292 64 117 55 40 531 91

100 28.5 6.2 11.4 5.4 3.9 51.8 8.9
小学生 567 168 29 61 29 20 301 46

100 29.6 5.1 10.8 5.1 3.5 53.1 8.1
中学生 404 111 31 52 23 18 201 38

100 27.5 7.7 12.9 5.7 4.5 49.8 9.4
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

子
ど

も

の

学
力

保

障

、
学

習
支

援

子
ど

も

の

放
課

後

の

居

場

所
づ

く

り

子
ど

も

自

身
が

生

活

の

こ

と
な

ど

の

悩
み

を

相

談

で

き
る

こ

と

子
ど

も

の

医
療

に

か

か

る

費
用

が

無

料
化

さ

れ

る

こ

と 子
ど

も

の

進
学

・

就

学

に

か
か

る

費

用
が

軽

減

さ

れ

る
こ

と

そ
の

他

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 504 202 134 622 885 22 20 22

100 49.2 19.7 13.1 60.7 86.3 2.1 2 2.1
小学生 567 278 143 77 353 478 11 16 11

100 49 25.2 13.6 62.3 84.3 1.9 2.8 1.9
中学生 404 198 53 50 236 361 8 4 7

100 49 13.1 12.4 58.4 89.4 2 1 1.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

同
じ

よ

う

な
悩

み

を

も

っ

た
人

同

士

で
知

り

あ

え

る

こ
と

民
生

委

員

・
児

童

委

員

な

ど
地

域

の

人
か

ら

支

援

が

受
け

ら

れ

る
こ

と

離

婚

の

こ

と

や

養

育

費

の

こ

と

な

ど

に

つ

い

て

専

門

的

な

支

援

が

受

け

ら

れ

る

こ

と
病
気

や

障

が
い

の

こ

と

な

ど
に

つ

い

て
専

門

的

な

支

援
が

受

け

ら
れ

る

こ

と

資
格

取

得

の
た

め

の

支

援

が
受

け

ら

れ
る

こ

と

就
職

の

た

め
の

支

援

が

受

け
ら

れ

る

こ
と

住

宅

を

探

し

た

り

、
住

宅

費

を

軽

減

し

た

り

す

る

た

め

の

支

援

が

受

け

ら

れ

る

こ

と

病

気

や

出

産

、
事

故

な

ど

が

あ

っ
た

と

き

に

一

時

的

に

子

ど

も

を

預

か

っ
て

も

ら

え

る

こ

と

一
時

的

に

必
要

と

な

る

資

金
を

貸

し

て
も

ら

え

る

こ

と そ
の

他

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1025 121 32 71 139 232 165 138 135 111 36 256 164

100 11.8 3.1 6.9 13.6 22.6 16.1 13.5 13.2 10.8 3.5 25 16
小学生 567 73 22 34 76 135 92 78 97 56 18 137 79

100 12.9 3.9 6 13.4 23.8 16.2 13.8 17.1 9.9 3.2 24.2 13.9
中学生 404 44 9 31 58 86 61 51 31 49 17 106 73

100 10.9 2.2 7.7 14.4 21.3 15.1 12.6 7.7 12.1 4.2 26.2 18.1
※上段：実数、下段：割合（％）
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全
体

春
日

中

学

校
区

（
済

美

小

学
校

、
大

安

寺

小
学

校

、
済
美

南

小

学

校

）

三
笠

中

学

校
区

（
椿

井

小

学
校

、
大

宮

小

学
校

、
大

安
寺

西

小

学

校

、
佐

保

川
小

学

校

）

若
草

中

学

校
区

（
鼓

阪

小

学
校

、
佐

保

小

学
校

、
鼓

阪
北

小

学

校

）

伏
見

中

学

校
区

（
伏

見

小

学
校

、
あ

や

め

池
小

学

校

、
西

大

寺

北

小

学
校

）

富
雄

中

学

校
区

（
富

雄

北

小
学

校

、
鳥

見

小
学

校

）

都
南

中

学

校
区

（
東

市

小

学
校

、
辰

市

小

学
校

、
明

治
小

学

校

、
帯

解
小

学

校

）

田
原

中

学

校
区

（
田

原

小

学
校

）

興
東

館

柳

生
中

学

校

区

（
柳

生

小

学
校

、
興

東

小

学
校

）

登
美

ヶ
丘

中
学

校

区

（
鶴

舞

小

学
校

、
平

城

西

小
学

校

）

平
城

西

中

学
校

区

（
右

京

小

学
校

、
神

功

小

学
校

）

二
名

中

学

校
区

（
青

和

小

学
校

、
二

名

小

学
校

）

京
西

中

学

校
区

（
六

条

小

学
校

、
伏

見

南

小
学

校

）

富
雄

南

中

学
校

区

（
富

雄

南

小
学

校

、
三

唯

小
学

校

）

全体 1003 86 99 28 104 49 50 3 6 41 29 79 82 75

100 8.6 9.9 2.8 10.4 4.9 5.0 0.3 0.6 4.1 2.9 7.9 8.2 7.5
小学生 567 51 60 16 61 46 30 2 0 30 19 33 45 47

100 9.0 10.6 2.8 10.8 8.1 5.3 0.4 0.0 5.3 3.4 5.8 7.9 8.3
中学生 405 35 38 12 41 1 20 1 6 11 9 46 32 26

100 8.6 9.4 3.0 10.1 0.2 4.9 0.2 1.5 2.7 2.2 11.4 7.9 6.4
※上段：実数、下段：割合（％）

平
城

中

学

校
区

（
平

城

小

学
校

）

飛
鳥

中

学

校
区

（
飛

鳥

小

学
校

）

登
美

ヶ
丘

北
中

学

校

区

（
登

美

ヶ
丘
小

学

校

、
東

登
美

ヶ
丘

小
学

校

）

都
跡

中

学

校
区

（
都

跡

小

学
校

）

平
城

東

中

学
校

区

（
朱

雀

小

学
校

、
佐

保

台

小
学

校

、
左
京

小

学

校

）

月

ヶ
瀬

中

学
校

区

（
月

ヶ
瀬

小
学

校

）

都
祁

中

学

校
区

（
並

松

小

学
校

、
都

祁

小

学
校

、
吐

山
小

学

校

、
六

郷
小

学

校

）

富
雄

第

三

中
学

校

区

（
富

雄

第

三
小

学

校

）

　
無

回

答

全体 33 31 54 22 53 16 23 18 0

3.3 3.1 5.4 2.2 5.3 1.6 2.3 1.8 0.0
小学生 16 15 32 8 28 7 13 0 0

2.8 2.6 5.6 1.4 4.9 1.2 2.3 0.0 0.0
中学生 16 12 16 12 24 9 10 17 0

4.0 3.0 4.0 3.0 5.9 2.2 2.5 4.2 0.0
※上段：実数、下段：割合（％）

３ 子ども編 

 

問１ あなたは小学生ですか、それとも中学生ですか。 

問１ （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ あなたのお住まいの小学校区についてお答えください。 

問２ （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ あなたと今一緒に住んでいる人を教えてください。 

問３ （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

全
体

お
母

さ

ん

お
父

さ

ん

お
ば

あ

さ

ん

お
じ

い

さ

ん

お
兄

さ

ん

お
姉

さ

ん

弟 妹 そ
の

他

の

人

無
回

答

全体 1003 984 870 145 110 268 264 254 279 24 11

100 98.1 86.7 14.5 11 26.7 26.3 25.3 27.8 2.4 1.1
小学生 567 558 493 72 58 140 159 139 162 14 5

100 98.4 86.9 12.7 10.2 24.7 28 24.5 28.6 2.5 0.9
中学生 405 399 352 71 51 120 97 103 108 9 2

100 98.5 86.9 17.5 12.6 29.6 24 25.4 26.7 2.2 0.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

小
学

生

中
学

生

無
回

答

全体 1003 567 405 31

100 56.5 40.4 3.1
小学生 567 567 - -

100 100 - -
中学生 405 - 405 -

100 - 100 -
※上段：実数、下段：割合（％）



23 

 

 

問４ あなたの今の身長・体重を（ ）内に記入してください。 

 

【身長】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【体重】 

 

  

 

 

 

 

 

 

問５ あなたは、ふだん（月曜日～金曜日）、何時に起きていますか。 

問５ （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

午
前

５

時

よ
り

前

午
前

５

時

台

午
前

６

時

台

午
前

７

時

台

午
前

８

時

台

午
前

９

時

よ
り

後

き
ま

っ
て

い
な

い

無
回

答

全体 1003 - 24 426 495 3 3 40 12

100 - 2.4 42.5 49.4 0.3 0.3 4 1.2
小学生 567 - 17 270 251 - - 20 9

100 - 3 47.6 44.3 - - 3.5 1.6
中学生 405 - 7 145 227 2 3 19 2

100 - 1.7 35.8 56 0.5 0.7 4.7 0.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

～

１

３

０

ｃ
ｍ

未

満

１
３

０

ｃ

ｍ
以

上

１

３

５

ｃ
ｍ

未

満

１
３

５

ｃ

ｍ
以

上

１

４

０

ｃ
ｍ

未

満

１
４

０

ｃ

ｍ
以

上

１

４

５

ｃ
ｍ

未

満

１
４

５

ｃ

ｍ
以

上

１

５

０

ｃ
ｍ

未

満

１
５

０

ｃ

ｍ
以

上

１

５

５

ｃ
ｍ

未

満

１
５

５

ｃ

ｍ
以

上

１

６

０

ｃ
ｍ

未

満

１
６

０

ｃ

ｍ
以

上

無
回

答

全体 1003 6 38 98 168 152 156 107 211 67

100 0.6 3.8 9.8 16.8 15.2 15.6 10.7 21 6.7
小学生 567 6 38 96 157 134 80 18 7 31

100 1.1 6.7 16.9 27.7 23.6 14.1 3.2 1.2 5.5
中学生 405 - - 1 6 15 73 84 195 31

100 - - 0.2 1.5 3.7 18 20.7 48.1 7.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

３
０

ｋ

ｇ

未
満

３
０

ｋ

ｇ

以
上

３

５

ｋ

ｇ

未
満

３
５

ｋ

ｇ

以
上

４

０

ｋ

ｇ

未
満

４
０

ｋ

ｇ

以
上

４

５

ｋ

ｇ

未
満

４
５

ｋ

ｇ

以
上

５

０

ｋ

ｇ

未
満

５
０

ｋ

ｇ

以
上

５

５

ｋ

ｇ

未
満

５
５

ｋ

ｇ

以
上

６

０

ｋ

ｇ

未
満

６
０

ｋ

ｇ

以
上

無
回

答

全体 1003 89 172 181 143 147 93 43 37 98

100 8.9 17.1 18 14.3 14.7 9.3 4.3 3.7 9.8
小学生 567 88 162 132 82 30 19 9 4 41

100 15.5 28.6 23.3 14.5 5.3 3.4 1.6 0.7 7.2
中学生 405 - 5 45 57 112 71 32 32 51

100 - 1.2 11.1 14.1 27.7 17.5 7.9 7.9 12.6
※上段：実数、下段：割合（％）



24 

 

 

問６ あなたは、ふだん（月曜日～金曜日）、何時に家に帰りますか。 

問５ （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問７ あなたは、ふだん（月曜日～金曜日）、何時に寝ていますか。 

問５ （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ あなたは朝ごはんをいつも食べていますか。 

問５ （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

午
後

４

時

よ
り

前

午
後

４

時

台

午
後

５

時

台

午
後

６

時

台

午
後

７

時

台

午
後

８

時

よ
り

後

き
ま

っ
て

い
な

い

無
回

答

全体 1003 56 445 232 117 28 5 99 21

100 5.6 44.4 23.1 11.7 2.8 0.5 9.9 2.1
小学生 567 46 382 54 11 16 1 44 13

100 8.1 67.4 9.5 1.9 2.8 0.2 7.8 2.3
中学生 405 9 54 167 100 12 2 54 7

100 2.2 13.3 41.2 24.7 3 0.5 13.3 1.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

午
後

９

時

よ
り

前

午
後

９

時

台

午
後

１

０

時
台

午
後

１

１

時
台

午
前

０

時

台

（
夜

中

）

午
前

１

時

よ
り

後

き
ま

っ
て

い
な

い

無
回

答

全体 1003 22 204 317 233 101 16 98 12

100 2.2 20.3 31.6 23.2 10.1 1.6 9.8 1.2
小学生 567 21 195 214 64 11 3 52 7

100 3.7 34.4 37.7 11.3 1.9 0.5 9.2 1.2
中学生 405 1 9 91 156 86 13 46 3

100 0.2 2.2 22.5 38.5 21.2 3.2 11.4 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

毎
日

・

ほ

ぼ
毎

日

週
に

４
～

５
回

週
に

２
～

３
回

週
に

１

回

程
度

食
べ

な

い

無
回

答

全体 1003 926 23 29 7 9 9

100 92.3 2.3 2.9 0.7 0.9 0.9
小学生 567 524 19 14 - 4 6

100 92.4 3.4 2.5 - 0.7 1.1
中学生 405 372 4 15 7 5 2

100 91.9 1 3.7 1.7 1.2 0.5
※上段：実数、下段：割合（％）



25 

 

 

«問 8で「２～５（＝食べないことがある）」と答えた方のみ≫ 

問 8-1 毎日朝ごはんを食べない理由はなんですか。 

問 8-1 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問９ あなたは晩ごはんをいつも食べていますか。 

問９ （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

«問 9で「２～５（＝食べないことがある）」と答えた方のみ≫ 

問 9-1 毎日晩ごはんを食べない理由はなんですか。 

問 9-1 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

時
間

が

な

い

お
な

か

が

す
い

て

い

な

い

用
意

さ

れ

て
い

な

い

食
べ

る

習

慣
が

な

い

そ
の

他

無
回

答

全体 68 31 23 3 3 7 1

100 45.6 33.8 4.4 4.4 10.3 1.5
小学生 37 18 15 - 1 2 1

100 48.6 40.5 - 2.7 5.4 2.7
中学生 31 13 8 3 2 5 -

100 41.9 25.8 9.7 6.5 16.1 -
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

毎
日

・

ほ

ぼ
毎

日

週
に

４
～

５
回

週
に

２
～

３
回

週
に

１

回

程
度

食
べ

な

い

無
回

答

全体 1003 986 2 2 - - 13

100 98.3 0.2 0.2 - - 1.3
小学生 567 556 2 - - - 9

100 98.1 0.4 - - - 1.6
中学生 405 400 - 2 - - 3

100 98.8 - 0.5 - - 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

時
間

が

な

い

お
な

か

が

す
い

て

い

な

い

用
意

さ

れ

て
い

な

い

食
べ

る

習

慣
が

な

い

そ
の

他

無
回

答

全体 4 - 1 1 - 2 -

100 - 25 25 - 50 -
小学生 2 - 1 - - 1 -

100 - 50 - - 50 -
中学生 2 - - 1 - 1 -

100 - - 50 - 50 -
※上段：実数、下段：割合（％）



26 

 

 

問 10 あなたは、家でひとりでごはんを食べることがありますか。 

問 10 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

«問 10 で「１～２（＝ある）」と答えた方のみ≫ 

問 10-1 ひとりでごはんを食べるとき、なにをよく食べていますか。特によく食べ 

問 10-1 ているものを教えてください。 

問 10-1 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 あなたは、週にどのくらい、お風呂（シャワーのみの場合も含む）に入りま 

問 11 すか。（あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

よ
く

あ

る

と
き

ど

き

あ
る

ほ
と

ん

ど

な
い

ま

っ
た

く

な
い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1003 35 161 294 488 5 20

100 3.5 16.1 29.3 48.7 0.5 2
小学生 567 6 60 142 345 2 12

100 1.1 10.6 25 60.8 0.4 2.1
中学生 405 27 95 140 134 3 6

100 6.7 23.5 34.6 33.1 0.7 1.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

親
や

き

ょ
う
だ

い

が

作

っ

た
も

の

ス
ー

パ
ー

・
コ

ン

ビ

ニ

な

ど
で

買

っ
た
も

の

自
分

が

作

っ
た

も

の

外
食

あ
ま

り

き

ま

っ
て

い

な

い

そ
の

他

無
回

答

全体 196 134 21 14 - 15 4 8

100 68.4 10.7 7.1 - 7.7 2 4.1
小学生 66 46 8 4 - 4 - 4

100 69.7 12.1 6.1 - 6.1 - 6.1
中学生 122 82 13 10 - 11 3 3

100 67.2 10.7 8.2 - 9 2.5 2.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

毎
日

・

ほ

と
ん

ど

毎

日

週
に

４
～

５
回

週
に

２
～

３
回

週
に

１

回

程
度

入
ら

な

い

無
回

答

全体 1003 947 33 7 3 1 12

100 94.4 3.3 0.7 0.3 0.1 1.2
小学生 567 528 24 6 2 - 7

100 93.1 4.2 1.1 0.4 - 1.2
中学生 405 390 9 - 1 1 4

100 96.3 2.2 - 0.2 0.2 1
※上段：実数、下段：割合（％）



27 

 

 

問 12 あなたは、通っている学校に遅刻することがありますか。 

問 12 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 あなたは、毎日の生活でどのようなときに楽しいと思いますか。 

問
とい

13 （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14 あなたは、ふだん（月曜日～金曜日）の放課後、だれと過ごしますか。 

問
とい

14 （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

遅
刻

は

し

な
い

週
に

１

回

程
度

週
に

２
～

３
回

毎
日

・

ほ

ぼ
毎

日

無
回

答

全体 1003 944 21 10 12 16

100 94.1 2.1 1 1.2 1.6
小学生 567 539 9 6 7 6

100 95.1 1.6 1.1 1.2 1.1
中学生 405 378 11 4 4 8

100 93.3 2.7 1 1 2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

と
も

だ

ち

と
過

ご

し

て

い

る
と

き

お
う

ち

の

人
と

過

ご

し

て

い
る

と

き

学
校

生

活

や
ク

ラ

ブ

活

動

に
参

加

し

て
い

る

と

き

地
域

の

行

事
に

参

加

し

て

い
る

と

き

塾
や

習

い

事
で

過

ご

し

て

い
る

と

き

ひ
と

り

で

い
る

と

き

特
に

楽

し

い
と

思

う

と

き

は
な

い

そ
の

他

無
回

答

全体 1003 854 570 529 188 276 286 14 59 15

100 85.1 56.8 52.7 18.7 27.5 28.5 1.4 5.9 1.5
小学生 567 495 386 284 138 186 144 8 31 7

100 87.3 68.1 50.1 24.3 32.8 25.4 1.4 5.5 1.2
中学生 405 333 170 229 44 82 137 5 26 6

100 82.2 42 56.5 10.9 20.2 33.8 1.2 6.4 1.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

学
校

の

と

も
だ

ち

学
校

以

外

の
と

も

だ

ち

お
う

ち

の

大
人

き

ょ
う

だ

い

お
う

ち

の

人
以

外

の

大

人

ひ
と

り

で

い
る

そ
の

他

無
回

答

全体 1003 656 133 650 484 202 165 15 10

100 65.4 13.3 64.8 48.3 20.1 16.5 1.5 1
小学生 567 356 87 386 298 125 93 9 5

100 62.8 15.3 68.1 52.6 22 16.4 1.6 0.9
中学生 405 278 40 250 172 71 68 6 3

100 68.6 9.9 61.7 42.5 17.5 16.8 1.5 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）



28 

 

 

問 15 あなたは、ふだん（月曜日～金曜日）の放課後、どこで過ごしますか。 

問 15 （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 16 あなたは、ふだん（月曜日～金曜日）、授業時間以外に１日あたりどれくら 

問 16 い勉強をしますか（塾などの時間も含みます）。 

問 16 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

«問 16で「２～６（＝家で勉強する）」と答えた方のみ≫ 

問 16-1 あなたは、家で勉強するとき、どこで勉強していますか。 

問 16-1 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

全
体

自
分

の

家

お
ば

あ

さ

ん
・

お

じ

い

さ

ん
の

家

と
も

だ

ち

の
家

塾
・

習

い

事

学
校

（
ク

ラ
ブ

活

動

な

ど

）

バ
ン

ビ
―

ホ
ー

ム

（
放

課

後
児

童

ク

ラ
ブ

）

公
園

・

広

場

シ

ョ
ッ
ピ

ン
グ

モ
ー

ル

・

コ
ン

ビ

ニ

ゲ
ー

ム

セ

ン
タ
ー

図
書

館

や

公
民

館

な

ど

の

公
共

の

施

設

児
童

館

な

ど
の

子

ど

も

の

施
設

そ
の

他

無
回

答

全体 1003 829 64 226 475 349 29 166 16 9 15 10 9 10

100 82.7 6.4 22.5 47.4 34.8 2.9 16.6 1.6 0.9 1.5 1 0.9 1
小学生 567 491 51 190 291 75 29 159 6 4 10 6 5 5

100 86.6 9 33.5 51.3 13.2 5.1 28 1.1 0.7 1.8 1.1 0.9 0.9
中学生 405 315 12 30 175 261 - 4 9 4 4 4 4 3

100 77.8 3 7.4 43.2 64.4 - 1 2.2 1 1 1 1 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

ま

っ
た

く

し
な

い

３
０

分

よ

り
少

な

い

３
０

分

以

上

、
１

時

間

よ

り
少

な

い

１
時

間

以

上

、
２

時

間

よ

り
少

な

い

２
時

間

以

上

、
３

時

間

よ

り
少

な

い

３
時

間

以

上

無
回

答

全体 1003 75 151 277 266 144 79 11

100 7.5 15.1 27.6 26.5 14.4 7.9 1.1
小学生 567 34 85 186 152 66 37 7

100 6 15 32.8 26.8 11.6 6.5 1.2
中学生 405 37 57 86 109 72 41 3

100 9.1 14.1 21.2 26.9 17.8 10.1 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

自
分

専

用

の
部

屋

き

ょ
う

だ

い
で

一

緒

に

使

う
部

屋

家
族

み

ん

な
で

使

う

部

屋

な
ど

き
ま

っ
た

場
所

は

な

い

無
回

答

全体 917 234 100 402 157 24

100 25.5 10.9 43.8 17.1 2.6
小学生 526 72 63 291 88 12

100 13.7 12 55.3 16.7 2.3
中学生 365 149 36 105 64 11

100 40.8 9.9 28.8 17.5 3
※上段：実数、下段：割合（％）



29 

 

 

問 17 おこづかいについておたずねします。あなたの毎月のおこづかいはいくらで 

問 17 すか（時々もらう場合は、１か月あたりにするとどのくらいかで○を付けて 

問 17 ください。ただしお年玉はのぞきます） 

（あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

 

«問 17で「１～６（＝おこづかいをもらっている）」と答えた方のみ≫ 

問 17-1 毎月のおこづかいは、何に使っていますか。 

問 17-1 （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 18 あなたは、学校の授業時間以外に、１日あたりどれくらい読書をしますか 

問 18 （教科書や参考書、マンガや雑誌をのぞきます）。 

問 18 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

１
０

０

０

円
よ

り

少

な

い

１
０

０

０

円
台

２
０

０

０

円
台

３
０

０

０

円
台

４
０

０

０

円
台

５
０

０

０

円
以

上

も
ら

っ
て

い
な

い

無
回

答

全体 1003 273 195 83 35 8 12 387 10

100 27.2 19.4 8.3 3.5 0.8 1.2 38.6 1
小学生 567 234 55 10 4 2 4 252 6

100 41.3 9.7 1.8 0.7 0.4 0.7 44.4 1.1
中学生 405 33 133 71 29 6 7 123 3

100 8.1 32.8 17.5 7.2 1.5 1.7 30.4 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

と
も

だ

ち

と
の

遊

び

学
校

で

使

う
必

要

な

も

の

本 マ
ン

ガ

菓
子

や

ジ

ュ
ー

ス

食
事

ゲ
ー

ム

関

連

音
楽

関

連

貯
金

そ
の

他

無
回

答

全体 606 246 128 202 180 201 51 126 49 373 57 2

100 40.6 21.1 33.3 29.7 33.2 8.4 20.8 8.1 61.6 9.4 0.3
小学生 309 50 59 98 70 90 7 56 3 204 35 2

100 16.2 19.1 31.7 22.7 29.1 2.3 18.1 1 66 11.3 0.6
中学生 279 185 67 97 103 105 41 66 43 159 19 -

100 66.3 24 34.8 36.9 37.6 14.7 23.7 15.4 57 6.8 -
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

ま

っ
た

く

し
な

い

３
０

分

よ

り
少

な

い

３
０

分

以

上

、
１

時

間

よ

り
少

な

い

１
時

間

以

上

、
２

時

間

よ

り
少

な

い

２
時

間

以

上

、
３

時

間

よ

り
少

な

い

３
時

間

以

上

無
回

答

全体 1003 331 342 195 87 22 16 10

100 33 34.1 19.4 8.7 2.2 1.6 1
小学生 567 142 212 127 57 10 14 5

100 25 37.4 22.4 10.1 1.8 2.5 0.9
中学生 405 177 120 59 30 12 2 5

100 43.7 29.6 14.6 7.4 3 0.5 1.2
※上段：実数、下段：割合（％）
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問 19 あなたは、学校の授業がどのくらいわかりますか。 

問 19 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 20 あなたは、いやなことや悩んでいることがありますか。 

問 19 （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 21 あなたは、いやなことや悩んでいることがあるとき、だれに相談しますか。 

問 21 （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

全
体

よ
く

わ

か

る

だ
い

た

い

わ
か

る

あ
ま

り

わ

か
ら

な

い

ほ
と

ん

ど

わ
か

ら

な

い

わ
か

ら

な

い

無
回

答

全体 1003 383 522 62 17 13 6

100 38.2 52 6.2 1.7 1.3 0.6
小学生 567 272 260 24 5 3 3

100 48 45.9 4.2 0.9 0.5 0.5
中学生 405 100 245 35 12 10 3

100 24.7 60.5 8.6 3 2.5 0.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

お
う

ち

の

こ
と

・

家

族

の

こ
と

学
校

や

勉

強
の

こ

と

ク
ラ

ブ

活

動
の

こ

と

自
分

の

こ

と

と
も

だ

ち

の
こ

と

好
き

な

人

の
こ

と

進
学

・

進

路
の

こ

と

そ
の

他

の

こ
と

い
や

な

や

こ
と

や

悩

ん

で

い
る

こ

と

は
な

い

無
回

答

全体 1003 68 222 90 157 155 87 194 30 488 21

100 6.8 22.1 9 15.7 15.5 8.7 19.3 3 48.7 2.1
小学生 567 34 87 6 79 89 55 52 19 318 13

100 6 15.3 1.1 13.9 15.7 9.7 9.2 3.4 56.1 2.3
中学生 405 31 129 82 72 63 29 138 8 151 8

100 7.7 31.9 20.2 17.8 15.6 7.2 34.1 2 37.3 2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

お
母

さ

ん

・
お

父

さ

ん

き

ょ
う

だ

い

お
ば

あ

さ

ん
・

お

じ

い

さ

ん
・

親

せ

き

学
校

の

と

も
だ

ち

学
校

以

外

の
と

も

だ

ち

学
校

の

先

生

ス
ク
ー

ル

カ
ウ

ン

セ

ラ
ー

、
ス

ク
ー

ル

ソ
ー

シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

学
校

以

外

の
先

生

近
所

の

人

・
地

域

の

人

子
ど

も

専

用
の

電

話

相

談

イ
ン

タ
ー

ネ

ッ
ト

な

ど

で

知
り

あ

っ
た
直

接

会

っ
た

こ
と

の

な

い
人

そ
の

他

の

人

だ
れ

に

も

相
談

し

な

い

無
回

答

全体 1003 608 118 68 493 54 192 6 38 5 3 8 6 162 17

100 60.6 11.8 6.8 49.2 5.4 19.1 0.6 3.8 0.5 0.3 0.8 0.6 16.2 1.7
小学生 567 372 75 54 234 19 104 4 13 5 3 - 3 93 10

100 65.6 13.2 9.5 41.3 3.4 18.3 0.7 2.3 0.9 0.5 - 0.5 16.4 1.8
中学生 405 220 42 14 246 32 82 2 22 - - 8 2 62 5

100 54.3 10.4 3.5 60.7 7.9 20.2 0.5 5.4 - - 2 0.5 15.3 1.2
※上段：実数、下段：割合（％）



31 

 

 

問 22 あなたは、家族のことなどで、何か困っていることはありますか。 

問 22 （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 23 あなたは、学校のことについて、何か望んでいることはありますか。 

問 23 （あてはまる番号すべてに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

 

問 24 あなたは、将来どの学校まで行きたいと思いますか。 

問 24 （あてはまる番号 1 つだけに○を付けてください） 

 

  

 

 

 

 

 

全
体

勉
強

を

も

っ
と

わ

か

り

や

す
く

教

え

て
ほ

し

い

部
活

動

や

ク
ラ

ブ

活

動

の

種
類

・

内

容
・

設

備

な

ど

を
良

く

し

て
ほ

し

い

学
校

行

事

を
増

や

し

て

ほ

し
い

友
だ

ち

と

話
せ

る

楽

し

い

雰
囲

気

が

ほ
し

い

「
い

じ

め

を
許

さ

な

い

」

と
い

う

雰

囲
気

に

し

て

ほ

し
い

先
生

に

も

っ
と

自

分

の

こ

と
を

理

解

し
て

ほ

し

い

進
学

・

進

路
の

こ

と

に

つ

い
て

わ

か

り
や

す

く

教

え

て
ほ

し

い

悩
み

ご

と

な
ど

を

相

談

で

き
る

よ

う

に
し

て

ほ

し

い

今
通

っ
て

い
る

学

校

の

こ

と
で

お

金

が
か

か

ら

な

い

よ
う

に

し

て
ほ

し

い

進
学

に

あ

た

っ
て

お

金

が

か
か

ら

な

い
よ

う

に

し

て

ほ
し

い

そ
の

他

特
に

望

ん

で
い

る

こ

と

は

な
い

無
回

答

全体 1003 245 406 284 196 237 110 127 87 190 174 68 252 11

100 24.4 40.5 28.3 19.5 23.6 11 12.7 8.7 18.9 17.3 6.8 25.1 1.1
小学生 567 117 184 168 124 138 59 43 49 103 86 40 167 5

100 20.6 32.5 29.6 21.9 24.3 10.4 7.6 8.6 18.2 15.2 7.1 29.5 0.9
中学生 405 119 211 106 67 94 47 76 35 82 85 26 78 6

100 29.4 52.1 26.2 16.5 23.2 11.6 18.8 8.6 20.2 21 6.4 19.3 1.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

中
学

校

高
等

学

校

専
門

学

校

高
等

専

門

学
校

・

短

期

大

学 大
学

大
学

院

そ
の

他

わ
か

ら

な

い
・

考

え

た

こ

と
が

な

い

無
回

答

全体 1003 9 101 83 33 501 50 8 209 9

100 0.9 10.1 8.3 3.3 50 5 0.8 20.8 0.9
小学生 567 7 54 52 15 257 36 5 136 5

100 1.2 9.5 9.2 2.6 45.3 6.3 0.9 24 0.9
中学生 405 1 44 29 17 226 13 3 68 4

100 0.2 10.9 7.2 4.2 55.8 3.2 0.7 16.8 1
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

家
族

の

団

ら
ん

や

会

話

が

少
な

い

親
が

厳

し

い

親
が

自

分

の
気

持

ち

を

わ

か

っ
て

く

れ
な

い

親
同

士

の

仲
が

良

く

な

い

き

ょ
う

だ

い
と

の

仲

が

良

く
な

い

家
で

落

ち

着
い

て

勉

強

で

き
な

い

病
気

の

人

や
お

年

寄

り

の

世
話

が

大

変

食
べ

る

ご

は
ん

が

な

い

と

き
が

あ

る

着
る

服

が

洗
濯

さ

れ

て

い

な
い

家
の

中

が

散
ら

か

っ
て

い

る 家
に

お

金

が
な

い

（
少

な

い

）

そ
の

他

特
に

な

い

無
回

答

全体 1003 26 78 96 40 75 46 7 9 7 87 44 13 684 29

100 2.6 7.8 9.6 4 7.5 4.6 0.7 0.9 0.7 8.7 4.4 1.3 68.2 2.9
小学生 567 12 41 46 19 54 19 6 4 4 60 22 7 382 14

100 2.1 7.2 8.1 3.4 9.5 3.4 1.1 0.7 0.7 10.6 3.9 1.2 67.4 2.5
中学生 405 14 34 48 21 19 25 1 5 3 27 21 6 279 14

100 3.5 8.4 11.9 5.2 4.7 6.2 0.2 1.2 0.7 6.7 5.2 1.5 68.9 3.5
※上段：実数、下段：割合（％）
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問 25 あなたは、自分自身のことをどう思いますか。 

問 25 （それぞれ１つに○を付けてください） 

 

【頑張れば、成果が出せる】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自分は価値のある人間だと思う】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自分には良いところがある】 

 

  

 

 

 

 

 

全
体

あ
て

は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

ら

な
い

あ
て

は

ま

ら
な

い

無
回

答

全体 1003 520 385 56 26 16

100 51.8 38.4 5.6 2.6 1.6
小学生 567 326 196 25 12 8

100 57.5 34.6 4.4 2.1 1.4
中学生 405 182 172 29 14 8

100 44.9 42.5 7.2 3.5 2
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

ら

な
い

あ
て

は

ま

ら
な

い

無
回

答

全体 1003 331 383 185 81 23

100 33 38.2 18.4 8.1 2.3
小学生 567 201 210 93 52 11

100 35.4 37 16.4 9.2 1.9
中学生 405 122 160 83 29 11

100 30.1 39.5 20.5 7.2 2.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

ら

な
い

あ
て

は

ま

ら
な

い

無
回

答

全体 1003 460 363 110 48 22

100 45.9 36.2 11 4.8 2.2
小学生 567 288 190 52 26 11

100 50.8 33.5 9.2 4.6 1.9
中学生 405 163 155 54 22 11

100 40.2 38.3 13.3 5.4 2.7
※上段：実数、下段：割合（％）
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【不安に感じるところはない】 

 

  

 

 

 

 

 

 

【孤独を感じることはない】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【自分の将来が楽しみだ】 

 

  

 

 

全
体

あ
て

は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

ら

な
い

あ
て

は

ま

ら
な

い

無
回

答

全体 1003 327 286 232 136 22

100 32.6 28.5 23.1 13.6 2.2
小学生 567 221 149 122 64 11

100 39 26.3 21.5 11.3 1.9
中学生 405 95 127 104 68 11

100 23.5 31.4 25.7 16.8 2.7
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

ら

な
い

あ
て

は

ま

ら
な

い

無
回

答

全体 1003 508 236 142 96 21

100 50.6 23.5 14.2 9.6 2.1
小学生 567 325 116 64 51 11

100 57.3 20.5 11.3 9 1.9
中学生 405 169 112 70 44 10

100 41.7 27.7 17.3 10.9 2.5
※上段：実数、下段：割合（％）

全
体

あ
て

は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

る

ど
ち

ら

か

と
い

え

ば

、
あ

て
は

ま

ら

な
い

あ
て

は

ま

ら
な

い

無
回

答

全体 1003 521 283 114 69 16

100 51.9 28.2 11.4 6.9 1.6
小学生 567 339 140 44 37 7

100 59.8 24.7 7.8 6.5 1.2
中学生 405 166 135 65 30 9

100 41 33.3 16 7.4 2.2
※上段：実数、下段：割合（％）
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基本目標

  子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右され、経済的困難な状況が世代を超えて連鎖
することがないよう、必要な環境整備と教育の機会均等を図り、すべての子どもがその将来に夢
や希望を持って成長していける社会を実現していくことは極めて重要です。

  我が国における子どもの貧困率は、国民生活基礎調査によりますと、平成２４年時点で
１６．３％、ひとり親家庭の子どもにあっては５４．６％となり、平均的な所得の半分以下の世帯
で暮らしている子どもが過去最高の割合となりました。

  このため、国においては子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的に「子どもの貧困対策
の推進に関する法律」が平成２６年１月に施行され、また、法律第８条の規定により、「子供の貧
困対策に関する大綱」が平成２６年８月に策定されたところです。

  生活の困窮は、決して特別な世帯に起こるものではなく、介護、失業、ひとり親になること等を
きっかけに、誰にでも起こりうる課題と言えます。	

  経済的困難及び社会生活上の困難（以下「経済的困難等」という。）を抱える子どもがその才能や
希望を実現できないまま終わってしまうことは社会にとっても大きな損失であり、子どもへの支
援はまさに未来への投資でもあります。

　経済的困難等を抱える子どもと家庭の「生きづらさ」に寄り添い、子どもの健やかな育ちを支援
する総合的な施策を推進するため、法律第９条の規定に基づき「経済的困難及び社会生活上の困難
を抱える子どもを支援する奈良県計画」を策定します。

　また、この計画は、母子及び父子並びに寡婦福祉法第１２条に基づく「母子家庭等及び寡婦自立
促進計画」を一体的に策定するものです。 

　計画策定にあたっては、施策の内容が教育、福祉、就労等の支援など幅広い分野における対応
が求められることから、庁内関係課による部局横断的な「奈良県子どもの貧困対策ワーキンググ
ループ」により、実態の把握と施策の検討を行うとともに、学識経験者、学校関係者、子どもの支
援に関わる関係団体、就労に関する関係者、県民等で構成する「奈良県子どもの貧困対策会議」を
設置し、委員の方々の意見を踏まえて、子どもが抱える課題を整理し、施策体系のとりまとめを
行いました。

　本計画は、平成２８年４月から平成３３年３月までの５年間を計画の期間とします。

  本計画の施策の実施状況について、毎年度、「奈良県子どもの貧困対策会議」に報告し、点検、
評価を行います。

　経済的困難等を抱える子どもは、家庭の生活困窮を背景として、親からのかかわりやロールモ
デルの欠如等により、学習習慣がうまく習得できないことから、学力の低下や、「自分は価値のあ
る人間」、「頑張れば報われる」という気持ちが抱けず、将来への希望が持てなくなっている状況が
懸念されます。
　また、児童虐待の発生等により、家庭が子どもにとって、必ずしも安心、安全な場所となって
いない問題もあります。
　こうした厳しい状況にある子ども達が、将来に夢や希望を持てる社会を実現していくことが、
本計画の目標です。

　特に支援の必要な子どもである、「生活保護、就学援助を受給する生活困窮世帯の子ども」、「ひ
とり親世帯で経済的困難等を抱える子ども」、及び「社会的養護の子ども」に重点を置いた支援を
行うものとします。
　また、これまで示してきた課題を、支援の対象とする子ども毎に整理し、課題を解決するため
の必要な施策を検討し、経済的困難等を抱える子どもの支援に特化した施策を計画に位置づける
こととします。

　すべての子どもがその将来に夢や希望を持って

成長していける　奈良県の実現　
１．経済的困難等にかかわらず、才能や希望を実現できるよう子どもへの支援を行います。                           
２．�子どもと家庭に寄り添い、より実効性のある支援となるよう行政と地域が連携して施策を

推進します。

1 計画策定の趣旨 1 基本目標

2 施策の方針

2 計画策定の検討体制

3 計画の期間

4 計画の進捗管理

Ⅰ 基本的な考え方 Ⅱ 基本目標と施策の方策
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福祉行政報告例被保護者調査（厚生労働省）
人口推計（総務省統計局）
住民基本台帳に基づく人口による年齢別人口調査（奈良県）

就学援助実施状況等調査（文部科学省）

国勢調査　総務省統計局

児童人口：住民基本台帳に基づく人口による年齢別人口調査（奈良県）
その他：奈良県こども家庭課調べ
※ 施設、里親措置児童数は各月初日在籍児童数の年度平均
※ 潜在的要保護児童数は一時保護の後、帰宅及びその他の児童数
※ 児童人口は10月１日現在の０〜17歳児童数

　生活保護を受給している世帯の子どもは、平成２６年７月現在で２，９３３人で、近年はほぼ横
ばいの状況にあります。なお、児童人口に占める割合は約１．４％となっています。
　また、 経済的理由により、学用品費、通学用品費、通学費等を援助する就学援助を受けている子
どもは、平成２７年３月現在、１２，５９０人となっており、近年ほぼ横ばいの状況にあります。

・貧困状態にある子どもが抱える問題

　子どもが抱える問題については、「学力の
不足」、「食生活不全」が多い他、「自己肯定
感の不足」等心理面への影響が大きいと認識
されている。

・貧困のリスク要因について

　貧困のリスクについては、「就労等の不安
定」、「ひとり親の家庭」、「親の就労意欲」や「養
育力」等を主なものとしている。

　ひとり親世帯は、平成２２年の国勢調査によると、
母子世帯数は、８,３５０世帯、父子世帯数は、８２４
世帯となっており（いずれも他の世帯員 ( 祖父母等 ) が
いる世帯を除く）、増加傾向にあります。
　ひとり親世帯のうち、年収が２００万円未満の世帯
が５１.１％（母子世帯にあっては５４.４％）を占めて
おり、これらの世帯の子どもは、約８，０００人で児童
人口の４% となっています。

　社会的養護は、保護者のいない子どもや、
児童虐待等により保護者に監護させることが
適当でない子どもを公的責任で社会において
養育し、保護するとともに、養育に大きな困
難を抱える家庭への支援を行うこととされて
います。
　本県で、施設に入所している子どもは
３１５名、里親には４５名を委託しています

（いずれも平成26年度）。

　経済的困難等を抱える子どもへの支援について、本県の実態を踏まえたものとするために、ひ
とり親家庭等実態調査等の各種統計調査の他、社会的養護等に係る子どもの具体的な事例調査、
及び子どもの支援に直接携わる県、市町村、施設等の教育、福祉関係者へのアンケート調査を実
施しました。

実施時期：平成２７年６月から７月
調査対象：福祉事務所、児童養護施設、こども家庭相談センター、母子生活支援施設
　　　　　社会福祉協議会、スクールソーシャルワーカーからの聞きとり
事 例 数：１０事例
調査項目：家族状況、家庭のライフコースにみる主なリスク、現在の家庭の課題

実施時期：平成２７年５月
調査対象：�教育関係者（県立高校・特別支援学校の教諭、教育研究所、市町村教育委員会）福

祉関係者（県・市村福祉事務所の生活保護ケースワーカー、児童養護施設・ 母子生
活支援施設・児童家庭支援センター・こども家庭相談センター・市町村児童福祉担
当課職員、母子・父子自立支援員）

回答状況：４０３人
調査項目：�現在実施している支援内容、貧困状態にある子どもが抱える問題、貧困のリスク要

因、支援が困難な理由、有効と思われる支援内容

18歳未満の生活保護受給状況（奈良県）

奈良県におけるひとり親世帯の推移
（他の世帯員がいる世帯を除く）

児童人口に占める要保護児童の割合（奈良県）

奈良県における修学援助の状況

1 生活保護、就学援助等生活困窮世帯の子ども

2 ひとり親世帯で経済的困難等を抱える子ども

3 社会的養護の子ども

アンケート調査結果

Ⅲ 支援の対象となる子どもの状況 Ⅳ 実態把握の取り組み
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平成２４年度子供の学習費調査（文部科学省） 平成24年度学校基本調査（文部科学省）
平成24年福祉行政報告例（厚生労働省）

平成26年度奈良県ひとり親家庭等実態調査（奈良県子ども家庭課） 平成２６年度奈良県児童虐待事例調査（奈良県こども家庭課）

課　　　　　　題 課題を解決するために必要な主な方策 施策の骨子の項目

●�家庭内教育の不十分等から低学力となり、　結果的に大学等進学率が低くなっている。	［表１］［表２］ 家庭教育を補完するために、家庭外に学習の機会と場が必要 １．ア

●�様々な機会を剥奪されることで、「頑張れば報われる」思いを持てず、進学への意欲、将来の希望を抱
けない。	 ［表３］

勉強すること、高等教育を目指すためのインセンティブ（動機付け）が必要 １．イ

子どもの悩みを受け止める心のケアが必要 １．ウ

自分は「出来る」、「人の役に立つ」と思える様々な体験が必要 １．エ

親に対して、｢ 子どもにとって今の勉強が将来のため ｣ であることの意識
付けが必要

３．ア

●�家庭における文化的資源が不足し、学力等にも影響を与えている。
　また、基本的な生活習慣や学習習慣の習得が不十分である。

優れた文化・芸術にふれる機会が必要 １．エ

生活習慣や学習習慣が出来ていない子に習得させる機会と場が必要 １．ア

子育て支援が必要な家庭に、子どもの出生時から早期に寄り添い見守るこ
とが必要

３．ア

●�経済的問題は児童虐待の発生リスクとなっている。	 ［表４］
子育て支援が必要な家庭に、子どもの出生時から早期に寄り添い見守るこ
とが必要

３．ア

●�様々な機会を剥奪されることで、社会的つながりが希薄となっている。 家庭以外に、子どもが気軽に、安心して集える地域の居場所が必要 ２．ア

●�支援が必要であっても、子どもは自らが助けを求め、支援制度を利用することが難しい。 支援が必要な子どもを早期に発見し、支援する仕組みづくりが必要 ４．ア

［表１］

◇補助学習費の多寡は所得と正の相関がある。

［表３］［表２］

◇�県全体の進学率と生活保護世帯の子
どもの進学率では大きな格差がある。

◇�所得が低いほど、子どもの自己肯定感が低い。 ◇�被虐待児童の家庭では、約半数が経済問
題を抱えている。

［表４］

世帯の年間収入段階別の補助学習費 子どもの自己肯定感「そう思わない」とした割合（小学校５年生） 家庭の経済的問題と児童虐待の関係生活保護世帯の子どもの大学等進学率

支援の対象となる子ども 生活保護、就学援助等を受給する生活困窮世帯の子ども

状　況 ・生活保護　約　３，０００人　＜児童人口の約１．４％　近年ほぼ横ばい＞
・就学援助　約１２，６００人　＜在籍児童の約１２％　 近年ほぼ横ばい＞

学力の向上、困難を ｢生きる力 ｣の育成

安心、安全な居場所づくり

家庭の生活を下支えする

福祉、教育等行政と地域が連携した支援の推進

対応策区分／

Ⅴ 支援対象の子どもの課題と必要な対応策
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平成２６年度奈良県ひとり親家庭等実態調査（奈良県こども家庭課） 平成２６年度奈良県ひとり親家庭等実態調査（奈良県こども家庭課）

課　題　※ 生活保護等生活困窮世帯の子どもとの共通課題は極力省略し、ひとり親の特性に着目 課題を解決するために必要な主な方策 施策の骨子の項目

●�家庭内教育の不十分等から低学力となり、結果的に大学等進学率が低くなっている。 家庭教育を補完するために、家庭外に学習の機会と場が必要 １．ア

●�親の就労等により、十分に関わってもらうことが出来ない。	 ［表5］

親子が共に楽しめる機会と場所の提供、効果的な子育ての方法の周知が必
要

３．ア

支援が必要な子どもを地域全体で見守り、育てる環境づくりが必要 ４．ア

●�放課後、自宅で子どもだけで過ごすことが多く、安心、安全に不安。	 ［表6］ 家庭以外に、子どもが気軽に、安心して集える地域の居場所が必要 ２．ア

●子どもにとって、将来のロールモデルとなる人が不足している。
子どもにロールモデルを提示できる様、人との交流を通じた様々な体験が
必要

１．エ

●�繊細な母子関係の元で、子どもが自分の要求、希望を過度に抑制し自らの自立を妨げている。

子どもの悩みを受け止める心のケアが必要 １．ウ

固定化した母子関係を離れ、他者との触れ合いや安心な家庭以外の居場所
が必要

２．ア

［表６］［表５］

◇�ひとり親家庭の親の約半数は、子どもと過ごす時間が取れていないと感
じている。

◇�ひとり親家庭の子どものうち、小学生の６２％が放課後を自宅で過
ごしているが、その多くが子どもだけで過ごしている。

※１　ひとり親世帯のうち、年収２００万円以下の世帯の子どもを推計したものです。

子どもと過ごす時間 放課後の子どもの過ごし方

学力の向上、困難を ｢生きる力 ｣の育成

安心、安全な居場所づくり

家庭の生活を下支えする

福祉、教育等行政と地域が連携した支援の推進

対応策区分／
支援の対象となる子ども ひとり親世帯で経済的困難等を抱える子ども

状　況 ・約８，０００人　＜児童人口の約３．８％　増加傾向＞　※１
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平成24年度　学校基本調査（文部科学省）
※�奈良県児童養護施設の率は、平成21年度から25年度までの平均（奈良県こども家庭

課調べ）

平成26年度奈良県こども家庭課調べ

課　題　※ 生活保護等生活困窮世帯の子どもとの共通課題は極力省略し、社会的養護の特性に着目 課題を解決するために必要な主な方策 施策の骨子の項目

●�親の監護が不十分なことから、学力も低く、結果的に大学等進学率が低くなっている。	 ［表７］
家庭の支援が期待出来ない中で、高等教育を目指すためのインセンティブ

（動機付け）が必要
１．イ

●�虐待を受けたことから、家族と分離される子どもが増加している。	 ［表８］

子育て支援が必要な家庭に、子どもの出生時から早期に寄り添い見守るこ
とが必要

３．ア

社会的養護においても、特定の大人が子どもに寄り添う家庭的な環境づく
りが必要

２．イ

●�大人との継続的、安定的な愛着関係の形成が十分出来ていない。　 
社会的養護においても、特定の大人が子どもに寄り添う家庭的な環境づく
りが必要

２．イ

●子どもにとって、将来のロールモデルとなる人が不足している。
退所後の進学や就労のサポートや子どもが気軽に安心して集える地域の居
場所が必要

２．ア

●�施設退所後も家族、親類からの支援が得られず、また地域のなかに適応していくためのサポートが十
分でない。

地域が、社会的養護の子どもを見守り、包摂できる体制づくりが必要 ４．ア

［表８］［表７］

◇�児童養護施設の子どもの大学等進学率は県全体と比
べて大きな格差がある。

◇�児童虐待を理由に児童養護施設に入所する児童の割合が増加してい
る。

児童養護施設の子どもの大学等進学率 児童養護施設新規入所児童のうち、虐待を理由とする児童の割合

※２�　社会的養護に係る児童養護施設等の施設に入所している子ども、里親に養育を委託されている子ども、こども家
庭相談センターに一時保護している子ども等をもとに推計したものです。

学力の向上、困難を ｢生きる力 ｣の育成

安心、安全な居場所づくり

家庭の生活を下支えする

福祉、教育等行政と地域が連携した支援の推進

対応策区分／
支援の対象となる子ども 社会的養護の子ども

状　況 ・約４５０人　＜児童人口の約０．２％　近年ほぼ横ばい＞　※２
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ア．家庭教育を補完する学びの機会と場づくり

＜１－ア＞
・�学習習慣の習得と学力向上を図る学習ボランティアによる学習支援
・�学習機会に恵まれない子どもを対象に学習支援するボランティア等の支援　等
＜１－イ＞
・�高等学校での修学の安定化のための教育費負担の軽減
・�一定期間の就業により返還免除となる児童養護施設退所者等に対する生活費

等の貸付　等
＜１－ウ＞
・�スクールカウンセラーの配置等による「心の教育」の充実
・�中、高校生が気軽に相談できるメール相談窓口の開設　等
＜１－エ＞
・�地域の住民、企業や大学等との協働により、子どもに様々な体験活動の機会

を提供
・�地域を巻き込んだボランティア活動や地域行事への合同参加を実施
・�実技指導等を行う芸術家の学校への派遣や一流文化芸術団体による巡回公演
　等

＜２－ア＞
・�経済的困難等を抱える子どもが、放課後や土、日曜日に気軽に集い、食事等

も行える地域の居場所づくり
・�児童養護施設を退所した子どもの、就労、就学を支援するとともに居場所を

確保するアフターケアを実施　等

＜２－イ＞
・�里親委託の推進、児童養護施設の小規模化等による家庭的養護の推進　等

＜３－ア＞
・�要支援家庭に対する乳幼児期からのアウトリーチによる養育支援
・�効果的な「しつけ」プログラムの普及促進
・�ひとり親家庭の親の学び直しや就職に有利な資格取得の援助等就労、生活の
   支援
・�奈良県スマイルセンターにおけるひとり親の子育て、養育費、面会交流の相

談の実施等によるワンストップ機能の充実　等

＜４－ア＞
・�要保護児童対策地域協議会等を活用した福祉、教育等行政と地域の連携体制 

づくり
・�スクールソーシャルワーカーの活用の推進　等

ア．子どもが安心して集える地域の居場所づくり

イ．社会的養護の子どもに寄り添う家庭的な環境づくり

イ．高等教育を目指すためのインセンティブ（動機付け）の提供

ウ．子どもの悩みを受け止める心のケアの充実

エ．�優れた文化・芸術とのふれあいや、人との交流活動を通じたロール
モデルや「出来る」、「人の役に立つ」体験の提供

ア．支援が必要な家庭に寄り添い、支援する

ア．支援が必要な子どもを早期に発見し、地域で見守る仕組みづくり

Ⅵ 施策の骨子 Ⅶ 主な施策

１．学力の向上、困難を「生きる力」の育成

２．安心、安全な居場所づくり

３．家庭の生活を下支えする

４．福祉、教育等行政と地域が連携した支援の推進
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◇子どもの成長段階に即した切れ目のない支援 　支援の対象となる「生活保護、就学援助等生活困窮世帯の子ども」、「ひとり親世帯で経済的困難等を抱え
る子ども」、「社会的養護の子ども」毎に、国の「子供の貧困対策に関する大綱」に掲げる指標を勘案し、本
県独自の指標を加え設定します。
　指標をもとに、関係施策の実施状況や対策の効果等を検証し、毎年度、有識者等による「奈良県子どもの
貧困対策会議」に報告し、評価を行います。

№ 指　　　標 奈良県 全　国 備　考
◇生活保護、就学援助等生活困窮世帯の子ども
1 生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率 89.3% 91.1%

�平成26年4月1日現在
2 生活保護世帯の子どもの高等学校等中退率 5.5% 4.9%
3 生活保護世帯の子どもの大学等進学率（専修学校等を含む） 38.1% 31.7%
4 生活保護世帯の子どもの就職率（中学校卒業後） 2.0% 2.0%
5 生活保護世帯の子どもの就職率（高等学校卒業後） 44.2% 43.6%

6
就学援助制度に関する周知状況
・�毎年度の進級時に学校で就学援助制度の書類を配付している市町村の

割合

60.0%
（※） 67.5%

平成２６年度

7 就学援助制度に関する周知状況　
・�入学時に学校で就学援助制度の書類を配付している市町村の割合

65.0%
（※） 66.6%

8 就学援助の受給率（小・中学校）　☆ 11.8% 15.4% 平成25年度

9 日本学生支援機構の奨学金の貸与基準を満たす希望者のうち、奨学金の
貸与を認められた者の割合（無利子）

59.6% 61.6%
平成26年度実績
　上段：予約採用段階
　下段：在学採用段階

100.0% 100.0%

10 日本学生支援機構の奨学金の貸与基準を満たす希望者のうち、奨学金の
貸与を認められた者の割合（有利子）

100.0% 100.0%
100.0% 100.0%

11 スクールソーシャルワーカーの配置人数 3人 1,008人 奈良県：平成26年度現在
全　国：平成25年度

12 スクールカウンセラーの配置率（小学校） 12.0% 49.2% 奈良県：平成26年度現在
全　国：平成25年度実績13 スクールカウンセラーの配置率（中学校） 56.6% 85.9%

◇ひとり親世帯で経済的困難等を抱える子ども
14 ひとり親世帯の子どもの就園率（保育所・幼稚園） 91.2% 72.3%

奈良県：�平成26年度ひとり親
家庭等実態調査

全　国：�平成23年度全国母子
世帯等調査（特別集
計）

15 ひとり親世帯の子どもの高校等進学率 96.7% 93.9%
16 ひとり親世帯の子どもの就職率 ( 中学校卒業後） 1.3% 0.8%
17 ひとり親世帯の子どもの大学等進学率（専修学校等を含む） 58.2% 41.6%
18 ひとり親世帯の子どもの就職率 ( 高等学校卒業後） 17.9% 33.0%
19 ひとり親世帯の就業率（母子家庭）　 90.6% 80.6%
20 ひとり親世帯の就業率（父子家庭） 91.8% 91.3%
21 スマイルセンター就業相談件数　☆ 2,270件 88,422件 平成２６年度
◇社会的養護の子ども
22 児童養護施設の子どもの高校等進学率 100.0% 97.2%

�平成26年5月1日現在
23 児童養護施設の子どもの就職率（中学校卒業後） 0.0% 1.3%
24 児童養護施設の子どもの大学等進学率（専修学校等を含む） 19.2% 22.6%
25 児童養護施設の子どもの就職率（高等学校卒業後） 73.1% 70.9%

☆印は、奈良県独自の指標です。
（※）　�他の周知方法として、「教育委員会のホームページに制度を掲載」、「自治体の広報紙等に制度を掲載」等があり、いずれかの方法

で周知を行っている県内市町村の割合は100% となる。

　以下は、国の大綱にある指標のうち、県のデータがないために、県の指標にはあげていないものです。
指　　　標 奈良県 全　国 備　考

子どもの貧困率 － 16.3%
平成25年国民生活基礎調査

子どもがいる現役世帯のうち大人が一人の貧困率 － 54.6%

Ⅷ 子どものライフステージに応じた子どもへの支援 Ⅸ 経済的困難等を抱える子どもに関する指標
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